
令和６年１月５日 

政 策 経 営 部 

 

次期世田谷区基本計画（案）について 

 

 

 

 

 

１．主旨 

次期世田谷区基本計画については、令和５年９月に計画素案を公表し、その

後、パブリックコメントを実施するなど、幅広く意見をいただくとともに、庁内

での検討を進めてきた。この度、計画案を取りまとめたため、報告する。 

 

２．基本計画（案） 

  別紙１ 世田谷区基本計画（案）【概要版】 

  別紙２ 世田谷区基本計画（案） 

 

３．素案から案への主な追加・修正 

項目 内容等 

計画冒頭 ・基本構想全文を掲載した。（Ｐ１～４） 

第３章 基本方針 ・「世田谷区のまちづくり像」を追加した。（Ｐ22～24） 

第４章 政  策 

・重点政策の成果指標の数値を追記したほか、重点政策に連なる主な施策、

関連施策について、該当する分野の表示を追記した。（Ｐ27～40） 

・「政策と SDGｓとの関係」に「ジェンダー平等」についての記述を追加し

た。（Ｐ43） 

・分野別政策の成果指標の数値を追記したほか、「施策の概要」に主な事業

（実施計画事業）を追記した。また、関連する個別計画等や基本構想「九

つのビジョン」の表示を追記した。（Ｐ45～113） 

第５章 実施計画 

・新たに章を設けて実施計画の章立てとし、各事業の行動量、成果指標に

かかる具体的な数値を追記した。（Ｐ114～211） 

・事業費一覧を追加した。（Ｐ212～214） 

 

４．パブリックコメント等の実施結果 

計画案の作成に向け、世田谷区基本計画（素案）に対するパブリックコメント

をはじめ、デジタルプラットフォーム（Decidim）を活用した意見交換、子ども向

けリーフレット（啓発用）に対する子どもからの意見募集を実施し、幅広く意見

をいただいた。それぞれの取組み結果については、別紙のとおり。 

別紙３ 世田谷区基本計画（素案）に対する区民意見及び区の考え方について 

 

５．今後のスケジュール（予定） 

令和６年２月  区議会常任委員会報告（計画案） 

     ３月  計画策定 

（付議の要旨） 

 令和６年度を初年度とする次期「世田谷区基本計画」の計画案を取りまとめたた

め、決定する。 
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世田谷区基本計画（案）

【概要版】

令和６年（2024年）２月

世田谷区

別紙１

令和６年度 令和13年度
（2024） （2031）
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第１章 計画の策定について

＜計画策定にあたって＞ ＜計画の位置づけ・期間＞

（１）位置づけ
向こう８年間に区が重点的に取り組む

政策、施策の方向性を明らかにした区政
運営の基本的な指針であり、区の最上位
の行政計画です。

（２）計画期間（8年間）
令和６年（2024年）度から
令和13年（2031年）度まで

第２章 計画策定の背景について

＜目指すべき未来の世田谷の姿＞

世田谷区では、平成25年（2013年）9月に区議会で議決された世田谷区
基本構想のもと、区政運営の基本的な指針として「世田谷区基本計画」を策定し、
取組みを進めてきましたが、令和５年（2023年）度で最終年次を迎えることとな
ります。人口動態の変化をはじめ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、自然
災害の常態化など、この間の社会状況の変化を踏まえ、令和6年（2024年）度
を初年度とする新たな基本計画を策定します。

＜社会動向＞

⚫ 世田谷区の総人口は、これまでのような右肩上がりの人口増加は見込めない
状況に直面していきます。

⚫ これまでに前例のない地球規模のパンデミックや気候危機が、区政の根幹を揺
るがしかねない事態となっています。

⚫ 物価高騰などにより、区民生活や区内産業は大変厳しい状況下にあるととも
に、所得格差や地域社会の分断の広がりへの懸念、社会インフラの老朽化な
どの課題もあり、区を取り巻く状況は厳しさを増しています。

⚫ 区民生活について
➢住民の参加意欲や行動意欲の醸成につながるポジティブなまちづくりを進める。
➢子どもを生み育てやすい環境、若者が活躍できる環境を整備する。
➢子どもの将来性や可能性を保障するため、多様な学びの場を確保する。 など

⚫ 地域経済について
➢既存産業の振興を図る。
➢起業家の輩出や育成を支える基盤づくりを進める。
➢コミュニティビジネスやソーシャルビジネスの振興を図る。 など

⚫ 都市基盤について
➢防災・減災の視点を加味した災害に強い街づくりを進める。
➢公共交通環境の維持・確保・整備を図る。
➢居住地として選ばれる新たな魅力と活力が感じられる都市を創出する。 など

⚫ 自然環境について
➢自然・生態系の損失を食い止め、回復させていくための行動を進める。
➢自然の持つ多様な機能を活用していく。
➢人々の行動やライフスタイル、社会のあり方を変容する取組みを進める。 など

⚫ 自治体経営について
➢資源や資産に限りがあることを十分認識し、経営効果の最適化を図る。
➢行政サービスのデジタル化の取組みを一層推進し、区民の利便性向上を図る。
➢常に変革し続け柔軟に対応可能な自治体経営を実現する。 など

世田谷区の計画体系

こうした急激な社会状況の変化を踏まえ、

区政には大きな転換が求められています。

＜人口（構成比）＞

令和５年
（2023年）

高齢者人口（65歳以上）

20.4%

生産年齢人口（15-64歳）

68.0%

年少人口（0-14歳）

11.6%

高齢者人口（65歳以上）

27.1%

年少人口（0-14歳）

9.2%

生産年齢人口（15-64歳）

63.7%

令和25年
（2043年)
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第３章 基本方針

区政が目指すべき
方向性

持続可能な未来を確保し、あらゆる世代が安心して住み続けられる世田谷をともにつくる

乳幼児から高齢者までのあらゆる世代が安心して住み続けられるまちづくりを進めるとともに、地球環境や生態系が適切に維持保全され、
将来世代が必要とするものを損なうことなく選択肢や可能性が広がる未来の確保を目指していきます。

＜計画の理念＞

計画全体を貫き計画の土台となる根本的な考え方として、次の６つを計画の理念として位置づけます。

●参加と協働を基盤とする

参加と協働による政策、施策の展開を区政運営の基盤とします。また、区民の主体的な参加への意欲を引き出すコミュニティづくりにつなげます。

●区民の生命と健康を守る

生命と健康を守ることは、自治体として最優先の課題であり、引き続き全力で取り組み、身体的な健康のみならず、心の健康につながる心の豊かさな
どの視点に配慮します。

●子ども・若者を中心に据える

子ども・若者を地域を一緒に創っていく主体として明確に位置づけ、参加しやすく、自分たち自身が社会の真ん中にいると実感できるよう子ども・若者
の「今」に焦点をあてて政策、施策の組み立てを考えます。

●多様性を尊重し活かす

異なる立場や様々な価値観を持つ人々がともに社会を構築できるよう、年齢、性別、LGBTQ などの性的指向及びジェンダーアイデンティティ、国籍、
文化の違いや障害の有無などから、価値観や家族のあり方、ライフスタイルの多様性まで、広く多様性を尊重し活かしていきます。

●地区・地域の特性を踏まえる

各地区や地域の特性・課題などを十分考慮し、それぞれの区民ニーズを的確に捉えて政策、施策を組み立てます。

●日常生活と災害対策・環境対策を結びつける

日常生活と災害対策・環境対策を常に結びつけて考え、政策、施策を組み立てます。

＜地域行政の基本となる考え方＞

＜基盤となる取組み＞

●地区・地域課題の解決 ●多様なコミュニティづくりと区民参加の推進

●地域福祉の推進（地域包括ケアの地区展開の充実） ●地域防災力の向上

●安全で魅力的な街づくり ●行政サービスの向上 ●地域行政の運営体制の充実

地区及び地域の実態に即した総合的な行政サービス及びまちづくりを推進し、もって安全・安心で暮らしやすい地域社会を実現します。
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第４章 政策＜重点政策＞

重点政策が描く将来ビジョン

６つの重点政策を実現することで、「子ども・若者と地域の多様な人々
とのつながり」「地域・産業と学びのつながり」「多様な人が出会うことによる
支援の輪のつながり」「環境配慮行動の地域や自治体を越えたつながり」
「地域資源と街づくりのつながり」「区民、事業者のアイデアと区政課題と
のつながり」の６つの「つながり」を創出し、区民生活や地域経済、都市
基盤、自然環境、自治体経営における持続可能性を確保し、あらゆる
世代が安心して住み続けられるまちの実現を目指します。

重点政策１

子ども・若者が笑顔で
過ごせる環境の整備

重点政策３

重点政策４

多様な人が出会い、
支え合い、活動できる
コミュニティの醸成

誰もが取り残されること
なく生き生きと暮らせる
ための支援の強化

重点政策５

自然との共生と
脱炭素社会の構築

重点政策６

安全で魅力的な街づ
くりと産業連関による
新たな価値の創出

重点政策２

新たな学校教育と生
涯を通じた学びの充実

6つの「つながり」で
持続可能な未来
をつくる

環境配慮行動が
地域や自治体を
越えてつながる

地域・産業と
学びがつながる

区民、事業者の
アイデアと区政
課題がつながる

子ども・若者と
地域の多様な
人々がつながる

多様な人が出会い、
支援の輪がつながる

地域資源と
街づくりが
つながる重点政策６

安全で魅力的な街づ
くりと産業連関による
新たな価値の創出
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第４章 政策＜重点政策＞

子ども・若者が笑顔で過ごせる環境の整備
子ども・若者と

地域の多様な人々が
つながる

＜目指す姿＞

⚫ 子ども・若者が過ごすあらゆる場面において、意見を表明し、自己を表現できる
機会や、一人ひとりが自分の心と体を大切にしながら、安心して過ごせる場や
機会があり、自ら選択できる環境がある。

⚫ 子ども・若者が多様な人々と関わりを持ちながら、成長していく中で、自己肯定
感や自己有用感、社会の真ん中にいるという主体性を実感できる。

⚫ 「子ども・子育て応援都市」として、子どもや若者、子育て家庭が、地域の中で、
周囲の人々にあたたかく見守られ、支えられ、応援されていると実感できる。

＜視 点＞

子ども・若者が地域の中で多様な人々と出会い、見守られながら育つ

＜主な施策＞

⚫子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり
⚫子どもの成長を支える環境の充実
⚫質の高い乳幼児教育・保育の充実
⚫子育て家庭の支援の推進
⚫支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート
⚫若者が力を発揮できる環境の充実
⚫生きづらさを抱える若者への支援
⚫安心して暮らせる居住環境の整備
⚫起業の促進と多様な働き方の実現
⚫地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進

新たな学校教育と生涯を通じた学びの充実 地域・産業と
学びがつながる

＜目指す姿＞

⚫ 子どもの多様性に応じた学びの場を確保し、一人ひとりに応じた学びにより、全
ての子どもが支え合い協働的に学ぶことを通じて将来性や可能性が保障される。

⚫ 誰もがいつでも何度でも学ぶことができ、やりがいや生きがいを持ちながら、様々
なことにチャレンジし、生き生きと暮らせる。

成果指標

学びが楽しいと感じる児童・生徒の割合

生活の中で学びが身近に感じられるようになった区民の割合

＜主な施策＞

⚫キャリア・未来デザイン教育の推進
⚫教育DXのさらなる推進
⚫多様な個性が生かされる教育の推進
⚫多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり
⚫相談・支援体制の充実と連携体制の強化
⚫多様な学びの場や居場所の充実
⚫知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造
⚫常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進
⚫文化財の保護・普及活動の推進
⚫起業の促進と多様な働き方の実現
⚫地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進

＜視 点＞
子どもを主体とした教育への転換
子どもも大人も一人ひとりが学びの主体
地域・産業と学びを結びつける

重点政策１ 重点政策２

成果指標

自分のことが好きだと思う子ども・若者の割合

子ども・若者と子育てを支える地域資源の数
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第４章 政策＜重点政策＞

多様な人が出会い、支え合い、
活動できるコミュニティの醸成

多様な人が出会い、
支援の輪がつながる

成果指標

地域で人とのつながりを感じられると思える区民の割合

＜視 点＞

緩やかなつながりを広げる

誰もが取り残されることなく生き生きと
暮らせるための支援の強化

多様な人が出会い、
支援の輪がつながる

成果指標

地域住民の居場所や支えとなりうる地域資源数

＜視 点＞

選択肢をふやす

＜目指す姿＞

⚫ 地域住民同士の新たなつながりが芽生え、住民の地域活動などへの参加意欲
が向上し、地区や地域への区民参加が促進される。

＜主な施策＞

●主体的に取り組める健康づくりの推進
●地区でつながり続ける支援体制の構築
●介護予防の総合的な推進
●地域防災力の向上
●誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備
●地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動の活性化
●スポーツを通じた生きがい・健康づくり
●スポーツを通じた共生社会の実現
●地域への参加促進と地域活動の活性化
●区民や活動団体の連携・協働促進

＜目指す姿＞

⚫ 全ての区民の人権が尊重され、年齢、性別、LGBTQなどの性的指向及びジェ
ンダーアイデンティティ、国籍、障害の有無などにかかわらず自らの意思に基づき
個性と能力を十分発揮することができ、生き生きと尊厳を持って地域で暮らすこ
とができる。

⚫ 支援が必要だと思われる人が自らの意思を尊重され、相談や支援、参加につ
ながることができ、災害時にも必要な支援を受けられ安心して生活を送ることが
できる。

＜主な施策＞

⚫支援が必要な子ども・子育て家庭の
サポート

⚫生きづらさを抱える若者への支援
⚫介護予防の総合的な推進
⚫身近な福祉相談の充実と地域づくり
⚫地区でつながり続ける支援体制の構築
⚫安心して暮らせる居住環境の整備
⚫地域生活課題の解決に向けた取組み
⚫在宅医療・介護連携の推進
⚫福祉人材の確保及び育成・定着支援
⚫地域防災力の向上
⚫健康危機管理体制の強化

重点政策４重点政策３

⚫スポーツを通じた共生社会の実現
⚫人権への理解促進
⚫男女共同参画の推進
⚫ＤＶ防止の取組み
⚫多文化共生の推進
⚫地域への参加促進と地域活動の活性化
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第４章 政策＜重点政策＞

自然との共生と脱炭素社会の構築

成果指標

身近なみどり、自然を大切に思い、みずから守り育てている区民の割合

みどり率

区内のＣＯ2排出量

＜視 点＞

意識の醸成から行動につなげ取組みの輪を大きく広げる

安全で魅力的な街づくりと産業連関による
新たな価値の創出

地域資源と街づくり
がつながる

＜視 点＞
地区・地域の特性を踏まえ、地域資源を有効に活用する

より多くの区民や事業者のアイデアを課題解決に結びつける

＜目指す姿＞

⚫ 区民の生活を脅かす気候変動に向き合い、多様な生物に支えられた生態系
の健全性を守り、自然の豊かな恵みを実感しながら日々の生活を送ることがで
きる。

⚫ 区民や事業者は身近な自然である国分寺崖線や大規模公園などを核とした
みどりと生きもののネットワークを守り育て、自然との共生に向けた取組みを進め、
継承している。また、気候危機に与える影響、効果が広く認識され、脱炭素型
のライフスタイルやビジネススタイルへの変容により、脱炭素地域社会が実現して
いる。

＜主な施策＞

⚫多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり
⚫水害を抑制する街づくり
⚫区民・事業者の脱炭素行動の支援
⚫公共施設や区事業活動における脱炭素の実施
⚫地域環境美化活動の推進
⚫ごみ減量と資源循環型社会の形成
⚫世田谷らしいみどりの保全・創出
⚫生物多様性の保全
⚫協働によるみどり豊かなまちづくりの推進
⚫地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進
⚫地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及びエシカル消費の推進

区民、事業者の
アイデアと区政
課題がつながる

＜目指す姿＞

⚫ 道路交通網など都市基盤が整備され、地震や台風などの災害に対するレジリエ
ンスの高い街づくりが進み、区民が安全安心に暮らすことができる。

⚫ 歴史ある風景の保全や街並みの形成、公園の整備などにより良好な住環境が
創出され、活動と交流の場に誰もが快適に移動できる魅力的な街づくりが進ん
でいる。

⚫ 暮らしを支える生活関連産業（卸売業・小売業、飲食サービス業、建設業、福
祉産業等）と既存産業の課題や社会課題を解決する産業（ＩＴ・環境等）、
起業家などの連携強化により新たな価値が創出され、地域経済の発展につな
がっている。

＜主な施策＞

⚫地域防災力の向上
⚫震災に強い街づくり
⚫都市の事前復興
⚫水害を抑制する街づくり
⚫日常の安全・安心な街づくり
⚫多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤強化
⚫起業の促進と多様な働き方の実現
⚫地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進
⚫地区特性に応じた街づくりの推進
⚫魅力あるにぎわいの拠点づくり
⚫歩いて楽しめる魅力づくり
⚫地域公共交通の活性化

成果指標

災害に強い街づくりが進んでいると感じる
区民の割合

街が魅力的でにぎわいがあると感じている
区民の割合

重点政策５ 重点政策６

環境配慮行動が地域
や自治体を越えてつ

ながる

成果指標

事業活動しやすいと考える事業者の割合

持続可能な地域経済の充実度
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第４章 政策＜分野別政策＞

基本構想に定める「九つのビジョン」を具体化するための政策を各分野において体系的に整理するとともに、各分野における課題や施策の方向性などを明らかにします。

子ども・若者
政策１．子ども一人ひとりがのびやかに育つ環境づくり

政策３．若者が力を発揮できる環境づくり

政策２．安心して子育てできる環境の整備

教 育
政策４．新たな学校教育の推進

政策６．生涯を通じた学習の充実

政策５．不登校支援の強化

健康・福祉
政策７．健康づくりの推進

政策９．地域福祉の推進と基盤整備

政策８．福祉につながるネットワークの強化

災害・危機管理 政策10．安全・安心のまちづくり

環境・リサイクル
・みどり

政策12．脱炭素化の推進

政策14．豊かな自然環境の保全・創出

政策13．快適で暮らしやすい生活環境の構築

経済・産業 政策15．持続可能な地域経済の実現

文化・スポーツ 政策16．文化・芸術の振興

都市整備
政策18．魅力ある街づくり

政策20．都市基盤の整備・更新

政策19．交通環境の整備

人権・コミュニティ 政策21．多様性の尊重

政策11．災害に強い街づくり

政策17．生涯スポーツの推進

政策22．地域コミュニティの促進

9



＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

第４章 政策＜分野別政策＞

子ども・若者

子ども一人ひとりがのびやかに育つ環境づくり

自分のことが好きだと思う子どもの割合

政策１

地域全体が子どもを権利の主体としてその最善の

利益を保障する視点を持ち、子どもが地域の中で自

己肯定感を持ちながら自ら生きる力を育むことができ

るまちになっています。

⚫ 子どもの権利とその最善の利益を保障する環境
づくり

⚫ 子どもの成長を支える環境の充実

⚫ 質の高い乳幼児教育・保育の充実

安心して子育てできる環境の整備

子育てしやすい環境だと感じる保護者の割合

政策２

全ての子育て家庭が、妊娠期から孤立することなく、

日々の暮らしの身近なところで、地域の人々や子育

て支援につながりながら、安心して暮らしています。ま

た、子育て世帯や子育てを支える多様な世代が交

流できる場や機会が充実し、子どもが健やかに育つこ

とができるまちになっています。

⚫ 子育て家庭の支援の推進

⚫ 支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート

若者が力を発揮できる環境づくり

政策３

若者の主体的な活動を促し、世代を超えた出会い

や交流の機会を創出していくことで、若者が地域での

活動に積極的に参加・参画し、次代の担い手として

地域の主役になることができるまちになっています。ま

た、ひきこもり等困難を抱えた若者が自ら選択した居

場所や相談機関に支えられ、自分らしくいきいきと生

活でき、安心して暮らしていくことができるまちになって

います。

⚫ 若者が力を発揮できる環境の充実

⚫ 生きづらさを抱える若者への支援

成果指標

子育てしやすい環境だと感じる保護者の割合

子ども・若者と子育てを支える地域資源の数

成果指標

身近な人や社会の役に立ちたいと思う若者の割合

学校や仕事以外で、趣味の活動やイベント、ボランティア
などに関わった若者の割合
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＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

第４章 政策＜分野別政策＞

教育

新たな学校教育の推進

学びが楽しいと感じる児童・生徒の割合

政策４

子どもたちが自ら地域課題の解決策や興味、関心

が高いテーマなどについて考える探究的な学びへと学

びの質的転換が進み、一人ひとりの多様な個性・能

力を伸ばす学校教育が行われるとともに、変化の激

しい時代を担う全ての子どもたちがこれからの社会を

生きるために必要な基礎を育む質の高い学校教育

が実現しています。

⚫ キャリア・未来デザイン教育の推進

⚫ 教育DXのさらなる推進

⚫ 多様な個性が生かされる教育の推進

⚫ 多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり

不登校支援の強化

政策５

いじめ等の早期発見や未然防止及び深刻化防止

への適切な対応が図られ、学校内外の教育相談や

不登校対策が充実し、児童・生徒とその保護者の問

題解決を支援する仕組みが構築されています。また、

児童・生徒、保護者の状況を的確に把握し、多様

性や個性に応じた支援方針が定められ、ICTの活用

も視野に入れた多様なプログラムの実施により、学校

外の居場所や学びの場を選ぶことも可能になるなど、

一人ひとりの状況に即した適切な支援が行われ、どこ

にも支援につながっていない児童・生徒の割合が減

少しています。

⚫ 相談・支援体制の充実と連携体制の強化

⚫ 多様な学びの場や居場所の充実

生涯を通じた学習の充実

政策６

区民が年齢を問わず学び続け、いつでも学び直しが

できるよう、学びの機会と場が充実しているとともに、多

様な人材が社会的な資源となってつながりあい、連携・

協働を通じて地域コミュニティづくりが広がっています。

図書館が、知と学びと文化の情報拠点、また地区の

文化や歴史の「知」の拠点として、コミュニティの醸成に

つながる交流の場所、地域に開かれた知的な居場所

となっています。

区民が世田谷区に愛着を持ち、世田谷の歴史・文

化を大切にしながら、多くの文化財を保存・活用し、貴

重な文化財を次の世代に確実に継承しています。

⚫ 知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造

⚫ 常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進

⚫ 文化財の保護・普及活動の推進

成果指標

生活の中で学びが身近に感じられるようになった区民の
割合

成果指標

不登校児童・生徒のうち何らかの支援を受けている
児童・生徒の割合
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＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

第４章 政策＜分野別政策＞

健康・福祉

健康づくりの推進

学校生活が楽しいと感じる児童・生徒数の割合

政策７

全世代を通して、区民一人ひとりが自身の健康に

関心を持ち、主体的に健康づくりの取組みを推進す

るとともに、心身ともに安心できる支援の仕組みが確

立され、いつまでも健康で安らかに暮らしています。ま

た、高齢者が、住民同士の支え合いと事業者との連

携による多様な介護予防に取り組むことで、住み慣

れた地域で、生きがいをもって、いきいきと自分らしく

暮らせるまちになっています。

⚫ 主体的に取り組める健康づくりの推進

⚫ こころの健康づくり

⚫ 介護予防の総合的な推進

福祉につながるネットワークの強化

地域住民の居住所や支えとなりうる地域資源の数

政策８

健康や身体の悩み、困りごとを抱えた区民が早期

に身近な福祉の相談窓口に相談することができ、状

況に応じた適切な支援や関係機関につながることが

できます。課題が複雑化・複合化した場合など対応

が難しいケースについても、様々な機関による支援体

制を構築し、隙間ができないよう支援を届けるととも

に、地区で寄り添いながらつながり続け、一人ひとりが

生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていま

す。

＜主な施策＞

⚫ 身近な福祉相談の充実と地域づくり

⚫ 地区でつながり続ける支援体制の構築

地域福祉の推進と基盤整備

政策９

障害の有無にかかわらず、基本的人権を享有する

個人としてその尊厳が重んじられているとともに、介護

や医療等が必要となっても、必要な人材が確保・育

成されており、保健・医療・福祉等のサービスの連携

が相互に図られ、総合的に提供されていることで、誰

もが安心して住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるまちになっています。

＜主な施策＞

⚫ 安心して暮らせる居住環境の整備

⚫ 地域生活課題の解決に向けた取組み

⚫ 在宅医療・介護連携の推進

⚫ 福祉人材の確保及び育成・定着支援

成果指標

生涯にわたり健やかでこころ豊かに暮らすことができている
と思う区民の割合

６５歳健康寿命（要介護２）

成果指標

地域での支え合いが必要だと考え、状況に応じて積極的
な声掛けなどを行いたいと回答した区民の割合

孤立していると思われる区民の割合

地域住民の居場所や支えとなりうる地域資源の数

成果指標

介護や医療が必要になっても世田谷区に
住み続けたいと考える区民の割合

地域の中で合理的配慮や必要な支援を受けて安心して
暮らせていると感じる区民の割合
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＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

＜目指す姿＞

＜関連するSDGｓのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標成果指標

第４章 政策＜分野別政策＞

災害・危機管理

安全・安心のまちづくり

安全・安心に暮らせていると感じる区民の割合

政策10

区民一人ひとりの防災意識が向上し、町会・自治
会をはじめとした多様な主体や人材の防災力が底上
げされ、地区のコミュニティが連携して救護や避難に取
り組むことができ、地域の防災力が向上しています。ま
た、区民が日ごろから健康危機に対する意識を持ち、
健康危機発生時には正しい情報のもとに適切な行
動をとることができます。さらに、防犯に対する意識が
地域で共有され、自主的な防犯活動として、見守り
や声かけなどが活発に行われています。持続的な安
全・安心の施策を展開し、体系的・継続的な治安基
盤や関係機関との強固な連携体制を整備することで、
安全・安心に暮らし続けることができるまちとなっていま
す。

⚫ 地域防災力の向上

⚫ 犯罪防止の取組み

⚫ 健康危機管理体制の強化

災害に強い街づくり

災害に強い街づくりが進んでいると感じる区民の割合

政策11

災害に強い街づくりを進めることにより、豪雨や地震

といった自然災害に対する強靭さを備え、安心して暮

らすことができるまちになっています。また、自然災害が

発生した場合における地区での救援・避難から生活

再建に向かう復興街づくりを迅速かつ円滑に進めら

れるようになっています。

⚫ 震災に強い街づくり

⚫ 都市の事前復興

⚫ 水害を抑制する街づくり

⚫ 日常の安全・安心な街づくり

成果指標

安全・安心に暮らせていると感じる区民の割合

１年以内に防災または防犯に関する地域活動に参加し
たことがある区民の割合
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＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標成果指標

第４章 政策＜分野別政策＞

環境・リサイクル・みどり

脱炭素化の推進

区内の二酸化炭素排出量

政策12

将来を担う世代に、良好な環境を引き継いでいくた

め、区民や事業者の行動や取組みが地球温暖化や

気候危機に与える影響、効果が広く認識され、区

民・事業者・区をはじめあらゆる主体が一丸となって、

令和32年（2050年）までに温室効果ガス排出量

実質ゼロを目指し、地球温暖化対策に取り組んでい

ます。

⚫ 区民・事業者の脱炭素行動の支援

⚫ 公共施設や区事業活動における脱炭素の実施

快適で暮らしやすい生活環境の構築

生活するうえで、まちがきれいであると実感できる感じる区民の
割合

政策13

きれいな空気や水の保全が進められ、良好な生活

環境が次代に引き継がれています。地域・区民が協

働した、ポイ捨てや歩きたばこの防止などの環境美化

への取組みによりきれいなまちが実現し、いつまでも快

適な生活環境で暮らせる魅力あるまちになっています。

⚫ 地域環境美化活動の推進

⚫ たばこルールの推進

⚫ ごみ減量と資源循環型社会の形成

豊かな自然環境の保全・創出

政策14

国分寺崖線や大規模公園など核となるみどりが保

全され、みどりと生きもののネットワークが広がっていま

す。協働による公園緑地の維持管理や農業公園で

の活動などを通じて、区民は暮らしの中で生物多様

性の豊かな恵みを実感しています。まちに広がるみど

りは、ヒートアイランド現象を緩和し健全な水循環を

保つことで地域の生態系を維持し、安全に暮らし続

けられる環境住宅都市として持続可能性が確保され

ています。

⚫ 世田谷らしいみどりの保全・創出

⚫ 生物多様性の保全

⚫ 協働によるみどり豊かなまちづくりの推進

成果指標

生活するうえで、まちがきれいであると感じる区民の割合

成果指標

みどりに関する区民満足度「大変満足している」の割合

みどり率

成果指標

脱炭素型のライフスタイルを実践している区民の割合

区内のＣＯ2排出量
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＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標

＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標成果指標

第４章 政策＜分野別政策＞

経済・産業

持続可能な地域経済の実現

政策15

事業者の事業活動の基盤強化となる環境整備に

加え、幅広い事業者の新たな挑戦や多様な主体に

よる有機的なつながりの促進、多様な働き方の実現、

ビジネスの観点からの地域課題や社会課題の解決な

どにより、新たな価値が創造される土壌や環境が整っ

ています。これらの環境整備により地域の経済発展と

地域や社会の課題の解決を両立する持続可能な地

域経済が構築され、豊かな区民生活の実現に寄与

しています。

⚫ 多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤
強化

⚫ 起業の促進と多様な働き方の実現
⚫ 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネ

スの推進
⚫ 地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及び

エシカル消費の推進

文化・芸術の振興

区内の文化環境に満足している区民の割合

政策16

年齢、性別、LGBTQなどの性的指向及びジェン

ダーアイデンティティ、国籍、障害の有無、経済的状

況等にかかわらず、区民の誰もが日常生活または非

日常の中で、文化・芸術に親しんでいます。一流の

芸術から、気軽に参加できる文化的イベントまで、多

彩で幅広い文化・芸術に気軽に触れることができ、

文化・芸術活動を行う人同士の交流も活発です。

住んでいて楽しく、住み続けたいと思えるまちになって

います。

⚫ 誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の
整備

⚫ 地域活動団体の支援と交流の促進による文化・
芸術活動の活性化

生涯スポーツの推進

週１回以上スポーツや運動をしている区民の割合

政策17

区民が生涯を通じ身近な地域で、「いつでも」「どこ

でも」「だれでも」「いつまでも」気軽にスポーツ・レクリ

エーションに親しみ、楽しむことができています。

⚫ スポーツを通じた生きがい・健康づくり

⚫ スポーツを通じた共生社会の実現

⚫ スポーツを通じた活力あるまちづくり

事業活動及び経済活動等の充実度

文化・スポーツ

成果指標

事業活動しやすいと考える事業者の割合

持続可能な地域経済の充実度

15



＜目指す姿＞

＜関連するSDGｓのゴール＞

＜主な施策＞

＜目指す姿＞

＜関連するSDGｓのゴール＞

＜主な施策＞

＜目指す姿＞

＜関連するSDGｓのゴール＞

＜主な施策＞

第４章 政策＜分野別政策＞

都市整備

魅力ある街づくり

政策18

地域や文化に根差した歴史ある風景を守り、街並

みを形成しながら、魅力が感じられる風景づくりやにぎ

わいのある拠点づくりなどが進められており、区内外の

多くの人々を惹きつけ、新たな居住者が増えています。

また、地区の特性を踏まえた参加と協働による地区

街づくりや歩行者にやさしい歩きやすい道路環境の

整備等を推進することにより、住民同士の共助意識

が向上し、区民が安全で快適に暮らし続けることがで

きるまちになっています。

⚫ 地区特性に応じた街づくりの推進

⚫ 魅力あるにぎわいの拠点づくり

⚫ 歩いて楽しめる魅力づくり

交通環境の整備

政策19

区民、交通事業者、区が協力・連携して総合的に

「交通まちづくり」に取り組み、交通ネットワークの充実

や、公共交通が不便な地域における移動環境の改

善などを図ることで、様々な交通手段を活用し、誰も

が快適かつ安全・安心に移動できるまちになっていま

す。

⚫ 地域公共交通の活性化

⚫ 自転車利用環境の整備

都市基盤の整備・更新

政策20

区民の日常生活を支える重要な都市基盤である

道路・公園等について、区民、事業者等との協働に

より整備計画が実現するとともに、適切な維持・更新

が実施され、区民一人ひとりが安全で快適に暮らし

続けることができるまちになっています。

⚫ 道路ネットワークの計画的な整備

⚫ 公園・緑地の計画的な整備

成果指標

道路・公園等の都市基盤が整備・維持・更新され、
安全で快適に暮らしていると感じている区民の割合

成果指標

区内の交通手段（移動手段）に満足している
区民の割合

成果指標

自然環境や街並み､道路の歩きやすさ等を踏まえ､
生活環境が良いと感じる区民の割合

街が魅力的でにぎわいがあると感じている区民の割合
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＜目指す姿＞

＜関連するSDGsのゴール＞

＜主な施策＞

＜目指す姿＞

＜関連するSDGｓのゴール＞

＜主な施策＞

成果指標成果指標

第４章 政策＜分野別政策＞

人権・コミュニティ

多様性の尊重

政策21

個人の尊厳を尊重し、年齢、性別、LGBTQなどの

性的指向及びジェンダーアイデンティティ、国籍、障害

の有無等にかかわらず、多様性を認め合い、自分ら

しく暮らすことができ、人と人とのつながりを大切にし、

誰一人取り残されない社会が実現しています。

⚫ 人権への理解促進

⚫ 男女共同参画の推進

⚫ DV防止の取組み

⚫ 多文化共生の推進

地域コミュニティの促進

身近な地域活動に参加している区民の割合

政策22

区民一人ひとりが地域に関心を持ち、日常生活の

中で気軽に参加できる居場所があり、役割を持ちな

がら孤立することなく地域とのつながりを感じて暮らし

ています。町会・自治会やＮＰＯなどの様々な団体

によって、多様な地域活動が活発に行われるなかで、

区民や団体同士のつながりが深まり、行政とも連携・

協働しながら、多様化する地域の課題解決に主体

的に取り組んでいます。

⚫ 地域への参加促進と地域活動の活性化

⚫ 区民や活動団体の連携・協働促進

成果指標

自分らしく安心して暮らしていると感じる
区民の割合
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

子ども・若者

子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり

●子どもの権利学習の実施

●子どもの参加・意見表明の機会の充実

●思春期世代に向けたリプロダクティブ・ヘルス／ライツ周知啓発の実施

1‐1

子どもの成長を支える環境の充実1‐2

●児童館の整備・充実

●放課後児童クラブの整備・充実

●子どもを支えるネットワークづくりのための児童館地域懇談会の実施

●外遊び事業の充実

1‐3 質の高い乳幼児教育・保育の充実
●乳幼児教育・保育の質向上に向けた研修等の充実

●地域資源を活用した教育・保育施設における質の向上

2-1 子育て家庭の支援の推進

●おでかけひろばの充実

●一時預かり事業の充実

●認可保育施設での育児相談や在宅子育て支援事業の充実

●子育て支援における地域資源開発の推進

●両親学級の充実

●産後ケア事業の充実

2-2 支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート

●生活困窮世帯等の子どもと家庭を支える学習・生活支援事業「まいぷれいす」の実施

●ひとり親家庭等への休日相談支援事業の充実

●発達支援親子グループ事業の拡充

●里親等委託の推進

●子どもの見守り及び支援にかかる児童館職員のスキルの向上

●ヤングケアラーへの支援の推進
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

子ども・若者

3-1 若者が力を発揮できる環境の充実
●中学生及び高校生世代の主体的な参加の促進

●青少年交流センターのプログラムの充実

3-2 生きづらさを抱える若者への支援
●若者の相談・支援の充実

●児童養護施設退所者等相談支援事業の実施

教 育

4-1 キャリア・未来デザイン教育の推進
●キャリア教育

●せたがや探求的な学び

4-2 教育DXのさらなる推進

●ICTを活用した教員の働き方改革の推進

●ICTを活用した学びの推進

●児童・生徒の情報活用能力の育成

4-3 多様な個性が生かされる教育の推進
●インクルーシブ教育の推進

●特別支援教育の充実

4-4 多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり

●魅力ある学校づくりモデル研究

●多様な体験学習

●高校・大学・企業等とのマッチングの推進

5-1 相談・支援体制の充実と連携体制の強化 ●不登校支援グループによる相談受付・支援活動の実施

多様な学びの場や居場所の充実5-2

●ほっとルームの充実

●オンライン支援事業の充実

●ほっとスクールの充実

●学びの多様化学校（不登校特例校）の充実
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

教 育

6-1
知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の

創造

●読書機会の提供による読書習慣の継続

●非来館型図書館サービスの充実

●図書館機能の充実

6-2 常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進
●多様な学びと体験の提供

●学んだ成果を生かせる地域づくり

6-3 文化財の保護・普及活動の推進
●デジタルミュージアムのコンテンツの充実

●文化財ボランティアの育成・支援

7-1 主体的に取り組める健康づくりの推進

●科学的根拠に基づくがん検診の推進と受診率の向上

●誰もが身近で気軽に取り組める運動の促進

●健康につながる食環境づくり

7-2 こころの健康づくり

●こころの不調や精神疾患についての普及啓発

●当事者・家族を中心に据えた相談支援

●自殺対策

7-3 介護予防の総合的な推進
●介護予防普及啓発の推進

●介護予防・生活支援サービスの推進

8-1 身近な福祉相談の充実と地域づくり
●福祉の相談窓口

●参加と協働による地域づくり

健康・福祉
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

8-2 地区でつながり続ける支援体制の構築

●多機関協働事業

●アウトリーチを通じた継続的支援事業

●参加支援事業

健康・福祉

安心して暮らせる居住環境の整備9-1

●高齢・障害者等住宅確保要配慮者への入居支援

●ひとり親世帯の居住の安定

●支援や介護が必要な高齢者向けの環境の整備

●重度障害者向けグループホームの整備

地域生活課題の解決に向けた取組み9-2

●精神障害者支援施策の充実

●医寮的ケア児(者)の支援

●地域共生社会実現に向けた環境づくり

●ひきこもり支援の推進

●認知症に関する身近な相談支援の推進

9-3 在宅医療・介護連携の推進

●在宅医療・ACPの普及啓発

●在宅医療・介護のネットワークの構築

●在宅医療・介護関係者間の情報の共有支援

福祉人材の確保及び育成・定着支援9-4

●福祉人材育成・研修センターにおける研修の質の向上

●高齢分野における人材の確保及び育成・定着支援

●認知症の方の暮らしを支える地域づくり

●障害分野における人材の確保及び育成・定着支援

●障害者の地域生活支援機能強化のための専門的人材の確保・養成
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

災害・危機管理

地域防災力の向上10-1

●防災塾の実施

●女性防災リーダーの育成

●在宅避難の推進

●マイ・タイムライン作成を通じた意識啓発

●個別避難計画作成の推進

10-2 犯罪抑止の取組み
●防犯カメラ設置・維持管理への支援

●高齢者等に対する特殊詐欺被害防止対策

健康危機管理体制の強化10-3

●関係機関との連携・協力体制の確保

●新型インフルエンザ等新興・再興感染症への対応力向上

●医療救護本部体制の確保

●医療救護活動の推進

11-1 震災に強い街づくり

●木造住宅密集地域の解消

●建築物耐震診断・補強工事

●無電柱化整備

11-2 都市の事前復興 ●事前復興街づくりの推進

水害を抑制する街づくり11-3 ●グリーンインフラの考え方も活かした豪雨対策の推進

11-4 日常の安全・安心な街づくり
●空家等の管理・利活用

●狭あい道路拡幅整備の促進
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

区民・事業者の脱炭素行動の支援12-1

●環境配慮型住宅推進事業

●電気自動車の公共用充電器の設置

●省エネ・再エネポイントアクション事業

●せたがや版RE100の普及促進

12-2 公共施設や区事業活動における脱炭素の実施
●公用車のEV化

●公共建築物のZEB化

13-1 地域環境美化活動の推進 ●区内一斉清掃活動「せたがやクリーンアップ作戦」の実施

環境・リサイクル・
みどり

13-2 たばこルールの推進 ●たばこマナー向上の取組み

13-3 ごみ減量と資源循環型社会の形成

●廃棄物削減に向けたリデュース（発生抑制）の推進

●食品廃棄物（生ごみ）削減の推進（食品ロスの削減）

●事業者主体の３R活動の促進

14-1 世田谷らしいみどりの保全・創出

●緑地保全制度等によるみどりの保全

●緑化助成制度によるみどりの創出

●維持管理の質の向上による崖線樹林地（国分寺崖線内の区有地）の保全・育成

14-2 生物多様性の保全
●生物多様性に配慮した公園緑地の整備・管理

●世田谷生きもの会議の充実

14-3 協働によるみどり豊かなまちづくりの推進
●みどり・生物多様性の普及啓発

●農に触れ合う機会の充実
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

経済・産業

多様な地域産業の持続可能性確保に向けた
基盤強化

15-1

●地域産業のさらなる活性化に向けた施策の推進

●地域経済循環の推進

●安定的雇用の促進

●地域産業の経営戦略の基盤となる人材採用

15-2 起業の促進と多様な働き方の実現

●新たな価値を創出する事業者・人材の育成、区内産業のイノベーションの創出

●区民の起業・創業の促進

●多様な働き方の環境整備

地域や社会の課題の解決に向けた
ソーシャルビジネスの推進

15-3

●産業交流による新たな産業の創出

●地域・社会課題解決に向けたソーシャルビジネスの推進

●産業視点からの福祉事業の課題解決

●農福連携の推進

地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及び
エシカル消費の推進

15-4

●まちなか観光の推進

●区民に対する都市農業への理解促進

●持続可能な消費者行動の推進

●脱炭素など環境分野における産業の育成促進

16-1
誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる

環境の整備

●区の美術品等の活用による鑑賞機会の拡大

●美術館・文学館におけるライブラリーの運営

●区民利用・交流拠点全体を活用した音楽イベント等による文化・芸術に触れる機会の提供

文化・スポーツ
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

文化・スポーツ

16-2
地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸

術活動の活性化

●世田谷区民会館等における文化・芸術を通じた交流事業の実施

●身近なアーティストの活動に触れる機会の創出

●地域で活動する文化・芸術団体の活動支援

スポーツを通じた生きがい・健康づくり17-1

●ランニングやジョギング、ウォーキングを行う人が達成感を得られるような環境整備

●公共施設等へのボッチャコートの設置

●まちなかでのスポーツイベントの実施

●気軽にできるスポーツの普及

17-2 スポーツを通じた共生社会の実現
●ユニバーサルスポーツの推進

●スポーツを通じた交流の場の創出

17-3 スポーツを通じた活力あるまちづくり

●スポーツチームと連携した情報発信やにぎわいの創出

●ランニングやジョギング、ウォーキングによる名所めぐりやまち歩きによる地域の活性化

●地域コミュニティ活動への派遣・協力

地区特性に応じた街づくりの推進18-1 ●地区街づくりの推進

魅力あるにぎわいの拠点づくり18-2

●三軒茶屋駅周辺まちづくりの推進

●下北沢駅周辺まちづくりの推進

●二子玉川駅周辺まちづくりの推進

●京王線沿線まちづくりの推進

都市整備
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

都市整備

自転車利用環境の整備19-2 ●自転車走行環境整備の推進

19-1 地域公共交通の活性化
●地域公共交通の活性化

●公共交通不便地域対策の推進

20-1 道路ネットワークの計画的な整備
●都市計画道路・主要生活道路の新設・拡幅整備

●地先道路の新設・拡幅整備

公園・緑地の計画的な整備20-2 ●新たな都市計画公園・緑地の整備

人権・コミュニティ

21-1 人権への理解促進
●人権啓発イベントの開催

●性的マイノリティ等多様な性への理解促進と支援

21-2 男女共同参画の推進
●ワーク・ライフ・バランスの推進

●あらゆる分野における女性活躍の推進

21-3 ＤＶ防止の取組み
●デートDV防止出前講座の実施

●DV防止研修等の充実

18-3 歩いて楽しめる魅力づくり

●座れる場づくりの推進

●風景づくりの推進

●公園の魅力向上

21-4 多文化共生の推進
●国際交流イベントの実施

●在住外国人の相談体制の強化
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第５章 実施計画

分 野 施 策 事 業

人権・コミュニティ

22-1 地域への参加促進と地域活動の活性化

●区民利用・交流拠点施設の設置・運営

●町会・自治会の参加促進、活性化支援

●ＮＰＯ等市民活動団体の活性化支援

22-2 区民や活動団体の連携・協働促進
●地区情報連絡会の発展

●地区での情報共有と地域参加のためのプラットフォームづくり

27



第６章 計画実行の指針

計画に掲げる施策の推進にあたっては、「新たな行政経営への移行実現プラン」「DX推進方針」「公共施設等総合管理計画」「地域行政推進計画」等の分野横断的な各計
画・方針と整合を図るとともに、次に掲げる指針についても必ず考慮し、取組みを進めていきます。

（１）SDGｓの推進

基本計画の施策とＳＤＧｓとの関連性を明らかにし、関連性を意識しながら分野横断的な施策展開を図り、一体的に推進していきます。

（２）ＤＸの推進

区民主体のサービスデザインを徹底して利便性を高めるため、デジタルファーストで行政サービスを再構築します。

（３）緊急時・非常時の体制整備

緊急事態・非常事態が生じた際は、人命の救助と被害の軽減を最優先に取り組みます。

（４）組織運営の変革

①柔軟な組織体制：課題に応じた機動的な対応が可能なアジャイル型組織への転換を目指すとともに、民間を含む多様な社会資源とも連携を図りながら、柔軟な組織体
制を構築していきます。

②職員の政策立案・政策実現能力等の向上：EBPM（証拠に基づく政策立案）の推進をはじめ、職員の政策立案能力や政策遂行能力の向上に取り組みます。

③行政サービスの提供体制の整備：デジタル技術の活用、業務手法の見直しなどを通じて、適切な行政サービスの提供体制を整備します。

（５）公共施設の適切な整備・維持管理

①建物：築65年を迎える施設を計画的に更新するとともに、令和18年（2036年）度までに更新対象となる施設の総量を抑制していきます。

②都市基盤施設：バランスよく新設及び維持管理・更新を進めるとともに、予防保全や長寿命化等にかかる経費の抑制や民間活力や新技術の活用により、計画的に各
都市基盤施設の維持管理・更新等を進めていきます。

（６）情報発信・情報公開

プッシュ型、プル型の情報発信に一層力を入れるとともに、戦略的かつ効果的な情報発信により、世田谷のブランド力の向上を図っていきます。

（７）行政評価

基本計画が目指す目標や姿について指標を設定して進捗状況の把握や評価を行うとともに、 各政策や事業についても、指標に基づき定期的に成果管理を行う
行政評価を徹底し、課題と改善方法を明らかにします。

（８）他自治体や国際社会との協力関係

政策や施策の立案・推進にあたっては、常に他自治体やグローバルな国際社会への影響などを意識して協力連携を図りながら、取組みを進めます。

第７章 持続可能な自治体経営

計画に掲げる「目指すべき未来の世田谷の姿」の実現に向け、以下の視点からの取組みを進め、持続可能な自治体経営の確立を目指します。

（１）区民目線による行政サービスの推進

（２）多様な主体との連携強化による経営力の向上

（３）経営資源の最適化
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1 

 

基 本 構 想 

 

平成 25年（2013年）９月議決 

 

世田谷区は、1932（昭和７）年に世田谷、駒沢、玉川、松沢の２町２村が合併し

て生まれました。その後、1936（昭和 11）年に千歳、砧の２村が合併して現在の世

田谷区の姿となり、いまでは、東京都内で最も多くの人が暮らす住宅都市へと発展し

ました。区民と区は国分寺崖線や多くの河川、農地などの貴重な自然環境と地域の文

化、伝統を大切にしつつ、寛容で活気あふれる社会を築くとともに、自治を追求して

きました。 

一方、少子高齢化によって、世田谷区でも人口構成が大きく変わり、単身・高齢者

世帯がますます増えていきます。金融、労働、情報などのグローバル化が進み、地球

資源の限界にも直面しています。格差や少子化、社会保障の維持などの課題に取り組

むことも求められます。また東日本大震災と原子力発電所の事故は、災害への日ごろ

の備えがきわめて重要で、緊急の課題であることをあらためて認識させただけでなく、

一人ひとりの生き方や地域社会のあり方を見なおすきっかけとなりました。 

こうした厳しい時代にあっても、先人から受け継いだ世田谷のみずとみどりに恵ま

れた住環境や、多様性を尊重してゆるやかに共存する文化・地域性は、子どもや若者

の世代へ引き継いでいかなければなりません。多様な人材がネットワークをつくり、

信頼関係に支えられてだれもが安心して暮らすことができる都市を築いていくことが

必要です。 

世田谷区はこのような考え方のもとで、基本構想として、今後の目標や理念を九つ

のビジョンにまとめました。これは今後 20 年間の公共的指針です。区民は主体的に

公にかかわり、地域とのつながりをさらに深め、自立して自治をより確かなものにし

ます。区は自治体としての権限をより広げ、計画的に行政を運営し、区民や事業者と

ともに、基本構想の実現に努めます。 
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2 

 

九つのビジョン 

 

一、個人を尊重し、人と人とのつながりを大切にする 

個人の尊厳を尊重し、年齢、性別、国籍、障害の有無などにかかわらず、多様性を

認め合い、自分らしく暮らせる地域社会を築いていきます。差別や偏見をなくし、い

じめや暴力のない社会を実現します。だれもが地域の活動に参加できるようにします。

世代を超えて出会い、集える多様な場所を区民とともにつくります。人と人とのつな

がりを大切にして、一人ひとりが地域の中で自分のライフステージに沿って居場所や

役割を見いだし、活躍できるようにします。安心して暮らし続けるためのセーフティ

ネットを整えます。 

 

一、子ども・若者が住みやすいまちをつくり、教育を充実する 

家庭、学校、地域、行政が柔軟に連携して教育の充実につとめます。子どもの人権

を守り、個性や能力を伸ばし、郷土を慈しむ心や豊かな人間性を育みます。子ども・

若者が希望を持って生活できるようサポートし、住みやすい、住みたいまちをめざし

ます。また子育て家庭や保育を必要とする家庭を支援し、親の学びと地域の中の交流

の機会を設けるなど、子どもと大人が育ちあうまちをつくります。区民やＮＰＯによ

る子どもや若者、子育て家庭のための活動も応援します。 

 

一、健康で安心して暮らしていける基盤を確かなものにする 

一人ひとりがこころとからだの健康や病気の予防を心がけ、できる範囲で公の役割

を担えるような地域づくりを進めます。障害者や高齢者をはじめ、だれもが安心して

暮らしていけるように身近な地域で保健・医療や福祉サービスの基盤を確かなものに

します。世田谷で実績のある区民成年後見人の取り組みや高齢者の見守りなどをさら

に広げ、そうした活動にたずさわる人材を地域で育てます。多世代が共に協力して支

え合う新たな暮らし方を希望する人も応援します。 

 

一、災害に強く、復元力を持つまちをつくる 

老朽化しつつある社会インフラを保全、更新するとともに、建物の耐震化・不燃化

や避難路の整備、豪雨対策など、安全で災害に強いまちづくりを進めます。区民が防

災・減災の意識と知識を持ち、小学校などを地域の拠点とし、災害弱者になりやすい

人への支援もふくめた地域づくりに力を尽くします。災害時の活用を意識して、自ら

の暮らしに不可欠なエネルギーや食糧などは、一つの方法に頼らないようにして備え

ておきます。災害など何かあってもしなやかに、そしてすみやかに立ち直れるまちに

していきます。 
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一、環境に配慮したまちをつくる 

将来の世代に負担をかけないよう、環境と共生し、調和したまちづくりを進めます。

農地、屋敷林といった武蔵野の風景をはじめ、２３区内でも希少なみずとみどりを保

全・創出し、その質と量の向上を図ります。また、地球環境の問題も意識し、エネル

ギーの効率的な利用と地域内の循環、再生可能エネルギーの拡大、ごみの抑制、環境

にやさしい自転車や公共交通機関の積極的な利用などを進めていきます。 

 

一、地域を支える産業を育み、職住近接が可能なまちにする 

地域を支える多様な産業を育成していきます。活気のある商店街や食の地産地消を

可能にする農地、環境や生活に貢献する工業技術も重要です。各分野で世田谷ブラン

ドを創造し、区内外に伝えます。区内に数多くある大学、ＮＰＯなどの専門性や人材

を生かします。ソーシャルビジネスなどによって若者や子育てをしている人、障害者、

高齢者も働き手となる職住近接が可能なまちにします。仕事と生活の両方を大事にす

るワークライフバランスを提唱していきます。 

 

一、文化・芸術・スポーツの活動をサポート、発信する 

区内から多くの人材を輩出している文化・芸術・スポーツの分野では、区民の日常

的な活動をさらにサポートし、より多くの人に親しむ機会を提供します。区民が生涯

を通じて学び合い、文化やスポーツを楽しみ、世代を超えて交流できる地域の拠点を

つくります。そこで生まれた文化や芸術を国内外に発信していきます。また、いまも

残る世田谷の伝統行事や昔ながらの生活文化も将来の世代に引き継ぎます。 

 

一、より住みやすく歩いて楽しいまちにする 

区は他の自治体に先駆け、区民と手を携えて総合的なまちづくりに取り組んでいま

す。今後も区民とともに、地域の個性を生かした都市整備を続けていきます。駅周辺

やバス交通、商店街と文化施設を結ぶ道路などを整えます。歴史ある世田谷の風景、

街並みは守りつつ、秩序ある開発を誘導し、新しい魅力も感じられるよう都市をデザ

インします。空き家・空き室を地域の資源として活用するなど、より住みやすく、歩

いて楽しいまちにしていきます。 

 

一、ひとりでも多くの区民が区政や公の活動に参加できるようにする 

自治の担い手である区民が区政に参加できる機会を数多く設けます。幅広い世代の

区政への関心を高め、多様な声を反映させるため、区民が意見を述べる場を今後もつ

くります。地域の課題解決に取り組む区民や団体が、互いに協力して自治を進められ

るよう支援します。区をはじめ公の機関・組織は情報公開を徹底するとともに、区民

との信頼関係を築いていきます。町会・自治会やＮＰＯの活動にも加わるなど、地域

の課題に主体的に向き合う区民が一人でも多くなるよう努力します。 
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実現に向けて 

 

区はこの基本構想の実現に向けて、次の方策を講じていきます。 

 

計画的な行政運営 

⚫ 基本構想にもとづいて、基本計画や実施計画などをつくります。 

⚫ 基本計画などについて、計画から実施、評価、それを受けた改善のサイクルをつ

くり、外部評価も含め、検証しながら進めていきます。 

 

地域行政と区民参加 

⚫ 区民の視点に立って多様な課題に対応できるよう柔軟に組織を構築します。 

⚫ きめ細かい地域行政を展開するため、総合支所、出張所・まちづくりセンターな

どでも区民が区政に参加する機会を数多くつくっていきます。 

⚫ 地域における行政サービスのあり方を踏まえた区庁舎の整備を進め、災害時の拠

点としても十分機能するようにします。 

 

自治権の拡充と持続可能な自治体経営 

⚫ 都区制度の改革や財政自主権の確立に積極的に取り組み、自治権を広げるととも

に、持続可能な自治体経営に向けて行政経営改革を進め、財政基盤を強化します。 

 

区外との協力 

⚫ 国や都と協力し、近隣自治体とも連携して広域的な課題に取り組みます。国内外

の自治体との関係を深め、それぞれの特色を生かして、災害時の協力体制などを

築きます。 

⚫ 多文化が共生する社会の実現に向けて、国際交流を進めていきます。 
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第１章 計画の策定について 

 

１. 計画策定にあたって 

世田谷区基本計画は、区政運営の基本的な指針であり、中長期的な展望を踏まえ、

向こう８年間の政策、施策を総合的かつ体系的に明らかにする最上位の行政計画です。 

基本計画は、計画の意義等を示す「計画策定の背景」、区政が目指すべき方向性や

計画の理念等を定めた「基本方針」、基本計画の具体化に不可欠で分野横断的な体制

を整え、特に重点的に取り組むべき政策である「重点政策」、各分野の政策、施策の

全体像を明らかにする「分野別政策」、基本計画の実現に向けた具体的な取組みを定

める「実施計画」、計画に掲げる政策、施策の推進にあたり必ず考慮すべき指針であ

る「計画実行の指針」、目指すべき未来の世田谷の姿の実現に向けて必要な視点をま

とめた「持続可能な自治体経営」の各章で構成しています。 

世田谷区は、平成25年（2013年）９月に区議会で議決された世田谷区基本構想の

もと、マッチングによる横断的連携や区民・事業者等との参加と協働により取組みを

進めてきました。区制 100周年を見据え、新たな基本計画において、基本構想に込め

られた目標や理念の実現に向けたさらなる取組みを進めていきます。 

 

２. 計画の位置づけ・期間 

（１）計画の位置づけ 

基本計画は、区民生活のニーズと世田谷区が抱える課題に対して、区民とともに実

現を目指す将来目標を設定し、向こう８年間に区が重点的に取り組む政策、施策の方

向性を明らかにした区政運営の基本的な指針であり、区の最上位の行政計画です。ま

た、区の各行政分野の個別の計画を総合的に調整する指針の役割を果たします。 

 

 

 

  

世田谷区の計画体系 
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（２）計画期間 

計画期間は、令和６年（2024年）度から令和 13年（2031年）度までの８年間と

します。中間年での見直しを図ることで、機動的・実践的な計画とし、社会状況の変

化などを一層反映できる計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 計画の進行管理 

（１）ＰＤＣＡサイクルによる計画の進行管理 

行政評価を通じて評価・検証を実施することで、ＰＤＣＡサイクルによる計画の進

行管理を行います。１年ごとにそれぞれの事業がどの程度進んでいるのか進捗管理を

行い、必要に応じて計画の修正等を行う予定です。また、行政評価を通じてコスト面

での分析、成果達成度の評価を実施するなど、着実に計画の進行管理を進めていきま

す。 

 

  

Plan Do

Check
Action
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（２）指標を用いた計画の評価 

 計画における各政策及び実施計画事業は、以下のロジックモデルに沿って検討を

行い、それぞれに成果指標を設定しています。 

 各政策に設定する成果指標（最終的アウトカム）は、中長期的に達成すべき指標

として、計画の中間年度と最終年度において、成果指標の達成状況を確認します。

また、実施計画事業における成果指標（直接的アウトカム）については、毎年度達

成状況を確認し、計画の評価・検証や改善につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 世田谷区総合戦略 

世田谷区では、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく地方版総合戦略として、平

成 27年（2015年）度から令和元年（2019年）度を計画期間として「第１期世田谷

区総合戦略」を策定しました。総合戦略の具体的施策・事業は基本的に区の実施計画

に掲げる事業としているため、第１期総合戦略の 3 つの基本目標を継続しつつ、実施

計画を区の総合戦略として位置づけることとし、令和２年（2020 年）には「世田谷

区新実施計画（後期）」を、令和４年（2022 年）には「世田谷区未来つながるプラ

ン」を「第 2 期世田谷区総合戦略」として位置づけ、一体的に管理を行ってきました。 

国は、令和 4年（2022年）12月に、第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜

本的に改訂し、令和 5 年（2023 年）度から令和 9 年（2027 年）度を計画期間とす

る「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定しました。デジタルの力を活用した

地方の社会課題解決の方向性として「地方に仕事をつくる」「人の流れをつくる」

「結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる」「魅力的な地域をつくる」を掲げる

とともに、デジタル実装の基礎的条件整備を推進することとしています。地方公共団

アクティビティ 
アウトプット 
（活動結果） 

直接的 
アウトカム 

(成果) 

最終的 
アウトカム 

(成果) 

行政による 
取組み 活動による結果 

活動の結果とし
て区民・事業者
等の対象に生じ
る直接的な効果 

中長期的に達成
を目指す姿 

ロジックモデル 

実現に向けた 
行動量の目標値 
(アウトプット) 

事業の成果指標
(直接的 

アウトカム) 
政策の成果指標 

インプット 

予 算 

計画に掲げる 
政策・事業 

事業費 

37



        

8 

 

体においては、国の総合戦略を勘案して地方版総合戦略を策定することが求められて

います。 

基本計画は、区政運営の基本的な指針、区の最上位の行政計画として、各分野にお

ける政策、施策の方向性を明らかにするとともに、施策の推進にあたってデジタル技

術を活用することとしており、地方版デジタル田園都市構想総合戦略で明らかにすべ

き事項が包含されています。このことから、「世田谷区基本計画」を「世田谷区デジ

タル田園都市構想総合戦略」として位置づけ、一体的に推進していきます。 

「世田谷区デジタル田園都市構想総合戦略」における基本目標や政策の方向性、重

要業績評価指標については、「第４章 政策」及び「第 5 章 実施計画」で示すことと

し、進行管理については、行政評価を通じて基本計画と一体的に検証・評価をするこ

とで、PDCAサイクルによる進行管理を行います。  

38



        

9 

 

第２章 計画策定の背景 

 

１. 区の歴史 

世田谷区は、武蔵野台地に広がる環境に恵まれた住宅地、豊かに流れる多摩川、多

摩川から野川沿いに続く緑の国分寺崖線、世田谷の原風景とも言える農の風景、歴史

が織り込まれたまち、にぎわいのあるまちなど、人々の生活や文化に根差した個性豊

かな多様な都市風景によって形づくられています。 

昭和７年（1932 年）に世田谷、駒沢、玉川、松沢の２町２村が合併して世田谷区

が生まれました。その後、昭和11年（1936年）に千歳、砧の２村が合併して、現在

の姿となりました。区内への鉄道の開通や関東大震災後の復興、第二次世界大戦後の

復興から近年までの急激な人口流入、快適な居住環境と都心部への交通条件の良さに

よりベットタウンとして拓け、今では、23区最大の人口規模である 92万人という県

に匹敵する人口を抱える住宅都市へと発展し、今日の世田谷へと続いています。 

そうしたなかでも、個性や独自の歴史、特色を持ち、多様性のあるコミュニティの

活性化が図られてきました。暮らしの豊かさが増し、うるおいやゆとりが求められる

なかで、文化・福祉・スポーツなどの区民の活動が広がりました。まつりやボランテ

ィアなどの地域活動をはじめ、福祉や防災まちづくりなどの住民参加の取組みが積極

的に進められ、個性豊かなまちづくり活動が展開されています。 

国分寺崖線に代表される樹林地や湧水など、みどりとみずに恵まれた自然環境を背

景とし、多くの文化人が輩出されるとともに、その環境を愛する区民の熱意ある活動

によって豊かな住宅環境が保全されています。また、区民の生活に結びついた魅力あ

る商業地や大学、文教施設が点在し、にぎわいや文化の香りのある都市の魅力を高め

ています。 

 

２. 社会動向 

世田谷区の総人口は、地価高騰が顕著であった時期と並行するように昭和 62 年

（1987年）から減少し、バブル経済の崩壊後の平成７年（1995年）以降は一貫して

増加してきましたが、令和４年（2022 年）に減少に転じ、その後やや回復の兆しが

あるものの、今後もこれまでのような右肩上がりの人口増加は見込めない状況に直面

していきます。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、区民の生命や健康のみならず、地

域コミュニティや社会経済活動にも重大な影響を及ぼしました。さらに、大規模台風

や局地的大雨の頻発など災害が常態化しており、区民の日常生活を脅かしています。

これまでに前例のない地球規模のパンデミックや気候危機が、区政の根幹を揺るがし

かねない事態となっています。くわえて、ロシアによるウクライナ侵攻などの世界情

勢に起因した物価高騰などにより、区民生活や区内産業は大変厳しい状況下にあると
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ともに、所得格差や地域社会の分断の広がりへの懸念、社会インフラの老朽化などの

課題もあり、区を取り巻く状況は厳しさを増しています。こうした急激な社会状況の

変化を踏まえ、区政には大きな転換が求められています。 

 

３. 人口 

（１）人口動向 

平成７年（1995 年）以降、総人口は長期的には増加傾向にあり、26 年間で約 14

万人増えて、令和３年（2020年）に92万人を超えました。この人口増加の主な要因

として、転入者数が転出者数を上回る「社会増」が続いたことがあげられます。一方、

世田谷区の出生数は平成 28 年（2016 年）以降、減少傾向が続いており、令和元年

（2019 年）には死亡数が出生数を上回る「自然減」に転じ、その差は徐々に広がっ

ています。 

令和４年（2022 年）には新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、

「社会減」となったことから人口減少となりました。その後転入者が増加、転出者が

減少し「社会増」となりましたが、「自然減」が上回ったため再び人口減少となり、

令和５年（2023年）の世田谷区の人口は 915,439人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■総人口の推移と将来人口推計結果 
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※出典：世田谷区統計書、令和５年度世田谷区将来人口推計 
実績値は各年 1月 1日現在の住民基本台帳登録者数（平成 24年（2012年）以前は外国人登録者数を足した数） 
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年齢 3 区分別人口の推移をみると、年少人口（０－14 歳）は増加傾向から減少傾

向に変化しており、令和 5 年（2023 年）の年少人口は 106,440 人で、10 年前の平

成 25 年（2013 年）に比べて増加していますが、５年前の平成 30年（2018 年）と

比べると減少しています。令和５年（2023 年）の生産年齢人口（15－64 歳）は

622,265 人で、10 年前に比べて増加していますが、構成割合は減少しています。ま

た、高齢者人口（65歳以上）は186,734人で、長期的に増加傾向にあり、10年前に

比べて 2万人以上増加し構成割合もやや増加しています。 

 

 

 

（２）将来人口推計 

令和５年（2023 年）１月１日の人口をもとにした区の将来人口推計では、総人口

については、今後 20 年間緩やかな増加が続き、令和 24 年（2042 年）に 937,270

人に到達した後、緩やかな減少に向かう見通しとなっています。 

年齢３区分別人口については、高齢者人口は長期的に増加傾向、年少人口は緩やか

な減少傾向を見込んでいます。生産年齢人口は緩やかに増加した後、減少に転じる見

込みとなっています。総人口に対する構成比では、令和５年（2023 年）に比べ令和

25 年（2043 年）には、年少人口が 2.4 ポイント減少して 9.2％、生産年齢人口は

4.3 ポイント減少して 63.7％、高齢者人口は 6.7 ポイント増加して 27.1％となる見

通しです。 

  

 

 

実績値 推計値 参考値 

平成 25年 平成 30年 令和 5年 令和 10年 令和 15年 令和 20年 令和 25年 

2013 2018 2023 2028 2033 2038 2043 

総人口 860,749 900,107 915,439 921,265 928,458 935,095 937,093 

年少人口 98,499 106,801 106,440 98,375 89,192 85,787 86,246 

（0－14歳） (11.4%) (11.9%) (11.6%) (10.7%) (9.6%) (9.2%) (9.2%) 

生産年齢人口 597,895 611,398 622,265 626,971 625,827 614,267 597,074 

（15－64歳） (69.5%) (67.9%) (68.0%) (68.1%) (67.4%) (65.7%) (63.7%) 

高齢者人口 164,355 181,908 186,734 195,919 213,439 235,041 253,773 

（65歳以上） (19.1%) (20.2%) (20.4%) (21.3%) (23.0%) (25.1%) (27.1%) 

※出典：令和５年度世田谷区将来人口推計 

実績値は各年１月１日の住民基本台帳人口。()内は総人口に対する構成比。小数点以下第２位を四捨五入しているため合計 

しても必ずしも 100とはならない。 

■年齢 3区分別人口の推移と推計結果 
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４. 財政状況 

世田谷区の財政状況は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健

全化判断比率に照らし合わせると、「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公

債費比率」「将来負担比率」の 4 つの指標全てにおいて、健全な状態を維持していま

す。 

これまでの区財政の状況を概括すると、当初予算規模は拡大を続けており、この

10 年間で約 1.5 倍となりました。歳出では、保育待機児童問題解消に向けた保育施

設整備費や保育所運営費といった子ども関連経費が大きく伸び、また、障害者自立支

援給付費や介護保険、後期高齢者医療保険などの社会福祉関連経費も増加しています。

歳入では、特別区税や特別区交付金が堅調に推移してきたほか、消費税率引上げに伴

い地方消費税交付金が増となりました。しかし一方で、この間、増加の一途を辿るふ

るさと納税の影響により、平成 25年（2013年）度から令和５年（2023年）度まで

の累計で 460億円もの税源が流出しており、看過できない状況となっています。 

区ではこれまでの基本計画の実現に向けた取組みとして、「世田谷区新実施計画

（平成 26 年度～平成 29 年度（2014 年度～2017 年度））」や「世田谷区新実施計

画（後期）（平成 30年度～令和３年度（2018年度～2021年度））」を策定し、着

実に施策を推進してきました。 

令和２年初頭からは新型コロナウイルス感染症の影響により、複数年にわたり厳し

い財政状況が見込まれる中、切迫する区民ニーズに応え、持続可能な行財政運営を確

保するとともに、政策課題の優先順位を全庁横断的に整理し、あらゆる施策について

本質的に見直しを進めるため、「世田谷区政策方針（令和２年９月～令和３年度

（2020年９月～2021年度））」を策定しました。また、令和 4年（2022年）度以

降は物価高騰等による影響も重なり、国や東京都の財源も活用しながら、区民生活の

安全と安心を守り抜くための施策を最優先に取り組んできました。さらには、コロナ

禍により大きく変化する社会状況を踏まえ、新実施計画（後期）から本計画につなげ

る計画として「世田谷区未来つながるプラン（令和４年度～令和５年度（2022 年度

～2023 年度））」を策定し、コロナ後を見据えた持続可能な社会の実現に向けて、

行財政運営を行ってきたところです。 

今後の世田谷区の財政見通しとしては、歳入の根幹である特別区税については、将

来人口推計における生産年齢人口の推移を踏まえて、一定の増減を見込んでいます。

また、基金繰入金や特別区債については、投資的経費の増減にあわせて、計画的な活

用を見込んでいます。 

一方、歳出では、生活保護費や障害者自立支援給付費等の社会保障関連経費につい

て、一定の増を見込むとともに、特別会計への繰出金について、高齢者人口の推移等

を踏まえた増を見込みました。また、本庁舎や学校施設をはじめとする公共施設の改

築・改修の状況により、令和７年（2025 年）度以降の投資的経費は増加傾向となる

見込みです。 
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4,100

当初予算規模

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

特別区債残高

基金残高 

こうしたなか、近年の急激な物価高に伴う行政運営費全般の増加、将来の財政需要

や景気の変動に対応していくためには、不断の行財政改善の取組みが不可欠であり、

時代に即した新たな行政経営への移行実現に向けて、経営資源配分の最適化を進めて

いくことが重要です。 

＜今後 8 年間の財政見通し＞ 

  

■財政見通し（一般会計：歳入） 

■財政見通し（一般会計：歳出（目的別）） 

■当初予算規模、基金残高、特別区債残高推移見込み 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

（単位：億円） 
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５. 目指すべき未来の世田谷の姿 

世田谷の恵まれた住環境や文化・地域性などを守り育て、子どもや若者の世代へと

引き継いでいくためには、まずは区民の人権が尊重され、生命と健康を守ることに最

優先に取り組むことが必要です。そして区政の安定した運営を通して、生活基盤の構

築に努め、区民の安心感を確保することが何よりも大切です。また、安心感の確保に

留まることなく、社会の閉塞感を打破し、今後世田谷区が自治体としてさらなる発展

を遂げていくためには、わくわく感の創出により人や社会に幸福感や肯定感を生み出

し、レジリエンス1を高めながら、地域課題・社会問題に対する区民の参加意欲や行

動意欲の醸成を生み出す努力が重要です。さらに、多様性を尊重し活かしていく視点

から幅広い参加機会を創り出し、参加と協働の基盤を強化しながら、持続可能な未来

を確保していく必要があります。 

持続可能な未来とは、地球環境や生態系が適切に維持保全され、将来世代が必要と

するものを損なうことなく選択肢や可能性が広がる未来のことです。区民生活、地域

経済、都市基盤、自然環境、自治体経営における現状と課題を踏まえたうえで、目指

すべき持続可能な未来の姿をしっかりと見据え、その実現に向けて確実に寄与する政

策を明確にして推進していく必要があります。 

 

（１）区民生活について 

区民生活については、人と人とのつながりの希薄化や町会・自治会への加入率低下

が進むなか、長期化するコロナ禍が地域コミュニティの分断に追い打ちをかけてきた

ことで、社会的な孤立や孤独が大きな問題となっています。区民の生命と健康を守る

ため、日常生活における必要な支援をはじめ、すでに確保されたベーシックサービス

を堅持することを最優先とする必要があります。住民同士が多様性を尊重しながらつ

ながりを深め、相互に助け合える関係性を築けるよう、誰もが様々な活動に参加し、

多様な出会いにつながる機会・場の創出を図るなど、住民の参加意欲や行動意欲の醸

成につながるポジティブな場づくり、まちづくりを進めることが重要です。また、地

域課題の多様化・複雑化などにより、行政だけでの課題解決には限界があるなか、住

民が主体的に地域課題に向き合うとともに、区民、事業者、行政のそれぞれが持つア

イデアや技術、ノウハウなどを組み合わせることで、新たな価値を創造しながら地域

や公共のあり方を再構築するような住民自治の実現を目指す必要があります。 

人口減少の兆候や少子高齢化の進行を踏まえ、次代の社会を担う子ども・若者が住

み続けたくなるまちの実現が不可欠です。子ども・若者を権利の主体として位置づけ、

自分たち自身が社会の真ん中にいると実感できるよう子ども・若者の「今」に焦点を

 

 
1 困難な状況をしなやかに乗り越え適応する力。 
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あてた施策展開を図るとともに、子どもを生み育てやすい環境と若者が活躍できる環

境の整備を進める必要があります。 

学校教育も大きな転換期を迎えています。個に応じた多様な学びを一層重視して学

びの質的転換を進め、一人ひとりの多様な個性・能力を伸ばし、子どもたちが生き生

きと学べる新たな学校教育を目指していく必要があります。また、子どもの将来性や

可能性を保障するため、多様な学びの場を確保することが重要です。 

今般の急変する社会状況に対応していくためには、状況に応じて必要な知識や情報

を随時習得していくことが不可欠であり、学校教育に加え、あらゆる世代を対象とし

た教育の重要性が増しています。地域の多様な社会資源と連携、協働し、生涯学習の

基盤を整え、誰もが生涯を通じて何度でも学び直すことができる環境を整備する必要

があります。 

 

（２）地域経済について 

地域経済については、コロナ禍以降、リモートワークが進み職住一体も見られるよ

うになり、地域の中で「働く」ということがますます重要視されてきています。また、

区内の地域課題に着目した区民生活をベースとする起業や創業も活発に見受けられる

ようになってきました。事業所や企業による既存産業の振興に加え、区民も産業振興

の主体に含め、起業家の輩出や育成を支える基盤づくり、地域社会の課題を解決する

コミュニティビジネスやソーシャルビジネスの振興などを進める必要があります。 

 

（３）都市基盤について 

都市基盤については、区民が安全で快適に暮らし続けられるまちの実現に向け、社

会インフラの計画的な整備・維持・更新に取り組むとともに、防災・減災の視点を加

味した災害に強い街づくりを進める必要があります。また、区民の利便性向上に向け、

公共交通環境の維持・確保・整備を図るとともに、地域や文化に根差した歴史ある風

景、街並みを守りつつ、区内外の人々を惹きつけ、居住地として選ばれる新たな魅力

と活力が感じられる都市の創出を図ることも重要です。 

 

（４）自然環境について 

自然環境について、人と自然が支え合い地球環境の健全性を維持していくことは、

世田谷の取組みだけでは困難であり、限界があります。世田谷のことだけを考えるの

ではなく、他自治体や国際社会への影響などを常に意識して協力連携を図りながら、

自然・生態系の損失を食い止め回復させていくための行動を進め、自然が本来持つ多

様な力を見出しながら、自然との共生を目指す必要があります。また、人類の生存を

脅かしている今般の気候変動を抑えるため、人々の行動やライフスタイル、社会のあ

り方を変えていく必要があり、地球規模で取組みを進めて脱炭素社会を実現し、環境

負荷の軽減を図らなければなりません。 
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（５）自治体経営について 

自治体経営については、資源や資産に限りがあることを十分認識し、経営効果の最

適化を図らなければなりません。縦割りではなく横つなぎやマッチングを進め、同時

にシナジー効果2の発揮も視野に入れ、取組みを横断的に展開する必要があります。

また、職員の意識改革や業務改善を進め、区民主体のサービスデザイン3を徹底する

ことで、行政サービスのデジタル化の取組みを一層推進し、区民の利便性向上を図る

ことも重要です。区民や事業者と協働してイノベーションによる新たな価値の創出も

図りながら、最新の技術や知見に基づき、常に変革し続け柔軟に対応可能な自治体経

営を実現する必要があります。 

  

 

 
2 相乗作用によるプラスの効果。 
3
 利用者視点で満足度を高めるためにサービスを改善していくとともに、継続的に提供できる仕組みや組織をデザインして、 

新たな価値を創出すること。 
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第３章 基本方針 

 

世田谷区基本構想の実現に向け、今般の社会情勢などを踏まえ、今後の世田谷区政

の基本方針として、区政が目指すべき方向性、計画の理念、地域行政の基本となる考

え方、世田谷区のまちづくり像について、次のとおり定めます。 

 

１. 区政が目指すべき方向性 

持続可能な未来を確保し、あらゆる世代が安心して住み続けられる世田谷をともにつくる 

 

世田谷区基本構想を実現し、世田谷の恵まれた住環境や文化・地域性を子どもや若

者の世代に確実に引き継いでさらなる充実と発展を遂げていくためには、持続可能性

の視点を中心に据えた区政運営が不可欠であり、区民生活をはじめ、地域経済、都市

基盤、自然環境、自治体経営などにおいて、持続可能な未来に向けた環境整備を図っ

ていくことが重要です。 

引き続き、参加と協働を区政の基盤とし、公共的役割を担い地域を支えている町

会・自治会や商店街、世田谷が誇る豊富な地域人材や地域資源などとの連携強化によ

り参加と協働のさらなる促進を図りながら、乳幼児から高齢者までのあらゆる世代が

安心して住み続けられるまちづくりを進めるとともに、地球環境や生態系が適切に維

持保全され、将来世代が必要とするものを損なうことなく選択肢や可能性が広がる未

来の確保を目指していきます。 

 

２. 計画の理念 

計画全体を貫き計画の土台となる根本的な考え方として、次の６つを計画の理念と

して位置づけます。 

 

（１）参加と協働を基盤とする 

⚫ 地域課題の多様化・複雑化などにより、行政だけでの課題解決には限界があるな

か、持続可能な社会の構築に向け、参加と協働による政策、施策の展開を区政運

営の基盤とします。今般の危機的社会状況のなかで、現状を打破して持続可能な

未来を確保していくため、わくわく感を創出して人や社会に幸福感や肯定感を生

み出しながら、レジリエンスを高め、参加意欲を醸成し、さらなる参加と協働の

促進に結びつけます。 

⚫ 区民を施策の対象として捉えるのではなく、自ら地域をつくり支える存在として

位置づけ、主体的な参加への意欲を引き出すコミュニティづくりにつなげます。 
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⚫ 多様な出会いの機会・場を創出し、住民自治を充実させることを通して、区民、

事業者、行政のそれぞれが持つアイデアや技術、ノウハウなどを組み合わせるこ

とで、新たな価値創造を可能とする地域社会の実現を目指します。 

⚫ 区内には事業所が多数存在し、民間企業や職能団体なども地域社会を構成する一

員として大きな役割を担っていることから、事業者などへの働きかけを進め、区

民・事業者との連携強化に努めます。 

 

（２）区民の生命と健康を守る 

⚫ 区民の生命と健康を守ることは、自治体として最優先の課題であり、引き続き全

力で取り組んでいきます。子どもや若者から高齢者まで誰もが生命や健康を守ら

れ、地域や他者との関わり合いの中で元気に自分らしく生きていける社会の実現

に向け、医療、保育、教育などにおけるすでに確保されたベーシックサービスを

堅持するとともに、身体的な健康のみならず、心の健康につながる心の豊かさな

どの視点に配慮します。 

 

（３）子ども・若者を中心に据える 

⚫ 子ども・若者は、一人ひとりが権利の主体であり、大人と同様に地域社会を構成

する一員です。地域を一緒に創っていく主体として明確に位置づけ、子ども・若

者が参加しやすく、自分たち自身が社会の真ん中にいると実感できるよう子ど

も・若者の「今」に焦点をあてて政策、施策の組み立てを考えます。 

⚫ 将来の人口減少局面を見据え、次代の社会を担う子ども・若者が住み続けたい、

住みたくなる地域づくり、子育てしやすい環境づくりの視点を取り入れます。 

 

（４）多様性を尊重し活かす 

⚫ 高齢者や障害者、外国人4など異なる立場や様々な価値観を持つ人々がともに社

会を構築できるよう、年齢、性別、LGBTQ5などの性的指向及びジェンダーアイ

デンティティ6、国籍、文化の違いや障害の有無などから、価値観や単独世帯、

夫婦のみ世帯、ひとり親世帯などの家族のあり方、ライフスタイルの多様性まで、

広く多様性を尊重し活かしていきます。 

⚫ 特別なニーズを持つ人々のための的確かつ柔軟な支援と、誰でも参加、活動でき

る場の確保の実現に向けて、両面の視点に配慮します。 

 

 
4 日本においては、日本国籍を有しない者を意味する。ただし、基本計画においては、外国人に関する「多様性の尊重」につ

いて、国籍だけではなく、多様な文化（言語・生活習慣・宗教等）を持つ人々を含むものとし、この人々を含めて「外国人」

と表記する。 
5 レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（性自認が出

生時に割り当てられた性別とは異なる人）、クエスチョニング（性のあり方をあえて決めないまたは決められない人）また

はクイア（多様な性を包括する言葉）の頭文字をとった言葉。 
6 自己の属する性別についての認識に関するその同一性の有無または程度にかかる意識をいう。 
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（５）地区・地域の特性を踏まえる 

⚫ 地域に密着したサービスや地域の実態に即した参加と協働のまちづくりを展開す

るため、世田谷全体を均質化して考えるのではなく、各地区や地域の人口構成や

世帯構成、地域資源、課題などを十分考慮し、それぞれの区民ニーズを的確に捉

えて政策、施策を組み立てます。 

⚫ 「世田谷区地域行政推進条例」及び「世田谷区地域行政推進計画」の視点を十分

踏まえます。 

 

（６）日常生活と災害対策・環境対策を結びつける 

⚫ 災害対策は日常生活と切り離して考えるものではなく、平常時から防災・減災の

視点を意識し、平常時の取組みを災害時にも役立てるといった考え方が大切です。

また、気候危機への対応は地球規模の大きな転換が必要な課題です。自然環境と

共生した社会の実現に向けては、日本のみならず地球全体の健全な環境の維持に

対して適切な役割を果たすべく、日常生活におけるあらゆる取組みをいかに環境

負荷低減につなげていけるかといった視点が重要となります。そのため、日常生

活と災害対策・環境対策を常に結びつけて考え、政策、施策を組み立てます。 

 

３. 地域行政の基本となる考え方 

自治の担い手として地域の課題解決に取り組む区民や団体が、多くの区政に参加す

る機会において、互いに協力して自治を進めることで一層の地域行政の深化・発展が

図られることから、参加と協働の推進が引き続き重要です。 

令和４年（2022 年）に区は、区政運営の基盤である地域行政制度の改革について

必要な事項を定め、区が区政の課題の解決を図る体制を強化し、地区及び地域の実態

に即した総合的な行政サービス及びまちづくりを推進し、もって安全・安心で暮らし

やすい地域社会を実現するため「世田谷区地域行政推進条例」を制定しました。 

世田谷区独自の地域行政制度である本庁・総合支所・まちづくりセンターの三層制

のもと、まちづくりセンターは区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

総合支所は地域経営を担う行政拠点として区民生活を支え、区民主体のまちづくりを

支援し、本庁は地域行政制度の意義や目的を踏まえた区政運営に取り組みます。 
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＜基盤となる取組み＞ 

（１）地区・地域課題の解決 

人口構成や世帯構成、地域資源、地勢、課題などの特徴は各地区や地域により異な

ることから、その実情に応じた取組みが必要となります。地区においては地区アセス

メントを区民参加により意見を伺いながら作成（更新）し、また、地域においては

「世田谷区地域行政推進計画」に示す「地域経営方針」により、課題と対応の方向性

を明らかにします。あわせて課題の共有化を図り、自治の担い手である幅広い世代の

区民の参加と協働による課題の解決を促進します。 

 

（２）多様なコミュニティづくりと区民参加の推進 

地域をつくり支える存在である区民や団体が自ら意見を述べ、情報を発信・共有す

るための新たな仕組みづくりに向け、幅広い世代や多くの団体が地域の課題に主体的

に向き合い、互いに協力して自治を進められるように支援します。 

あわせて、地域住民が継続して交流できる機会や場所を確保し、全ての人に「居場

所と役割」があるまちづくりを目指し、住民同士の関係性を深めることで、お互いに

支え合い、助け合える関係性の構築と地域コミュニティの醸成を図ります。 

そのため、コミュニティづくりや地域の課題への対応に必要な、まちの特性や課題、

まちづくり等に関する地区・地域情報の発信を強化します。 

 

（３）地域福祉の推進（地域包括ケアの地区展開の充実） 

高齢者だけではなく、障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者

など困りごとを抱えた全ての区民を対象として、医療、福祉サービス、住まい、予

防・健康づくり、生活支援の５つの要素が一体的に提供される世田谷版地域包括ケア

システムについて、今後、多様化するニーズに応えるため、区民のライフステージや

ライフスタイルに大きく関わる就労、教育、社会参加、防犯・防災を新たな要素とし

て加え、世田谷版地域包括ケアシステムの強化を図り、地域共生社会の実現を目指し

ます。 

地区における四者連携（まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・社会福

祉協議会地区事務局・児童館）を基盤に、共助による見守りネットワークづくりや身

近なところで福祉の相談や手続きのできる環境の充実を図ります。あわせて福祉に関

する社会資源の開発と福祉のまちづくりにおける区民との協働を推進します。 

 

（４）地域防災力の向上 

想定される首都直下型地震等の災害に対して被害の軽減が図られるよう、各地区

で開催する防災塾を通じて、地区の課題を検証し、地域コミュニティによる防災活

動の核となる地区防災計画の充実が図れるよう支援します。地域コミュニティのつ
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ながりや関係性を深めることで、共助の力による避難行動要支援者への支援の強化

につなげるとともに、地域住民による震災時の避難所の運営の支援を強化します。 

また、風水害の対応への強化を図るとともに、気候変動に起因する水害等の災害対

策は、日常生活と切り離して考えるものではないことから、平常時から防災・減災の

視点を意識し、日常生活と災害対策・環境対策を常に結びつけ、地区・地域において

も環境負荷低減につなげるという視点で取組みを進めます。 

 

（５）安全で魅力的な街づくり 

「世田谷区都市整備方針（地域整備方針）」に基づき、道路や公園等の都市基盤の

整備・更新、建築物の耐震化・不燃化の促進などに取り組み、地区・地域における特

性や課題を踏まえ安全・安心の街づくりを推進します。そして、「世田谷区街づくり

条例」のもと、多様な主体が共に理解しあい、協力しながら、区民一人ひとりが街づ

くりの担い手となる協働の街づくりを基本に、区民参加の手法を駆使しながら、区民

主体の街づくりを進めます。 

 

（６）行政サービスの向上 

くみん窓口や出張所窓口における混雑期の混雑解消に向け、デジタル技術の活用等

のＤＸにかかる取組みを進めるとともに、国が推進する自治体情報システムの標準

化・共通化を機会に窓口サービスの改善を図ります。 

まちづくり、防災、地域包括ケアの地区展開等に地区・地域の実態に即したデジタ

ル技術を活用し、取組みの効果を高めます。 

 

（７）地域行政の運営体制の充実 

各地区のまちづくりセンターにおいて各種相談やＩＣＴを利用した手続きの適切な

支援ができる体制を整備します。 

地区アセスメントや「地域経営方針」に示す、多様化する地区・地域の課題に対応

できる体制を整備します。 

地区・地域の公共施設の建物の状況に応じて必要な対応を図ります。 

 

 

「世田谷区地域行政推進条例」に基づき、各総合支所は「地域経営方針」を策定し、

この方針のもと地域経営にあたります。なお、各地域の「地域経営方針」については、

「世田谷区地域行政推進計画」に記載しています。 
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４. 世田谷区のまちづくり像 

区では、地域行政制度のもと、「世田谷区都市整備方針（地域整備方針）」や「地

域経営方針」に基づき、地区・地域における特性や課題を踏まえた街づくりを進めて

いくことを基本としながら、歴史や文化、豊かな自然など各地域が持つ個性豊かな特

色を俯瞰し、92 万人都市「世田谷」の拠点や軸を位置づけたまちづくり像を明らか

にして区民と共有しながら、魅力とにぎわいのある都市の創出を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国際スポーツ交流の軸 

歴史と文化の散策軸 

文化創造の軸 

知と文化の発信軸 にぎわいと交流の軸 

広域生活・文化拠点 
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（１）広域生活・文化拠点 

主として商業業務機能及び文化情報発信機能が集積し、全区的な「核」であると

同時に、世田谷区を越えた広域的な交通結節機能を有し、誰もが利用しやすく交流

できるにぎわいの場を「広域生活・文化拠点」とし、三軒茶屋、下北沢、二子玉川

駅周辺の 3地区を位置づけます。 

 

（２）主要な地域生活拠点 

広域生活・文化拠点に次いで商業・行政サービス等が多様に集積し、区民の交流

の「核」となっているとともに、地域間をつなぐ主要な交通結節機能を有し、バス

交通や自転車利用等により、地域外に居住する区民も多く利用する拠点を「主要な

地域生活拠点」とし、成城学園前と千歳烏山駅周辺地区を位置づけます。 
 

（３）地域生活拠点 

区民の日常生活における商業・行政サービス等が集積し、地域の「核」となる区

民の身近な交流の場を「地域生活拠点」とし、以下の駅等の周辺地区を位置づけま

す。 

経堂、区役所、明大前、下高井戸、梅ヶ丘、用賀、等々力・尾山台、奥沢・自由

が丘、祖師ヶ谷大蔵 
 

（４）災害対策拠点【区役所、各総合支所周辺地区】 

地域の防災に関する機能を備える区役所及び各総合支所周辺地区を「災害対策拠

点」とし、庁舎等の災害対策機能の強化や防災、災害対策を踏まえた街づくりを進

めます。 
 

（５）保健福祉の街づくり重点ゾーン【梅ヶ丘駅周辺地区】 

全区的な保健医療福祉の拠点である「うめとぴあ」等が設置される梅ヶ丘駅周辺

地区を「保健福祉の街づくり重点ゾーン」とし、ユニバーサルデザインによる街づ

くりを重点的に進めます。 
 

（６）都市活力と交通の軸（交通を区内外にわたり広域的に連絡する軸） 

環状 7号線、環状 8号線、甲州街道(国道 20号)、玉川通り(国道 246号)、目黒

通り 
 

（７）主要生活交通軸（地域間の交通を担う軸） 

茶沢通り、補助 154号線、補助 216、217号線、多摩堤通り、世田谷通り 
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（８）みどりの拠点及び水と緑の風景軸 

自然環境の視点から世田谷区の骨格的な要素となるもののうち、拠点性が高い要

素をみどりの拠点とし、軸またはゾーンとしての評価が高い地域を「水と緑の風景

軸」または「環境保全ゾーン」とします。 

①みどりの拠点【大規模公園等】 ②水と緑の風景軸【国分寺崖線とその周辺】 

③環境保全ゾーン【多摩川】 
 

（９）国際スポーツ交流の軸 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として創出されたレガ

シーを引き継ぎ、大会会場となった馬事公苑やアメリカ選手団のキャンプ地となっ

た大蔵運動場のほか、駒沢オリンピック公園や上用賀公園等のエリアを「国際スポ

ーツ交流の軸」とし、スポーツを通じた交流などにより地域の発展を盛りあげます。 
 

（１０）文化創造の軸 

三軒茶屋から下北沢を音楽や演劇、ファッションなど、様々なジャンルにおける、

既成の枠にとらわれない新しい文化を創造、発信する「文化創造の軸」とし、まち

の活性化を進めます。 
 

（１１）歴史と文化の散策軸 

烏山(寺町)、成城、世田谷美術館から九品仏を「散策軸」とし、良好な街並みや

美術館等の資源、地域が育んできた文化・歴史に触れ、日常生活において身近に感

じることができる環境を継承します。 

 

（１２）知と文化の発信軸 

世田谷通り沿いの三軒茶屋（大山道）にはじまり、世田谷文化生活情報センター、

教育総合センター、全区的な文化・芸術の拠点として位置づける世田谷区民会館、

中央図書館、美術館等が相互に連携したエリアを「知と文化の発信軸」とし、「知

と文化のネットワーク」づくりに寄与します。 
 

（１３）にぎわいと交流の軸 

「甲州街道」は江戸五街道として親しまれ、明大前や千歳烏山のにぎわい、蘆花

恒春園や寺町などの自然・歴史資源を大切にし、京王線沿線駅周辺まちづくりを進

め、「にぎわいと交流の軸」を形成し、まちの魅力を高めます。 
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第４章 政策 

 

１. 重点政策 

基本方針の目標実現に直結し、基本計画の具体化に不可欠で特に重点的に取り組む

べき政策であり、分野横断的な体制を整えて取り組む必要がある政策について、次の

６つを重点政策として位置づけます。 

 

（１）区を取り巻く課題 

世田谷区の総人口は、これまでのような右肩上がりの人口増加は見込めない状況に

直面しており、人口減少の兆候や少子高齢化の進行を踏まえ、次代の社会を担う子ど

も・若者が住みたくなるまちの実現が不可欠です。子ども・若者を権利の主体として

位置づけ、子ども・若者の「今」に焦点をあてた施策展開を図る必要があります。 

インクルーシブ教育の実現や増加する不登校の子どもへの充実した支援に向け、子

どもの将来性や可能性を保障するための取組みを一層進め、一人ひとりの多様な個

性・能力を伸ばし、子どもたちが学びの主体となって生き生きと学べる新たな学校教

育の実現を目指した学びの質的転換を図っていくことが重要です。 

人と人とのつながりの希薄化や町会・自治会への加入率低下が進むなか、長期化す

るコロナ禍が地域コミュニティの分断に追い打ちをかけてきたことで、社会的な孤立

や孤独が大きな問題となっています。 

また、国連のグテーレス事務総長の「地球沸騰の時代に突入した」との警告通り、

世界中で高温熱波等の気候異変が顕著となり、大規模台風や局地的大雨の頻発など、

気象災害が激甚化しており、自然の脅威の増大が区民の日常生活を脅かしています。

地球規模で生態系が破壊されつつあり、人類を含む全ての生き物の生存基盤を揺るが

す事態となっています。自然の豊かさと脅威を今一度認識し、世界的に対策を急がな

くてはいけない状況に直面しています。 

さらに、区民生活や区内産業は大変厳しい状況下にあるとともに、社会インフラの

老朽化などの課題もあり、区を取り巻く状況は厳しさを増しています。 

こうした状況下において、世田谷の恵まれた住環境や文化・地域性を子どもや若者

の世代に確実に引き継いでさらなる発展を遂げていくため、持続可能な未来に向けた

環境整備を図っていくことが重要です。 
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（２）重点政策が描くビジョン 

６つの重点政策を実現することで、「子ども・若者と地域の多様な人々とのつなが

り」「地域・産業と学びのつながり」「多様な人が出会うことによる支援の輪のつな

がり」「環境配慮行動の地域や自治体を越えたつながり」「地域資源と街づくりのつ

ながり」「区民、事業者のアイデアと区政課題とのつながり」の６つの「つながり」

を創出し、区民生活や地域経済、都市基盤、自然環境、自治体経営における持続可能

性を確保し、あらゆる世代が安心して住み続けられるまちの実現を目指します。 

 

  
重点政策が描くビジョン 
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重点政策１ 子ども・若者が笑顔で過ごせる環境の整備 

 

 目指す姿 

⚫ 子ども・若者が過ごすあらゆる場面において、意見を表明し、自己を表現できる

機会や、一人ひとりが自分の心と体を大切にしながら、安心して過ごせる場や機

会があり、自ら選択できる環境がある。 

⚫ 子ども・若者が多様な人々と関わりを持ちながら、成長していく中で、自己肯定

感や自己有用感、社会の真ん中にいるという主体性を実感できる。 

⚫ 「子ども・子育て応援都市」として、子どもや若者、子育て家庭が、地域の中で、

周囲の人々にあたたかく見守られ、支えられ、応援されていると実感できる。 

 

 成果指標 

※子どもについては小学生（高学年）及び中学生を、若者については 15歳～29歳を対象とした調査から算出 

※子ども・若者関連施設、子育て関連施設、子ども食堂などの子どもの居場所等 

 

 視点 

【子ども・若者が地域の中で多様な人々と出会い、見守られながら育つ】 

子どもや若者が過ごすあらゆる場面において、安心して意見や気持ちを言える環境

を整えるため、子ども自身への権利を学ぶ機会の確保はもちろんのこと、家庭や学校、

地域で子どもに関わる大人が、子どもの権利を理解し、子どもの声を受け止め、思い

を尊重し、ともに考えることの意義を広く共有するための取組みを横断的に進めます。 

また、子どもや若者が大人を含めた多様な人々とつながり、自分のことを理解して

くれる、応援してくれていると実感できる地域社会の中で、様々なことにチャレンジ

し、失敗したり、成し遂げたりする経験を繰り返しながら、自らの力を育むことがで

きる環境を、区民の参加と協働のもと、ともに創り上げ、支えていくことが重要であ

り、子どもの最善の利益の保障が地域の中で具体化できるよう、大人への意識変容の

視点を持って取組みを進めます。 

一人ひとりの子どもや若者が、虐待やいじめ、家庭の状況などによって、守られる

べき権利が侵害されることなく、地域の人々や支援につながり、見守られながら、健

やかに育つことができるよう、予防的な取組みを推進します。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

自分のことが好きだと思う子ども・

若者の割合※ 
％ 

子ども   54.8 

若 者   62.2 

子ども    60 

若 者    66 

子ども    65 

若 者    70 

子ども・若者と子育てを支える地域

資源の数※ 
箇所 1,056 1,088 1,101 
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 取組みの方向性 

⚫ 子ども・若者は一人ひとりが権利の主体であり、地域社会を構成する一員です。

地域を一緒に創っていく主体として、子ども・若者の声をしっかりと聴き、政策

に取り入れるため、日常的かつ継続的に意見を表明しやすい環境づくりや意見を

反映させるための仕組みづくりを進めます。 

⚫ 大人になってからの生活に大きな影響を与えるといわれる非認知能力7などを、

遊びや生活を通して育むことができるよう乳幼児教育・保育の質の向上を図りま

す。また、子どもたちが適切な生活習慣を身につけるとともに、自分の将来を選

択する力を育めるよう、自己の価値観が形成される子ども期において、全ての子

どもが地域で豊かな体験を重ね、力を発揮できる場や居心地よく安心して過ごせ

る場が身近にある環境づくりを進めます。 

⚫ 子ども・若者が積極的に参加できる場や地域で力を発揮できる機会の充実を図る

ほか、若者のチャレンジを応援するため、起業を支援するなど、自分たち自身が

社会の真ん中にいると実感できるよう、子ども・若者の「今」に焦点をあてた施

策展開を図ります。 

⚫ 妊娠期から孤立することなく、日々の暮らしの身近なところで地域の人々や子育

て支援につながりながら安心して暮らせるよう、区、医療、地域等の連携による

「世田谷版ネウボラ」をさらに深化させ、子どもと子育て家庭への支援を充実し

ます。また、支援が必要な子どもや子育て家庭が抱える課題は、様々な要因が絡

み合い、困難かつ複雑化しています。支援に切れ目が生じないよう、保健、医療、

福祉、教育のさらなる連携強化に取り組みます。 

⚫ 子どもを望む人が安心して妊娠・出産し、育て、暮らし続けられる居住環境の整

備や地域づくりを様々な主体と力を合わせて進めます。さらに、子育て家庭や子

育てを支える多様な世代が地域の中でつながりながら、ともに学び、活動し、交

流できる場や機会を充実します。 

⚫ 子どもの減少に応じて単に支援や施設を減らすのではなく、子ども・子育て支援

施策を拡充することをベースに、多世代交流を含めた地域や人とのつながりに資

する機能付加の視点を取り入れ、支援や施設ごとに分かれていた施策を総合的に

組みかえ、一体化する方向を目指します。 

 

 主な施策 

⚫ 子若 子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり（p.46） 

⚫ 子若 子どもの成長を支える環境の充実（p.46） 

⚫ 子若 質の高い乳幼児教育・保育の充実（p.46） 

 

 
7 主に意欲・意志・情動・社会性に関わる「自分なりの目標に粘り強く取り組む力」「人と関わる力」「自分の感情や行動を

コントロールする力」などの要素からなる。 

58



        

29 

 

⚫ 子若 子育て家庭の支援の推進（p.49） 

⚫ 子若 支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート（p.50） 

⚫ 子若 若者が力を発揮できる環境の充実（p.52） 

⚫ 子若 生きづらさを抱える若者への支援（p.52） 

⚫ 都市 安心して暮らせる居住環境の整備（p.70） 

⚫ 経産 起業の促進と多様な働き方の実現（p.93） 

⚫ 経産 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進（p.93） 

 

 関連施策 

教育 多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり、知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造  

福祉 主体的に取り組める健康づくりの推進、地域生活課題の解決に向けた取組み  

災害 犯罪抑止の取組み、震災に強い街づくり、日常の安全・安心な街づくり  

環境 たばこルールの推進、世田谷らしいみどりの保全・創出、協働によるみどり豊かなまちづくりの推進  

文化 誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備、地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動の

活性化、スポーツを通じた生きがい・健康づくり、スポーツを通じた共生社会の実現  

都市 地区特性に応じた街づくりの推進、地域公共交通の活性化、自転車利用環境の整備、道路ネットワークの計画

的な整備、公園・緑地の計画的な整備  

人権 人権への理解促進、男女共同参画の推進、ＤＶ防止の取組み、多文化共生の推進、地域への参加促進と地域活

動の活性化、区民や活動団体の連携・協働促進 
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重点政策２ 新たな学校教育と生涯を通じた学びの充実 

 

 目指す姿 

⚫ 子どもの多様性に応じた学びの場を確保し、一人ひとりに応じた学びにより、全

ての子どもが支え合い協働的に学ぶことを通じて将来性や可能性が保障される。 

⚫ 誰もがいつでも何度でも学ぶことができ、やりがいや生きがいを持ちながら、

様々なことにチャレンジし、生き生きと暮らせる。 

 

 成果指標 

 

 視点 

【子どもを主体とした教育への転換】 

子ども自身が意見を率直に言える環境を整え、子どもが様々なことに参画し、子ど

も自身が表明した意見や考えが反映できる仕組みを整えていく必要があります。子ど

もの意見が反映される子どもを主体とした教育について、子どもの学びや成長に関わ

る全ての関係者と共通理解を深め、多様な学びを求める声に応えていきます。 

【子どもも大人も一人ひとりが学びの主体】 

将来の予測が困難な時代においても、それぞれが思い描く未来を自分らしく生きる

ために、自らが課題に向き合い、判断して行動できるよう、子どもも大人も一人ひと

りが学びの主体となり、自分の人生をデザインしながら自分らしく学ぶことを全ての

学びの基盤とする視点を持って取組みを進めていきます。 

【地域・産業と学びを結びつける】 

地域や学校、教育機関や社会資源が連携・協働し、地域と学びを結びつける視点か

ら、人材や場所、ニーズ等をマッチングし、多様な学びの場の拡充を目指すとともに、

教育機関や社会資源への働きかけを強化し、個々の取組みが面的につながるよう取組

みを進めます。また、産業と学びを結びつける視点から、新たな価値を創出する人材

を育成・輩出するチャレンジの場を提供し、区内産業のイノベーションと社会課題解

決、それに関わる人材が創出される好循環を生み出していきます。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

学びが楽しいと感じる児童・生徒の

割合 
％ 

小学生 77.1 

中学生 69.5 

小学生 82 

中学生 74 

小学生 86 

中学生 78 

生活の中で学びが身近に感じられる

ようになった区民の割合 
％ 69.5 71 73 
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 取組みの方向性 

⚫ 子どもたちが自ら地域課題の解決策や興味、関心が高いテーマなどについて考え

る探究的な学びへと学びの質的転換を進め、「参加・協働」の視点も一つのキー

ワードとして捉えながら、一人ひとりの多様な個性・能力を伸ばす学校教育を目

指します。 

⚫ インクルーシブ教育の実現や増加する不登校の子どもへの支援が求められるなか、

一人ひとりの子どもの将来性や可能性を保障するため、誰一人取り残さずに共に

学び共に育つ教育を推進するとともに、多様な学びと多様な学びの場の確保を進

めていきます。 

⚫ 誰もがやりがいや生きがいを持って生き生きと暮らせるよう、地域の教育機関や

多様な社会資源と連携、協力し、生涯にわたって学べる場の整備や情報のネット

ワーク化を進めていきます。 

⚫ 誰もがいつでも何度でも学ぶことができ、様々なことにチャレンジできるよう、

リカレント教育やリスキリングの環境整備を進めるとともに、学んだことを生か

せる機会や場の充実を図ります。 

 

 主な施策 

⚫ 教育 キャリア・未来デザイン教育の推進（p.55） 

⚫ 教育 教育ＤＸのさらなる推進（p.55） 

⚫ 教育 多様な個性が生かされる教育の推進（p.56） 

⚫ 教育 多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり（p.56） 

⚫ 教育 相談・支援体制の充実と連携体制の強化（p.59） 

⚫ 教育 多様な学びの場や居場所の充実（p.59） 

⚫ 教育 知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造（p.61） 

⚫ 教育 常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進（p.61） 

⚫ 教育 文化財の保護・普及活動の推進（p.62） 

⚫ 経産 起業の促進と多様な働き方の実現（p.93） 

⚫ 経産 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進（p.93） 

 

 関連施策 

子若 子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり、子どもの成長を支える環境の充実、質の高い乳幼児教

育・保育の充実、支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート、若者が力を発揮できる環境の充実 

福祉 主体的に取り組める健康づくりの推進、地域生活課題の解決に向けた取組み 

環境 生物多様性の保全、協働によるみどり豊かなまちづくりの推進 

経産 多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤強化 

文化 誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備、地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動

の活性化、スポーツを通じた生きがい・健康づくり、スポーツを通じた共生社会の実現 

人権 人権への理解促進、多文化共生の推進、地域への参加促進と地域活動の活性化、区民や活動団体の連携・協働促進 
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重点政策３ 多様な人が出会い、支え合い、活動できるコミュニティの醸成 

 

 目指す姿 

⚫ 地域住民同士の新たなつながりが芽生え、住民の地域活動などへの参加意欲が向

上し、地区や地域への区民参加が促進される。 

 

 成果指標 

 

 視点 

【緩やかなつながりを広げる】 

社会的な孤立や孤独が深刻な社会問題となるなか、地域の中で継続的な交流ができ

る「居場所」に多くの人がつながることができ、そうした場において「役割」がある

ことが重要です。そのためには、行政の取組みだけでは限界があり、例えば居場所に

ついては、地域のカフェが居場所になっている例もあります。また、役割については、

組織上の役職だけではなく、日課のランニングが地域の安全確保につながるなど、本

人が意図せずに役割を果たしていることもあります。 

人と人がつながる機会となったり、誰かの居場所となる地域資源も把握しながら、

文化活動やスポーツ活動なども通じ、まち全体のどこかで人がつながり活動できるよ

うな、緩くつながる場所や機会の確保に努めていきます。 

 

 取組みの方向性 

⚫ 町会・自治会を中心とするコミュニティを基本に、地域住民同士が継続的に交流

できる機会を確保し、全ての人に「居場所と役割」があるまちづくりを心がけ、

住民相互の関係性を深め、災害時にもお互いが支え合い、助け合える関係性の構

築や地域コミュニティの醸成を図ります。 

⚫ 地域とつながり続けられる環境の整備を図るため、地域のネットワークを広げな

がら、相談支援や見守り体制の強化に取り組みます。 

⚫ 地域には高齢者や障害者、外国人など多様な人々が暮らしており、多様性を認め

合い、新たな出会いが生まれることで、つながりが芽生え、地域活動などへの参

加意欲の向上にもつながります。地域住民の自主的な活動が重層的に展開できる

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

地域で人とのつながりを感じられる

と思える区民の割合 
％ 63.3 66 68 
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環境の整備や文化・芸術、スポーツの振興などに取り組み、多様な出会いの機会

の創出や誰もが様々な活動に参加できる機会の確保を図ります。 

⚫ まちづくりセンター、総合支所、本庁の三層制のもと、デジタル技術の活用など

も進めながら、気軽に参加できる機会を拡充します。 

 

 主な施策 

⚫ 福祉 主体的に取り組める健康づくりの推進（p.66） 

⚫ 福祉 地区でつながり続ける支援体制の構築（p.68） 

⚫ 福祉 介護予防の総合的な推進（p.66） 

⚫ 災害 地域防災力の向上（p.75） 

⚫ 文化 誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備（p.96） 

⚫ 文化 地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動の活性化（p.96） 

⚫ 文化 スポーツを通じた生きがい・健康づくり（p.98） 

⚫ 文化 スポーツを通じた共生社会の実現（p.98） 

⚫ 人権 地域への参加促進と地域活動の活性化（p.113） 

⚫ 人権 区民や活動団体の連携・協働促進（p.113） 

 

 関連施策 

子若 子どもの成長を支える環境の充実、子育て家庭の支援の推進、若者が力を発揮できる環境の充実、生きづらさ

を抱える若者への支援 

教育 キャリア・未来デザイン教育の推進、多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり、知と学びと文化の情報拠点

としての新たな図書館の創造、常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進、文化財の保護・普及活動の推進 

福祉 地域生活課題の解決に向けた取組み 

災害 犯罪抑止の取組み、都市の事前復興、日常の安全・安心の街づくり 

環境 地域環境美化活動の推進、世田谷らしいみどりの保全・創出、協働によるみどり豊かなまちづくりの推進 

経産 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進 

都市 地区特性に応じた街づくりの推進、魅力あるにぎわいの拠点づくり、地域公共交通の活性化、道路ネットワー

クの計画的な整備、公園・緑地の計画的な整備 

人権 人権への理解促進、男女共同参画の推進、ＤＶ防止の取組み、多文化共生の推進 
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重点政策４ 誰もが取り残されることなく生き生きと暮らせるための支援の強化 

 

 目指す姿 

⚫ 全ての区民の人権が尊重され、年齢、性別、ＬＧＢＴＱなどの性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティ、国籍、障害の有無などにかかわらず自らの意思に基づ

き個性と能力を十分発揮することができ、生き生きと尊厳を持って地域で暮らす

ことができる。 

⚫ 支援が必要だと思われる人が自らの意思を尊重され、相談や支援、参加につなが

ることができ、災害時にも必要な支援を受けられ安心して生活を送ることができ

る。 

 

 成果指標 

※子ども・若者関連施設、地域サロン、多世代交流の場等 

 

 視点 

【選択肢をふやす】 

区では世田谷版地域包括ケアシステムの取組みを先駆的に実施してきており、今後

は、地域資源の活用も含めて、関係機関が連携して情報を共有し、本人の意向を尊重

しながら、どこかにつながれる、支援を受けられる選択肢を増やしていくといった考

え方が大切となります。地域住民とつながり、居場所や支えとなりうる地域資源の把

握やネットワークの強化を図り、情報を区民や関係機関としっかりと共有できる仕組

みづくりを進めていきます。 

 

 取組みの方向性 

⚫ 住民同士の支え合い活動を広げながら、区を含めた関係機関のネットワークを強

化し、連携して重層的な施策展開を図ることで、誰もが元気で生き生きと尊厳を

持って地域で暮らすことのできる基盤を強化し、困難や生きづらさを抱えている

人に支援が届く取組みや仕組みの構築を目指します。 

⚫ 日常生活における必要な支援に加え、生活拠点となる住まいの確保への支援も重

要な課題であり、特に単身高齢者や障害者、ひとり親家庭への支援を強化します。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

地域住民の居場所や支えとなりうる

地域資源数※ 
箇所 1,816 1,890 1,970 
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⚫ 深刻化する貧困問題は、実態が見えにくく、対応が難しい課題であり、ひきこも

りや 8050 問題、ヤングケアラー、いわゆるごみ屋敷問題など、制度や分野の狭

間に陥りやすく、複合的な課題に対してもしっかりと対応を図るため、関係機関

との連携、情報共有を強化して重層的な施策展開に取り組みます。 

⚫ 全ての区民の人権尊重の取組みを進めつつ、さらに相談体制などの充実が求めら

れる若年女性や犯罪被害者等への支援の強化を図ります。 

⚫ 災害時に備え、要配慮者に対する施策に優先的に取り組む必要があり、災害時に

安心して生活を送れるよう支援策の充実を図ります。 

 

 主な施策 

⚫ 子若 支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート（p.50） 

⚫ 子若 生きづらさを抱える若者への支援（p.52） 

⚫ 福祉 介護予防の総合的な推進（p.66） 

⚫ 福祉 身近な福祉相談の充実と地域づくり（p.68） 

⚫ 福祉 地区でつながり続ける支援体制の構築（p.68） 

⚫ 福祉 安心して暮らせる居住環境の整備（p.70） 

⚫ 福祉 地域生活課題の解決に向けた取組み（p.71） 

⚫ 福祉 在宅医療・介護連携の推進（p.71） 

⚫ 福祉 福祉人材の確保及び育成・定着支援（p.71） 

⚫ 災害 地域防災力の向上（p.75） 

⚫ 災害 健康危機管理体制の強化（p.76） 

⚫ 文化 スポーツを通じた共生社会の実現（p.98） 

⚫ 人権 人権への理解促進（p.110） 

⚫ 人権 男女共同参画の推進（p.110） 

⚫ 人権 ＤＶ防止の取組み（p.110） 

⚫ 人権 多文化共生の推進（p.111） 

⚫ 人権 地域への参加促進と地域活動の活性化（p.113） 

 

 関連施策 

子若 子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり、子どもの成長を支える環境の充実、質の高い乳幼児教

育・保育の充実、子育て家庭の支援の推進、若者が力を発揮できる環境の充実 

教育 教育ＤＸのさらなる推進、相談・支援体制の充実と連携体制の強化、多様な学びの場や居場所の充実、知と学

びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造 

福祉 主体的に取り組める健康づくりの推進、こころの健康づくり 

災害 都市の事前復興、日常の安全・安心な街づくり 

経産 多様な地域産業の持続可能性確保に向けた連携強化、地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進 

文化 スポーツを通じた生きがい・健康づくり 

都市 地域公共交通の活性化、自転車利用環境の整備、道路ネットワークの計画的な整備 

人権 区民や活動団体の連携・協働促進  
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重点政策５ 自然との共生と脱炭素社会の構築 

 

 目指す姿 

⚫ 区民の生活を脅かす気候変動に向き合い、多様な生物に支えられた生態系の健全性

を守り、自然の豊かな恵みを実感しながら日々の生活を送ることができる。 

⚫ 区民や事業者は身近な自然である国分寺崖線や大規模公園などを核としたみどりと

生きもののネットワークを守り育て、自然との共生に向けた取組みを進め、継承し

ている。また、気候危機に与える影響、効果が広く認識され、脱炭素型のライフス

タイルやビジネススタイルへの変容により、脱炭素地域社会が実現している。 

 

 成果指標 

 

 視点 

【意識の醸成から行動につなげ取組みの輪を大きく広げる】 

「世田谷区気候非常事態宣言」を区内外で共有し、地球環境の危機や自然の持つ機

能に対する区民や事業者の理解を深めて行動変容を促し、他自治体や海外も見据え、

区から発信を行い、取組みの輪をいかに大きく広げていけるかが重要となります。地

球温暖化対策や生物多様性に配慮したみどりの保全・創出に向けて、区が率先して取

組みを進めるとともに、次世代と考え方を共有していきます。そのためにも、庁内複

数部署の協力連携による取組み、自治体間連携の取組み、事業者との協働の取組みな

ど、多様な主体が協力することによる効果の高い取組みを進め、その取組みをさらに

波及させていくなど、シナジー効果を意識した施策展開を目指していきます。 

 

 取組みの方向性 

⚫ 国分寺崖線をはじめとした区内の豊かな自然環境の確保に取り組むとともに、区民

が身近な自然に触れる場や機会を拡充し、暮らしの中で自然の豊かな恵みを実感、

享受でき、心の豊かさや幸福感を感じられ、居心地がよく住みやすいまちづくりに

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

身近なみどり、自然を大切に思い、

みずから守り育てている区民の割合 
％ 32.4 41.2 50 

みどり率 ％ 24.38 29 32.2 

区内のＣＯ2排出量 
千 t- 

ＣＯ2 

2,517 

（令和２年度） 
1,493 

1,152 

（令和 12年度） 
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つなげていくとともに、みどりに恵まれた世田谷の良好な住環境を、子どもや若者

の世代へ確実に引き継いでいきます。 

⚫ 省エネルギーの徹底や再生可能エネルギーの活用、脱炭素化やグリーンインフラを

はじめとした取組みは国際社会共通の現状認識や対策の方向に即したものであり、

今後は環境分野のみならず、経済、教育、福祉、建築やまちづくりといったあらゆ

る分野において、例えば環境産業の誘致育成、環境学習の機会拡充、健康や防災と

脱炭素を両立する住宅の普及など様々な施策を展開し、脱炭素と別の政策目的も同

時に達成することで、新たな成長と持続可能な都市づくりを進めます。 

⚫ 区民や事業者と協力し、みどりづくりや地下水涵養、雨水利用、ヒートアイランド

対策などの取組みを民有地も含めて一層推進することで、災害にも強くしなやかな

まちづくりを進めます。 

⚫ 子ども・若者をはじめ多様な世代、様々な職業、立場の参加者による「気候会議」

など、住民自治、まちづくりの取組みを通して区民の理解や共感を拡大し、主体的

な行動につなげていくとともに、インセンティブと規制やルールによる環境行動の

誘導を図り、地域のまちづくりとも連動させながら行動変容を加速していきます。 

⚫ 自然環境が持つ多様な機能を様々な分野で積極的に活かすグリーンインフラの取組

みを進めます。 

 

 主な施策 

⚫ 教育 多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり（p.56） 

⚫ 災害 水害を抑制する街づくり（p.79） 

⚫ 環境 区民・事業者の脱炭素行動の支援（p.82） 

⚫ 環境 公共施設や区事業活動における脱炭素の実施（p.83） 

⚫ 環境 地域環境美化活動の推進（p.85） 

⚫ 環境 ごみ減量と資源循環型社会の形成（p.85） 

⚫ 環境 世田谷らしいみどりの保全・創出（p.88） 

⚫ 環境 生物多様性の保全（p.88） 

⚫ 環境 協働によるみどり豊かなまちづくりの推進（p.89） 

⚫ 経産 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進（p.93） 

⚫ 経産 地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及びエシカル消費の推進（p.93） 

 

 関連施策 

子若 子どもの成長を支える環境の充実、若者が力を発揮できる環境の充実 

教育 知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造 

経産 起業の促進と多様な働き方の実現 

都市 地区特性に応じた街づくりの推進、魅力あるにぎわいの拠点づくり、道路ネットワークの計画的な整備、公

園・緑地の計画的な整備 

人権 地域への参加促進と地域活動の活性化、区民や活動団体の連携・協働促進 
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重点政策６ 安全で魅力的な街づくりと産業連関による新たな価値の創出 

 

 目指す姿 

⚫ 道路交通網など都市基盤が整備され、地震や台風などの災害に対するレジリエン

スの高い街づくりが進み、区民が安全安心に暮らすことができる。 

⚫ 歴史ある風景の保全や街並みの形成、公園の整備などにより良好な住環境が創出

され、活動と交流の場に誰もが快適に移動できる魅力的な街づくりが進んでいる。 

⚫ 暮らしを支える生活関連産業（卸売業・小売業、飲食サービス業、建設業、福祉

産業等）と既存産業の課題や社会課題を解決する産業（ＩＴ・環境等）、起業家

などの連携強化により新たな価値が創出され、地域経済の発展につながっている。 

 

 成果指標 

※区内産業の活性化やビジネス環境向上等に関連する複数の指標を、総合的にとらえ指数化したもの。 

 

 視点 

【地区・地域の特性を踏まえ、地域資源を有効に活用する】 

広域的な役割を果たす都市基盤を整備する際は、「ヒト・モノ・コト」といった地

域資源を最大限に有効活用する視点を持って取り組むことが重要であり、道路・公園

等の公共施設や民間施設の公共的な空間を含めた官民一体での新たな空間的価値の創

造、空き家等の利活用の促進等により、まちの安全性向上かつ地域コミュニティの活

性化などを図り、魅力的なまちづくりにつなげていきます。 

また、防災・減災対策や流域対策などを進めていくためには、地区や地域の一人ひ

とりの参画が重要であり、地区・地域の課題を共有し、取組みを広げていく行政支援

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

災害に強い街づくりが進んでいると

感じる区民の割合 
％ 44.7 48 51 

街が魅力的でにぎわいがあると感じ

ている区民の割合 
% 66 67 68 

事業活動しやすいと考える事業者の

割合 
% 30.7 35 40 

持続可能な地域経済の充実度※ ﾎﾟｲﾝﾄ 100 130 135 
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が大切となります。行政によるマンパワーの限界や地価が高く広大な用地の取得が難

しいという区の現状などを踏まえ、地域や事業者等の理解や協力を得ながら、行政需

要とのマッチングにきめ細かく取り組んでいきます。 

【より多くの区民や事業者のアイデアを課題解決に結びつける】 

今後の地域経済を発展させていくためには、起業家も含めた事業者同士の連携を深

め、新たな価値の創出を図り、新たなビジネスチャンスにつなげていく必要がありま

す。多様化・複雑化した地域課題を、区民や事業者がビジネスの視点でアイデアを出

し合い、相互が結び付きながら、既存産業のさらなる振興や地域課題の解決につなげ

ていきます。 

 

 取組みの方向性 

⚫ 豪雨や地震などの災害に対するレジリエンスの向上を図り、安全安心に生活でき

る街づくりを区民と共に進めます。 

⚫ 地区や地域の特性、資源を活かした街づくりを進めるとともに、ユニバーサルデ

ザインの視点で誰もが移動しやすく住みやすい住環境の維持向上に取り組みます。 

⚫ 三軒茶屋、下北沢、二子玉川駅周辺の広域生活・文化拠点をはじめとする生活拠

点の整備において、地域特性を踏まえた街づくりを進め、目指す都市像を区民や

事業者等と共有していきます。あわせて、鉄道の連続立体交差事業や、道路、公

園等都市基盤の整備、大規模敷地の土地利用転換などを街づくりの契機として活

かし、魅力とにぎわいのある都市の創出を図ります。 

⚫ 参加と協働によるワークショップや官民連携などによる柔軟な発想で道路・公

園・民間施設の公共的な空間など都市空間の有効活用を図り、歩いて楽しい街づ

くりを進め、人中心の豊かな生活と多様な人々の交流を通じたイノベーションの

創出を実現してまちの魅力を高めていきます。 

⚫ 既存産業の振興に加え、区民も地域経済の主体として、地域や社会の課題を解決

するコミュニティビジネスやソーシャルビジネスの振興にも取り組みます。 

⚫ 社会課題や地域課題は多様化・複雑化しており、その解決の担い手となる地域人

材や起業家の輩出・育成は非常に重要です。商店街などを拠点に、デジタルプラ

ットフォームも活用しながら、起業家の輩出や育成を支える基盤づくりを進めま

す。 

⚫ 既存事業者が安心して事業を営んでいくことができるよう、ビジネスの場として

魅力的な環境の整備を図り、新たなビジネス創出にもつなげます。 
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 主な施策 

⚫ 災害 地域防災力の向上（p.75） 

⚫ 災害 震災に強い街づくり（p.79） 

⚫ 災害 都市の事前復興（p.79） 

⚫ 災害 水害を抑制する街づくり（p.79） 

⚫ 災害 日常の安全・安心な街づくり（p.79） 

⚫ 経産 多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤強化（p.92） 

⚫ 経産 起業の促進と多様な働き方の実現（p.93） 

⚫ 経産 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進（p.93） 

⚫ 都市 地区特性に応じた街づくりの推進（p.101） 

⚫ 都市 魅力あるにぎわいの拠点づくり（p.101） 

⚫ 都市 歩いて楽しめる魅力づくり（p.101） 

⚫ 都市 地域公共交通の活性化（p.104） 

 

 関連施策 

子若 若者が力を発揮できる環境の充実 

教育 キャリア・未来デザイン教育の推進 

福祉 主体的に取り組める健康づくりの推進、地域生活課題の解決に向けた取組み 

災害 犯罪抑止の取組み 

環境 区民・事業者の脱炭素行動の支援、公共施設や区事業活動における脱炭素の実施、地域環境美化活動の推

進、たばこルールの推進、ごみ減量と資源循環型社会の形成、世田谷らしいみどりの保全・創出、協働によ

るみどり豊かなまちづくりの推進 

経産 地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及びエシカル消費の推進 

文化 誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備、地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活

動の活性化、スポーツを通じた活力あるまちづくり 

都市 自転車利用環境の整備、道路ネットワークの計画的な整備、公園・緑地の計画的な整備 

人権 多文化共生の推進、地域への参加促進と地域活動の活性化、区民や活動団体の連携・協働促進 
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２. 分野別政策 

「分野別政策」では、基本構想に定める「九つのビジョン」を具体化するための政

策を各分野において体系的に整理するとともに、各分野における課題や施策の方向性

などを明らかにします。 

 

分野 政策 政策に連なる施策 

子
ど
も
・
若
者 

１ 
子ども一人ひとり
がのびやかに育つ
環境づくり 

子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり 

子どもの成長を支える環境の充実 

質の高い乳幼児教育・保育の充実 

２ 
安心して子育てで
きる環境の整備 

子育て家庭の支援の推進 

支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート 

３ 
若者が力を発揮で
きる環境づくり 

若者が力を発揮できる環境の充実 

生きづらさを抱える若者への支援 

教 

育 

４ 
新たな学校教育の
推進 

キャリア・未来デザイン教育の推進 

教育ＤＸのさらなる推進 

多様な個性が生かされる教育の推進 

多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり 

５ 不登校支援の強化 
相談・支援体制の充実と連携体制の強化 

多様な学びの場や居場所の充実 

６ 
生涯を通じた学習
の充実 

知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造 

常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進 

文化財の保護・普及活動の推進 

健
康
・
福
祉 

７ 健康づくりの推進 

主体的に取り組める健康づくりの推進 

こころの健康づくり 

介護予防の総合的な推進 

８ 
福祉につながるネ
ットワークの強化 

身近な福祉相談の充実と地域づくり 

地区でつながり続ける支援体制の構築 

９ 
地域福祉の推進と
基盤整備 

安心して暮らせる居住環境の整備 

地域生活課題の解決に向けた取組み 

在宅医療・介護連携の推進 

福祉人材の確保及び育成・定着支援 

災
害
・
危
機
管
理 

10 
安全・安心のまち
づくり 

地域防災力の向上 

犯罪抑止の取組み 

健康危機管理体制の強化 

11 災害に強い街づくり 

震災に強い街づくり 

都市の事前復興 

水害を抑制する街づくり 

日常の安全・安心な街づくり 
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分野 政策 政策に連なる施策 

環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
・
み
ど
り 

12 脱炭素化の推進 
区民・事業者の脱炭素行動の支援 

公共施設や区事業活動における脱炭素の実施 

13 
快適で暮らしやす
い生活環境の構築 

地域環境美化活動の推進 

たばこルールの推進 

ごみ減量と資源循環型社会の形成 

14 
豊かな自然環境の
保全・創出 

世田谷らしいみどりの保全・創出 

生物多様性の保全 

協働によるみどり豊かなまちづくりの推進 

経
済
・
産
業 

15 
持続可能な地域経
済の実現 

多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤強化 

起業の促進と多様な働き方の実現 

地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進 

地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及びエシカル消費の推進 

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ 

16 文化・芸術の振興 
誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備 

地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動の活性化 

17  

スポーツを通じた生きがい・健康づくり 

スポーツを通じた共生社会の実現 

スポーツを通じた活力あるまちづくり 

都
市
整
備 

18 魅力ある街づくり 

地区特性に応じた街づくりの推進 

魅力あるにぎわいの拠点づくり 

歩いて楽しめる魅力づくり 

19 交通環境の整備 
地域公共交通の活性化 

自転車利用環境の整備 

20 
都市基盤の整備・
更新 

道路ネットワークの計画的な整備 

公園・緑地の計画的な整備 

人
権
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

21 多様性の尊重 

人権への理解促進 

男女共同参画の推進 

ＤＶ防止の取組み 

多文化共生の推進 

22 
地域コミュニティ
の促進 

地域への参加促進と地域活動の活性化 

区民や活動団体の連携・協働促進 
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政策と SDGＳとの関係 

 持続可能な開発目標（SDGｓ）とは、平成 27年（2015年）9月の国連サミットで採

択された、持続可能な世界の実現のために令和 12年（2030年）までに世界中で取り組

む国際目標です。持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するための17のゴールか

ら構成され、未来を見据えたバックキャスティングの発想を活用し、「誰一人取り残さ

ない」ために先進国を含めた全ての国で取組みが進められています。 

基本計画では、各分野別政策と SDGｓとの関連を明らかにすることで、関連性を意識

しながら分野横断的な施策展開を図り、持続可能な社会の実現を目指します。 

なお、5 番目のゴール「ジェンダー平等を実現しよう」は、分野横断的な価値として

SDGｓの全てのゴールの実現に不可欠なものであるため、あらゆる政策において、ジェ

ンダーの視点を確保し施策に反映する「ジェンダー主流化」が求められます。 

また、17 番目のゴール「パートナーシップで目標を達成しよう」の中には「マルチス

テークホルダー・パートナーシップ」という概念が含まれており、行政・民間・区民の

協働によって持続可能な社会の実現を目指すことが掲げられています。 

これは、計画の理念に「参加と協働を基盤とする」を掲げる世田谷区において、計画

全体を貫き計画の土台となる根本的な考え方であるため、政策や施策を推進する手段と

して捉えれば全ての政策と関係があります。 

そのため、本計画ではジェンダー平等の実現、パートナーシップの充実自体を目的と

している政策にのみ関係性を示しています。 
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子ども・若者 
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政策１ 子ども一人ひとりがのびやかに育つ環境づくり 

 

 目指す姿 

地域全体が子どもを権利の主体としてその最善の利益を保障する視点を持ち、子ど

もが地域の中で自己肯定感を持ちながら自ら生きる力を育むことができるまちになっ

ています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

※小学生（高学年）及び中学生を対象とした調査から算出 

 

 現状と課題 

⚫ 子どもが過ごすあらゆる場面において、子どもが意見を表明し、参加できる機会

を継続的に設け、大人が受け止めた意見を子どもにフィードバックできる仕組み

を構築していくことが求められています。 

⚫ 子どもの意見を尊重していくため、保育所や児童館の職員等子どもに関わる専門

職をはじめ、学校の教員、地域の中で子どもに接する区民等に対して、子どもの

権利に関する理解促進を図っていく必要があります。 

⚫ 子どもが自らの意志で選択して行くことができる居場所を充実していくため、居

場所づくりに関わる団体等が有機的に連携し、質の向上を図っていくことが重要

となっています。 

⚫ 子どもの生きる力や自己肯定感を育むことのできる環境づくりをより一層強化し

ていく必要があります。 

⚫ 保育所や幼稚園、認可外保育施設などの区内教育・保育施設において、多様な個

性を尊重した教育・保育を進めていくため、子どもの最善の利益を保障する視点

を持ち、子どもを真ん中に据え、乳幼児教育・保育の質の向上に取り組んでいく

必要があります。 

⚫ 保育所や幼稚園、認可外保育施設などの就学前の教育・保育施設は、施設によっ

て教育・保育を受ける期間が様々ですが、やがて子どもは小学校へと就学します。

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

自分のことが好きだと思う子どもの

割合※ 
％ 54.8 60 65 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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子どもが就学前施設から円滑に小学校へつながるためには、施設間の連携が不可

欠です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり 

子ども一人ひとりが生まれながらに持っている子どもの権利について理解し、子ど

もの権利が守られた地域社会を実現していくため、子どもと大人を対象に子どもの権

利について学習する機会を確保します。また、地域の中で子どもが生きる力と自己肯

定感を育むことができるよう、子どもや若者が意見を表明しやすい環境づくりを進め

るとともに、地域社会への参加・参画を促進します。 

＜主な事業＞（p.116） 
●子どもの権利学習の実施 

●子どもの参加・意見表明の機会の充実 

●思春期世代に向けたリプロダクティブ・ヘルス／ライツ周知啓発の実施 

 

（２）子どもの成長を支える環境の充実 

子どもが自らの意志で選択して行くことができ、ありのままの自分を受け入れてく

れる安心な居場所づくりや、子どもの生きる力と自己肯定感を育むための外遊びの機

会と場づくりを地域の子どもを支える社会資源と連携しながら推進します。 

＜主な事業＞（p.118） 
●児童館の整備・充実 

●放課後児童クラブの整備・充実 

●子どもを支えるネットワークづくりのための児童館地域懇談会の実施 

●外遊び事業の充実 

  

■児童館 中高生利用者数 ■区の乳幼児の養育状況の推移 

出典：世田谷区資料 出典：世田谷区保健福祉総合事業概要から作成 
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（３）質の高い乳幼児教育・保育の充実 

就学前から質の高い幼児教育・保育を提供することで、子どもの健やかな成長につ

なげます。また、就学前施設と就学先との円滑な連携により、就学前から就学後の一

貫した支援を行います。 

＜主な事業＞（p.120） 
●乳幼児教育・保育の質向上に向けた研修等の充実 

●地域資源を活用した教育・保育施設における質の向上 

 

関連する個別計画等 

世田谷区子ども計画（第 2 期）後期計画、世田谷区子ども・子育て支援事業計画調

整計画 

 

  

77



        

48 

 

政策２ 安心して子育てできる環境の整備 

 

 目指す姿 

全ての子育て家庭が、妊娠期から孤立することなく、日々の暮らしの身近なところ

で、地域の人々や子育て支援につながりながら、安心して暮らしています。また、子

育て世帯や子育てを支える多様な世代が交流できる場や機会が充実し、子どもが健や

かに育つことができるまちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 長引くコロナ禍において、多くの世帯で妊娠期から就学前までの子育てが配偶者

やパートナーだけで行われている現状が区の調査によって明らかになりました。

この現状を解決するためにも、区・医療・地域が連携し、妊娠期から就学前まで

の子育て家庭を切れ目なく支える「世田谷版ネウボラ」をさらに深化させ、身近

なところに、地域の人々や子育て支援につながるための場や機会を充実させるこ

とが急務になっています。 

⚫ 「子育てをとても楽しい」と感じる世帯が減少しており、子どもを一時的に預け

られることで負担を軽減できる環境が必要となっています。また、「子育てが辛

い」と感じる保護者ほど、子育ての相談先の数が少ない傾向があり、日々の暮ら

しの身近なところでの寄り添い支援が重要です。 

⚫ 1 割を超える子どもが経済的な理由による生活困難を抱えており、生活困難層の

子どもほど夜間までの居場所の利用意向が高いにもかかわらず、夜間を一人で過

ごしている傾向があります。そのため、夜間・休日を含め日常的に利用できる固

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

子育てしやすい環境だと感じる保護

者の割合 
％ 73.2 74 75 

子ども・若者と子育てを支える地域

資源の数 
箇所 1,056 1,088 1,101 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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(％) 

定の場所で、様々な事情を抱えた子ども一人ひとりに丁寧に寄り添いながら、学

習と生活を支えていく必要があります。 

⚫ ひとり親家庭の親は、仕事と家事・育児を一人で両立しており、区役所に相談に

来ることが難しかったり、相談窓口の情報を集める余裕がなかったりするため、

ひとり親家庭が相談につながるよう、相談の機会を拡充する必要があります。 

⚫ 子どもの発達が気になる保護者にとって、療育などの専門機関は敷居が高く感じ

るなど心理的障壁が高く、おでかけひろばなど親子が過ごすより身近な場で気軽

に相談ができる機会を提供する必要があります。 

⚫ ヤングケアラーが抱える問題は、本人や家族に自覚がないといった理由などから、

家庭の外に表面化しにくいという課題があるため、周囲の大人が気づきの感度を

高めて早期に発見し、関係機関が連携して

支援につなげる必要があります。   

⚫ 代替養育が必要な子どもが、家庭と同様の

環境である里親家庭で養育される割合は

26％程度で、国が示す目標値に届いてい

ません。地域に向けた里親制度の普及啓発

を充実して里親登録数を増やすとともに、

里親家庭で暮らす子どもが安定した環境で

養育されるよう、里親の養育力向上の取組

みや里親子の支援を強化する必要がありま

す。 

 

 施策の概要 

（１）子育て家庭の支援の推進 

子どもと子育て家庭が孤立することなく、日常的に身近な地域で、見守りや相談・

支援につながり、交流できる場や事業の充実に取り組みます。また、子育てをしてい

る保護者が身近な場所で子育て等に関する相談ができるように子どもやベビーカーを

押した保護者が歩いて 15 分で行ける距離におでかけひろばを整備するとともに、支

援が必要な母子に対し、心身の状態に応じた保健指導、育児に関する助言等を行う産

後ケア事業に確実につなげていけるよう、事業の拡充を進め、適切な支援を提供しま

す。 

＜主な事業＞（p.121） 
●おでかけひろばの充実 

●一時預かり事業の充実 

●認可保育施設での育児相談や在宅子育て支援事業の充実 

●子育て支援における地域資源開発の推進 

●両親学級の充実 

●産後ケア事業の充実 

 

■子育てを楽しく感じるか【就学前児童保護者調査】 

 （妊娠中や出産直後の精神的な安定感別） 

出典：令和４年度世田谷区 

「子ども・子育て支援事業ニーズ調査結果」 
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とても安定していた (n=805) 53.0 36.6 8.4 1.4 0.1 0.4 

まあ安定していた (n=1,490) 32.7 48.1 15.4 3.0 0.4 0.5 

やや不安定になった (n=621) 26.4 46.7 21.4 4.0 0.8 0.6 

とても不安定になった (n=212) 24.5 36.8 21.7 12.3 3.3 1.4 

出
産
直
後
の 

精
神
状
態 

とても安定していた (n=492) 65.2 28.7 4.7 1.2 0.0 0.2 

まあ安定していた (n=1,069) 36.9 48.8 12.3 1.4 0.3 0.3 

やや不安定になった (n=976) 29.4 48.8 17.1 3.6 0.3 0.8 

とても不安定になった (n=590) 21.5 40.8 26.1 8.5 2.2 0.8 
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（２）支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート 

生活困難を抱える子どもや保護者の生活の安定のために、生活困難を抱える子ども

に対する学習・生活支援の充実を図るなど、子どもの貧困対策を推進します。仕事と

家事・育児を一人で両立しているひとり親家庭が必要な相談支援に結びつくように、

ひとり親家庭を対象に休日相談支援を行います。子どもの発達が気になる保護者が、

子どもとの関わり方や子育てに関するヒントなど気づきを得られるよう、おでかけひ

ろばなどの親子が過ごす身近な場でわくわくタイム（発達支援親子グループの簡易版）

を実施します。代替養育を必要とする子どもが家庭と同様の環境で健やかに成長でき

るように、里親制度の普及啓発及び必要な社会的養育の体制整備に取り組みます。身

近な地区において、児童館が多様な地域資源と連携し、相談支援や見守りのネットワ

ークの中核的役割を果たすことにより、切れ目ない支援や見守りを強化し、子どもや

子育て家庭が安心して生活できる環境づくりに取り組みます。 

＜主な事業＞（p.123） 
●生活困窮世帯等の子どもと家庭を支える学習・生活支援事業「まいぷれいす」の実施 

●ひとり親家庭等への休日相談支援事業の充実 

●発達支援親子グループ事業の拡充 

●里親等委託の推進 

●子どもの見守り及び支援にかかる児童館職員のスキルの向上 

●ヤングケアラーへの支援の推進 

 

関連する個別計画等 

世田谷区子ども計画（第 2 期）後期計画、世田谷区子ども・子育て支援事業計画調

整計画、世田谷区社会的養育推進計画 
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政策３ 若者が力を発揮できる環境づくり 

 

 目指す姿 

若者の主体的な活動を促し、世代を超えた出会いや交流の機会を創出していくこと

で、若者が地域での活動に積極的に参加・参画し、次代の担い手として地域の主役に

なることができるまちになっています。また、ひきこもり等困難を抱えた若者が自ら

選択した居場所や相談機関に支えられ、自分らしくいきいきと生活でき、安心して暮

らしていくことができるまちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

※区民意識調査の 18歳～39歳の回答から算出 

 

 現状と課題 

⚫ 区では、「子ども計画（第２期）後期計画」に内包して「若者計画」を策定し、

これに基づく施策を推進しています。若者の交流と活動の促進に取り組んできま

したが、新型コロナウイルス感染症の影響等もあり、人との出会い、交流等の機

会が減少したことにより、若者が主体的に活動する機会が減少することで、自己

肯定感や自己有用感を得ることが難しくなっていくことが懸念されています。若

者の主体的な活動を促し、企画から関わることや交流の場づくりの中で活躍する

ことにより、達成感を得ながら自己有用感を高めていける環境づくりが必要です。 

⚫ 区では、様々な困難を抱えた若者への支援を実施していますが、担当所管が多岐

にわたり、適切な支援先を案内できなかったり、そもそも困難を抱えているのか

見極めることができず見過ごしてしまうケースも考えられます。これまでに構築

した多機関協働の仕組みを広げるとともに、地域資源も含め多種多様な支援者・

支援機関の連携・情報共有の仕組みと重層的な支援を強化することが求められて

います。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

身近な人や社会の役に立ちたいと思

う若者の割合※ 
％ 89.4 90 92 

学校や仕事以外で、趣味の活動やイ

ベント、ボランティアなどに関わっ

た若者の割合※ 

％ 27.6 30 35 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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 施策の概要 

（１）若者が力を発揮できる環境の充実 

若者が地域や様々な活動を通じて多様な人々と関わりを持つことで、自己肯定感や自

己有用感、社会の真ん中にいるという実感を持つことができ、力を発揮できる環境の実

現のために、若者が意見形成を進めるための情報提供や学ぶ機会を充実し、意見表明で

きる環境整備を進めます。また、身近な地域で、主体的、継続的に参加し、活躍してい

くための仕組みづくりを進めます。さらに、若者がそれぞれの希望に応じたライフステ

ージを実現するための支援を行うとともに、関係機関との効果的な連携を強化します。 

＜主な事業＞（p.125） 
●中学生及び高校生世代の主体的な参加の促進 

●青少年交流センターのプログラムの充実 

 

（２）生きづらさを抱える若者への支援 

様々な困難を抱える若者に対する支援者や支援機関の気づきの感度を高め、早期に適

切な支援の機会を提供できるよう取り組むとともに、様々な関係機関とのネットワーク

の中で支えられながら、自分らしくいきいきと生活できる地域環境整備を進めます。 

＜主な事業＞（p.126） 
●若者の相談・支援の充実 

●児童養護施設退所者等相談支援事業の実施 

 

関連する個別計画等 

世田谷区子ども計画（第 2 期）後期計画、世田谷区子ども・子育て支援事業計画調

整計画、世田谷区社会的養育推進計画 

  

■若者の社会貢献への意欲 

出典：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査（令和４年度） 

■今の自分が好きだと回答した若者の割合 

出典：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査（令和４年度） 
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政策４ 新たな学校教育の推進 

 

 目指す姿 

子どもたちが自ら地域課題の解決策や興味、関心が高いテーマなどについて考え

る探究的な学びへと学びの質的転換が進み、一人ひとりの多様な個性・能力を伸ば

す学校教育が行われるとともに、変化の激しい時代を担う全ての子どもたちがこれ

からの社会を生きるために必要な基礎を育む質の高い学校教育が実現しています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 幼児教育と義務教育を一体的に捉え、子どもたちが未来に向けて将来像を描き

ながら、主体となって人生の指針を創る「キャリア・未来デザイン教育」を展

開しています。急激に変化する社会の中で、子ども一人ひとりが社会の担い手

として自らが課題に向き合い判断して行動し、それぞれが思い描く未来を実現

するための資質・能力を育むため、区独自のキャリア・未来デザイン教育を推

進する必要があります。 

⚫ 近年のＯＥＣＤによる国際学力調査（ＰＩＳＡ調査）によると、日本の学習面

でのデジタル機器使用率が先進国中、最低レベルとされています。今後、様々

な分野でＤＸによる社会変革が見込まれるなか、区でも教育ＤＸ推進を通して

子どもたちの学びのアップデートを図るとともに、教員が子どもと向き合う時

間の創出に向け、働き方改革を推進する必要があります。 

⚫ 支援・配慮が必要な子どもへの総合的な支援に向け、いじめや不登校の訴えや

サインを敏感に察知するとともに、インクルーシブ教育の実現や特別支援教育

の充実に向けた取組みを進め、様々な相談に対応していく必要があります。そ

のため、学校や専門チームをはじめ、状況に応じて福祉部門とも連携を図りな

がら課題を解決する総合的な相談体制の整備を一層進める必要があります。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

学びが楽しいと感じる児童・生徒の

割合 
％ 

小学生 77.1 

中学生 69.5 

小学生 82 

中学生 74 

小学生 86 

中学生 78 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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⚫ 不登校出現率は、区内小学校 1.88％、区内中学校で 6.93％であり、国や東京

都の平均より高く（全国：小学校 1.70％、中学校 6.30％）、不登校児童・生

徒の中には、強い好奇心や感受性、豊かな想像力、高い身体的活動性、過敏な

五感や機能間の発達水準の偏りによる環境になじめない困難から不登校になる

事例があり、多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくりを進める必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）キャリア・未来デザイン教育の推進 

キャリア教育として、児童・生徒が学ぶことや協働することの意義を実感できる

ように、学校や地域等の実態に応じた特色ある教育活動の充実に取り組みます。ま

た、せたがや探究的な学びとして、学びの中で、子どもが自ら課題を発見し、その

課題を解決するための「探究のプロセス」を繰り返し、発展させていくことを通し

て、将来、自己実現を図るために必要な資質・能力を身につける教育活動の充実に

取り組みます。 

＜主な事業＞（p. 128） 
●キャリア教育 

●せたがや探究的な学び 

 

（２）教育ＤＸのさらなる推進 

児童・生徒一人ひとりへ配付しているタブレット端末で学習したデータの利活用

による個別最適化された学びの推進や、ＩＣＴを活用した教職員の働き方改革など、

統合型校務支援システムを基軸とした教育におけるデジタル化による変革（教育Ｄ

Ｘ）の実現に向けた取組みを進めます。また、配付しているタブレット端末などの

ＩＣＴ機器を活用し、自ら学びを考え、主体的に判断・行動し、よりよく問題を解

■地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童・生徒の割合 

出典：令和 5年度全国学力・学習状況調査結果 
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決する能力を身につけられるよう、探究的な学びを推進します。あわせて、子ども

たちを取り巻くデジタル環境の加速度的な進展に伴い、スマートフォンやネット依

存傾向等への対策もさらに重要となるため、子どもたちとともに創り出す「世田谷

版デジタルとの付き合い方ルール」の確立に向け、ネットリテラシー教育を引き続

き充実させるとともに、デジタルとアナログ（紙や本）とのバランスにも配慮しま

す。 

＜主な事業＞（p.129） 
●ＩＣＴを活用した教員の働き方改革の推進 

●ＩＣＴを活用した学びの推進 

●児童・生徒の情報活用能力の育成 

 

（３）多様な個性が生かされる教育の推進 

全ての子どもたちが共に学び共に育つことができるよう、総合的な相談体制の充

実を図るとともに、インクルーシブ教育を推進するために、インクルーシブ教育に

関するガイドラインや好事例データベースを整備し、教員の理解促進を図ります。

また、児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに対応した特別支援教育及び特別な支

援を要する児童・生徒に応じた合理的配慮の充実を図ります。 

＜主な事業＞（p.131） 
●インクルーシブ教育の推進 

●特別支援教育の充実 

 

（４）多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり 

才能や認知・発達の特性等により、特定分野に特異な才能がある児童の学習上・

学校生活上のニーズを把握し、全ての子どもたちの可能性を引き出す教育の推進を

図るため、区内小学校で研究校を指定し、調査研究課題の整理及び実態把握、カリ

キュラム・マネジメントに取り組み、研究成果を区内幼稚園、区内小・中学校へ周

知します。また、教育総合センターを拠点としたアウトソーシングの活用による多

様な学びの形の提供を目的として、区内小・中学校を対象に、教育総合センターで

開催する各種講座や高校・大学・企業等との連携の取組みへの参加機会を確保する

とともに出前講座などを実施します。 

＜主な事業＞（p.132） 
●魅力ある学校づくりモデル研究 

●多様な体験学習 

●高校・大学・企業等とのマッチングの推進 

 

関連する個別計画等 

世田谷区教育振興基本計画、世田谷区子ども計画（第 2 期）後期計画、世田谷区教

育の情報化推進計画、ＩＣＴを活用して教育の質的転換を図るための教員人材育成
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計画、世田谷区立教育総合センター運営計画、せたがやインクルージョンプラン－

世田谷区障害施策推進計画－、健康せたがやプラン 
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政策５ 不登校支援の強化 

 

 目指す姿 

いじめ等の早期発見や未然防止及び深刻化防止への適切な対応が図られ、学校内外

の教育相談や不登校対策が充実し、児童・生徒とその保護者の問題解決を支援する仕

組みが構築されています。また、児童・生徒、保護者の状況を的確に把握し、多様性

や個性に応じた支援方針が定められ、ＩＣＴの活用も視野に入れた多様なプログラム

の実施により、学校外の居場所や学びの場を選ぶことも可能になるなど、一人ひとり

の状況に即した適切な支援が行われ、どこにも支援につながっていない児童・生徒の

割合が減少しています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

※年度間に累積で３０日以上欠席した不登校児童・生徒 

 

 現状と課題 

⚫ 世田谷区の不登校児童・生徒数は、令和 4年（2022年）度で小学校 725人、中

学校 815人、合計 1,540人となっており、令和元年（2019年）度以降、急激な

増加傾向にあります。 

⚫ 教育相談の件数は年々増加し、児童・生徒やその保護者が抱える課題が多様化、

複雑化するなか、課題解決を速やかに図る必要があります。 

⚫ 不登校児童・生徒数が増加傾向にあるなか、学校と連携し、不登校の背景にある

環境の改善を図り、初期対応から事後対応まで一貫した支援を行う体制を整備し、

不登校の抑制を図るとともに、不登校児童・生徒の社会的自立を支援する必要が

あります。 

 

  

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

不登校児童・生徒※のうち何らかの

支援を受けている児童・生徒の割合 
％ 76 82 86 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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 施策の概要 

（１）相談・支援体制の充実と連携体制の強化 

児童・生徒とその保護者が抱える問題の解決を支援するため、家庭の福祉的課題等

への対応を含めた学校内外の教育相談機能を充実するとともに、医療、福祉など関係

機関との連携を図ります。また、教育総合センターの開設を踏まえ、不登校対策の中

核的機能や研究機能を含めた総合的な相談体制を構築するとともに、相談機関や不登

校支援グループと学校が連携して支援する体制の構築を図ります。 

＜主な事業＞（p.134） 
●不登校支援グループによる相談受付・支援活動の実施 

 

（２）多様な学びの場や居場所の充実  

不登校の予防から事後対応まで一貫した支援を行う体制の整備や、学びの多様化学

校（不登校特例校）、ほっとスクール、オンライン事業等による支援拡充等により、

個々のニーズに応える学習や居場所の提供などを一層進め、不登校対策の充実を図り

ます。 

＜主な事業＞（p.135） 
●ほっとルームの充実 

●オンライン支援事業の充実 

●ほっとスクールの充実 

●学びの多様化学校（不登校特例校）の充実 

 

関連する個別計画等 

世田谷区教育振興基本計画、世田谷区子ども計画（第 2期）後期計画 

  

■世田谷区立小・中学校の不登校児童・生徒数の推移 ■教育相談室、スクールカウンセラーへの相談件数 

  

世田谷区立小・中学校の不登校児童・生徒数の推

移 

出典：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等

生徒指導上の諸課題に関する調査」 

 

出典：世田谷区資料  
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政策６ 生涯を通じた学習の充実 

 

 目指す姿 

区民が年齢を問わず学び続け、いつでも学び直しができるよう、学びの機会と場が

充実しているとともに、多様な人材が社会的な資源となってつながりあい、連携・協

働を通じて地域コミュニティづくりが広がっています。  

図書館が、知と学びと文化の情報拠点、また地区の文化や歴史の「知」の拠点とし

て、コミュニティの醸成につながる交流の場所、地域に開かれた知的な居場所となっ

ています。 

区民が世田谷区に愛着を持ち、世田谷の歴史・文化を大切にしながら、多くの文化

財を保存・活用し、貴重な文化財を次の世代に確実に継承しています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 地域の多様な社会資源と連携協働して、持続可能な地域社会の担い手を育成する

とともに、区民の「つながり」や「かかわり」を創出し、地域コミュニティに結

びつけていく環境の整備が求められています。学校や地域で、区内大学等とのネ

ットワークの構築や、文化・芸術などを子どもから大人まで誰もが身近に親しむ

機会の充実が必要です。 

⚫ 生活や社会のあり方が今後さらに大きく変化することが予測されるため、区民が

変化に対応する力を身につけ、多様で複雑化する課題に挑み、豊かな人生を送る

ことができるよう、多元的な学びの場や機会の提供が必要です。 

⚫ 乳幼児から小中学生、高校生、大人へと読書の習慣が続くよう、成長段階に応じ

た切れ目のない読書支援に取り組んできましたが、特に読書量が減少する中高生

世代に対し、読書への興味を引く取組みを進める必要があります。 

⚫ 中央図書館や地域図書館では、館や地域の特性を活かしたテーマ展示を行ってい

ますが、社会状況や周辺状況の変化を受け、地区の文化や歴史の「知」の拠点と

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

生活の中で学びが身近に感じられる

ようになった区民の割合 
％ 69.5 71 73 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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しての図書館を目指す必要があります。また、図書館サービスの根幹をなす図書

資料等の充実に継続して取り組むとともに、電子書籍などの新たな情報メディア

を積極的に取り入れる必要があります。 

⚫ かつて農村であった時代や、住宅都市 

へと変わり始める明治から大正、昭和

初期の風景の多くが失われ、まちの成

り立ちや歩みを伝えていくことが難し

くなっています。次世代に世田谷の歴

史・文化を継承していくため、郷土の

歴史・文化について、あらゆる世代の

区民が学習し、文化財に親しむ機会を

提供していくことが必要です。 

 

 施策の概要 

（１）知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造 

図書資料の充実や区民と情報をつなぐサービスの推進を図り、仕事や暮らしの中で

生じた問題・課題の解決のために必要な知識・情報を提供するとともに、区民の文化

的活動や、教養、レクリエーションの機会など多様な学習の機会をつくります。また、

区民の利便性を向上させるため、身近で手軽な図書の貸し出しに取り組みます。さら

に、子どもや若者が本と出会い、本を読む楽しさや大切さを感じる機会を増やし、そ

れらを通じて子どもたちが成長し、生涯にわたる読書習慣を身につけることができる

よう支援します。 

＜主な事業＞（p.137） 
●読書機会の提供による読書習慣の継続 

●非来館型図書館サービスの充実 

●図書館機能の充実 

 

（２）常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進 

地域の生涯学習事業への主体的な参加を促し、地域の大人自身が相互に学び合い育

ち合う活動の活発化を図るため、学習活動の発表交流や、ネットワークづくりなどを

支援します。また、区内大学等との連携を強めて、区民の多様なニーズに応えるとと

もに、生涯学習で取得した知識や経験の活用による地域コミュニティへの参加や豊か

な人生の創出につながるよう、区民が主体的に学びに参加し、継続的に学び交流でき

る場や機会の充実を図ります。 

＜主な事業＞（p.138） 
●多様な学びと体験の提供 

●学んだ成果を生かせる地域づくり 

 

■電子書籍サービスの利用に関するデータ 

出典：世田谷区資料 
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（３）文化財の保護・普及活動の推進  

世田谷の歴史・文化を次世代に継承していくため、多くの区民が地域の文化財に親

しむことができるよう、多世代が世田谷の歴史・文化を学ぶ機会を設けるとともに、

文化財に関する多様な情報発信を積極的に行います。 

＜主な事業＞（p.139） 
●デジタルミュージアムのコンテンツの充実 

●文化財ボランティアの育成・支援 

 

関連する個別計画等 

世田谷区教育振興基本計画、第３次世田谷区立図書館ビジョン、世田谷区文化財保

存活用基本方針、世田谷区第４期文化・芸術振興計画 

  

92



        

63 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健康・福祉 
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政策７ 健康づくりの推進 

 

 目指す姿 

全世代を通して、区民一人ひとりが自身の健康に関心を持ち、主体的に健康づくり

の取組みを推進するとともに、心身ともに安心できる支援の仕組みが確立され、いつ

までも健康で安らかに暮らしています。また、高齢者が、住民同士の支え合いと事業

者との連携による多様な介護予防に取り組むことで、住み慣れた地域で、生きがいを

持って、いきいきと自分らしく暮らせるまちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 区民の平均寿命と 65歳健康寿命は延びていますが、平均寿命の延びに対して 65

歳健康寿命の延びは鈍い状況にあります。世田谷区民の健康状況は比較的良好な

ものと推測され、「健康」に対する意識も高く、健康づくりに取り組んでいる区

民も多くいる一方で、健康に関する意識はあっても実践につながらない人や健康

無関心層（若い世代など関心が薄い人）がいることがわかっています。関係者・

関係団体などと連携し、健康無関心層も巻き込みながら、自主的かつ合理的に、

または自然に、健康につながる選択ができるような仕掛けや工夫を一つの手法と

して取り入れ、区民の望ましい健康づくりを推進していくことが必要です。 

 

 
8 65 歳健康寿命（要介護２）とは、65 歳の人が要支援・要介護認定を受けるまでの状態を健康と考え、要介護２以上の認定

を受ける年齢を平均的に表した指標です。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

生涯にわたり健やかでこころ豊かに

暮らすことができていると思う区民

の割合 

％ 77.7 79 80 

６５歳健康寿命（要介護２）8 歳 

男性 83.49 

女性 86.08 

（令和 3年） 

男性 83.89 

女性 86.46 

（令和 7年） 

男性 84.29 

女性 86.84 

（令和 11年） 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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⚫ 病気の早期発見や自身の健康管理のために、特定健診等の一般的な健康診断のほ

かがん検診など、「健康増進法」に基づく目的別の検診の受診率の向上が求めら

れています。受診勧奨の強化や職域関係機関等との連携など、区民に対して多様

なアプローチが必要です。 

⚫ 「精神疾患」は国の 5大疾病の中で最も患者数が多く、生涯のうち 4人に 1人は

何らかの精神疾患に罹患しているにもかかわらず、3 人に 2 人は受診の機会を失

しているといわれています。区民一人ひとりがおかれた状況やライフステージに

応じた相談・支援・啓発の取組みが必要です。 

⚫ コロナ禍を通じて外出を控えるようになった高齢者のフレイル状態の進行が懸念

されるため、医療機関や関係団体等と連携した介護予防事業等を通じて、「通い

の場」を活用した介護予防の取組みや世田谷いきいき体操の普及を継続するとと

もに、高齢者が自宅でも行える介護予防への支援にも取り組む必要があります。 

⚫ 住民参加型・住民主体型の支えあいサービスや地域デイサービスの充実のため、

サービス提供者となるボランティアや運営団体の確保を関係機関と連携して継続

する必要があります。また、高齢者が身近な場所で介護予防の取組みに参加でき

るよう、地域デイサービスや介護予防筋力アップ教室については、実施場所の地

域的偏在を解消していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■平均寿命の推移（全国・東京都・世田谷区） 

出典：厚生労働省「完全生命表」「都道府県別生命表」「市区町村別

生命表」より世田谷区作成 

■65歳健康寿命（要介護２） 

出典：「６５歳健康寿命（東京都保健所長会方式） 

（東京都福祉保健局）」をもとに世田谷区にて作成 
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 施策の概要 

（１）主体的に取り組める健康づくりの推進 

健康無関心層を含め、幅広い世代の区民が、正しい知識を持ち、健康の保持・増進

につながる行動を自ら実践し、継続して取り組むための支援を推進していきます。ま

た、多様な主体と連携し、区民が無理なく、楽しみながら健康づくりに取り組めるよ

うな仕掛けや工夫を取り入れていきます。 

＜主な事業＞（p.141） 
●科学的根拠に基づくがん検診の推進と受診率の向上 

●誰もが身近で気軽に取り組める運動の促進 

●健康につながる食環境づくり 

 

（２）こころの健康づくり 

こころの不調や精神疾患に関して、社会的な偏見を無くすとともに、区民の理解を

促進することが重要であり、そのために様々な機会を通じた啓発やアクセスしやすい

情報発信に取り組みます。また、こころの健康にかかる相談窓口の充実や地域のネッ

トワークの構築を図っていきます。 

＜主な事業＞（p.143） 
●こころの不調や精神疾患についての普及啓発 

●当事者・家族を中心に据えた相談支援 

●自殺対策 

 

（３）介護予防の総合的な推進 

加齢に伴う体力低下、低栄養、口腔機能低下などの介護予防に関する基礎的な知識

を区民に持ってもらい、高齢者自身によるセルフマネジメント力を向上させるため、

介護予防普及啓発事業を実施します。また、高齢者が身近な地域で自立支援・重度化

防止に取り組める環境を実現するため、支えあいサービスや地域デイサービスなどの

住民参加型・住民主体型サービスや介護予防筋力アップ教室の充実に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.145） 
●介護予防普及啓発の推進 

●介護予防・生活支援サービスの推進 

 

関連する個別計画等 

健康せたがやプラン、世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、世田谷区

自殺対策基本方針 
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政策８ 福祉につながるネットワークの強化 

 

 目指す姿 

健康や身体の悩み、困りごとを抱えた区民が早期に身近な福祉の相談窓口に相談す

ることができ、状況に応じた適切な支援や関係機関につながることができます。課題

が複雑化・複合化した場合など対応が難しいケースについても、様々な機関による支

援体制を構築し、隙間ができないよう支援を届けるとともに、地区で寄り添いながら

つながり続け、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

※他者からの支援状況から見た孤立。不安や悩みに対して行政機関等からの支援を受けていない、かつ、不安や悩みが生じた 

場合、身近に相談相手がいない者 

 

 現状と課題 

⚫ 各地区の「福祉の相談窓口」に寄せられた区民の困りごと等から地区の課題を抽

出し、四者連携会議で共有しています。複雑化・複合化した課題を抱えた方や制

度の狭間のニーズを抱えた方に寄り添い、伴走支援を実践するためには、多様な

場・居場所づくりや、人と人、人と資源をつなぎ、顔の見える関係性や気にかけ

合う関係性を地区で生み出すことが必要です。 

⚫ 「福祉の相談窓口」において対応が難しいケースについては、各地域の保健福祉

センターによるバックアップ体制を整え、各地区を支えてきました。一方で、近

年は課題が複雑化・複合化した方や制度の狭間のニーズを抱えた方が増加してお

り、福祉の分野だけでは解決に至らないケース等も出てきています。区民の立場

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

地域での支え合いが必要だと考え、

状況に応じて積極的な声掛けなどを

行いたいと回答した区民の割合 

％ 20.8 23 25 

孤立していると思われる※区民の割

合 
％ 13.8 12 10 

地域住民の居場所や支えとなりうる

地域資源の数 
箇所 1,816 1,890 1,970 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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に立って、福祉だけでなくあらゆる分野の社会資源にも着目し、横つなぎと重層

的な支援に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）身近な福祉相談の充実と地域づくり 

地区における四者連携を基盤に、共助による見守りネットワークづくりや身近なと

ころで福祉の相談や手続きのできる環境の充実を図ります。あわせて福祉に関する社

会資源の開発と福祉のまちづくりにおける区民との協働を推進します。 

＜主な事業＞（p.146） 
●福祉の相談窓口 

●参加と協働による地域づくり 

 

（２）地区でつながり続ける支援体制の構築 

複雑化・複合化した課題等に対応するため、様々な分野の関係者とチームを組織し、

支援する体制を整えます。地区におけるアウトリーチを強化し、課題を抱えた方を早

期に発見し、必要な支援につなげる体制を整えます。本人や世帯のニーズ、抱える課

題などを把握し、地域の社会資源等を活用して、社会参加を支援します。 

＜主な事業＞（p.147） 
●多機関協働事業 

●アウトリーチを通じた継続的支援事業 

●参加支援事業 

 

関連する個別計画等 

世田谷区地域保健医療福祉総合計画、せたがやインクルージョンプラン －世田谷区

障害施策推進計画－、世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、世田谷区

子ども計画（第 2期）後期計画 

  

■ふれあいいきいきサロン等団体数の推移 ■各年度４月１日時点の住民基本台帳による 

65歳以上の単独世帯の推移 
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出典：世田谷区資料 出典：世田谷区資料 
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政策９ 地域福祉の推進と基盤整備 

 

 目指す姿 

障害の有無にかかわらず、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んじられ

ているとともに、介護や医療等が必要となっても、必要な人材が確保・育成されてお

り、保健・医療・福祉等のサービスの連携が相互に図られ、総合的に提供されている

ことで、誰もが安心して住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるま

ちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 住まいは、区民が安心して生活していくための基盤であるため、様々な事情によ

り現在の住まいで暮らせなくなった高齢者や障害者、ひとり親家庭や子育て世帯

等の住まいの確保が難しい方（住宅確保要配慮者）への支援が必要です。在宅で

の自立した生活を送ることが困難になった方や入院中・入所中の方が地域で安心

して暮らしていくためには、グループホーム等をはじめ、多様な住まいが整備さ

れている必要があります。 

⚫ 障害者(児)実態調査では、「あなたが希望する暮らしを実現するためには、どの

ようなことが必要だと思いますか。」という問に対し「周囲の人の障害への理解」

との回答が 24.3％で最も多い状況です。「世田谷区障害理解の促進と地域共生

社会の実現をめざす条例」に基づき、障害理解を促進する施策を具体化する必要

があります。 

⚫ 国連勧告及び国の基本方針で示す「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築」の考え方に基づき、長期入院している区民に対する動機付け支援など地

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

介護や医療が必要になっても世田谷

区に住み続けたいと考える区民の割

合 

％ 68.8 72 75 

地域の中で合理的配慮や必要な支援

を受けて安心して暮らせていると感

じる区民の割合 

％ 50.5 55 60 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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域移行を継続して進める必要があります。医療的ケア児(者)は他区に比べて多く

（人口比）、また、医療的ケア支援に携わる人材が定着しにくい状況にあります。 

⚫ 令和７年(2025年)には65歳以上の高齢者の5人に1人が認知症になると見込ま

れています。「世田谷区認知症とともに生きる希望条例」に基づき、一人ひとり

が認知症を自分事として捉え、認知症になる前から備えるとともに、認知症にな

ってからも自分らしく安心して暮らせるための認知症施策を総合的に推進する必

要があります。 

⚫ 令和４年（2022 年）度の世田谷区高齢者ニーズ調査・介護保険実態調査（区民

編）によると、「介護が必要になった場合に希望する居住の場」について、自宅

での生活を希望する人が半数を超え、最も多くなっています。安心して在宅生活

を送るには、保健・医療・福祉等のサービスを地域で継続的・総合的に提供でき

る体制が必要です。 

⚫ 令和４年（2022 年）度に実施した介護保険実態調査（事業者編）では、介護職

員・訪問介護員の人材確保の状況について「大いに不足」「不足」「やや不足」

と回答した事業所・施設の割合（「当該職種はいない」「無回答を除く」）は約

８割となっています。また、障害福祉サービス提供事業所向けの実態調査では、

人材確保の状況について「大いに不足」「不足」「やや不足」の合計が全体の７

割となっています。今後、全国的に現役世代の人口減少が見込まれる中、引き続

き福祉人材の確保とともに、人材の育成・定着に向けた支援が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）安心して暮らせる居住環境の整備 

区は、住宅確保要配慮者への入居支援を進めるため、福祉事業者や不動産団体、居

住支援法人との連携を強化し、居住支援や賃貸物件情報提供サービスの推進を図りま

■希望する暮らしを実現するために必要なこと ■今後、介護が必要になった場合の希望の居住の場 

出典：世田谷区障害者（児）実態調査報告書（令和５年３月） 
出典：世田谷区高齢者ニーズ調査・介護保険実態調査報告書（区民

編）（令和５年５月） 
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周囲の人の障害への理解

財産管理や見守り等の支援

相談支援の充実

サービスの情報提供の充実

ホームヘルプサービスの充実

住宅改造等（バリアフリー化）の補助

住まいに関する相談や支援の充実

ショートステイの整備

グループホームの整備

入所施設の整備

交流の場の充実

医療やリハビリテーションの充実

移動支援の充実

駅や道路などのバリアフリー化

自立生活のための訓練・指導

暮らしながら自立生活が体験できる場

働くための訓練・就労に向けた支援

多様な働く場所の確保

仕事を継続するための相談や支援

防犯・災害時の支援

高齢になっても通える場所の充実

その他

特にない

無回答

53.1%

0.9%

3.7%

8.2%

1.3%

7.2%

2.6%

11.0%

1.9%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅

親族の家

公営賃貸住宅（区営、都営など）

特別養護老人ホーム

グループホーム

サービス付き高齢者向け住宅

住宅型有料老人ホーム

介護付有料老人ホーム

その他

無回答
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す。在宅での自立した生活を送ることが困難な方も、住み慣れた地域で暮らし続けら

れるよう、また、病院や施設にいる人が住み慣れた地域での生活に戻れるよう、多様

な住まいの適切な供給を図っていきます。 

＜主な事業＞（p.149） 
●高齢・障害者等住宅確保要配慮者への入居支援 

●ひとり親世帯の居住の安定 

●支援や介護が必要な高齢者向けの環境の整備 

●重度障害者向けグループホームの整備 

 

（２）地域生活課題の解決に向けた取組み 

地域共生社会の実現に向けて、障害理解の促進施策と、精神障害者や医療的ケア児

(者)をはじめとした、障害のある方への支援施策に取り組み、安心して暮らし続けら

れる地域づくりを推進します。認知症や障害、ひきこもり状態にある方等が住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けられるよう、区民や地域団体、関係機関、事業者等との

協働のもと、本人支援策や地域づくりなど各施策に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.151） 
●精神障害者支援施策の充実 

●医寮的ケア児(者)の支援 

●地域共生社会実現に向けた環境づくり 

●ひきこもり支援の推進 

●認知症に関する身近な相談支援の推進 

 

（３）在宅医療・介護連携の推進 

医療や介護が必要になっても、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続ける

ことができるよう、医療機関と介護事業所との連携や 24 時間診療体制の構築に取り

組むとともに、在宅医療やＡＣＰ9についてさらなる普及啓発に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.153） 
●在宅医療・ＡＣＰの普及啓発 

●在宅医療・介護のネットワークの構築 

●在宅医療・介護関係者間の情報の共有支援 

 

（４）福祉人材の確保及び育成・定着支援 

福祉人材の確保・育成・定着支援を総合的に推進するため、世田谷区福祉人材育

成・研修センターも活用し、区内でサービスを提供している福祉サービス従事者に対

する研修、事業者への活動支援、情報収集・研究等を行います。 

 

 

 
9 アドバンス・ケア・プランニング（人生会議）：もしもの時に自分が受けたい治療やケアを医療・介護関係者や信頼できる

家族やパートナーなどの身近な人と繰り返し話し合うこと。 
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＜主な事業＞（p.155） 
●福祉人材育成・研修センターにおける研修の質の向上 

●高齢分野における人材の確保及び育成・定着支援 

●認知症の方の暮らしを支える地域づくり 

●障害分野における人材の確保及び育成・定着支援 

●障害者の地域生活支援機能強化のための専門的人材の確保・養成 

 

関連する個別計画等 

世田谷区地域保健医療福祉総合計画、せたがやインクルージョンプラン －世田谷区

障害施策推進計画－、世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、世田谷区

子ども計画（第 2期）後期計画、世田谷区認知症とともに生きる希望計画 
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災害・危機管理 
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政策 10 安全・安心のまちづくり 

 

 目指す姿 

区民一人ひとりの防災意識が向上し、町会・自治会をはじめとした多様な主体や人

材の防災力が底上げされ、地区のコミュニティが連携して救護や避難に取り組むこと

ができ、地域の防災力が向上しています。また、区民が日ごろから健康危機に対する

意識を持ち、健康危機発生時には正しい情報のもとに適切な行動をとることができま

す。さらに、防犯に対する意識が地域で共有され、自主的な防犯活動として、見守り

や声かけなどが活発に行われています。持続的な安全・安心の施策を展開し、体系

的・継続的な治安基盤や関係機関との強固な連携体制を整備することで、安全・安心

に暮らし続けることができるまちとなっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 災害時の被害を抑えるためには、区民一人ひとりによる「自助」や地域住民によ

る「共助」の取組みが重要であり、防災区民組織等が中心となって、地域特性を

踏まえた防災計画を作成するなど、個々の災害に関する意識を高め、住民が一体

となって防災力の向上に取り組む必要があります。 

⚫ 過去の災害を契機として、高齢者や障害者、乳幼児などの要配慮者や女性、性的

マイノリティなどへの配慮の必要性、重要性が再認識されており、災害時及び平

常時における多様性に配慮した視点からの準備、対策が必要です。 

⚫ 震災の際は必ず指定避難所に行かなければならないという認識が区民に浸透して

いることなどにより、キャパシティを超える避難者が指定避難所に詰めかけるこ

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

安全・安心に暮らせていると感じる

区民の割合 
％ 73.2 77 80 

１年以内に防災または防犯に関する

地域活動に参加したことがある区民

の割合 

％ 13 16 20 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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とが懸念されます。指定避難所の過密状況を避け、適切な避難所運営を可能とす

るため、在宅避難の推進に取り組む必要があります。 

⚫ 犯罪を未然に防ぐ環境整備としての町会・自治会等の防犯カメラの設置は、設置

費用が高額であることや、町会等への加入率の低下による会費収入の減少等によ

り、区の費用補助があっても設置に至らない場合があります。今後は、こうした

設置状況の地域差や犯罪発生状況等も考慮し、必要な地域への設置に向けた取組

みを着実に進める必要があります。 

⚫ 世田谷区内の犯罪発生件数は、ピーク時の平成 14年（2002年）（約 16,000件）

と比べ、令和 4年（2022年）は約 3,700件にまで減少する一方、還付金詐欺を

はじめとする特殊詐欺被害は新たな手口もあり、被害金額が増加傾向にあります。

今後、高齢者を狙った特殊詐欺対策として、ＡＴＭコーナーへの携帯電話抑止装

置設置拡充、自動通話録音機貸与促進、広報・啓発活動を重点的に実施する必要

があります。 

⚫ 新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、区は、新興・再興感染症への対応を

はじめとする健康危機体制の抜本的な見直しに取り組み、令和 6 年（2024 年）

3 月に、「新型インフルエンザ等対策行動計画」を改定するとともに、新たに

「感染症予防計画」「健康危機対処計画」を策定しました。健康危機体制の強化

に着実に取り組むとともに、計画の実効性を高めるべく平時から関係機関との連

携強化等に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）地域防災力の向上 

災害に強く、安全・安心なまちづくりを実現するため、区民一人ひとりの防災意識

の向上と町会・自治会をはじめとした多様な主体や人材の防災力の底上げに取り組み

ます。また、在宅避難の推進に向けた周知・啓発を進めます。 

 

 

■町会・自治会等の防犯カメラ設置状況一覧 

 （令和５年４月１日現在） 
■世田谷区刑法犯認知件数 

出典：世田谷区資料 
出典：警視庁「区市町村の町丁別、罪種別及び手口別認知件

数」 

より世田谷区作成 
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＜主な事業＞（p.158） 
●防災塾の実施 

●女性防災リーダーの育成 

●在宅避難の推進 

●マイ・タイムライン作成を通じた意識啓発 

●個別避難計画作成の推進 

 

（２）犯罪抑止の取組み 

犯罪のない安全で安心して暮らせるまちづくりを進めるためには、区や警察などの

関係機関と地域が連携し、防犯体制の充実・強化を図っていくことが重要です。今後

も、地域の自主的な防犯活動を支援し、自助、共助による地域の防犯対策を充実させ

ることにより、地域住民の犯罪不安の軽減や犯罪の起きにくい地域環境の整備を推進

していきます。 

＜主な事業＞（p.160） 
●防犯カメラ設置・維持管理への支援 

●高齢者等に対する特殊詐欺被害防止対策 

 

（３）健康危機管理体制の強化 

新型インフルエンザ等新興・再興感染症が今後流行した場合であっても、迅速かつ

適切に区が対応を行えるようにするため、「新型インフルエンザ等対策行動計画」

「感染症予防計画」「健康危機対処計画」に基づき、保健所体制整備に取り組みます。

また、震災等の災害が発生した場合に、迅速に保健医療活動を開始できるよう、区が

設置する医療救護活動拠点の環境整備や災害拠点病院等に設置する緊急医療救護所の

運営体制の整備を進めます。 

＜主な事業＞（p.161） 
●関係機関との連携・協力体制の確保 

●新型インフルエンザ等新興・再興感染症への対応力向上 

●医療救護本部体制の確保 

●医療救護活動の推進 

 

関連する個別計画等 

世田谷区地域防災計画、健康せたがやプラン、世田谷区新型インフルエンザ等対策

行動計画、感染症予防計画、健康危機対処計画、世田谷区高齢者福祉計画・介護保

険事業計画、せたがやインクルージョンプラン －世田谷区障害施策推進計画－、世

田谷区地域行政推進計画 
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政策 11 災害に強い街づくり 

 

 目指す姿 

災害に強い街づくりを進めることにより、豪雨や地震といった自然災害に対する強

靭さを備え、安心して暮らすことができるまちになっています。また、自然災害が発

生した場合における地区での救援・避難から生活再建に向かう復興街づくりを迅速か

つ円滑に進められるようになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 区の骨格となる都市計画道路の整備率は23区中20番目であり、延焼遮断帯の形

成、消防活動・避難困難区域の解消、災害からの円滑な復旧復興対策等の防災・

減災機能強化の観点から、道路ネットワークの早期整備が求められています。 

⚫ 区内の公園面積は目標に掲げている面積の５割程度に留まっています。災害時に

避難地としての機能を有する１ヘクタール以上の中規模公園が不足しており、機

会を捉えて整備していく必要があります。 

⚫ 東京都の「防災都市づくり推進計画」において震災時に特に甚大な被害が想定さ

れる整備地域や、延焼被害のおそれがある老朽木造住宅が密集している木造住宅

密集地域等に指定された地区における、建物の不燃化等が必要となっています。 

⚫ 首都直下地震が今後 30年以内に 70%の確率で起こるとされ、被害を軽減すべく

建築物の耐震化を進めていくためには、区民の耐震に対する意識を向上させてい

くことが重要です。 

⚫ 区内の道路上には、電柱が乱立するとともに、それらを結ぶ電線類が輻輳してお

り、災害時には電柱倒壊により救急活動や物資の輸送等に支障をきたすおそれが

あります。また、歩行者、車いす利用者などの通行の妨げとなっているほか、美

しい景観を損ねる要因となっています。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

災害に強い街づくりが進んでいると

感じる区民の割合 
％ 44.7 48 51 
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⚫ 震災が発生した場合に、区が地域住民や事業者、東京都等と連携しながら復興ま

ちづくりを迅速かつ円滑に進めていくため、地域住民の参加を得ながら区職員に

対する訓練等を行うことが必要です。 

⚫ 近年の強力な台風や、集中豪雨などに対応するため、東京都と連携し河川・下水

道整備を推進するとともに、雨水の流出を抑制し河川・下水道への流入負担を軽

減させる流域対策をグリーンインフラ

の持つ機能も取り入れ強化するなど

豪雨対策に取り組み、浸水被害を軽

減する必要があります。 

⚫ 区道の総延長の約１/４が狭あい道路

であり、区民意識調査においても、地

域における日常生活の困りごととして

「道路が狭くて危険」が最も高く、狭

あい道路の解消が求められています。 

⚫ 管理不全な空家等は、倒壊や火災の延

焼等が発生するおそれもある等、近隣

住民の生活環境に悪影響を及ぼしま

す。そのため、官民が連携した取組み

により対策を進める必要があります。 

 

 

  

■木造住宅の耐震化促進耐震診断士派遣件数及び耐震改修等助成

件数（累計） 

出典：世田谷区豪雨対策行動計画(改定） 

 

出典：世田谷区資料 
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■豪雨対策の 4つの柱と役割分担 
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施策の概要 

（１）震災に強い街づくり 

震災に強い街づくりに向け、都市基盤である道路や公園等の整備、無電柱化整備を

計画的に進めるとともに、建築物の耐震化や不燃化等について、重要性を区民に周知

し協力を得ながら取り組みます。 

＜主な事業＞（p.163） 
●木造住宅密集地域の解消 

●建築物耐震診断・補強工事 

●無電柱化整備 

 

（２）都市の事前復興 

復興まちづくりを迅速かつ円滑に進めていくために、区職員がとるべき行動手順

や役割分担などを地域住民の参加を得ながら整理し、被災後に早期復興できる環境

づくりに取り組みます。 

＜主な事業＞（p.164） 
●事前復興街づくりの推進 

 

（３）水害を抑制する街づくり 

浸水被害の軽減に向け、東京都と協力し、河川・下水道整備の円滑な推進を図ると

ともに、区民や事業者、関係機関と連携・協働し、雨水流出抑制施設の設置による流

域対策の強化などの豪雨対策を進めます。 

＜主な事業＞（p.165） 
●グリーンインフラの考え方も活かした豪雨対策の推進 

 

（４）日常の安全・安心な街づくり 

建築物の建替えの機会を捉え、効果的・効率的な狭あい道路拡幅整備を進めるとと

もに、管理不全な空家等の解消に向けた取組みを推進し、日常の安全・安心な街づく

りを進めます。 

＜主な事業＞（p.166） 
●空家等の管理・利活用 

●狭あい道路拡幅整備の促進 

 

関連する個別計画等 

世田谷区都市復興プログラム、世田谷区防災街づくり基本方針、世田谷区耐震改修

促進計画、世田谷区都市整備方針、世田谷区豪雨対策基本方針、世田谷区豪雨対策

行動計画、世田谷区空家等対策計画、世田谷区無電柱化推進計画（中間見直し）、

世田谷区無電柱化整備４ヵ年計画 
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環境・リサイクル・みどり 
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政策 12 脱炭素化の推進 

 

 目指す姿 

将来を担う世代に、良好な環境を引き継いでいくため、区民や事業者の行動や取組

みが地球温暖化や気候危機に与える影響、効果が広く認識され、区民・事業者・区を

はじめあらゆる主体が一丸となって、令和32年（2050年）までに温室効果ガス排出

量実質ゼロを目指し、地球温暖化対策に取り組んでいます。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 地球温暖化に起因する強力な台風や集中豪雨が頻発し、その被害は年々甚大化し

ています。また、世界のＣＯ2（二酸化炭素）排出量は今なお増加しています。

区部における真夏日、猛暑日、熱帯夜も増加傾向にあり、今後も引き続き地球温

暖化が進行すれば、極端な気象現象がさらに増えていくと予測されています。気

温上昇を止めるためには、令和 12年（2030年）までにＣＯ2排出量を半減し、

令和 32年（2050年）頃までに正味ゼロとすることが優先すべき課題です。 

⚫ 平成30年（2018年）の住宅の省エネルギー設備の整備状況については、全住宅

約 46 万戸のうち、「太陽光を利用した発電機器」を整備した住宅は 1.44％、

「二重サッシまたは複層ガラスの窓」を全ての窓に整備した住宅は 11.64％でし

た。こうした状況を踏まえ、ＺＥＨ10レベルの省エネルギー性能を備えた新築住

 

 
10 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス：高い断熱性能と高効率設備により、室内環境の質を維持しつつ、大幅な省エネルギ

ーを実現した上で、再生可能エネルギー等を導入することにより、年間での一次エネルギー消費量をゼロとすることを目

指した住宅。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

脱炭素型のライフスタイルを実践し

ている区民の割合 
％ 50.2 60 70 

区内のＣＯ2排出量 
千 t- 

ＣＯ2 

2,517 

（令和２年度） 
1,493 

1,152 

（令和 12年度） 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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宅の普及を進めていくとともに、既存住宅ストックにおける断熱性能向上や公共

施設の率先的なＺＥＢ11化等の対策を進めていく必要があります。 

⚫ 区内の自動車登録台数は、令和４年（2022年）において約26.3万台で緩やかな

減少傾向にある中、走行時にＣＯ2 等のガスを出さないＺＥＶ
12は、197 台（平

成 25 年（2013 年））から 3,462 台（令和４年（2022 年））に増加していま

す。区内の自動車登録台数に占めるＺＥＶの割合は依然として低く、移動にかか

る脱炭素化に向けＺＥＶの利用促進が課題です。 

⚫ 令和２年（2020 年）度のＣＯ2 排出量を部門別に見ると、家庭部門（51.9％）

の割合が最も高い状況です。また、令和 5 年（2023 年）の環境に関する区民意

識・実態調査によると、省エネルギーに関する取組みへの意識は前回（平成 30

年（2018 年））同様、概ね 8 割前後と高くなっています。再生可能エネルギー

を利用している回答者の割合は 6.5%と、前回から変化はありませんが、「これ

から利用したい」と回答した人の割合は 40.2％から 51.4％となり、関心が高ま

っています。今後、家庭部門のＣＯ2 削減を推進するためには、さらに区民の関

心を高め、利用電力の再生可能エネルギーへの切り替えや脱炭素型ライフスタイ

ルへの転換を促すことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）区民・事業者の脱炭素行動の支援 

区民や事業者などあらゆる主体の脱炭素型のライフスタイルやビジネススタイル

への転換を促進するための普及啓発を強化します。セミナーや媒体による情報発信、

省エネ行動の見える化等を活用した行動支援を推進するとともに、エネルギーの効

 

 
11 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル：室内環境の質を維持しつつ、大幅な省エネルギー化を実現した上で、エネルギー自立

度を極力高め、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指

した建築物。 
12 ゼロエミッション・ビークル：走行時に二酸化炭素等の排出ガスを出さない電気自動車（ＥＶ）等。なお、東京都は電気

自動車（ＥＶ）や燃料電池自動車（ＦＣＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）をＺＥＶに位置づけている。 

■世界の温室効果ガス排出量 

  ※2020 年のデータは CO2 のみ入手できるとし、他のガスについて

は、掲載されていない 

■日本の平均気温偏差（1898~2021年） 

 
【凡例】       

：国内 15地点での年平均気温の平年差（平年値との差）を平均したもの） 
      ：その年と前後２年を含めた５年間について平年差との平均をとったもの 
      ：平年差の長期的傾向を直線として表示したもの 出典：UNEP 「Emissions Gap Report 2021」より環境省作成 

 
出典：気象庁ホームページ「各種データ・資料」  
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率的利用や再生可能エネルギーの利用促進に向け、家庭部門におけるエコ住宅改修

や再生可能エネルギー導入に対する支援制度の拡充などを進めます。また、「まち

づくり」と「街づくり」の両面から地域の脱炭素に取り組むことで全区や全国のモ

デルの構築を目指すとともに、ＺＥＶ利用の推進に向けたインフラ整備を進めます。

あわせて、特に若い世代に対する環境学習や子ども・若者の意見表明の機会の創出、

区民・事業者との意見交換の場づくりなど、学習や対話を通した効果的な環境政策

形成や区民の環境行動の促進などを行います。 

＜主な事業＞（p.168） 
●環境配慮型住宅推進事業 

●電気自動車の公共用充電器の設置 

●省エネ・再エネポイントアクション事業 

●せたがや版 RE100の普及促進 

 

（２）公共施設や区事業活動における脱炭素の実施 

区役所の率先行動として、公共施設のＺＥＢ化、省エネ化や再生可能エネルギー利

用の拡大、再生可能エネルギー由来の電力購入を進めるとともに、モバイル端末の活

用やオンライン申請の拡充によるペーパーレス化の推進、公用車のＥＶ13への転換な

どを計画的に進めます。 

＜主な事業＞（p.170） 
●公用車のＥＶ化 

●公共建築物のＺＥＢ化 

 

関連する個別計画等 

世田谷区環境基本計画、世田谷区地球温暖化対策地域推進計画 

  

 

 
13 エレクトリック・ビークル：電気自動車 
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政策 13 快適で暮らしやすい生活環境の構築 

 

 目指す姿 

きれいな空気や水の保全が進められ、良好な生活環境が次代に引き継がれています。

地域・区民が協働した、ポイ捨てや歩きたばこの防止などの環境美化への取組みによ

りきれいなまちが実現し、いつまでも快適な生活環境で暮らせる魅力あるまちになっ

ています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール       

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 区内において、ごみのポイ捨て禁止の周知・啓発を行っていますが、いまだ多く

見受けられます。現在、区内一斉清掃であるせたがやクリーンアップ作戦を実施

し、環境美化への区民意識醸成を図っていますが、参加者数は 1,000人前後とほ

ぼ横ばいが続き、決して多くはありません。今後、個人も含めた多様な団体など

への参加促進を図り、地域の輪の拡大に向けて取り組む必要があります。 

⚫ 区では屋外の公共の場所等での環境美化及び迷惑防止を促進するため、「世田谷

区たばこルール」を定め、ガードレールや電柱への啓発看板の設置や路上喫煙禁

止キャンペーンの実施による周知活動を行っていますが、路上喫煙者は依然とし

て存在します。喫煙マナーの向上や分煙化を図るためにも、喫煙者への意識改革

及び喫煙場所の整備促進が必要です。 

⚫ ２Ｒ（廃棄物のリデュース14・リユース15）に重点をおいた施策展開や、区民・

事業者の意識醸成・行動変容の促進により、さらなるごみ減量と資源循環型社会

の形成を推進する必要があります。 

 

 
14 発生抑制 
15 再使用 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

生活するうえで、まちがきれいであ

ると感じる区民の割合 
％ 75 79 83 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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 施策の概要 

（１）地域環境美化活動の推進 

快適な生活環境で暮らせる魅力あるまちの実現に向けて、区民のまちをきれいにし

ていく意識醸成を図るため、清掃活動を通じた環境美化を推進していきます。 

＜主な事業＞（p.171） 
●区内一斉清掃活動「せたがやクリーンアップ作戦」の実施 

 

（２）たばこルールの推進 

区民のマナー向上に向け、「世田谷区たばこルール」の周知徹底を図るため、環境

美化指導員による巡回指導や、路面標示・電柱・ガードレール看板を活用したＰＲ、

区民や事業者と連携したキャンペーン活動を推進していきます。また、喫煙場所整備

に向けた補助等の推進により、誰もが快適に過ごせる環境を整備します。 

＜主な事業＞（p.172） 
●たばこマナー向上の取組み 

 

（３）ごみ減量と資源循環型社会の形成 

ごみの減量を図り、区民に身近な食品ロス、生ごみ削減などに対する意識を変え、

自発的な行動を促します。また、ものをすぐに捨てて買い替えるのではなく、長く使

い続ける、手を加えてより長く使うなど、リユース意識の醸成と行動変容を促し、家

庭からの廃棄物の発生を抑制するとともに、事業者による３Ｒ（リデュース・リユー

ス・リサイクル16）活動を支援します。 

＜主な事業＞（p.173） 
●廃棄物削減に向けたリデュース（発生抑制）の推進 

●食品廃棄物（生ごみ）削減の推進（食品ロスの削減） 

●事業者主体の３Ｒ活動の促進 

 

 

 
16 再利用 

■区民１人１日あたりのごみ量 

出典：世田谷区清掃・リサイクル事業概要 出典：せたがやの環境 

■路上喫煙率 

579

565
559

542
536

530

530

550

536

518

510

520

530

540

550

560
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580
（g/人・日）

0.26%

0.20%
0.18%

0.15%

0.11%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

0.30%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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関連する個別計画等 

世田谷区環境基本計画、世田谷区たばこルール、世田谷区喫煙場所整備指針、世田

谷区一般廃棄物処理基本計画、世田谷区食品ロス削減推進基本計画  
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政策 14 豊かな自然環境の保全・創出 

 

 目指す姿 

国分寺崖線や大規模公園など核となるみどりが保全され、みどりと生きもののネッ

トワークが広がっています。協働による公園緑地の維持管理や農業公園での活動など

を通じて、区民は暮らしの中で生物多様性の豊かな恵みを実感しています。まちに広

がるみどりは、ヒートアイランド現象を緩和し健全な水循環を保つことで地域の生態

系を維持し、安全に暮らし続けられる環境住宅都市として持続可能性が確保されてい

ます。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 世田谷らしい多様なみどりを確保し、区制100周年となる令和14年（2032年）

に区内のみどり率 33％の達成を目指すため、「世田谷区みどりの基本計画」に

基づきみどりの保全・創出を進めていますが、区内におけるみどり率は平成 23

年（2011年）の 24.60％から令和 3年（2021年）の 24.38％とこの 10年でも

ほぼ横ばいの状況です。民有地のみどりの減少を抑制するために、多方面にわた

るさらなる取組みとともに、宙水17を含めた地下水の涵養と健全な水循環を維持

する取組みが必要です。 

⚫ 開発などによる自然環境の改変や外来種による地域固有の生態系への被害、適切

な管理が行われないことによる生態系の質の低下、地球温暖化による生態系バラ

 

 
17 比較的浅い地層中に存在する地下水の分布形態。区内の特徴的な地下水のあり方。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

みどりに関する区民満足度「大変満

足している」の割合 
％ 16.9 25 31.4 

みどり率 ％ 24.38 29 32.2 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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ンスの乱れなど、生物多様性は大きな危機にさらされています。将来にわたって

生態系サービスを享受し続けられるよう、生物多様性の損失を止め、回復させる

ための行動が求められています。 

⚫ みどりの量の確保と質の向上を支えるためには、誰もがみどりが大切であるとい

う認識を持つことができるよう、みどりと関わる場づくりと多様な主体の協働に

よる取組みが必要です。農作業体験や植樹体験などのみどりに関する活動への参

加を望む声は多く、体験や参加を通してみどりや生物多様性保全の意識の醸成と

行動変容につなげていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）世田谷らしいみどりの保全・創出 

国分寺崖線や社寺林・屋敷林、農地など世田谷の歴史あるみどりを保全するととも

に、区民の意欲的な発想を活かし、様々な手法によって多様なみどりを新たに創出し

て世田谷らしいみどりの保全・創出を進めます。 

＜主な事業＞（p.174） 
●緑地保全制度等によるみどりの保全 

●緑化助成制度によるみどりの創出 

●維持管理の質の向上による崖線樹林地（国分寺崖線内の区有地）の保全・育成 

 

（２）生物多様性の保全 

将来にわたって生態系サービスを享受し続けるため、多様な生物が生息・生育する

場を保全するとともに、生きものに配慮した場を創出し、外来種や野生生物の適正管

理を目指します。 

  

■みどり率と緑被率 ■１年間に絶滅する種の数 

出典：生きものつながる世田谷ネイチャーWORLD 

出典：世田谷資料  
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＜主な事業＞（p.175） 
●生物多様性に配慮した公園緑地の整備・管理 

●世田谷生きもの会議の充実 

 

（３）協働によるみどり豊かなまちづくりの推進 

みどりや生物多様性の重要性を理解し、その保全に向けて主体的に行動する意識を

醸成するため、多様な主体を対象にイベントや講習会、体験活動など、みどりに直接

触れ合える機会を提供します。 

＜主な事業＞（p.176） 
●みどり・生物多様性の普及啓発 

●農に触れ合う機会の充実 

 

関連する個別計画等 

世田谷区みどりの基本計画、生きものつながる世田谷プラン 
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経済・産業 
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政策 15 持続可能な地域経済の実現 

 

 目指す姿 

事業者の事業活動の基盤強化となる環境整備に加え、幅広い事業者の新たな挑戦や

多様な主体による有機的なつながりの促進、多様な働き方の実現、ビジネスの観点か

らの地域課題や社会課題の解決などにより、新たな価値が創造される土壌や環境が整

っています。これらの環境整備により地域の経済発展と地域や社会の課題の解決を両

立する持続可能な地域経済が構築され、豊かな区民生活の実現に寄与しています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 卸売・小売業や飲食業などの区民生活と密接に関連する産業は、事業所数や付加

価値額の低下がみられる一方、引き続き、主要産業として重要な位置づけにあり

ます。また、医療・福祉、教育・学習支援業などの生活に深く関連する産業も増

加傾向にあるなど、区内産業は多様化している一方で、建設業や医療・福祉を中

心とする区民生活を支える産業で人材不足が顕著となっています。これら生活関

連産業を中心とする既存産業の高付加価値化や活性化、人材確保を図っていくこ

とで、区民の生活の質の向上に寄与していくことが必要です。 

⚫ コロナ禍を経て、職住近接または職住一体の流れが強まる中で、働きやすい環境

や多様な働き方を実現するための環境を整備するための支援ニーズが高まってい

ます。また、起業・創業の選択肢は多様な働き方に資するのみならず、新たな価

値を創出したり、課題の解決に資する可能性を高めるものであることから、多様

な働き方の実現や起業・創業を促進することが必要です。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

事業活動しやすいと考える事業者の

割合 
％ 30.7 35 40 

持続可能な地域経済の充実度 ﾎﾟｲﾝﾄ 100 130 135 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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⚫ 価値観の多様化や社会の複雑性が増す傾向にある中で、地域課題や社会課題も複

雑化・多様化しています。これらに対して、区民や民間企業のアイデア・実行力

を活かすなど、ビジネスの視点を取り込んだ課題解決を促進・後押しすることの

重要性が増しています。 

⚫ 地域のにぎわいや地域経済循環の向上を図りながら、将来に向けて産業を取り巻

く良好な環境を維持・継続していくことが重要です。そのため、地域内での消費

の向上や来街者からの消費の獲得など地域内経済循環向上の取組みなどを通じて、

地域経済の活性化を図るとともに、地産地消などをはじめとするエシカル消費18

の観点についても普及啓発を行っていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤強化 

地域の事業者が安心して継続的に事業を営むことができる環境や、区民の生活に必

要な産業が円滑に引き継がれていく環境など、多様な事業者の事業活動の基盤となる

環境整備に取り組みます。また、事業者のチャレンジを後押しし、意欲ある企業が世

田谷に定着するような、地域経済の活性化につながるビジネス環境の整備を進めます。

さらに、経営戦略の基盤となる人材については、就労を望む一人でも多くの方が安定

した仕事に就けるよう、就労支援やマッチングの場の提供などに取り組みます。あわ

せて、事業所が必要とする人材を獲得できるよう、採用コンサルティングやマッチン

グの場の提供などの採用支援に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.178） 
●地域産業のさらなる活性化に向けた施策の推進 

●地域経済循環の推進  

●安定的雇用の促進 

●地域産業の経営戦略の基盤となる人材採用 

 

 

 
18 物やサービスを購入するときに、人や社会、環境に配慮したものを選ぶこと。 

■23区における開業率比較（H26~28年における 2か年実績） ■地域経済循環図（2018年） 

出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」「地域経済計算」 

（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作

成） 

■出典：総務省「平成 26年経済センサス基礎調査、平成 2８年経済

センサス活動調査」より作成 
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（２）起業の促進と多様な働き方の実現 

多様な働き方に触れることができる機会を充実し、個々のライフスタイルや取り巻

く状況に応じた多様な働き方を選択できる環境とセーフティネットを整えるとともに、

地域産業の新たな担い手の創出を図るため、幅広い層による起業・創業を後押しする

取組みを進めます。 

＜主な事業＞（p.180） 
●新たな価値を創出する事業者・人材の育成、区内産業のイノベーションの創出 

●区民の起業・創業の促進 

●多様な働き方の環境整備 

 

（３）地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進 

地域及び社会課題への関心や問題意識を持つ層の裾野を広げていくとともに、問題

意識を持つ方と解決に向けたスキルを提供できる多様な人材・業種の交流を促すなど、

地域及び社会課題の解決の機会の増大につながり、課題をビジネス視点で解決してい

こうとする活動を応援・後押しする取組みを進めます。 

＜主な事業＞（p.182） 
●産業交流による新たな産業の創出 

●地域・社会課題解決に向けたソーシャルビジネスの推進 

●産業視点からの福祉事業の課題解決 

●農福連携の推進 

 

（４）地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及びエシカル消費の推進 

地域のにぎわい創出や地域内での消費向上、産業を取り巻く良好な環境の維持、脱

炭素など自然環境に配慮した事業展開や産業分野における環境行動の推進、環境産業

の育成など、事業者の持続可能性を高める取組みを進めていきます。また、地域外か

らの誘客による消費の獲得などのまちなか観光の取組みを通じて、地域経済の活性化

を促進していきます。さらに、エシカル消費の重要性や必要性等に関する啓発、フェ

アトレード商品を取り扱う事業者等による商品販売などにより、意識の醸成を図りま

す。 

＜主な事業＞（p.184） 
●まちなか観光の推進 

●区民に対する都市農業への理解促進 

●持続可能な消費者行動の推進 

●脱炭素など環境分野における産業の育成促進 

 

関連する個別計画等 

世田谷区地域経済発展ビジョン、世田谷区農業振興計画 
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文化・スポーツ 
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政策 16 文化・芸術の振興 

 

 目指す姿 

年齢、性別、ＬＧＢＴＱなどの性的指向及びジェンダーアイデンティティ、国籍、

障害の有無、経済的状況等にかかわらず、区民の誰もが日常生活または非日常の中で、

文化・芸術に親しんでいます。一流の芸術から、気軽に参加できる文化的イベントま

で、多彩で幅広い文化・芸術に気軽に触れることができ、文化・芸術活動を行う人同

士の交流も活発です。住んでいて楽しく、住み続けたいと思えるまちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 文化・芸術に関する区民意識調査の結果では、最も重視してほしい施策は「身近

なところで文化・芸術に触れられる」ことでした。まちなかなど、区民が歩いて

いて自然に文化・芸術に触れられる身近な場所での文化・芸術鑑賞機会の拡充が

必要です。 

⚫ 世田谷区には美術館や文学館、劇場など全国的にも評価の高い文化施設が充実し

ています。これらの文化施設と地域との交流を深めることで、より地域の発展と

文化施設の認知度向上を図り、地域からの愛着を深めていくことが重要です。 

⚫ 文化・芸術に関する区民意識調査の結果から、高齢層は区報やチラシ等の紙媒体

を通して情報を入手する方が多く、文化・芸術に関する情報を入手しやすいと感

じているのに対し、若年層はＳＮＳを活用して情報を入手する方が多く、文化・

芸術に関する情報を入手しにくいと感じていることがわかりました。このことか

ら、各年代の特徴を踏まえた効果的な情報発信を工夫していく必要があります。 

⚫ 区内文化・芸術団体等ヒアリング調査では、同様の活動をしている団体間のネッ

トワークづくり支援への要望がありました。文化・芸術活動団体の横のつながり

をつくる機会を創出する取組みが必要です。 

 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

区内の文化環境に満足している区民

の割合 
％ 65 70 75 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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 施策の概要 

（１）誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備 

区民の誰もが文化・芸術を楽しめるよう、身近な場所での文化・芸術鑑賞機会の拡

充を図ります。また、区民が文化・芸術に関する情報を入手できるよう、情報発信の

工夫を図るとともに、文化・芸術活動を行う団体の情報発信への支援が可能となる環

境の整備を進めます。 

＜主な事業＞（p.187） 
●区の美術品等の活用による鑑賞機会の拡大 

●美術館・文学館におけるライブラリーの運営 

●区民利用・交流拠点全体を活用した音楽イベント等による文化・芸術に触れる機会の提供 

 

（２）地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動の活性化 

文化・芸術を通じた区民や活動団体の交流を促進することにより区内の文化・芸術

活動を活性化させるため、再整備後、新たな文化・芸術の拠点となる世田谷区民会館

等において、区民が気軽に文化・芸術を楽しむ事業や文化・芸術活動団体向けの交流

事業を充実します。 

＜主な事業＞（p.189） 
●世田谷区民会館等における文化・芸術を通じた交流事業の実施 

●身近なアーティストの活動に触れる機会の創出 

●地域で活動する文化・芸術団体の活動支援 

 

関連する個別計画等 

世田谷区第４期文化・芸術振興計画、世田谷区第二次多文化共生プラン 

  

■年代別 文化・芸術情報の入手しやすさ ■重視してほしい文化・芸術施策 

出典：世田谷区の文化・芸術に関する区民意識調査報告書 

（令和 5年 3月） 

出典：世田谷区の文化・芸術に関する区民意識調査報告書 

（令和 5年 3月） 
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政策 17 生涯スポーツの推進 

 

 目指す姿 

区民が生涯を通じ身近な地域で、「いつでも」「どこでも」「だれでも」「いつま

でも」気軽にスポーツ・レクリエーションに親しみ、楽しむことができています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ スポーツへの関わり方や動機・理由は、年代、性別、ＬＧＢＴＱなどの性的指向

及びジェンダーアイデンティティ、家族構成、生活状況などによって変わってき

ます。ライフスタイルやライフステージに合わせた事業の実施やスポーツ施設の

運用方法などの見直しが課題です。 

⚫ 共生社会の実現に向けた取組みとして、障害の有無や運動の得手・不得手にかか

わらず、誰もが一緒にスポーツに親しみ、楽しむ機会の場を提供していくことが

求められています。 

⚫ プロスポーツチームや競技団体等と連携したスポーツ観戦機会提供の取組みによ

り、身近にスポーツをみる機会を創出し、地域や産業の活性化につなげていくこ

とが求められています。 

 

 

  

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

週１回以上スポーツや運動をしてい

る区民の割合 
％ 53 60 70 

■スポーツ実施率の推移 ■スポーツを実施しない理由 

出典：世田谷区「区民意識調査」、東京都「都民のスポーツ 

活動に関する実態調査」、スポーツ庁「スポーツの実 

施状況等に関する世論調査」 

 

より作成 

出典：世田谷区資料 
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九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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 施策の概要 

（１）スポーツを通じた生きがい・健康づくり 

生活の質を向上させ、生きがいづくりや健康づくりを支えるために、多様なライフ

スタイルやライフステージに応じたスポーツの取組みを推進するとともに、スポーツ

をしていない人や関心が低い層へのアプローチを行います。 

＜主な事業＞（p.191） 
●ランニングやジョギング、ウォーキングを行う人が達成感を得られるような環境整備 

●公共施設等へのボッチャコートの設置 

●まちなかでのスポーツイベントの実施 

●気軽にできるスポーツの普及 

 

（２）スポーツを通じた共生社会の実現 

共生社会の実現を目指し、スポーツ事業のユニバーサル化を進め、パラスポーツを

推進し、誰もが楽しめるスポーツの場の創出に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.193） 
●ユニバーサルスポーツの推進 

●スポーツを通じた交流の場の創出 

 

（３）スポーツを通じた活力あるまちづくり 

活力あるまちづくりを進めるために、地域スポーツを支える人材の育成・活用、ス

ポーツを通じた地域や産業の振興に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.194） 
●スポーツチームと連携した情報発信やにぎわいの創出 

●ランニングやジョギング、ウォーキングによる名所めぐりやまち歩きによる地域の活性化 

●地域コミュニティ活動への派遣・協力 

 

関連する個別計画等 

健康せたがやプラン、世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、せたがや

インクルージョンプラン－世田谷区障害施策推進計画－、世田谷区教育振興基本計

画、世田谷区地域経済発展ビジョン、世田谷区第４期文化・芸術振興計画、世田谷

区地域行政推進計画 
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都市整備 

 

 

  

129



        

100 

 

政策 18 魅力ある街づくり 

 

 目指す姿 

地域や文化に根差した歴史ある風景を守り、街並みを形成しながら、魅力が感じら

れる風景づくりやにぎわいのある拠点づくりなどが進められており、区内外の多くの

人々を惹きつけ、新たな居住者が増えています。また、地区の特性を踏まえた参加と

協働による地区街づくりや歩行者にやさしい歩きやすい道路環境の整備等を推進する

ことにより、住民同士の共助意識が向上し、区民が安全で快適に暮らし続けることが

できるまちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 今後、人口の微増傾向が継続し、高齢者人口は一貫して増加する見込みであるな

か、区民が安全で快適に暮らし続けられるまちの実現に向けて、魅力と活力ある

拠点づくりや、みどり豊かで住みやすい良好な住環境の維持、向上に取り組む必

要があります。また、安全で住みやすい快適な環境を保全・育成するため、引き

続き、区民や事業者等の参加と協働によるさらなる街づくりの推進が必要です。 

⚫ 地域の気運醸成やまちづくり推進体制の構築及び市街地の再構築に向けた活動の

支援等を進めることにより、三軒茶屋、下北沢、二子玉川駅周辺の広域生活・文

化拠点をはじめとする生活拠点の整備において、地域特性を踏まえた街づくりを

進め、目指す都市像を区民や事業者等と共有していく必要があります。あわせて、

鉄道連続立体交差事業、大規模公園の整備・改修、大規模な土地利用転換などを

街づくりの契機として活かし、魅力とにぎわいのある都市の創出を図る必要があ

ります。 

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

自然環境や街並み､道路の歩きやす

さ等を踏まえ､生活環境が良いと感

じる区民の割合 

％ 72 73 74 

街が魅力的でにぎわいがあると感じ

ている区民の割合 
％ 66 67 68 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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⚫ 区内各地で建設や開発、農地の宅地化などが進められ、風景が変化しています。

また、各地で区民による地域の魅力ある風景を守り育てる活動が行われています。

区民、事業者、区が協働し、地域の個性を活かしてまちの魅力を高める風景づく

りを進める必要があります。 

⚫ 電柱や段差等の存在が歩行者や車いす利用者の通行の妨げとなっていたり、一息

つける場所も少ないため、ユニバーサルデザインの施設整備や電線の地中化、ベ

ンチの設置を進めることで、災害に強く、歩きやすい魅力的な街並みを築いてい

く必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）地区特性に応じた街づくりの推進 

区民が安全で快適に暮らし続けられるまちの実現を目指し、地区の特性に応じて、

区民や事業者等との参加と協働を基本とした地区計画等の策定及び見直しに向けた取

組みを進めます。 

＜主な事業＞（p.196） 
●地区街づくりの推進 

 

（２）魅力あるにぎわいの拠点づくり 

地域の気運醸成やまちづくり推進体制の構築及び市街地の再構築に向けた活動の支

援等として、社会実験を実施するとともに地権者勉強会を支援していきます。また、

多様な主体による参加と協働の街づくりの実現に向け、各主体との相互理解を深めて

いくため、街づくり協議会など住民主体の街づくり活動を支援するとともに、勉強会

など情報共有や意見交換の機会を設けていきます。 

＜主な事業＞（p.197） 
●三軒茶屋駅周辺まちづくりの推進 

●下北沢駅周辺まちづくりの推進 

●二子玉川駅周辺まちづくりの推進 

●京王線沿線まちづくりの推進 

 

（３）歩いて楽しめる魅力づくり 

無電柱化や歩道等へのベンチ等の設置により、安全で安心な歩行空間を確保するな

ど、人中心の歩いて楽しい街づくりを進めます。また、地域の個性あふれる風景を守

 世田谷 北沢 玉川 砧 烏山 

地区計画 11 10 11 28 20 

防災街区整備 

地区計画 

2 2 0 0 0 

沿道地区計画 5 3 6 3 2 

地区街づくり計画 

(内、街づくり誘導地区) 

25 

(23) 

17 

(16) 

18 

(17) 

33 

(28) 

25 

(19) 

出典：世田谷区資料 

■地区計画等（策定済み地区）【令和６年３月末日時点】 
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り、育て、つくり、次代を担う子どもたちが世田谷に愛着と誇りを持てるよう、建設

行為等における周辺風景への配慮の誘導や区民主体の風景づくり活動の支援、風景づ

くりの普及・啓発などを進めていきます。さらに、大規模な公園等における住民参画

や官民連携を取り入れた魅力ある公園づくりを進めるほか、民間との連携を進め空き

家の利活用を図るなど、地域資源を活かした街の魅力向上につなげます。 

＜主な事業＞（p.199） 
●座れる場づくりの推進 

●風景づくりの推進 

●公園の魅力向上 

 

関連する個別計画等 

世田谷区都市整備方針、京王線沿線街づくり基本方針、風景づくり計画、世田谷区

ユニバーサルデザイン推進計画、世田谷区移動等円滑化促進方針、世田谷区無電柱

化推進計画（中間見直し）、世田谷区無電柱化整備４ヵ年計画 
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 政策 19 交通環境の整備 

 

 目指す姿 

区民、交通事業者、区が協力・連携して総合的に「交通まちづくり」に取り組み、

交通ネットワークの充実や、公共交通が不便な地域における移動環境の改善などを図

ることで、様々な交通手段を活用し、誰もが快適かつ安全・安心に移動できるまちに

なっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 今後、見込まれる超高齢社会や単身高齢者の増加等を踏まえ、住み慣れた地域で

自立して暮らし続けられるよう、区民生活を支える地域公共交通の維持・確保・

整備に向けた取組みを推進するために、地域公共交通活性化協議会を設置し、

「地域公共交通計画」を策定することが求められています。バス路線の採算悪化

による改廃の影響にも留意しながら、代替交通の課題も検討し、今後の公共交通

機関の骨格を守ることが必要です。 

⚫ 平成27年（2015年）３月に策定した「世田谷区自転車ネットワーク計画」に基

づいて、自転車ナビマーク等の自転車走行位置表示の設置を中心に、自転車通行

空間の整備を進めており、令和４年（2022 年）度末時点で計画路線延長 167.4

㎞のうち、約 51㎞の整備が完了しています。 

⚫ 都内の自転車事故は、令和 2 年（2020 年）に減少したものの増加傾向にありま

す。自転車単独の事故は増加しているものの、自転車対車両の事故は減少傾向に

あることから、自転車通行空間の整備は一定の効果があると考えられます。引き

続き、歩行者・自転車・自動車相互の安全に配慮した自転車通行空間の整備を進

める必要があります。  

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

区内の交通手段（移動手段）に満足

している区民の割合 
％ 67.5 71 75 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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 施策の概要 

（１）地域公共交通の活性化 

区民が快適かつ安全・安心に移動ができるよう、地域公共交通の維持・確保・整備

と、最寄りの鉄道駅やバス停留所から一定以上の距離がある公共交通不便地域の解消

に向けて取り組みます。 

＜主な事業＞（p.201） 
●地域公共交通の活性化 

●公共交通不便地域対策の推進 

 

（２）自転車利用環境の整備 

「世田谷区自転車ネットワーク計画」に基づき、区内にある国道・都道、隣接自治

体の道路との連続性を確保しながら、歩行者・自転車・自動車がともに安全で快適に

通行できる環境を整備し、区民の日常生活を支援する自転車ネットワークを形成する

ため、自転車通行空間の整備を進めます。 

＜主な事業＞（p.202） 
●自転車走行環境整備の推進 

 

関連する個別計画等 

世田谷区交通まちづくり基本計画（中間見直し）、世田谷区地域公共交通計画、世

田谷区自転車ネットワーク計画 

  

■区道における自転車通行空間の整備実績 ■都内の自転車事故 

出典：警視庁ホームページ「都内自転車の交通事故発生状況（自転車事

故関連データ）」より作成 

出典：世田谷区資料 
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政策 20 都市基盤の整備・更新 

 

 目指す姿 

区民の日常生活を支える重要な都市基盤である道路・公園等について、区民、事業

者等との協働により整備計画が実現するとともに、適切な維持・更新が実施され、区

民一人ひとりが安全で快適に暮らし続けることができるまちになっています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 都市の骨格となる都市計画道路の整備は、交通渋滞・交通不便地域の解消、通過

交通の住宅地への流入対策の要ですが、整備率は23区中20番目となっており整

備が遅れている状況です。また、延焼遮断帯の形成、消防活動・避難困難区域の

解消、災害からの円滑な復旧復興対策等の防災・減災機能強化の観点からも、道

路ネットワークの早期整備が求められています。  

⚫ 世田谷区は道路管理者として、「道路法」に基づき道路を常に良好な状態に保つ

責を負っています。区内には延長1,094㎞の特別区道、159橋の道路橋があり、

この膨大なストックの道路インフラを効率的かつ計画的に維持・更新していく必

要があります。 

⚫ 区民一人当たりの公園面積は令和５年（2023年）４月１日現在2.95㎡となって

おり、「世田谷区立公園条例」に定める区民一人当たり６㎡以上の目標達成に向

け、計画的な整備が求められています。 

 

  

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

道路・公園等の都市基盤が整備・維

持・更新され、安全で快適に暮らし

ていると感じている区民の割合 

％ 71.2 73 75 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加

135



        

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）道路ネットワークの計画的な整備 

道路交通の円滑化のほか、防災・減災機能等の強化を図るため、都市の骨格となる

都市計画道路及び主要生活道路の整備に取り組みます。また、歩行者等の全ての利用

者の安全性を確保するとともに、消防車の通行や消火活動が困難な区域が生じないよ

う、区民生活に最も身近な地先道路の整備に取り組みます。さらに、連続立体交差事

業に合わせた都市計画道路・駅前交通広場の整備を着実に進めます。あわせて、区民

生活の安全性の確保、快適性の向上等を目的として、最も基礎的な都市基盤施設であ

る道路、橋梁の維持・更新を計画的かつ効率的に進めます。 

＜主な事業＞（p.203） 
●都市計画道路・主要生活道路の新設・拡幅整備 

●地先道路の新設・拡幅整備 

 

（２）公園・緑地の計画的な整備 

公園面積一人当たり６㎡以上に向けて、計画的に公園を整備します。また、区民の

安全な憩いと遊びの場を提供することを目的として、都市基盤施設の一つである公園

の維持・更新を計画的かつ効率的に進めます。 

＜主な事業＞（p.204） 
●新たな都市計画公園・緑地の整備 

 

■都市計画道路の整備率  ※高速道路は除く 

■区民一人当たりの公園面積と都市公園等の個所数・面積 

出典：「世田谷区道路整備白書」（令和 5年 4月改定） 

出典：世田谷区都市公園等調書（平成 30年 4月 1日現在～令和 5年 4月 1日現在） 

平成30年
平成31年

令和元年
令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

個所数 562 566 571 573 578 582

面積㎡ 2,680,509.70 2,684,149.81 2,686,680.29 2,682,808.08 2,691,316.99 2,703,203.83

903,613 912,095 921,556 920,471 917,145 917,705

2.97 2.94 2.92 2.91 2.93 2.95

都市公園（区立・都立）、

身近な広場（条例別表）、

市民緑地

人　　口

区民一人当たりの公園面積(㎡)
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関連する個別計画等 

せたがや道づくりプラン、世田谷区みどりの基本計画、生きものつながる世田谷プ

ラン、世田谷区公共施設等総合管理計画、世田谷区舗装更新計画、世田谷区橋梁長

寿命化修繕計画、世田谷区小田急線（代々木上原駅～梅ヶ丘駅間）上部利用計画 
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人権・コミュニティ 

 
 

  

138



        

109 

 

政策 21 多様性の尊重 

 

 目指す姿 

個人の尊厳を尊重し、年齢、性別、ＬＧＢＴＱなどの性的指向及びジェンダーアイ

デンティティ、国籍、障害の有無等にかかわらず、多様性を認め合い、自分らしく暮

らすことができ、人と人とのつながりを大切にし、誰一人取り残されない社会が実現

しています。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 基本的人権が侵されることなく、一人ひとりが自分らしく生き、全ての人が尊重

される社会の実現を目指していますが、国内には、いまだに 17 の主な人権課題

が掲げられるなど、様々な人権にかかる問題が発生しています。多様性を認め合

い、あらゆる人権侵害の根絶に向けた人権意識の啓発・理解促進が必要です。 

⚫ 「男女共同参画社会基本法」をはじめ、ジェンダー平等の推進や女性への支援に

関する法律・制度は整備されつつあるものの、固定的な性別役割分担意識や、

「男・女であるから」という性別等を前提とした選択肢は様々な分野で残ってい

ます。男女共同参画社会の実現に向けて、男女だけではなく多様な性を含めた全

ての人が自分らしく暮らせるよう、様々な取組みを区民、地域団体、事業者等と

連携・協働して庁内横断的に推進していく必要があります。 

⚫ コロナ禍において、ＤＶ相談件数が急増し、男性や性的マイノリティのＤＶ被害

者や外国人からの相談など様々な被害の状況が顕在化しており、こうした被害者

の把握と支援が課題となっています。また、子ども家庭支援センターと児童相談

所の連携を強化し、ＤＶ対応と児童虐待対応を進めていく必要があります。 

⚫ 区内在住外国人の人口比率は、令和５年（2023 年）１月１日現在で、約 2.5％

と低いものの、実数では 23,094 人と、多くの外国人が暮らしており、今後さら

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

自分らしく安心して暮らしていると

感じる区民の割合 
％ 80.3 85 90 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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に増加する見込みです。多様な文化を理解し合える機会の提供や情報の多言語化

など、多文化共生社会に向けた取組みが一層必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の概要 

（１）人権への理解促進 

女性や子ども、高齢者、障害者、外国人、性的マイノリティなどを理由に差別され

ることなく、誰もが多様性を認め合い、人権への理解が深まるよう、人権意識の啓発

や理解の促進に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.206） 
●人権啓発イベントの開催 

●性的マイノリティ等多様な性への理解促進と支援 

 

（２）男女共同参画の推進 

ジェンダー平等の視点に立ち、男女だけではなく多様な性を含めた全ての人が自ら

の意思によって社会のあらゆる分野で活躍し、個性と能力を十分に発揮することがで

きる環境づくりを進めます。 

＜主な事業＞（p.207） 
●ワーク・ライフ・バランスの推進 

●あらゆる分野における女性活躍の推進 

 

（３）ＤＶ防止の取組み 

区と関係機関、民間支援団体との連携強化や、相談員の専門性の向上により、相談

支援体制の充実を図ります。また、精神的暴力もＤＶであるとの認識を徹底するなど

早期発見につながる啓発を行うとともに、地域ぐるみでＤＶやデートＤＶ19を防止す

る意識づくりに取り組みます。 

 

 
19 親密な交際関係にある相手との間で起きる暴力。 

■「男は仕事、女は家庭」という考え方には共感する ■区内在住外国人数過去 10年間の推移（各年１月１日時点） 

出典：令和元年度世田谷区男女共同参画に関する 

区民意識・実態調査 

出典：世田谷区資料 
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＜主な事業＞（p.208） 
●デートＤＶ防止出前講座の実施 

●ＤＶ防止研修等の充実 

 

（４）多文化共生の推進 

多様な文化を理解し合える交流イベント等により、多文化共生の意識づくりを推進

し、外国人に対する偏見や差別を解消するとともに、外国人が地域住民との相互理解

を深め、地域で活躍できる場づくりを行います。また、ＩＣＴ機器を活用した多言語

対応等により、外国人が安心して地域で生活するために必要な情報を入手することが

でき、困りごとを相談できる体制づくりに取り組みます。 

＜主な事業＞（p.209） 
●国際交流イベントの実施 

●在住外国人の相談体制の強化 

 

関連する個別計画等 

世田谷区第二次男女共同参画プラン（後期計画）、世田谷区第二次多文化共生プラ

ン 
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 政策 22 地域コミュニティの促進 

 

 目指す姿 

区民一人ひとりが地域に関心を持ち、日常生活の中で気軽に参加できる居場所があ

り、役割を持ちながら孤立することなく地域とのつながりを感じて暮らしています。

町会・自治会やＮＰＯなどの様々な団体によって、多様な地域活動が活発に行われる

なかで、区民や団体同士のつながりが深まり、行政とも連携・協働しながら、多様化

する地域の課題解決に主体的に取り組んでいます。 

 

 関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 成果指標 

 

 現状と課題 

⚫ 区民による参加と協働のまちづくりを進めていくためには、一人でも多くの区民

が地域活動に参加し、地域の課題解決に取り組むことが求められています。現在

も、身近な地域活動に一定の割合で区民が参加していますが、さらなる区民参加

を促進していく必要があります。 

⚫ 地区や地域には多様な区民のつながりや活動があり、団体間の情報共有や協働は

現在も行われていますが、横につながり交流する機会を増やし、活動の活発化と

相乗効果の発揮を図ることで、団体活動の活性化と地区・地域のさらなる課題解

決につなげる必要があります。 

⚫ 地区への関心の醸成による地区課題の解決に向けた参加と協働を促進するために

は、行政からの情報発信等従来の手法だけでなく、地域ＳＮＳの活用などにより

地区や地域に関わる者が相互に情報を発信し、共有できる環境が必要です。 

⚫ あらゆる人が地域社会とつながり、いきいきと暮らし続けられるよう、多様な社

会参加の機会の拡充が求められています。 

⚫ 町会・自治会はまちづくりの中心的な役割を担う地域コミュニティの基盤ですが、

役員の高齢化や担い手不足等の課題があります。また、区民意識調査では、「町

成果指標名 単位 
現状値 中間目標値 最終目標値 

令和 5年度 令和９年度 令和 13年度 

身近な地域活動に参加している区民

の割合 
％ 17.1 21 25 

九つのビジョン 個人
子ども

教   育
健康 災害 環境 産業 文化 まち 参加
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会・自治会」に加入していない理由が「どのような活動をしているかわからな

い。」との回答が最も多いことから、活動内容の周知等が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の概要 

（１）地域への参加促進と地域活動の活性化 

地域への参加意欲が向上し、活動に参加するきっかけが創出されるような機会やコ

ミュニティの場の提供を行っていきます。また、町会・自治会やＮＰＯ等をはじめと

する市民団体を支援することで、地域活動団体の活性化に取り組みます。 

＜主な事業＞（p.210） 
●区民利用・交流拠点施設の設置・運営 

●町会・自治会の参加促進、活性化支援 

●ＮＰＯ等市民活動団体の活性化支援 

 

（２）区民や活動団体の連携・協働促進 

活動団体相互の連携・協働のさらなる促進のため、区民や活動団体等の新たな交流

の創出を図ります。また、地区への関心の醸成による地区課題の解決に向け、地区を

中心とした生活圏の多様な情報が集まり、区民が情報を共有できる情報共有プラット

フォームづくり等を地区住民や団体等の参加と協働により推進します。 

＜主な事業＞（p.211） 
●地区情報連絡会の発展 

●地区での情報共有と地域参加のためのプラットフォームづくり 

 

関連する個別計画等 

世田谷区地域行政推進計画 

  

■身近な地域活動に参加している区民の割合 

 

■区内 NPO法人数 

出典：世田谷区民意識調査 出典：世田谷区資料 ※令和 5年度は 10月末現在 

15.3%
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17.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

513
518 522

517
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第５章 実施計画 

 

１. 計画策定にあたっての考え方 

基本計画と実施計画の関係性をより明確化し、取組みの評価等を一体的に行って

いくことで、わかりやすい計画とするとともに、区の最上位計画である基本計画に

基づく計画行政を着実に実行していくため、基本計画と実施計画の一体化を図りま

す。 

 

（１）計画の位置づけ 

基本計画に定めた理念や目標の実現に向けて、中期的な展望に基づき、区として

の具体的な取組みを定めた総合的な行政計画として位置づけます。 

 

（２）事業の選定基準 

以下の基準により、基本計画の政策、施策を実現するための事業を整理し、選定

します。 

⚫ 基本計画における重点政策に関わる事業 

⚫ その他個別計画における重要な事業 

 

（３）計画推進の視点 

 「第３章 基本方針」で掲げる６つの計画の理念を各事業に盛り込みながら、

「第６章 計画実行の指針」で定める必ず考慮すべき８つの指針を踏まえ、計画を

推進していきます。 

 

（４）計画の評価・進行管理 

年度ごとに事業の進行状況の把握、評価を行い、事業や目標値の見直しなど計画

内容の調整を図るとともに、進捗状況を公表します。また、実施計画の評価を基本

計画と連動させ、中間年において一体的に評価を行っていきます。 

 

（５）成果の明確化 

各事業に、事業の実施結果を測る活動指標（アウトプット指標）に加えて、目標

達成の度合いを測る成果指標（アウトカム指標）を設定することにより、事業の成

果を明確にし、事業手法の改善や、新公会計制度に基づくコスト分析等に活用しま

す。 
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子ども・若者 

 

政策 施策 事業 

子
ど
も
一
人
ひ
と
り
が
の
び
や
か
に
育
つ 

 

環
境
づ
く
り 

子どもの権利とその最善の利益を保障す
る環境づくり 

子どもの権利学習の実施 

子どもの参加・意見表明の機会の充実 

思春期世代に向けたリプロダクティブ・ヘル

ス／ライツ周知啓発の実施 

子どもの成長を支える環境の充実 

児童館の整備・充実 

放課後児童クラブの整備・充実 

子どもを支えるネットワークづくりのための

児童館地域懇談会の実施 

外遊び事業の充実 

質の高い乳幼児教育・保育の充実 
乳幼児教育・保育の質向上に向けた研修等の充実 

地域資源を活用した教育・保育施設における質

の向上 

安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
環
境
の
整
備 

子育て家庭の支援の推進 

おでかけひろばの充実 

一時預かり事業の充実 

認可保育施設での育児相談や在宅子育て支援

事業の充実 

子育て支援における地域資源開発の推進 

両親学級の充実 

産後ケア事業の充実 

支援が必要な子ども・子育て家庭のサポ
ート 

生活困窮世帯等の子どもと家庭を支える学

習・生活支援事業「まいぷれいす」の実施 

ひとり親家庭等への休日相談支援事業の充実 

発達支援親子グループ事業の拡充 

里親等委託の推進 

子どもの見守り及び支援にかかる児童館職員

のスキルの向上 

ヤングケアラーへの支援の推進 

若
者
が
力
を
発
揮
で
き

る
環
境
づ
く
り 

若者が力を発揮できる環境の充実  

中学生及び高校生世代の主体的な参加の促進 

青少年交流センターのプログラムの充実 

生きづらさを抱える若者への支援  

若者の相談・支援の充実 

児童養護施設退所者等相談支援事業の実施 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

  

子ども一人ひとりがのびやかに育つ環境づくり 

施策 1-1 子どもの権利とその最善の利益を保障する環境づくり 

関連政策等 重点政策：１、４ 分野別政策：１ 

所管部 子ども・若者部、世田谷保健所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
子どもの権利学習の

実施 

子どもが本来持っている権利について理解し、安心して意見を言える環境で過ご

せるよう、学校や児童館でそれぞれの年齢や成長発達に応じた子どもの権利学習

を実施します。また、学校教員や区職員、子どもに関わる施設職員等を対象に子

どもの権利全般について理解し、教えることができる人材を育成します。 

２ 
子どもの参加・意見 

表明の機会の充実 

子どもに関連する施策の実施や評価にあたり、子ども等の意見を反映する仕組み

やフィードバックの場の検討を進めるとともに、地域や社会の課題解決につい

て、子どもたちが主体的に参加・参画できる取組みを区役所全体で実施手法や事

例等を共有しながら、様々な機会を捉えて充実します。 

３ 

思春期世代に向けた

リプロダクティブ・

ヘルス／ライツ周知

啓発の実施 

思春期世代が自分のからだや性への悩みを抱え込むことなく、性と生殖に関する

健康や権利について正しい知識を持ち、自身の生涯にわたる心身の健康を意識で

きるよう、人権や教育部門と連携して、思春期世代に向けたリプロダクティブ・

ヘルス／ライツにかかる周知啓発に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

子どもの権利学習 

講座（子ども向 

け）の実施回数 

a）児童館 

b）小中学校 

－ 

a）計３館 

（各館１回） 

b）－ 

a）計３館 

（各館１回） 

b）計 3校 

（各校１回） 

a）計３館 

（各館１回） 

b）計 3校 

（各校１回） 

a）計３館

（各館１回） 

b）計 3校 

（各校１回） 

a）計 12館

（各館１回） 

b）計９校 

（各校１回） 

１-② 

子どもの権利学習 

講座（教員向け） 

の実施回数 

１回 

（令和５年度 

見込み） 

１回 １回 １回 １回 ４回 

２ 

子どもの参加・意 

見表明の機会の実 

施箇所数（累計） 

４箇所 

（令和５年度 

見込み） 

６箇所 12箇所 18箇所 29箇所 
29箇所 

（累計） 

３ 

思春期世代に向け 

たリプロダクティ 

ブ・ヘルス／ライ 

ツの講演会等の回数 

2回 

（令和５年 

12月時点） 

2回 2回 2回 2回 ８回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 
 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

10,760 9,797 9,797 9,797 40,151 

  

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

子どもの権利につ

いて理解できたと

回答した子どもの

人数 

a）児童館 

b）小中学校 

－ 
a）36人 

b）－ 

a）36人 

b）180人 

a）36人 

b）180人 

a）36人 

b）180人 

a）144人 

b）540人 

１-② 

子どもの権利につ

いて理解し、活用

できると回答した

教員の人数 

－ 70人 70人 70人 70人 280人 

２ 

子どもの参加・意

見表明の機会への

参加者数 

92人 

（令和５年度 

見込み） 

120人 240人 360人 580人 1,300人 

３ 

こころとからだ、

性の健康について

正しい知識を習得

できたと回答した

人数 

－ 140人 160人 180人 200人 680人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

子ども一人ひとりがのびやかに育つ環境づくり 

施策 1-2 子どもの成長を支える環境の充実 

関連政策等 重点政策：１ 分野別政策：１ 

所管部 子ども・若者部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 児童館の整備・充実 
地区において子どもにかかる身近な相談や見守りの中核の役割を担うため、区立

児童館を未整備地区に順次開設します。 

2 
放課後児童クラブの

整備・充実 

新ＢＯＰ学童クラブ登録児童数が増加する中で、登録児童数が 200 名以上となる

ような大規模校も増加しており、こうした大規模化等の課題解消に向け、学校外

に民設民営の放課後児童クラブを誘導し、子ども及び保護者が様々な放課後の過

ごし方を選択できる環境の充実を図ります。 

3 

子どもを支えるネッ

トワークづくりのた

めの児童館地域懇談

会の実施 

身近な地区の団体や人々が有機的につながり、日常的に子どもを見守り支えるネ

ットワークをさらに強化していくため、児童館において地域との連絡調整を図る

ための懇談会を実施します。 

4 外遊び事業の充実 
地域の活動団体等と連携して、外遊びの普及啓発やさらなる事業の推進を図りな

がら、外遊び事業の充実を図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
児 童 館 の 箇 所 数

（累計） 
25箇所 25箇所 26箇所 26箇所 27箇所 

27箇所 

（累計） 

2 

民設民営の放課後

児童クラブの総定

員数（累計） 

－ 360人 720人 880人 1,040人 
1,040人 

（累計） 

3 
児童館地域懇談会

の実施回数 

65回 

（令和５年度 

見込み） 

68回 70回 70回 72回 280回 

4 
外遊びの事業実施

回数 

1,560回 

（令和５年度 

見込み） 

1,590回 1,610回 1,650回 1,690回 6,540回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 児童館の利用者数 

597,000人 

（令和５年度 

見込み） 

608,211人 681,252人 706,712人 746,278人 2,742,453人 

2 

大規模校（登録者

200 名以上）の新

ＢＯＰ学童クラブ

の箇所数 

15箇所 10箇所 ６箇所 ４箇所 ２箇所 2箇所 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,245,554 1,617,315 2,109,677 2,505,137 7,477,683 

 

  

3 
児童館事業に協力

した大人の人数 

3,230人 

（令和５年度 

見込み） 

3,284人 3,679人 3,948人 4,164人 15,075人 

4 

自然体験あそび場

事業に参加した子

どもの人数 

234,000人 

（令和５年度 

見込み） 

235,000人 235,700人 237,160人 238,620人 946,480人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

24,168 26,567 26,567 25,067 102,369 

  

子ども一人ひとりがのびやかに育つ環境づくり 

施策 1-3 質の高い乳幼児教育・保育の充実 

関連政策等 重点政策：１ 分野別政策：１ 

所管部 子ども・若者部、教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

乳幼児教育・保育の

質向上に向けた研修

等の充実 

区内教育・保育施設のさらなる質の向上に取り組みます。コーディネーターの園

への訪問による保育の振り返りや助言等により、保育の評価・質向上につなげま

す。乳幼児教育支援センターを中心に、施設種別によらず研修を充実します。 

2 

地域資源を活用した

教育・保育施設にお

ける質の向上 

学生ボランティアや地域のボランティア等の地域資源と協力した取組みを推進し

ます。地域に開かれた園運営により質向上に向けた取組みを充実し、区内の教

育・保育施設全体の質の底上げを図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

乳幼児教育・保育

の質向上へのコー

ディネーター派遣

事業の実施施設数 

17箇所 

（令和 5年度 

見込み） 

20箇所 20箇所 20箇所 20箇所 80箇所 

2 

地域や学生ボラン

ティア等と連携し

た教育・保育施設

数 

106園 

（令和 5年度 

見込み） 

121園 169園 175園 179園 644園 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

事業実施後のアン

ケートに「効果が

ある」と回答した

施設の割合 

― 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

2 

地域や学生ボラン

ティア等と協働し

た取組みの実施回

数 

212回 

（令和 5年度 

見込み） 

237回 293回 305回 313回 1,148回 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

安心して子育てできる環境の整備 

施策 2-1 子育て家庭の支援の推進 

関連政策等 重点政策：１ 分野別政策：２ 

所管部 子ども・若者部、世田谷保健所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
おでかけひろばの充

実 

子育てをしている保護者が身近な場所で子育て等に関する相談ができるように子

どもやベビーカーを押した保護者が歩いて 15 分で行ける距離におでかけひろばを

整備します。 

2 
一時預かり事業の充

実 

保育所等を利用していない在宅子育て家庭を含めた全ての子育て家庭が、就労等

の理由に限らず保育所等での一時預かりを活用できるよう、一時預かりの充実を

図ります。 

3 

認可保育施設での育

児相談や在宅子育て

支援事業の充実 

保育所等を利用していない在宅子育て家庭を含めた全ての子育て家庭が、安心し

て子育てができるよう、保育所等の専門職が専門性を生かした子育ての助言等を

行う機会を創出するなど、気軽に保育所等に相談できる環境づくり等を進めま

す。 

4 
子育て支援における

地域資源開発の推進 

身近な地区の子育て支援を一層推進するため、児童館と地域子育て支援コーディ

ネーター、社会福祉協議会地区担当者による子育て関係団体ネットワーク会議を

各児童館において実施し、子育て支援に必要な地域資源の開発や活動団体間の連

携に向けたコーディネート等に取り組んでいきます。 

5 両親学級の充実 

より身近な児童館においても事業を実施するとともに、講座内では、妊娠と出産

の経過及び育児に関する講義、育児体験、家族同士の交流に加えて、妊婦及びパ

ートナーが地域で安心して過ごせるよう、地域に密着した子育て支援に関する情

報提供を行うなど、地域資源へのつなぎを強化します。 

6 産後ケア事業の充実 

支援が必要な母子を心身の状態に応じた保健指導、育児に関する助言をはじめと

した産後ケア事業へ確実につなげていけるよう、事業の拡充を進め、適切な支援

を提供します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
おでかけひろばの運

営箇所数（累計） 

71箇所 

（令和５年度 

見込み） 

74箇所 77箇所 80箇所 80箇所 
80箇所 

（累計） 

2 

保育施設等におけ

る一時預かり実施

施設数（累計） 

104施設 

（令和 5年度 

見込み） 

220施設 221施設 222施設 223施設 
223施設 

（累計） 

3 
育児相談等の実施

施設数（累計） 

249施設 

（令和 5年度 

見込み） 

248施設 249施設 249施設 249施設 
249施設 

（累計） 

4 

子育て関係団体ネ

ットワーク会議の

実施回数 

87回 

（令和５年度 

見込み） 

95回 98回 99回 104回 396回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

2,098,053 1,827,683 1,857,731 1,864,652 7,648,119 

 

  

5 
両親学級の実施回

数 

116回 

（令和５年度 

見込み） 

122回 122回 122回 122回 488回 

6 
産後ケア事業の定

員数 

7,084人日 

（令和５年度 

見込み） 

7,447人日 7,570人日 7,570人日 7,570人日 30,157人日 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
おでかけひろばの

相談件数 

10,900件 

（令和 5年度 

見込み） 

12,730件 13,959件 15,307件 16,787件 58,783件 

2 

保育施設等におけ

る一時預かりの年

間利用者数 

40,080人 

（令和 5年度 

見込み） 

82,770人 83,770人 84,790人 85,830人 337,160人 

3 

育児相談や在宅子

育て支援事業の年

間利用者数 

3,000人 

（令和 5年度 

見込み） 

3,150人 3,310人 3,480人 3,650人 13,590人 

4 

児童館と連携して

いる子育て関係団

体の数（累計） 

215団体 

（令和５年度 

見込み） 

240団体 250団体 255団体 270団体 
270団体 

（累計） 

5 
両親学級の参加者

数 

3,716人 

（令和 5年度 

見込み） 

3,780人 3,880人 3,980人 4,080人 15,720人 

6 
産後ケア事業の利

用者数 

5,389人日 

（令和５年度 

見込み） 

5,930人日 6,189人日 6,341人日 6,492人日 24,952人日 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

安心して子育てできる環境の整備 

施策 2-2 支援が必要な子ども・子育て家庭のサポート 

関連政策等 重点政策：１、４ 分野別政策：２ 

所管部 子ども・若者部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

生活困窮世帯等の子

どもと家庭を支える

学習・生活支援事業

「まいぷれいす」の

実施 

複合的な課題を抱えている子どもがいつでも安心して過ごせる環境のもと、学

習・生活習慣の定着を図り、自ら生きる力を育むための支援を実施します。 

2 

ひとり親家庭等への

休日相談支援事業の

充実 

ひとり親家庭等を対象に、休日を利用した養育費相談会、離婚前後の親支援講

座、ひとり親休日相談を実施します。 

3 
発達支援親子グルー

プ事業の拡充 

相談等につながりにくい親子が、心理士や保育士と一緒に遊ぶことを通じて、支

援機関等とつながるきっかけが得られる「わくわくタイム」や「心理士相談

DAY」を身近な児童福祉施設や子育て支援施設等で実施します。保護者が子ども

との接し方や支援機関へつながることの必要性を理解することで、主体的に親子

グループやその他の支援機関につながれるよう取組みを進めます。 

4 里親等委託の推進 

代替養育を必要とする子どもが家庭と同様の環境で養育されるように、効果的な

普及啓発やリクルートにより里親登録数を増やし、地域で暮らす里親子の支援を

充実させ、家庭養育を優先した養育委託の推進に取り組みます。 

5 

子どもの見守り及び

支援にかかる児童館

職員のスキルの向上 

子どもや子育て家庭が身近な地区で安心して生活できるよう、児童館職員の人材

育成や支援力向上に向けた取組みを推進し、多様な地域資源と連携しながら、相

談支援や見守りのネットワークの強化を図ります。 

6 
ヤングケアラーへの

支援の推進 

本人や家族に自覚がなく問題が潜在化しやすいヤングケアラーに対し、教育・高

齢・障害・生活福祉・医療・地域の支援団体等が連携しながら、ヤングケアラー

とその家族に寄り添い、早期に必要な支援につながる環境づくりを推進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

「まいぷれいす」

の実施箇所数（累

計） 

1箇所 ２箇所 ２箇所 ２箇所 ２箇所 
２箇所 

（累計） 

2 

ひとり親家庭等へ

の休日相談支援の

実施回数 

６回 

（令和５年度 

見込み） 

55回 55回 55回 55回 220回 

3 

わくわく親子タイ

ム・心理士相談の

地域施設での実施

回数 

－ 12回 18回 24回 30回 84回 

4 
里親制度説明会の

実施回数 

３回 

（令和５年 

12月時点） 

6回 6回 6回 6回 24回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

478,359 488,249 493,073 499,220 1,958,901 

  

5 

人材育成や支援力

向上を目的とした

研修を受講した児

童館職員数 

310人 

（令和５年度 

見込み） 

315人 320人 325人 330人 1,290人 

6 

ヤングケアラー支

援に関する研修等

の実施回数 

5回 

（令和 5年 

12月時点） 

5回 6回 6回 6回 23回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
「まいぷれいす」

の利用者数 

2,500人 

（令和５年度 

見込み） 

4,400人 4,800人 4,800人 4,800人 18,800人 

2 

ひとり親家庭等へ

の休日相談支援の

利用者数 

25人 

（令和５年度 

見込み） 

98人 103人 103人 103人 407人 

3 

わくわく親子タイ

ム・心理士相談の

利用者数 

－ 60組 90組 120組 150組 420組 

4 
登録里親数 

（累計） 

104家庭 

（令和５年 

12月時点） 

212家庭 225家庭 238家庭 246家庭 
246家庭 

（累計） 

5 
児童館への相談件

数 

700件 

（令和５年度 

見込み） 

740件 770件 800件 830件 3,140件 

6 

ヤングケアラー支

援に関する研修等

のアンケートで理

解が深まったと回

答した人数 

64人 

（令和 5年 

12月時点） 

80人 96人 96人 96人 368人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

194,399 194,886 195,373 195,860 780,518 

  

若者が力を発揮できる環境づくり 

施策 3-1 若者が力を発揮できる環境の充実 

関連政策等 重点政策：１ 分野別政策：３ 

所管部 子ども・若者部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

中学生及び高校生世

代の主体的な参加の

促進    

ティーンエイジカーニバルをはじめ若者自らの主体的な活動を通して自立と成長

を促すとともに、世代を超えた出会いや交流の機会を積極的に創出し、若者の社

会への参加・参画、協働の意識を醸成します。 

2 
青少年交流センター

のプログラムの充実 

青少年交流センターを利用する若者が、主体的にプログラム活動に参加できる体

制を整備することで、参加した若者の達成感や自己肯定感を高め、自らの意思で

地域で活動する気運を醸成します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
ティーンズプロジ

ェクトの実施回数 

130回 

（令和５年度 

見込み） 

133回 136回 139回 142回 550回 

2 

青少年交流センタ

ーにおける若者が

主体的に参加・参

画するプログラム

数 

110回 

（令和５年 

12月時点） 

140回 150回 160回 170回 620回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

児童館利用者のう

ち、主体的な活動

に取り組んだ若者

の人数 

3,500人 

（令和５年度 

見込み） 

3,550人 3,600人 3,650人 3,700人 14,500人 

2 

青少年交流センタ

ーのプログラムに

参加した若者の人

数 

6,454人 

（令和 5年 

12月時点） 

10,500人 11,000人 11,500人 12,000人 45,000人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

215,542 211,626 211,626 211,626 850,420 

 

若者が力を発揮できる環境づくり 

施策 3-2 生きづらさを抱える若者への支援 

関連政策等 重点政策：１、４ 分野別政策：３ 

所管部 子ども・若者部、保健福祉政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
若者の相談・支援の

充実 

若者総合相談センター「メルクマールせたがや」において、専門職による個別相

談や居場所プログラム、家族支援や多機関連携等の複合的な支援により、学校生

活になじめない等の生きづらさ・困難を抱えた若者が自分らしく生きるサポート

を行っていきます。 

2 

児童養護施設退所者

等相談支援事業の実

施 

児童養護施設退所者等が社会的自立に向けて安定した生活を送ることができるよ

う、児童養護施設退所者等相談支援事業（せたエール）において、気軽に利用で

きる居場所事業の実施により、支援ニーズを把握し個別相談につなげます。居場

所に呼び込むための働きかけとして、関係機関への訪問や連絡会議等への参加な

どの連携強化に向けた取組みを行い、対象者の掘り起こしを行います。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
セミナーや説明会

等による周知回数 

25回 

（令和 5年度 

見込み） 

25回 25回 25回 25回 100回 

2 
関係機関との連携

の回数 

33回 

（令和 5年度 

見込み） 

34回 35回 36回 37回 142回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

メルクマールせた

がやにおける、若

者を対象とする相

談件数 

2,612件 

（令和 5年 

10月末時点） 

3,725件 3,750件 3,775件 3,800件 15,050件 

2 

せたエールにおけ

る、居場所から相

談支援へつないだ

件数 

7件 

（令和 5年度 

見込み） 

13件 17件 21件 25件 76件 
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教 育 

 

  

政策 施策 事業 

新
た
な
学
校
教
育
の
推
進 

キャリア・未来デザイン教育の推進 

キャリア教育 

せたがや探究的な学び 

教育ＤＸのさらなる推進 

ＩＣＴを活用した教員の働き方改革の

推進 

ＩＣＴを活用した学びの推進 

児童・生徒の情報活用能力の育成 

多様な個性が生かされる教育の推進 

インクルーシブ教育の推進 

特別支援教育の充実 

多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり 

魅力ある学校づくりモデル研究 

多様な体験学習 

高校・大学・企業等とのマッチングの

推進 

不
登
校
支
援
の
強
化 

相談・支援体制の充実と連携体制の強化 
不登校支援グループによる相談受付・

支援活動の実施 

多様な学びの場や居場所の充実 

ほっとルームの充実 

オンライン支援事業の充実 

ほっとスクールの充実 

学びの多様化学校（不登校特例校）の

充実 

生
涯
を
通
じ
た
学
習
の
充
実 

知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書
館の創造 

読書機会の提供による読書習慣の継続 

非来館型図書館サービスの充実 

図書館機能の充実 

常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進 

多様な学びと体験の提供 

学んだ成果を生かせる地域づくり 

文化財の保護・普及活動の推進 

デジタルミュージアムのコンテンツの

充実 

文化財ボランティアの育成・支援 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

― ― ― ― ― 

新たな学校教育の推進 

施策 4-1 キャリア・未来デザイン教育の推進 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：４ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 キャリア教育 

子どもたちが自らの学習状況や学校行事、地域での活動等によるキャリア形成を

見通した振り返りを通じて、自身の変容や成長を自己評価できるようにするとと

もに、教師が子どもたちと対話的に関わり、個性を伸ばす指導へとつなげ、自ら

が課題に向き合い判断して行動できる人材の育成に取り組みます。 

2 せたがや探究的な学び 

子どもたちが自ら問いを見出し、自分の考えを他者に工夫して伝え、課題解決の方

法を考え、友達と協働しながら自分の考えをさらに深め、学びを振り返ることで新

たな課題を見つけていく「探究のプロセス」と、幼児期と小・中学校との連続性を

発展的に捉え、子どもたちが多様な体験を積む中で、他者や社会とつながり学びを

広げ深める「共感・協働」をキーワードとした授業改善に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 
キャリア・パスポ

ートの実施 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

1-② 職場体験活動の実施 全区立中学校 全区立中学校 全区立中学校 全区立中学校 全区立中学校 全区立中学校 

2 
探究のプロセスを取

り入れた授業の実施 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

全区立 

小・中学校 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

将来の夢や目標を

持っている児童・

生徒の割合 

a）小学生 

b）中学生 

a）78％ 

b）64.5％ 

a）78.5％ 

b）66.5％ 

a）79％ 

b）67.5％ 

a）79.5％ 

b）68.5％ 

a）80％ 

b）70％ 

a）80％ 

b）70％ 

2 

自分の考えがうま

く伝わるよう話の

組立てなどを工夫

して発表できる児

童・生徒の割合 

a）小学生 

b）中学生 

a）71.3％ 

b）74.7％ 

a）72％ 

b）76％ 

a）73％ 

b）77％ 

a）74％ 

b）78％ 

a）75％ 

b）79％ 

a）75％ 

b）79％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

  

新たな学校教育の推進 

施策 4-2 教育ＤＸのさらなる推進 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：４ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

１ 

ＩＣＴを活用した教

員の働き方改革の推

進 

児童・生徒の成績情報や出欠情報、所見データ等のダッシュボード化による一元

管理や校内ネットワークの統合により、ＩＣＴを活用した教員の業務負担軽減を

推進し、子どもたちと向き合う時間の拡充を図ります。 

２ 
ＩＣＴを活用した学

びの推進 

児童・生徒一人ひとりへのタブレット端末の配付や各種学習用アプリの一層の活

用などにより、自ら学びを考え、主体的に判断・行動し、よりよく問題を解決す

る能力を身につけられるよう、ＩＣＴを活用した学びを推進します。 

３ 
児童・生徒の情報活

用能力の育成 

これからの時代を生きる子どもたちが様々な情報やＩＣＴサービス等を適切かつ

効果的に活用して課題解決を図れるよう、ＩＣＴリテラシー教育を推進していき

ます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

業務効率化に向け

たネットワークの

統合 

検討 
統合環境整備 

及び一部運用 

統合環境の

運用 
運用 運用 ― 

1-② 

ダッシュボードで

参照できるデータ

数（累計） 

6 6 

校内ネットワ

ークの統合を

踏まえ検討 

校内ネットワ

ークの統合を

踏まえ検討 

校内ネットワ

ークの統合を

踏まえ検討 

６ 

(累計） 

２ 

学習用タブレット

端末で利用可能な

ア プ リ の 配 信 数

（累計） 

201 

 （令和５年度 

見込み） 

206 211 216 221 
221 

（累計） 

3 

ネットリテラシー醸

成講座の実施回数 

a）小学校６年生 

b）中学校１年生 

a）１回 

b）１回 

a）１回 

b）１回 

a）１回 

b）１回 

a）１回 

b）１回 

a）１回 

b）１回 

a）４回 

b）４回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

子どもと向き合う

時間が増えたと感

じる教員の割合 

82.5％ 84％ 86％ 88％ 90％ 90％ 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,295,802 1,295,802 1,295,802 1,295,802 5,183,208 

 

  

２ 

学校、自宅いずれ

かでドリル学習ア

プリまたは授業支

援アプリを毎週使

用した児童・生徒

の割合  

a）小学生 

b）中学生 

a）74.9% 

b）72.8% 

（令和 4年度） 

a）75% 

b）75% 

a）80% 

b）80% 

a）83% 

b）83% 

a）85% 

b）85% 

a）85% 

b）85% 

３ 

講座受 講者 のう

ち、ＩＣＴリテラ

シーへの理解が深

まった児童・生徒

の割合 

a）小学校６年生 

b）中学校１年生 

a）92.9％ 

b）93.8％ 

（令和 4年度） 

a）93％ 

b）94％ 

a）93％ 

b）94％ 

a）93％ 

b）94％ 

a）93％ 

b）94％ 

a）93％ 

b）94％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

433,694 433,694 433,694 433,694 1,734,776 

  

新たな学校教育の推進 

施策 4-3 多様な個性が生かされる教育の推進 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：４ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
インクルーシブ教育

の推進 

将来の社会参加に向け、持てる力を発揮していけるよう、児童・生徒や保護者の

声に耳を傾け、成長に目を注ぎ、学ぶ達成感や生きる力を育みながら、全ての子

どもが共に学び共に育つインクルーシブ教育の推進に取り組みます。 

2 特別支援教育の充実 

インクルーシブ教育の円滑な推進に向け、誰一人取り残さないよう、児童・生徒

一人ひとりに必要な教育的ニーズに対応した特別支援教育と一人ひとりの状況に

応じた合理的配慮の充実に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
教職員研修の実施

回数 
3回 3回 3回 3回 3回 12回 

2 

特別支援教育巡回

グループの年間の

訪問校数 

74校 

（令和５年度 

見込み） 

90校 90校 90校 90校 360校 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

研 修 受 講 者 の う

ち、インクルーシ

ブ教育への理解が

深まった人数 

274人 276人 278人 280人 282人 1,116人 

2 

巡回グループによ

る支援・助言が児

童・生徒一人ひと

りの状態に応じた

支援に効果がある

と回答した学校の

割合 

80.4％ 82％ 84％ 86％ 88％ 88％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果）  

 

  

新たな学校教育の推進 

施策 4-4 多様性や個性を認め伸ばす学びの場づくり 

関連政策等 重点政策：２、５ 分野別政策：４ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
魅力ある学校づくり

モデル研究 

区立小・中学校で研究校を指定し、外部有識者・教育委員会・学校関係者等によ

る調査研究会議を組織し調査研究を進め、研究校と地域の企業や大学等の連携に

より、まち全体を学びの場として捉える仕組みの構築を図ります。 

2 多様な体験学習 

教育総合センターで実施している「ＳＴＥＡＭ教育講座」を推進するとともに、教

育総合センター以外の場においても多様な学習を体験できるように学校へ講師を派

遣する出前学習等、体験機会の充実を図り、様々な体験を通じて、子どもたちの自

己肯定感を高めていく取組みを進めます。 

3 

高校・大学・企業等

とのマッチングの推

進 

教育委員会が主体となって区内外の高校・大学・企業等と連携し、双方の教育資

源の活用や人的交流を図りながら、子どもたちが自らの可能性に気付き、個性や

才能を伸ばしていける学習機会を提供します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

地域の企業や大学

等と研究校が連携

して実施した事業

の実施回数 

6回 9回 15回 20回 25回 69回 

2 

出前講座等による

多様な体験学習の

実施回数 

90回 105回 105回 117回 117回 444回 

3 

高校・大学・企業等

と連携して実施した

事業の実施回数 

８回 12回 15回 20回 25回 72回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

研究校のうち、地域

や社会をよくするた

めに何かしてみたい

と思っている児童・

生徒の割合 

a）小学生 

b）中学生 

a）75.1％ 

b）60.9％ 

a）78％ 

b）64％ 

a）80％ 

b）66％ 

a）82％ 

b）68％ 

a）84％ 

b）70％ 

a）84％ 

b）70％ 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

124,493 128,355 143,410 163,080 559,338 

  

2 

自分には、よいと

ころがあると思う

児童・生徒の割合 

a）小学生 

b）中学生 

a）85.8％ 

b）84.4％ 

a）86％ 

b）86％ 

a）88％ 

b）88％ 

a）90％ 

b）90％ 

a）92％ 

b）92％ 

a）92％ 

b）92％ 

3 

将来の夢や目標を

持っている児童・

生徒の割合 

a）小学生 

b）中学生 

a）78％ 

b）64.5％ 

a）78.5％ 

b）66.5％   

a）79％ 

b）67.5％ 

a）79.5％ 

b）68.5％ 

a）80％ 

b）70％ 

a）80％ 

b）70％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

410,218 409,951 409,951 409,951 1,640,071 

 

  

不登校支援の強化 

施策 5-1 相談・支援体制の充実と連携体制の強化 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：５ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

不登校支援グループ

による相談受付・支

援活動の実施 

心理士やスクールソーシャルワーカーで構成する不登校支援グループを設置し、

困難事例への対応を支援するほか、不登校の原因分析や対応策の検討を行い、早

期に適切な支援に結びつけるとともに、学校等への支援体制の強化に取り組みま

す。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

不登校児童・生徒

や保護者の支援件

数 

560件 

（令和５年度 

見込み） 

580件 600件 650件 650件 2,480件 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

どこにもつながっ

ていない不登校児

童・生徒の割合 

25.3％ 

（令和 4年度） 
23％ 20％ 19％ 18％ 18％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

不登校支援の強化 

施策 5-2 多様な学びの場や居場所の充実 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：５ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 ほっとルームの充実 

学校に登校しているものの、様々な事情から教室に入れず、保健室や図書室、校長室など

の別室を居場所としている児童・生徒への支援として、学校生活サポーターを配置し、魅

力ある学校づくりを進めるとともに不登校の未然防止に向けた取組みを進めます。 

2 
オンライン支援事業

の充実 

不登校及び不登校傾向の児童・生徒を対象に、タブレット型情報端末等を利用し

たオンラインによる学習支援や子ども同士のコミュニケーションを図ることがで

きる居場所支援、複数参加による体験プログラムの提供、保護者も利用可能なマ

ンツーマンの個別相談支援を行います。 

3 
ほっとスクールの充

実 

心理的な理由等により不登校の状態にある児童・生徒が、「心の居場所」として

集団生活を通じて社会性や強調性を育み自立心を養い、学校生活への復帰や自分

らしい進路を選択できる環境づくりを進めます。 

4 

学びの多様化学校

（不登校特例校）の

充実 

学びの多様化学校（不登校特例校）において、不登校生徒の実態に合わせた特別

な教育課程に基づき、生徒一人ひとりの状況に即した世田谷らしい学びを展開し

て、意欲や個性、能力を伸ばし、社会の一員として自立できる力を育む取組みを

進めます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
ほっとルーム設置学

校数（累計） 
15校 60校 90校 90校 90校 

90校 

（累計） 

2 

オンライン支援事業

の受入可能人数 

（累計） 

300人 300人 450人 450人 450人 
450人 

（累計） 

3 
ほっとスクールの箇

所数（累計） 
３箇所 

３箇所 

増設に向けた

検討 

３箇所 

増設に向けた

検討 

３箇所 

増設に向けた

検討 

３箇所 

増設に向けた

検討 

３箇所 

（累計） 

4 

学びの多様化学校（不

登校特例校）の箇所数

（累計） 

１箇所 

１箇所 

新規開設に向

けた基本構想

の策定 

１箇所 

基本構想を踏

まえた開設に

向けた取組み 

１箇所 

基本構想を踏

まえた開設に

向けた取組み 

１箇所 

基本構想を踏

まえた開設に

向けた取組み 

１箇所 

（累計） 

番号 項目 現況 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
ほっとルームの利

用人数 

160人 

（令和５年度 

見込み） 

300人 400人 450人 500人 1,650人 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

115,279 115,123 115,123 115,123 460,648 

  

2 
オンライン支援事

業の利用人数 

200人 

（令和 5年度 

見込み） 

250人 300人 350人 400人 1,300人 

3 
ほっとスクールの

利用人数 

290人 

（令和５年度 

見込み） 

340人 390人 440人 490人 1,660人 

4 

学びの多様化学校

（不登校特例校）

の利用人数 

45人 

（令和５年度 

見込み） 

60人 60人 60人 60人 240人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,023,019 1,023,019 1,023,019 1,023,019 4,092,076 

生涯を通じた学習の充実 

施策 6-1 知と学びと文化の情報拠点としての新たな図書館の創造 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：６ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
読書機会の提供によ

る読書習慣の継続 

乳幼児から小学生・中高生までのそれぞれの発達段階に応じた読書に興味・関心をひく

講演会等を実施することにより、子どもたちに読書習慣が身につくよう取り組みます。 

2 
非来館型図書館サー

ビスの充実 

新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、電子図書資料を充実するとともに 

ＩＣＴ技術を活用し、図書館ホームページ上で完結できるサービスやオンライン

でできるサービスなど非来館サービスの充実を図ります。 

3 図書館機能の充実 

区民の知る自由を保障し、区立図書館としての公共性や専門性を維持するため、

人材確保や組織体制の整備等中央図書館のマネジメント機能の強化等により、資

料収集・提供やレファレンスの機能充実を図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 お話し会等の実施数 

935回 

（令和５年 

12月時点）   

1,250回 1,300回 1,350回 1,400回 5,300回 

2 
電子図書の蔵書数

（累計） 

13,732冊 

（令和５年 

12月時点） 

15,000冊 16,500冊 18,000冊 19,500冊 
19,500冊 

（累計） 

3 
図書館活用講座・情

報検索講座参加者数 

197人 

（令和５年 

12月時点） 

200人 250人 250人 250人 950人 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 児童書の貸出冊数 

1,891,096冊 

（令和５年 

12月時点） 

2,650,000冊 2,652,000冊 2,654,000冊 2,656,000冊 10,612,000冊 

2 電子書籍閲覧数 

18,132回 

（令和５年 

12月時点） 

23,000回 26,000回 32,000回 38,000回 119,000回 

3 
レファレンス受付

件数 

50,580件 

（令和５年 

12月時点） 

78,000件 80,000件 82,000件 84,000件 324,000件 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

37,359 37,359 37,359 37,359 149,436 

  

生涯を通じた学習の充実 

施策 6-2 常に学ぶ区民意識の涵養と社会参加の促進 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：６ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
多様な学びと体験の

提供 

子ども・若者の自然体験活動を通した学習の機会が近年減少傾向にあるなか、青

少年育成団体・企業・ＮＰＯ・学校等の連携を強化し、学びの機会の充実を目指

します。 

2 
学んだ成果を生かせ

る地域づくり 

区民が生涯を通じて主体的に学んだ成果を積極的に生かすことのできる地域づく

りを目指し、学校を起点に保護者や町会・自治会、商店会、地域団体等の連携を

深め、地域活動につながるよう支援していきます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

１ 

青少年教育事業(い

かだ下り大会）の

実施 

１回 １回 １回 １回 １回 4回 

２ 

連携・協働の事例

研究発表シンポジ

ウムの実施 

１回 

（令和 5年度 

見込み） 

１回 １回 １回 １回 4回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

１ 

青 少 年 教 育 事 業

（ い か だ 下 り 大

会）の参加者数 

236人 250人 250人 250人 250人 1,000人 

２ 

連携・協働の事例

研究発表シンポジ

ウムの参加者数 

50人 

（令和 5年度 

見込み） 

50人 50人 50人 50人 200人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

7,212 4,997 5,025 5,052 22,286 

 

  

生涯を通じた学習の充実 

施策 6-3 文化財の保護・普及活動の推進 

関連政策等 重点政策：２ 分野別政策：６ 

所管部 教育委員会事務局 

番号 項目 事業の目的と内容 

１ 

デジタルミュージア

ムのコンテンツの充

実 

デジタルミュージアムの運営により、世田谷の歴史・文化にインターネット上で

気軽に触れる機会を提供するとともに、魅力的なコンテンツの充実に取り組みま

す。 

２ 
文化財ボランティア

の育成・支援 

地域における文化財保護の担い手となる文化財ボランティアの育成・支援に取り

組むとともに、ボランティア活動を行う施設数の拡大に向けた検討を進めていき

ます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

デジタルミュージ

アム動画コンテン

ツ数（累計） 

14本 

（令和 5年度 

見込み） 

16本 18本 20本 22本 
22本 

（累計） 

2 
文化財ボランティ

アの育成講座数 

4回 

（令和 5年度 

見込み） 

５回 5回 6回 7回 23回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
デジタルミュージ

アム閲覧回数 

227,842回 

（令和 5年度 

見込み） 

238,000回 249,000回 260,000回 271,000回 1,018,000回 

2 

文化財ボランティ

ア 登 録 者 数 （ 累

計） 

28人 

（令和 5年度 

見込み） 

38人 48人 68人 78人 
78人 

（累計） 
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健康・福祉 

 

政策 施策 事業 

健
康
づ
く
り
の
推
進 

主体的に取り組める健康づくりの推進 

科学的根拠に基づくがん検診の推進と受診率の向上 

誰もが身近で気軽に取り組める運動の促進 

健康につながる食環境づくり 

こころの健康づくり 

こころの不調や精神疾患についての普及啓発 

当事者・家族を中心に据えた相談支援 

自殺対策 

介護予防の総合的な推進 
介護予防普及啓発の推進 

介護予防・生活支援サービスの推進 

福
祉
に
つ
な
が
る 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化 

身近な福祉相談の充実と地域づくり 
福祉の相談窓口 

参加と協働による地域づくり 

地区でつながり続ける支援体制の構築 

多機関協働事業 

アウトリーチを通じた継続的支援事業 

参加支援事業 

地
域
福
祉
の
推
進
と
基
盤
整
備 

安心して暮らせる居住環境の整備 

高齢・障害者等住宅確保要配慮者への入居支援 

ひとり親世帯の居住の安定 

支援や介護が必要な高齢者向けの環境の整備 

重度障害者向けグループホームの整備 

地域生活課題の解決に向けた取組み 

精神障害者支援施策の充実 

医寮的ケア児(者)の支援 

地域共生社会実現に向けた環境づくり 

ひきこもり支援の推進 

認知症に関する身近な相談支援の推進 

在宅医療・介護連携の推進 

在宅医療・ＡＣＰの普及啓発 

在宅医療・介護のネットワークの構築 

在宅医療・介護関係者間の情報の共有支援 

福祉人材の確保及び育成・定着支援 

福祉人材育成・研修センターにおける研修の

質の向上 

高齢分野における人材の確保及び育成・定着支援 

認知症の方の暮らしを支える地域づくり 

障害分野における人材の確保及び育成・定着

支援 

障害者の地域生活支援機能強化のための専門

的人材の確保・養成 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

健康づくりの推進 

施策 7-1 主体的に取り組める健康づくりの推進 

関連政策等 重点政策：３ 分野別政策：７ 

所管部 世田谷保健所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

科学的根拠に基づく

がん検診の推進と受

診率の向上 

がん検診の受診率向上に向け、当面の間は受診勧奨対象者の拡大を図りつつ、よ

り効果的な受診勧奨の取組みとして、個人ごとに受診できる検診を一括してお知

らせする勧奨通知の発送に向けた検討を進め、受診勧奨の強化を図ります。ま

た、検診を受けやすい環境づくりの一環として、希望する検診の申し込みをワン

ストップで行える体制を整備します。 

2 
誰もが身近で気軽に取

り組める運動の促進 

区民が身近な場所で楽しみながら身体活動量を向上できるよう、ウォーキング等

の気軽に取り組める運動について普及・啓発を行います。 

3 
健康につながる食環

境づくり 

区内のスーパーマーケット・飲食店において、適塩等の一定の栄養基準を満たし

た商品やメニュー等に、「せたミール」としてシールによる表示を行うなど、区

民が食に関心を持ち、自らの健康を意識するきっかけづくりに取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

がん検診受診勧奨

の強化 

a）勧奨通知の発送

者数 

b)新たな手法によ

る受診勧奨 

c）ワンストップで

行える申込体制の

構築 

a）456,089人 

b）－ 

c）－ 

a）504,000人 

b）検討 

c）検討  

a）518,000人 

b）検討 

c）検討 

a）625,000人 

b）実施 

c）実施 

a）625,000人 

b）実施 

c）実施 

a）2,272,000人 

b）実施 

c）実施 

2 
ウォーキングマッ

プの配布数 

5,000部 

（令和５年度 

見込み） 

10,000部 5,000部 5,000部 5,000部 25,000部 

3 

連携事業者による

提供店舗数 

（累計） 

３店舗 

（令和５年度 

見込み） 

４店舗 ５店舗 ５店舗 ５店舗 
５店舗 

（累計） 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 
胃がん検診 

受診率 

11.5% 

（令和４年度） 
20.1％ 30.1％ 40％ 50％ 50％ 

1-② 
大腸がん検診 

受診率 

17.4% 

（令和４年度） 
26.1％ 34.6％ 43％ 51.5％ 51.5％ 

1-③ 
肺がん検診 

受診率 

19.4% 

（令和４年度） 
27.6％ 35.7％ 43.8％ 51.9％ 51.9％ 

171



        

142 

 

※30分の歩行：20歳以上の場合は約 3,000歩・65歳以上の場合は約 2,600歩に相当すると言われている歩行時間 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,570,362 1,915,626 2,268,787 2,613,647 8,368,422 

 

  

1-④ 
子宮頸がん検診 

受診率 

31.4% 

（令和４年度） 
36.9％ 42.7％ 48.4％ 54.2％ 54.2％ 

1-⑤ 
乳がん検診 

受診率 

26.6% 

（令和４年度） 
32.7％ 39.5％ 46.4％ 53.2％ 53.2％ 

2 

１日に 30 分以上歩

いている※区民の割

合 

77.2% 78.3% 78.8% 79.3% 79.8% 79.8% 

3 

連携店舗によるせ

たミール商品の供

給数 

－ 4,200食 5,000食 5,000食 5,000食 19,200食 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

健康づくりの推進 

施策 7-2 こころの健康づくり 

関連政策等 分野別政策：７ 

所管部 世田谷保健所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
こころの不調や精神疾

患についての普及啓発 

こころの不調や精神疾患に関する普及・啓発、情報発信事業等により、精神疾患

についての偏見や誤解のない地域づくりに取り組みます。 

2 
当事者・家族を中心

に据えた相談支援 

こころの不調や精神疾患を抱える本人や家族の支援に向けて、こころの健康にか

かる相談窓口の充実や地域のネットワークの構築、精神保健に携わる人材の育成

を図ります。 

3 自殺対策 

区民の生きる力を高め、気づきの力を育み、声かけつなぐ、支えあいの地域を目

指す「世田谷区自殺対策基本方針」に基づき、自殺対策協議会の運営を通じ関係

機関との連携を強化します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
こころの健康に関す

る講座の開催回数 

68回 

（令和５年度 

見込み） 

70回 70回 70回 70回 280回 

2 
こころの健康に関す

る相談事業実施回数   

447回 

（令和５年度 

見込み） 

450回 490回 490回 550回 1,980回 

3-① 
ゲートキーパー講

座開催回数 

７回 

（令和５年度 

見込み） 

16回 16回 16回 16回 64回 

3-② 
自殺未遂者支援部

会実施回数 

２回 

（令和５年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 ８回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
こころの健康に関す

る講座の参加人数 

2,000人 

（令和５年度 

見込み） 

2,100人 2,100人 2,100人 2,100人 8,400人 

2 
こころの健康に関

する相談件数 

3,800件 

（令和５年度 

見込み） 

3,800件 3,900件 3,900件 4,000件 15,600件 

3-① 
ゲートキーパー講

座参加人数 

380人 

（令和５年度 

見込み） 

460人 460人 460人 460人 1,840人 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

85,881 85,881 85,881 85,881 343,524 

  

3-② 
自殺未遂連携支援

件数 

12件 

（令和５年度 

見込み） 

12件 12件 12件 12件 48件 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

422,988 433,618 436,765 439,618 1,732,989 

健康づくりの推進 

施策 7-3 介護予防の総合的な推進 

関連政策等 重点政策：３、４ 分野別政策：７ 

所管部 高齢福祉部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
介護予防普及啓発の

推進 

加齢に伴う体力低下、低栄養、口腔機能低下などの介護予防に関する基礎的な知

識を区民に持ってもらい、高齢者自身によるセルフマネジメント力を向上させる

ため、介護予防普及啓発事業を実施します。 

2 
介護予防・生活支援

サービスの推進 

高齢者が身近な地域で介護予防に取り組める環境を実現するため、支えあいサー

ビスや地域デイサービスなどの住民参加型・住民主体型サービスや介護予防筋力

アップ教室の充実に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
介護予防普及啓発

講座実施回数 

783回 

（令和 5年度 

見込み） 

783回 783回 783回 783回 3,132回 

2-① 

住民参加型・住民

主体型サービス充

実のための研修等

の実施 

14回 

（令和 5年度 

見込み） 

15回 15回 15回 15回 60回 

2-② 
介護予防筋力アッ

プ教室の実施回数 

36回 

（令和 5年度 

見込み） 

36回 45回 45回 45回 171回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
介護予防普及啓発

講座参加者数    

13,600人 

（令和 5年度 

見込み） 

13,850人 13,850人 14,000人 15,000人 56,700人 

2-① 

住民参加型・住民

主体型サービスの

利用者数 

4,050人 

（令和 5年度 

見込み） 

4,090人 4,100人 4,150人 4,310人 16,650人 

2-② 
介護予防筋力アッ

プ教室の参加者数 

2,080人 

（令和 5年度 

見込み） 

2,400人 2,900人 3,200人 3,500人 12,000人 

175



        

146 

 

 

■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

2,628 2,628 2,628 2,628 10,512 

 

  

福祉につながるネットワークの強化 

施策 8-1 身近な福祉相談の充実と地域づくり 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：８ 

所管部 保健福祉政策部、総合支所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 福祉の相談窓口 

区民が福祉に関する困りごとを抱えた際に、深刻化する前に速やかに支援につな

がることができるよう、地区のまちづくりセンターに「福祉の相談窓口」を設

け、本人の年齢や属性、内容にかかわらず相談を受止め、適切に支援につなぎま

す。地区の紹介動画、出張相談会や地域でのイベント等を通じて、幅広い世代に

対して身近な窓口の周知に努めます。 

2 
参加と協働による地

域づくり 

地区における四者連携を基盤に、日常の相談等から地区の課題を抽出・分析し、

区民や事業者、関係団体との協働により、買い物支援や集いの場の創出、見守り

ネットワークの充実を図ります。また、各地区の地域づくりのノウハウを共有

し、地区の担い手確保に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

福祉の相談窓口の

周知の取組み 

（累計） 

28地区 28地区 28地区 28地区 28地区 
28地区 

（累計） 

2 
四者連携会議の開

催回数 

280回 

（令和 5年度 

見込み） 

280回 280回 280回 280回 1,120回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

「 福 祉 の 相 談 窓

口」を知っている

区民の割合 

56％ 57％ 59％ 61％ 63％ 63％ 

2 

地域包括ケアの地

区展開報告会参加

者数 

184人 200人 200人 200人 200人 800人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

福祉につながるネットワークの強化 

施策 8-2 地区でつながり続ける支援体制の構築 

関連政策等 重点政策：３，４ 分野別政策：８ 

所管部 保健福祉政策部、総合支所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 多機関協働事業 

全ての複雑化・複合化した課題や制度の狭間の支援ニーズに対応し、つなぎ先が

ないことで支援が滞ることがないよう、総合支所保健福祉センターを中心に、多

機関の協働により隙間ができないよう支援を実施します。 

2 
アウトリーチを通じ

た継続的支援事業 

困りごとや課題を抱えながら支援を必要としているが支援につながっていない、

あるいは支援の必要性を感じていないなど、潜在的な支援ニーズを抱えた区民を

早期に把握し、関係性を構築するため、地区におけるアウトリーチの体制を強化

し、地区の様々な団体や機関、住民が連携しやすい体制を整えます。 

3 参加支援事業 

社会参加の機会を掴めない方や、参加を希望してもつながらない方に伴走し、地

域で孤立することなく、自らが役割や居場所を見出し多様な接点を確保できるよ

う社会参加を支援します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

多機関協働事業や

地域共生社会につ

いての研修の実施 

１回 

（令和 5年度 

見込み） 

５回 ５回 ５回 ５回 20回 

2 

対象を限らない見

守り協定の締結に

向けて働きかけた

団体や機関の数 

－ ５機関 ５機関 ５機関 ５機関 20機関 

3 
地域資源開発にお

ける団体訪問件数 

6,358件 

（令和 5年度 

見込み） 

6,600件 6,800件 7,000件 7,200件 27,600件 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

支援者が多くのケ

ースにおいて情報

共有、役割分担、

連携した支援をし

ていると回答した

割合 

47.7% 49% 51% 53% 55% 55% 

2 

対象を限らない見

守り協定の新規締

結数 

－ ４機関 ４機関 ４機関 ４機関 16機関 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

278,535 276,837 276,837 276,837 1,109,046 

  

3 

社会参加の支援に

つながる地域資源

数（累計） 

1,816箇所 1,830箇所 1,850箇所 1,870箇所 1,890箇所 
1,890箇所 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

 

 

 

 

地域福祉の推進と基盤整備 

施策 9-1 安心して暮らせる居住環境の整備 

関連政策等 重点政策：１、４ 分野別政策：９ 

所管部 都市整備政策部、高齢福祉部、障害福祉部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

高齢・障害者等住宅

確保要配慮者への入

居支援 

民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するための支援やサービス等の推進に取り組

みます。お部屋探しサポートでは、区と協定を結んだ不動産団体と協力し、民間

賃貸住宅の空き室情報を提供します。 

2 
ひとり親世帯の居住

の安定 

18 歳未満の子どもを養育する低額所得のひとり親世帯に対する家賃低廉化補助の

対象住宅を増やす取組みなど、民間賃貸住宅への入居支援を推進します。 

3 

支援や介護が必要な

高齢者向けの環境の

整備 

生活の基盤である「住まい」と「介護」が一体的に提供される認知症高齢者グル

ープホームや、「住まい」と「生活支援」が一体的に提供される都市型軽費老人

ホームの整備を進めます。 

4 
重度障害者向けグル

ープホームの整備 

住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できる住まいであり、障害者支援施設梅

ヶ丘等の入所施設からの地域移行先ともなる重度障害者向けグループホームの整

備を進めます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
お部屋探しサポー

トの利用相談者数 

280人 

（令和 5年度 

見込み） 

290人 290人 300人 300人 1,180人 

2 
補助対象住宅の新

規登録件数 

７件 

（令和５年 

12月時点） 

8件 8件 8件 8件 32件 

3-① 

認知症高齢者グル

ープホームの新規

整備数 

整備数 

１箇所 

累計整備数 

49箇所 

４箇所 

第 10期世

田谷区高齢

者保健福祉

計画・介護

保険事業計

画に基づく

取組み 

整備数 

４箇所 

累計整備数 

53箇所 

3-② 
都市型軽費老人ホ

ームの新規整備数 

整備数 

０箇所 

累計整備数 

11箇所 

３箇所 

整備数 

３箇所 

累計整備数 

14箇所 

4 

重度障害者向けグ

ループホームの新

規施設整備数 

整備数 

１箇所 

累計整備数 

４箇所 

２箇所 １箇所 ４箇所 １箇所 

整備数 

８箇所 

累計整備数 

12箇所 

179



        

150 

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

763,633 1,536,148 554,035 132,397 2,986,213 

  

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

お部屋探しサポー

トによる物件情報

提供を受けた利用

者数 

120人 

（令和 5年度 

見込み） 

130人 130人 140人 140人 540人 

2 
補助対象住宅への

入居件数（累計） 

14件 

（令和５年 

12月時点） 

24件 32件 40件 48件 
48件 

（累計） 

3-① 

認知症高齢者グル

ープホームの定員

数（累計） 

918人 990人 

第 10期世

田谷区高齢

者保健福祉

計画・介護

保険事業計

画に基づく

取組み 

990人 

（累計） 

3-② 

都市型軽費老人ホ

ームの定員数 

（累計） 

200人 260人 
260人 

（累計） 

4 

重度障害者向けグ

ループホームの定

員数（累計） 

44人 53人 58人 110人 115人 
115人 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

地域福祉の推進と基盤整備 

施策 9-2 地域生活課題の解決に向けた取組み 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：９ 

所管部 保健福祉政策部、総合支所、高齢福祉部、障害福祉部、世田谷保健所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
精神障害者支援施策

の充実 

国の示す「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」の考え方に基づ

き、精神科病院における長期入院者への訪問支援や、精神障害を有する方等の地

域生活支援等の充実に取り組みます。 

2 
医寮的ケア児(者)の

支援 

医療的ケア児（者）とその家族に対する支援事業の実施や施設整備、医療的ケア

支援に携わる人材の育成などにより、医療的ケア児（者）の日常生活及び社会生

活の向上に取り組みます。 

3 
地域共生社会実現に

向けた環境づくり 

区民の生活の場であり、多様な区民の接点の場でもある商店街を中心に、障害者

が外出しやすい環境を整えることにより、障害に対する理解を促進するととも

に、商店や事業所での障害者を受け入れる環境の向上を図ります。 

4 
ひきこもり支援の推

進 

令和４年（2022 年）４月に開設した世田谷ひきこもり相談窓口「リンク」を中心

に、関係機関と連携しながら、ひきこもり等社会との接点が希薄な方や社会との

接点が持ちづらい状況にある方とその家族を支援し、当事者・家族が自分らしく

暮らすことができるよう、ニーズに寄り添ったきめ細やかな支援に取り組みま

す。 

5 
認知症に関する身近

な相談支援の推進 

令和 7年（2025年）には 65歳以上の高齢者の 5人に 1人が認知症になると見込

まれています。認知症になってからも、自分らしく安心して暮らしていけるよ

う、区民に身近な相談窓口であるあんしんすこやかセンターの周知を図るととも

に、相談者に寄り添う相談支援に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

長期入院者への訪

問支援事業におけ

る連携精神科病院

数（累計） 

16病院 

（令和５年度 

見込み） 

17病院 18病院 19病院 20病院 
20病院 

（累計） 

2 

医療的ケア支援に

携わる人材育成研

修の参加者数 

159人 

（令和５年度 

見込み） 

179人 190人 200人 210人 779人 

3 

地域共生社会促進

助成事業を周知す

る商店街数 

120箇所 120箇所 120箇所 120箇所 120箇所 480箇所 

4 

ひきこもりにかか

る 重 層 的 支 援 会

議、支援会議の開

催回数 

50回 

（令和５年 

12月時点） 

72回 76回 76回 76回 300回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,213,041 1,265,741 1,265,741 1,265,741 5,010,264 

  

5 

認知症の相談窓口

等を周知する講演

会の実施回数 

７回 

（令和５年度 

見込み） 

11回 11回 11回 11回 44回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

精神科病院におけ

る長期入院者に対

する支援数 

285回 

（令和５年度 

見込み） 

295回 305回 315回 325回 1,240回 

2 

医療的ケア支援を

行う事業所数（累

計） 

14施設 

（令和５年度 

見込み） 

15施設 16施設 16施設 17施設 
17施設 

（累計） 

3 

地域共生社会促進

助成事業による物

品助成件数 

20件 

（令和 5年度 

見込み） 

20件 20件 20件 20件 80件 

4 

相談窓口利用者の

うち、支援に満足

をしている方の割

合 

85％ 

（令和５年度 

見込み） 

86％ 87％ 88％ 90％ 90％ 

5 

あんしんすこやか

センターの認知症

に関する相談件数 

9,440件 

（令和５年度 

見込み） 

9,580件 9,720件 9,860件 10,000件 39,160件 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

地域福祉の推進と基盤整備 

施策 9-3 在宅医療・介護連携の推進 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：９ 

所管部 保健福祉政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
在宅医療・ACP の普

及啓発 

本人や家族等が希望する在宅療養や看取りを実現するために、在宅医療やＡＣＰ

について、さらなる普及啓発に取り組みます。 

2 
在宅医療・介護のネ

ットワークの構築 

住み慣れた自宅や地域で暮らし続けながら本人や家族が希望する医療・介護サー

ビスが一体的に提供されるよう、医療・介護にかかる関係者間の連携体制の強化

に取り組みます。 

3 

在宅医療・介護関係

者間の情報の共有支

援 

在宅医療・介護関係者間の連携をより深めるために、医師会のＩＣＴを用いた多

職種ネットワーク構築事業など既存のツールによる情報共有を引き続き支援する

とともに、在宅療養資源マップのオンライン化などにより、在宅医療・介護関係

者間の情報共有の支援の充実を図っていきます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

在宅医療・ACP の

普及啓発に向けた区

民向け講演会・シン

ポジウム及びミニ講

座の実施回数 

30回 

（令和 5年度 

見込み） 

30回 30回 30回 30回 120回 

2 
在宅療養相談窓口

数（累計） 
28箇所 28箇所 28箇所 28箇所 28箇所 

28箇所 

（累計） 

3 
在宅療養資源マッ

プのWeb運用 
－ 一部運用 全面運用 

アクセス数

向上に向け

た取組み 

アクセス数

向上に向け

た取組み 

－ 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

在宅医療・ACP の

普及啓発に向けた区

民向け講演会・シン

ポジウム及びミニ講

座の受講者数 

910人 

（令和 5年度 

見込み） 

950人 960人 970人 980人 3,860人 

2 在宅療養相談件数 

12,000件 

（令和 5年度 

見込み） 

12,100件  12,200件 12,300件 12,400件 49,000件 

3 

在宅療養資源マッ

プ（Web サイト）

のアクセス数 

－ 3,000件 12,000件 12,100件 12,300件 39,400件 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

70,554 72,267 72,267 72,267 287,355 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

  

地域福祉の推進と基盤整備 

施策 9-4 福祉人材の確保及び育成・定着支援 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：９ 

所管部 保健福祉政策部、高齢福祉部、障害福祉部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

福祉人材育成・研修

センターにおける研

修の質の向上 

高齢・障害分野を含む福祉人材の確保及び育成・定着支援に向け、福祉人材育

成・研修センターにおける研修の質の向上を図ります。 

2 

高齢分野における人

材の確保及び育成・

定着支援 

さらなる介護の魅力発信や多様な人材の確保・育成、働きやすい環境の構築に向

けた支援の視点から、福祉人材育成・研修センターも活用し、取組みを展開しま

す。また、介護福祉士の資格取得費用の助成に取り組むなど、福祉人材の確保策

に取り組みます。 

３ 
認知症の方の暮らし

を支える地域づくり 

認知症の本人とともにより良い暮らしと地域をつくるパートナーを増やしていく

ため、区民・地域団体・事業者等と協働して取組みを進めます。 

4 

障害分野における人

材の確保及び育成・

定着支援 

障害児者の自立を支援するスキル習得等の支援、新たな人材確保に向けた障害理

解の促進、施設や事業所の職員等の心身の健康を守る視点から、福祉人材育成・

研修センターも活用し、取組みを展開します。 

5 

障害者の地域生活支

援機能強化のための

専門的人材の確保・

養成 

地域生活支援拠点等整備事業の「専門的人材の確保・養成」機能として、障害福

祉サービス事業者や相談支援事業者の職員を主な対象に、「選択を支える」支援

等について学ぶ研修を実施します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

福祉人材育成・研

修センター運営委

員会の実施 

２回 

（令和５年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 ８回 

1-② 研究活動の実施 

1回 

（令和５年度 

見込み） 

1回 1回 1回 1回 ４回 

2-① 
高齢分野における

研修事業の実施 

36本 

（令和５年度 

見込み） 

36本 36本 36本 36本 144本 

2-② 
介護福祉士実務者

研修受講料助成 

72人 

（令和 5年 

12月時点） 

150人 150人 150人 150人 600人 

３ 

アクション講座(世

田谷版認知症サポ

ーター養成講座)受

講者数 

受講者数 

3,000人 

累計受講者数 

6,730人 

(令和５年度 

見込み) 

3,180人 3,360人 3,540人 3,540人 

受講者数 

13,620人 

累計受講者数 

20,350人 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

372,768 372,768 372,768 372,768 1,491,072 

  

4 
障害分野における

研修事業の実施 

8本 

(令和５年度 

見込み) 

8本 8本 8本 8本 32本 

5 

地域生活支援機能

強化のための専門

的人材の確保・養

成に向けた研修の

実施 

－ １回 １回 １回 １回 ４回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

福祉人材育成・研

修センター全体の

利用者数 

18,000人 

（令和５年度 

見込み） 

18,000人 18,000人 18,000人 18,000人 72,000人 

2-① 

高齢分野における

研修事業の受講者

数 

10,000人 

（令和５年度 

見込み） 

10,000人 10,000人 10,000人 10,000人 40,000人 

2-② 
介護福祉士資格取

得助成の受給者数 

30人 

（令和 5年 

12月時点） 

65人 65人 65人 65人 260人 

３ 

認知症の本人が参

画したアクション

チームの結成地区

数（累計） 

14地区 

（令和５年度 

見込み） 

18地区 23地区 28地区 28地区 
28地区 

(累計) 

4 

障害分野における

研修事業の受講者

数 

5,000人 

（令和５年度 

見込み） 

5,000人 5,000人 5,000人 5,000人 20,000人 

5 

地域生活支援機能

強化のための専門

的人材の確保・養

成に向けた研修の

受講者数 

－ 30人 30人 30人 30人 120人 
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災害・危機管理 

 

  

政策 施策 事業 

安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り 

地域防災力の向上 

防災塾の実施 

女性防災リーダーの育成 

在宅避難の推進 

マイ・タイムライン作成を通じた意識啓発 

個別避難計画作成の推進 

犯罪抑止の取組み 

防犯カメラ設置・維持管理への支援 

高齢者等に対する特殊詐欺被害防止対策 

健康危機管理体制の強化 

関係機関との連携・協力体制の確保 

新型インフルエンザ等新興・再興感染症への

対応力向上 

医療救護本部体制の確保 

医療救護活動の推進 

災
害
に
強
い
街
づ
く
り 

震災に強い街づくり 

木造住宅密集地域の解消 

建築物耐震診断・補強工事 

無電柱化整備 

都市の事前復興 事前復興街づくりの推進 

水害を抑制する街づくり 
グリーンインフラの考え方も活かした豪雨対

策の推進 

日常の安全・安心な街づくり 

空家等の管理・利活用 

狭あい道路拡幅整備の促進 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

安全・安心のまちづくり 

施策 10-1 地域防災力の向上 

関連政策等 重点政策：３，４，６ 分野別政策：10 

所管部 危機管理部、総合支所、保健福祉政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 防災塾の実施 

地区防災力の向上を図るため、各地区において「防災塾」を実施します。地区防

災計画の検証・ブラッシュアップを図ることを目的として実施し、地区防災計画

の実効性と認知度の向上を目指します。 

2 
女性防災リーダーの

育成 

多様性を認め合う視点を防災の取組みに反映させるため、区の養成講座を実施

し、女性防災リーダーを育成します。あわせて、地域に向けて多様性を認め合う

視点を啓発するため、女性防災リーダーを講師とした区の研修を実施します。   

3 在宅避難の推進 

指定避難所の過密状況を避け、適切な避難所運営を可能とするため、在宅避難の  

ために必要な知識や発災時にとるべき行動の周知・啓発を実施し、在宅避難を推

進します。 

4 

マイ・タイムライン

作成を通じた意識啓

発 

風水害に備え、マイ・タイムラインの作成に向けた講習会を実施し、地域の災害

リスクや自らの家族構成、生活環境等に合わせた避難行動をあらかじめ認識して

もらうことで、風水害時の自助、共助の意識を啓発します。 

５ 
個別避難計画作成の

推進 

災害時における要配慮者のうち、避難行動要支援者数は転出・転入、出生・死

亡、要介護認定や障害認定の変更などにより、毎年 20％前後変動しています。そ

のため、新たに避難行動の支援が必要となった方及び前年度までの未回答者に対

し案内を送付し、安否確認や予め避難支援者となる方との情報共有等のために個

別避難計画の作成を推進します。特に多摩川洪水浸水想定区域内における未回答

者に対しては委託を通して福祉の専門職との連携を強化していきます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 防災塾の実施回数 

28回 

（令和 5年度 

見込み） 

28回 28回 28回 28回 112回 

2 

女性防災コーディ

ネーター養成講座

の修了人数 

修了人数 

0人 

累計人数 

34人 

20人 20人 20人 20人 

修了人数 

80人 

累計人数 

114人 

3-① 
在宅避難の啓発物  

発行回数 

2回 

（令和 5年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 ８回 

3-② 
在宅避難の啓発イ

ベント実施回数 

2回 

（令和 5年度 

見込み） 

２回 3回 4回 5回 14回 

4 

マイ・タイムライ

ン作成講習会実施

回数 

－ ２回 ２回 ２回 ２回 8回 

188



        

159 

 

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

33,749 32,513 32,813 32,513 131,588 

  

５ 
個別避難計画作成

案内送付者数 
8,452人 5,700人 5,700人 5,700人 5,700人 22,800人 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

防災塾に参加した

ことで、自分の地

区 の 災 害 リ ス ク

や、自らとるべき

避難行動を理解し

た人の割合 

73.1% 

（令和 4年度） 
80％ 83% 86% 90% 90% 

2 

女性防災コーディ

ネーターによる防

災研修（地域啓発

研修）参加者数 

285人 

（令和 5年度 

見込み） 

510人 510人 510人 510人 2,040人 

3 

在宅避難のための

備えをしている区

民の割合 

a)食料備蓄率 

b)携帯トイレ備蓄率 

c)非常用電力備蓄率 

a) 63.7％ 

b) 42.7% 

c) 41.6％ 

a) 64％ 

b) 44％ 

c) 43％ 

a) 66％ 

b) 46％ 

c) 45％ 

a) 68％ 

b) 48％ 

c) 47％ 

a) 70％ 

b) 50％ 

c) 49％ 

a) 70％ 

b) 50％ 

c) 49％ 

4 

講 習 会 に 参 加 し

「マイ・タイムラ

イン」を作成した

人数 

－ 50人 50人 50人 50人 200人 

5 

個別避難計画作成数 

a) 多摩川洪水浸水

想定区域内 

b) 多摩川洪水浸水

想定区域以外 

a) 340件 

b) 3,200件 

（令和５年度 

見込み） 

a) 60件 

b) 640件 

a) 70件 

b) 640件 

a) 80件 

b) 640件 

a) 90件 

b) 640件 

a) 300件 

b) 2,560件 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

191,760 204,384 205,520 205,375 807,039 

安全・安心のまちづくり 

施策 10-2 犯罪抑止の取組み 

関連政策等 分野別政策：10 

所管部 危機管理部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
防犯カメラ設置・維

持管理への支援   

地域の防犯対策の強化のため、地域団体が設置する防犯カメラの新規設置や増設

に対する支援の活用促進を図るとともに、防犯カメラの継続的かつ適正な管理を

行うための維持管理費などへの補助を行います。 

2 
高齢者等に対する特

殊詐欺被害防止対策 

高齢者等を狙った特殊詐欺被害を防止するため、携帯電話抑止装置設置拡充、自

動通話録音機貸与促進、24 時間安全安心パトロールを活用した広報・啓発活動に

重点的に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
防犯カメラ支援内

容の周知 

全町会・自治

会、世田谷区

商店街連合会

全加入店舗 

全町会・自治

会、世田谷区

商店街連合会

全加入店舗 

全町会・自治

会、世田谷区

商店街連合会

全加入店舗 

全町会・自治

会、世田谷区

商店街連合会

全加入店舗 

全町会・自治

会、世田谷区

商店街連合会

全加入店舗 

全町会・自治

会、世田谷区

商店街連合会

全加入店舗 

2-① 

パンフレットやガ

イドブック等への

啓発記事掲載回数 

5回 

（令和 5年度 

見込み） 

６回 ６回 ６回 ６回 24回 

2-② 
イベント等での啓

発回数     

5回 

（令和 5年度 

見込み） 

６回 ７回 ７回 ７回 27回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
防犯カメラの設置

台数 

設置台数 

54台 

累計台数 

1,355台 

（令和５年度 

見込み） 

50台 50台 50台 50台 

設置台数 

200台 

累計台数    

1,555台 

2 
自動通話録音機の

貸与台数   

貸与台数 

1,128台 

累計台数 

13,794台 

（令和 4年度） 

2,000台 2,000台 2,000台 1,600台 
貸与台数 

7,600台 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

  

安全・安心のまちづくり 

施策 10-3 健康危機管理体制の強化 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：10 

所管部 世田谷保健所、危機管理部、保健福祉政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
関係機関との連携・

協力体制の確保 

地区医師会や医療機関、警察、消防等が参加する「世田谷区健康危機管理連絡

会」「世田谷区災害医療運営連絡会」の開催によって、関係機関との情報共有、

連携・協力体制を平時から確保します。 

2 

新型インフルエンザ

等新興・再興感染症

への対応力向上 

新型インフルエンザ等対応研修・訓練の実施、庁内業務の継続体制構築、民間等

関係機関による受援体制の確保等を通じて新型インフルエンザ等の流行時の対応

力を強化します。 

3 
医療救護本部体制の

確保 

震災等発生時の医療救護活動拠点となる保健医療福祉総合プラザ内の関係団体と

連携し、災害時活動マニュアルの整備、関係団体との合同での医療救護訓練の実

施等により、医療救護本部体制の整備を進めます。 

4 医療救護活動の推進 

震災等発生時に、迅速に保健医療活動を開始できるよう、平時より、職員や関係

機関を対象にした災害医療に関する研修会、災害拠点病院等と連携した緊急医療

救護所の運営訓練を行います。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 
健康危機管理連絡

会の開催回数       

２回 

（令和５年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 8回 

1-② 
災害医療運営連絡

会の開催回数       

２回 
（令和５年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 8回 

2 

関係機関との協働に

よる新型インフルエ

ンザ等対応研修・訓

練の実施回数 

― １回 ２回 ２回 ２回 ７回 

3 

関係機関との協働に

よる医療救護本部運

営訓練の実施回数 

１回 １回 ２回 ２回 ２回 ７回 

4 

関係機関との協働に

よる緊急医療救護所

運営訓練の実施回数 

5回 ６回 ６回 ６回 ６回 24回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

52,235 52,235 52,235 52,235 208,940 

  

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 連絡会参加団体数 

79団体 
（令和５年度 

見込み） 

88団体 88団体 88団体 88団体 352団体 

2 

新型インフルエン

ザ等対応研修・ 

訓練参加団体数    

－ 1団体 1団体 1団体 1団体 4団体 

3 

医療救護本部運営

訓練参加者数 

a) 区職員 

b) 関係機関職員 

a) 4人 

b) 14人 

a) 20人 

b) 10人 

a) 40人 

b) 20人 

a) 40人 

b) 20人 

a) 40人 

b) 20人 

a) 140人 

b) 70人 

4 

緊急医療救護所運

営訓練参加者数 

a) 区職員 

b) 医療関係者等 

a) 15人 

b) 50人 

（令和５年度 

見込み） 

a) 15人 

b) 50人 

a) 20人 

b) 70人 

a) 30人 

b) 100人 

a) 30人 

b) 100人 

a) 95人 

b) 320人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,742,656 979,274 377,000 731,000 3,829,930 

災害に強い街づくり 

施策 11-1 震災に強い街づくり 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：11 

所管部 防災街づくり担当部、土木部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
木造住宅密集地域の

解消 

災害時の延焼による被害を軽減させるため、不燃化特区（不燃化推進特定整備地

区）内における老朽建築物の不燃化等を進めます。 

2 
建築物耐震診断・補

強工事 

耐震性が不足する建築物の耐震化を進めるため、対象となる建築物の所有者等に対

して啓発活動を進めるとともに、耐震診断、耐震改修工事等に対して支援、助成を

行います。 

3 無電柱化整備 
都市防災機能の強化や安全で快適な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出を図

るため、緊急輸送道路を中心に電柱を取り除く無電柱化整備を進めます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
不燃化に関する相談

会の開催数 

 

８回 

（令和 5年度 

見込み） 

8回 ８回 

東京都防災都

市づくり推進

計画及び世田

谷区防災街づ

くり基本方針

の改定を踏ま

えた取組み 

東京都防災都

市づくり推進

計画及び世田

谷区防災街づ

くり基本方針

の改定を踏ま

えた取組み 

16回 

2 

耐震化支援制度対象

住宅への各戸配布に

よる周知実施件数 

6,600件 

（令和 5年度 

見込み） 

4,000件 

耐震改修促進計

画の改定を踏ま

えた取組み 

耐震改修促進計

画の改定を踏ま

えた取組み 

耐震改修促進計

画の改定を踏ま

えた取組み 

4,000件 

3 
無電柱化した区道延

長 

607 m 

（令和 5年度 

見込み） 

385 m 165 m 200 m 950 m 1,700m 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

不燃化特区による老

朽建築物の除却・建

替え等費用助成件数 

106件 

（令和 5年度 

見込み） 

128件 152件 
行動量を踏

まえて設定 

行動量を踏

まえて設定 
280件 

2 

木造耐震診断、簡易

耐震診断助成件数 

(累計) 

200件 

（令和 5年度 

見込み） 

210件 
行動量を踏

まえて設定 

行動量を踏

まえて設定 

行動量を踏

まえて設定 
210件 

3 
無電柱化した区道

延長（累計） 

13,936m 

（令和 5年度 

見込み） 

14,321 m 14,486 m 14,686 m 15,636 m 
15,636 m 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

5,753 5,753 5,753 5,753 23,012 

  

災害に強い街づくり 

施策 11-2 都市の事前復興 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：11 

所管部 都市整備政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
事前復興街づくりの

推進 

震災が発生した場合に、区が地域住民や事業者、東京都等と連携しながら復興ま

ちづくりを迅速かつ円滑に進めていくために、区職員がとるべき行動手順や役割

分担を整理するとともに、講演会等を通じ復興街づくりに対する理解を区民から

得ることで、被災後に早期復興できる環境づくりに取り組みます。   

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 訓練等実施回数 １回 ２回 ２回 ２回 ２回 ８回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

訓練等参加者数 

a) 区職員 

b) 区民等 

a) 26人 

b) 0人 

累計参加人数 

1,038人 

a) 818人 

b) 220人 

a) 25人 

b) 10人 

a) 25人 

b) 10人 

a) 25人 

b) 10人 

a) 25人 

b) 10人 

a) 100人 

b) 40人 

累計参加人数 

1,178人 

a) 918人 

b) 260人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

18,659 21,200 20,381 21,200 81,440 

 

  

災害に強い街づくり 

施策 11-3 水害を抑制する街づくり 

関連政策等 重点政策：５、６ 分野別政策：11 

所管部 土木部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

グリーンインフラの

考え方も活かした豪

雨対策の推進 

区が掲げる流域対策における令和 19 年（2037 年）度の目標対策量を目指し、公

共施設や民間施設において、グリーンインフラの観点も踏まえた雨水流出抑制施

設の設置を推進・促進するなど、豪雨対策に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
雨水流出抑制施設

の設置件数 

253件 

（令和 4年度） 
250件 250件 250件 250件 1,000件 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

流域対策による雨

水流出抑制量（累

計） 

55.0万㎥

（令和 4年度） 
60.6万㎥ 62.8万㎥ 65.2万㎥ 67.6万㎥ 

67.6万㎥ 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

757,145 756,564 756,564 757,564 3,027,837 

  

災害に強い街づくり 

施策 11-4 日常の安全・安心な街づくり 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：11 

所管部 防災街づくり担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
空家等の管理・利活

用 

空家等の適切な管理は所有者の責務であることを基本としつつ、適切な管理が行

われていない空家等に対して、指導や勧告、除却の促進も含めた必要な対策を進

めます。また、わかりやすい相談窓口の設置などにより、利活用相談者数の増加

を目指すとともに、流通促進についての情報を発信するなど、空家等となる前の

段階で所有者へ周知啓発を行い、活用意識を醸成します。 

2 
狭あい道路拡幅整備

の促進 

建築を伴う土地の所有者等に対して、拡幅整備の必要性や各種助成制度の案内等

を含め積極的に啓発し、効果的・効率的な狭あい道路拡幅整備に取り組みます。

また、建築に伴う拡幅箇所に隣接した建築を伴わない土地の所有者等に対して

も、狭あい道路拡幅整備への協力を呼びかけることで連続的整備に取り組みま

す。   

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
空家所有者等への

普及啓発件数 

683件 

（令和５年度 

見込み） 

800件 800件 800件 800件 3,200件 

2 
狭あい道路拡幅整

備延長 

1.2km 

（令和 5年 

12月時点） 

5.3km 5.3km 5.3km  5.3km 21.2km 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 
管理不全状態の改

善件数 

36件 

（令和５年 

12月時点） 

200件 200件 200件 200件 800件 

1-② 

「せたがや空き家

活用ナビ」におけ

る成約数 

30件 

（令和５年 

12月時点） 

40件 45件 50件 55件 190件 

2 
狭あい道路の延長

（累計） 

535.3km 

（令和 5年 

12月時点） 

530.6km 527.9km 525.3km 522.6km 
522.6km 

（累計） 
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環境・リサイクル・みどり 

 

 

 

  

政策 施策 事業 

脱
炭
素
化
の
推
進 

区民・事業者の脱炭素行動の支援 

環境配慮型住宅推進事業 

電気自動車の公共用充電器の設置 

省エネ・再エネポイントアクション事業 

せたがや版ＲＥ100の普及促進 

公共施設や区事業活動における脱炭素の実
施 

公用車のＥＶ化 

公共建築物のＺＥＢ化 

快
適
で
暮
ら
し
や
す
い
生
活

環
境
の
構
築 

地域環境美化活動の推進 
区内一斉清掃活動「せたがやクリーンアップ

作戦」の実施 

たばこルールの推進 たばこマナー向上の取組み 

ごみ減量と資源循環型社会の形成 

廃棄物削減に向けたリデュース（発生抑制）

の推進 

食品廃棄物（生ごみ）削減の推進（食品ロス

の削減） 

事業者主体の３Ｒ活動の促進 

豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
・
創
出 

世田谷らしいみどりの保全・創出 

緑地保全制度等によるみどりの保全 

緑化助成制度によるみどりの創出 

維持管理の質の向上による崖線樹林地（国分

寺崖線内の区有地）の保全・育成 

生物多様性の保全 

生物多様性に配慮した公園緑地の整備・管理 

世田谷生きもの会議の充実 

協働によるみどり豊かなまちづくりの推進 

みどり・生物多様性の普及啓発 

農に触れ合う機会の充実 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

脱炭素化の推進 

施策 12-1 区民・事業者の脱炭素行動の支援 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：12 

所管部 環境政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
環境配慮型住宅推進

事業 

住宅機能の維持向上や区内の新築住宅及び既存住宅から排出されるＣＯ₂の削減に

つなげるため、広報・区ホームページ等を通じて啓発を行うとともに、環境に配

慮した住宅の普及促進及び省エネルギー化の推進を図ります。 

2 
電気自動車の公共用

充電器の設置 

移動に伴い発生するＣＯ₂削減対策の一つとして、区民・事業者によるＺＥＶの利

用促進を図るため、区有施設等における電気自動車の公共用充電器の設置等を進

めます。 

3 
省エネ・再エネポイ

ントアクション事業 

エネルギー消費量の削減と温室効果ガス排出防止を促すためのポイント付与によ

り、区民や事業者に対し、省エネ行動と再エネ利用の促進を図ります。 

4 
せたがや版ＲＥ100

の普及促進 

国際的な企業の再生可能エネルギーの電力利用の取組みであるＲＥ100に対して、

「せたがや版ＲＥ100」は、区民・事業者・区がそれぞれの立場で再生可能エネル

ギーの必要性を理解し、利用を進めることで、世田谷区全体での再生可能エネル

ギーの利用拡大を目指すものであり、その普及促進に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
エコ住宅補助金の

補助総数 

1,174件 

（令和 5年 

12月時点） 

1,669件 2,169件 3,338件 3,839件 11,015件 

2 

公共施設における

ＥＶの公共用充電

器設置台数 

（累計） 

７台 

（令和５年度 

見込み） 

11台 12台 13台 14台 
14台 

（累計） 

3 

省エネポイントア

クションの結果報

告者数 

1,274 

世帯/事業所 

（令和５年 

11月時点） 

2,550 

世帯/事業所 

2,550 

世帯/事業所 

2,550 

世帯/事業所 

2,550 

世帯/事業所 

10,200 

世帯/事業所 

4 

せたがや版ＲＥ

100 への賛同登録

にかかる啓発件数 

1,118件 

（令和５年 

11月時点） 

1,400件 1,400件 1,400件 1,400件 5,600件 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
エコ住宅補助金に

よるＣＯ₂削減量 

810t-CO₂ 

（令和５年度 

見込み） 

744t-CO₂ 967t-CO₂ 
1,488t-

CO₂ 

1,711t-

CO₂ 

4,910t-

CO₂ 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

201,176 255,620 323,841 356,022 1,136,659 

 

  

2 

公共施設における

ＥＶの公共用充電

器利用者数 

552人 

（令和５年度 

見込み） 

3,000人 3,564人 4,176人 4,836人 15,576人 

3 

省エネポイントア

クションの取組み

によるＣＯ₂削減量 

65t-CO₂ 

（令和 4年度） 
80t-CO₂ 85t-CO₂ 90t-CO₂ 95t-CO₂ 350t-CO₂ 

4 
せたがや版ＲＥ

100の賛同者の数 

284人 

（令和５年 

11月時点） 

300人 300人 300人 300人 1,200人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

97,159 ※ ※ ※ 97,159 

※事業の進捗にあわせて計上予定 

  

脱炭素化の推進 

施策 12-2 公共施設や区事業活動における脱炭素の実施 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：12 

所管部 環境政策部、財務部、施設営繕担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 公用車のＥＶ化 
公用車の老朽化に伴う更新にあたっては、調達方法を購入からリースに切り替

え、財政負担の平準化を図りながら、計画的にＥＶ等への転換を進めます。 

2 
公共建築物のＺＥＢ

化 

新築・改築及び大規模な改修を行う区施設において、公共建築物のＺＥＢ化を図

り、二酸化炭素の排出削減を効果的かつ着実に推進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
公用車におけるＥＶ

の導入割合 

6.4％ 

（令和 4年度） 
15.7% 

本庁舎整備

の進捗に合

わせ設定 

本庁舎整備

の進捗に合

わせ設定 

本庁舎整備

の進捗に合

わせ設定 

本庁舎整備

の進捗に合

わせ設定 

2 
公共建築物のＺＥＢ

化の件数 
― ― ― ― １件 １件 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
公用車のガソリン

購入量 

132,000ℓ 

（令和 4年度） 
129,000ℓ 

行動量を 

踏まえて設定 

行動量を 

踏まえて設定 

行動量を 

踏まえて設定 

行動量を 

踏まえて設定 

2 

公共施設のエネル

ギー使用の削減量

（原油換算 Kℓ） 

― ― ― ― 20.8Kℓ 20.8Kℓ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

112,390 108,766 117,916 126,679 465,751 

  

快適で暮らしやすい生活環境の構築 

施策 13-1 地域環境美化活動の推進 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：13 

所管部 環境政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

区内一斉清掃活動

「せたがやクリーン

アップ作戦」の実施 

世田谷区内全域のうち、道路や駅前広場、河川敷など公共スペースの中から参加

団体が指定した場所での清掃活動に対し、トング、ビブス、ごみ袋等の物品の貸

与及び支給を行い、より住みやすく歩いて楽しいまちにすることを目指します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

区内一斉清掃活動

「せたがやクリー

ンアップ作戦」ち

らし兼申込書の配

布箇所数（累計） 

282箇所 282箇所 297箇所 297箇所 327箇所 
327箇所 

（累計） 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

区内一斉清掃活動

「せたがやクリー

ンアップ作戦」参

加者数及び参加団

体数 

a) 参加者数 

b) 参加団体数 

a) 1,397人 

b) 60団体 

a) 1,840人 

b) 80団体 

a) 2,500人 

b) 100団体 

a) 2,750人 

b) 110団体 

a) 3,250人 

b) 130団体 

a) 10,340人 

b) 420団体 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

112,390 108,766 117,916 126,679 465,751 

  

快適で暮らしやすい生活環境の構築 

施策 13-2 たばこルールの推進 

関連政策等 分野別政策：13 

所管部 環境政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
たばこマナー向上の

取組み 

路上喫煙や歩きたばこなどを減らしていくため、周知啓発や巡回指導を実施する

とともに、区及び民間による指定喫煙場所の整備に取り組むことにより、たばこ

マナーが向上するまちづくりの実現を目指します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
指定喫煙場所設置

数（累計） 

44箇所 

（令和５年度 

見込み） 

47箇所 49箇所 51箇所 53箇所 
53箇所 

（累計） 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 路上喫煙率 
0.11％ 

(令和 4年度) 
0.11％ 0.10％ 0.10％ 0.10％ 0.10％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

173,626 176,848 181,048 175,146 706,668 

快適で暮らしやすい生活環境の構築 

施策 13-3 ごみ減量と資源循環型社会の形成 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：13 

所管部 清掃・リサイクル部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

廃棄物削減に向けた

リデュース（発生抑

制）の推進 

普及啓発施設（エコプラザ用賀・リサイクル千歳台）を活用したリデュース意識

の醸成と行動変容を促すための情報提供や事業等を実施し、廃棄物の発生を抑制

します。 

2 

食品廃棄物（生ご

み）削減の推進（食

品ロスの削減） 

区民に身近な食品ロス、生ごみ削減に対する意識・行動の変化を促し、食品ロス

の削減を進めることで、ごみの減量を図ります。 

3 
事業者主体の3R活動

の促進 

再利用計画書の作成義務がある大規模事業所などが自主的に廃棄物の削減に取り

組めるよう、事業者の取組み事例に関する情報収集及び好事例の紹介、事業系リ

サイクルシステムへの参加促進に取り組むなど、事業者主体の３Ｒ活動を支援し

ます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
普及啓発施設来場

者数 

49,913人 

（令和 4年度） 
57,000人 59,000人 61,000人 63,000人 240,000人 

2 

エコフレンドリーシ

ョップ登録店舗数

（累計） 

70店舗 

（令和 4年度） 
90店舗 100店舗 110店舗 120店舗 

120店舗 

（累計） 

３ 

事業系リサイクル

システムへの参加

事業者数（累計） 

937件 

（令和 4年度） 
950件 960件 970件 980件 

980件 

（累計） 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
区民1人1日あたり

のごみ排出量 

518g/人･日 

（令和 4年度） 
482g/人･日 

次期一般廃

棄物処理基

本計画を踏

まえて設定 

次期一般廃

棄物処理基

本計画を踏

まえて設定 

次期一般廃

棄物処理基

本計画を踏

まえて設定 

次期一般廃

棄物処理基

本計画を踏

まえて設定 

２ 
家庭系食品ロス排

出量（5年平均） 
12,757t 9,600t 9,280t 8,800t 8,320t 8,320t 

３ 

事業用大規模建築

物におけるリサイ

クル率 

60.5% 

（令和 4年度） 
62% 63% 64% 65% 65% 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

245,745 258,351 266,061 267,771 1,037,928 

豊かな自然環境の保全・創出 

施策 14-1 世田谷らしいみどりの保全・創出 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：14 

所管部 みどり 33推進担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
緑地保全制度等によ

るみどりの保全 

市民緑地等諸制度など法制度を活用した樹林地の確保や保存樹木制度による維持管理

支援などにより、国分寺崖線をはじめとした区内の貴重なみどりの保全を進めます。 

2 
緑化助成制度による

みどりの創出 

生垣・植栽帯造成、屋上緑化・壁面緑化、シンボルツリー、駐車場緑化などの助成

により民有地のみどりの創出を促し、みどりがつながる街並みづくりを進めます。 

3 

維持管理の質の向上

による崖線樹林地

（国分寺崖線内の区

有地）の保全・育成 

将来像を見据えた国分寺崖線内の公園樹林の管理方針を策定するとともに、樹木診

断等に基づく危険樹木の更新と未来につながる若木の育成に取り組み、生物多様性

に配慮した崖線樹林地の保全・育成を効果的に進めます。樹林の特徴や自然環境に

応じた区域ごとに質の向上を図り、区民が親しみを感じる樹林地の再生を目指しま

す。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
市民緑地等諸制度に

よる新規指定箇所 

1箇所 

（令和５年度 

見込み） 

1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 4箇所 

2 

緑化助成によるシ

ンボルツリーの新

規助成件数 

31件 

（令和５年度 

見込み） 

35件 38件 41件 44件 158件 

3 

崖線樹林地（公園

緑地）保全・育成

の推進公園数    

－ 5箇所 5箇所 5箇所 6箇所 21箇所 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

市民緑地等諸制度に

よる新規指定箇所の

合計面積（累計） 

15,431㎡ 

（令和５年度 

見込み） 

15,731㎡ 16,031㎡ 16,331㎡ 16,631㎡ 
16,631㎡

（累計） 

２ 

緑化助成によるシ

ンボルツリーの植

栽本数（累計） 

1,250本 

（令和 5年度 

見込み） 

1,350本  1,450本 1,550本 1,650本 
1,650本 

（累計） 

３ 

区民が親しみを感

じる崖線樹林地の

再生区域数 

－ 6区域 7区域 6区域 8区域 27区域 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

866,130 1,256,276 649,276 871,276 3,642,958 

 

  

豊かな自然環境の保全・創出 

施策 14-2 生物多様性の保全 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：14 

所管部 みどり 33推進担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

生物多様性に配慮し

た公園緑地の整備・

管理 

生きものの生息・生育環境の核となる公園緑地において、在来種を活用した植栽

を行うなど、公園緑地による生きもののネットワークの形成を図るとともに、生

物多様性に配慮した管理を進めていきます。 

2 
世田谷生きもの会議

の充実 

様々な主体が連携して情報を共有するとともに、生物調査の実施や情報発信、専

門家派遣などを通して知恵や経験を学ぶ機会の充実を図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

生物多様性に配慮

した公園緑地整備

箇所数 

２箇所 

（令和 5年度 

見込み） 

4箇所 3箇所 2箇所 2箇所 11箇所 

2 
世田谷生きもの会

議開催数 

1回 

（令和 5年度 

見込み） 

1回 1回 1回 1回 4回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

生物多様性に配慮

した公園緑地面積

（累計） 

25,680㎡ 

（令和５年度 

見込み） 

30,450㎡ 66,710㎡ 69,460㎡ 71,510㎡ 
71,510㎡ 

（累計） 

2 

世田谷生きもの会

議 参加団体数（累

計） 

15団体 

（令和５年度 

見込み） 

16団体 16団体 17団体 17団体 
17団体 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

84,380 104,962 104,962 109,962 404,266 

 

  

豊かな自然環境の保全・創出 

施策 14-3 協働によるみどり豊かなまちづくりの推進 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：14 

所管部 みどり 33推進担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
みどり・生物多様性

の普及啓発 

みどりに関する講習会や農作業体験イベントなどを通してみどりに触れ合う機会

を充実させることで、みどりや生物多様性に関する保全・創出意識の醸成を図

り、多様な主体の主体的な行動を促します。 

2 
農に触れ合う機会の

充実 

農業体験イベントや野菜づくり講習会等への参加を通して、農に触れ合う機会を

充実させることで、農業公園の認知率を高め、みどりに関する保全・創出の意識

向上を図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

みどりに関するイ

ベントや講習会の

開催回数 

６回 7回 7回 7回 7回 28回 

2 

農業公園における

イベントや講習会

の開催回数 

123回 

（令和５年 

12月時点） 

120回 130回 130回 140回 520回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

みどりに関するイ

ベントや講習会の

参加者数 

19,792人 

（令和 5年度 

見込み） 

19,800人 19,800人 19,800人 19,800人 79,200人 

2 

農業公園における

イベントや講習会

の参加者数 

1,992人 

（令和５年 

12月時点） 

1,900人 2,000人 2,000人 2,100人 8,000人 
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経済・産業 

 

  

政策 施策 事業 

持
続
可
能
な
地
域
経
済
の
実
現 

多様な地域産業の持続可能性確保に向けた
基盤強化 

地域産業のさらなる活性化に向けた施策の推進 

地域経済循環の推進 

安定的雇用の促進 

地域産業の経営戦略の基盤となる人材採用 

起業の促進と多様な働き方の実現 

新たな価値を創出する事業者・人材の育成、

区内産業のイノベーションの創出 

区民の起業・創業の促進 

多様な働き方の環境整備 

地域や社会の課題の解決に向けたソーシャ
ルビジネスの推進 

産業交流による新たな産業の創出 

地域・社会課題解決に向けたソーシャルビジ

ネスの推進 

産業視点からの福祉事業の課題解決 

農福連携の推進 

地域経済の持続可能性を考慮した事業活動
及びエシカル消費の推進 

まちなか観光の推進 

区民に対する都市農業への理解促進 

持続可能な消費者行動の推進 

脱炭素など環境分野における産業の育成促進 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

持続可能な地域経済の実現 

施策 15-1 多様な地域産業の持続可能性確保に向けた基盤強化 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：15 

所管部 経済産業部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

地域産業のさらなる

活性化に向けた施策

の推進 

区内で新規プロジェクトの事業化等に挑戦する事業者に対し、専門家によるアド

バイス等の伴走型支援や補助金の交付、研修型スクール事業による支援、地域連

携型ハンズオン支援を行うことで、地域経済の活性化を図ります。また、販路拡

大支援等を通じた事業者の基盤強化や生産性向上を図るほか、円滑な事業承継を

図り、地域の魅力ある産業が引き継がれ、成長する持続可能な環境を整備しま

す。 

2 地域経済循環の推進 

世田谷区商店街振興組合連合会が実施するデジタル地域通貨「せたがやＰａｙ」

の運営を支援し、中小個店デジタルプラットフォームとして区内中小個店や商店

街の稼ぐ力を下支えする基盤とすることで、地域経済の活性化（中小個店支援）

や電子決済定着による産業効率化（地域産業ＤＸ）等を推進し、地域経済の循環

を図ります。 

3 安定的雇用の促進 

三軒茶屋就労支援センターにおいて、就労を望む一人でも多くの方が安定した仕

事に就けるよう、また事業所が必要とする人材を獲得できるようマッチングを進

めるとともに、雇用労働分野のワンストップ窓口として総合的な支援を行いま

す。 

4 

地域産業の経営戦略

の基盤となる人材採

用 

正社員（正規雇用）を目指す求職者のキャリアチェンジの取組みを充実させ、メ

ディアとタイアップしたＳＮＳ発信や冊子等による人材不足産業の魅力発信、伴

走型での企業（事業所）の採用支援を行い、区民生活を支える中小企業等の採用

マッチングを推進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

地域連携型ハンズ

オン支援により新

規プロジェクトの

事業化を達成した

事業者数 

73事業者 

（令和 5年 

12月時点） 

80事業者 80事業者 80事業者 80事業者 320事業者 

2 

せたがやＰａｙ事

業 の 加 盟 店 舗 数

（累計） 

5,096店 

（令和 5年 

12月時点） 

5,600店 5,900店 6,200店 6,500店 
6,500店 

（累計） 

3 

三軒茶屋就労支援

センターのセミナ

ー開催数 

178回 

（令和 5年度 

見込み） 

180回 180回 180回 180回 720回 

4 

区内企業と求職者

のマッチングイベ

ント開催数 

42回 

（令和 5年度 

見込み） 

45回 45回 45回 45回 180回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

1,059,248 999,862 999,862 999,862 4,058,834 

 

  

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

事業実施前と比較

し、売上変動が好

転した事業者数 

71事業者 

（令和４年度） 
80事業者 80事業者 80事業者 80事業者 320事業者 

2 

せたがやＰａｙア

プリ利用者の継続

利用率 

71.8％ 

（令和 5年度 

見込み） 

75％ 75％ 75％ 75％ 75％ 

3 

三軒茶屋就労支援

センターの就職決

定者数 

787人 

（令和４年度） 
800人 800人 800人 800人 3,200人 

4 

区内企業と求職者

のマッチング就職

決定者数 

49人 

（令和４年度） 
 55人 55人  55人 55人 220人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

  

持続可能な地域経済の実現 

施策 15-2 起業の促進と多様な働き方の実現 

関連政策等 重点政策：１，２、６ 分野別政策：15 

所管部 経済産業部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

新たな価値を創出す

る事業者・人材の育

成、区内産業のイノ

ベーションの創出 

新たな産業活性化拠点において、事業スペースの提供や専門人材によるサポー

ト、他企業との交流・連携、資金面でのサポート等、起業家やスタートアップの

成長を支援する環境を整備します。 

2 
区民の起業・創業の

促進 

創業支援事業者との連携を強化し創業相談・創業セミナーなどを実施するとともに、創

業へのチャレンジを後押しする支援や区内事業者向けの支援策の周知を行います。 

3 
多様な働き方の環境

整備 

ライフスタイル等に応じて多様な働き方を選択することができる環境を整備するととも

に、安心して働くことができるようセーフティネットとしての相談体制を充実します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
新たな産業活性化拠

点のコンテンツ数 
－ 

令和 7年度

からの施設運

営開始に向け

た取組み 

100件 100件  100件 300件 

2 

創業支援事業におけ

る創業相談等の実施

回数 

452回 

（令和 5年 

12月時点） 

92回 92回 92回 92回 368回 

3 

多様な働き方の相

談・社会保険労務士

相談の実施回数 

134回 

（令和 5年 

12月時点） 

155回 155回 155回 155回 620回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

新たな産業活性化

拠点の支援プログ

ラム利用者数 

－ － 25人 50人 100人 175人 

2 

創業支援事業におけ

る創業相談等利用者

の創業決定者数 

292人 

（令和 4年度） 
310人 320人 330人 340人 1,300人 

３ 

多様な働き方の相

談・社会保険労務

士相談の相談件数 

294件 

（令和 5年 

12月時点） 

400件 400件 400件 400件 1,600件 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

124,833 153,354 153,354 153,354 584,895 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

 

 

 

 
20 様々な主体（行政、企業、ＮＰＯ等）が共通のゴールを掲げ、互いの強みを出し合いながら社会課題の解決を目指すアプ

ローチ。 

持続可能な地域経済の実現 

施策 15-3 地域や社会の課題の解決に向けたソーシャルビジネスの推進 

関連政策等 重点政策：１、２、５、６ 分野別政策：15 

所管部 経済産業部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
産業交流による新た

な産業の創出 

多様な人材や業種が交流する産業連携プラットフォーム「SETAGAYAPORT」によ

り、社会課題や地域課題の解決に向けた新たな産業の育成の機会や、コレクティ

ブインパクト20を創出します。 

2 

地域・社会課題解決

に向けたソーシャル

ビジネスの推進 

地域及び社会課題の解決並びに活性化を図る事業を行うソーシャルビジネス事業

者に対して補助を行うことで、持続可能な地域経済の発展を実現します。 

3 
産業視点からの福祉

事業の課題解決 

「せせせプロジェクト」により、障害者施設で製作される自主生産品の商品開発

のアドバイスをはじめ SNS やメディアの活用、イベント実施による PR、EC サイ

トでの販路拡大等により、売上向上とそれによる利用者の工賃アップを進めま

す。また、メディアと連携して福祉系産業の仕事の魅力をダイレクトに伝える冊

子の作成や webコンテンツの展開を図り、福祉人材確保につなげます。 

4 農福連携の推進 

区内農地の保全及び障害者就労の促進と工賃向上に向けて取り組む農福連携事業

において、農作業体験会等の機会を通した障害者の働く意欲の向上や、地域イベ

ント等による区民及び区内農業者の意識醸成を図り、世田谷区における農福連携

を推進していきます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ＳＥＴＡＧＡＹＡ 

ＰＯＲＴへの新規

会員登録者数（累

計） 

4,500人 

（令和 5年度 

見込み） 

5,100人 5,700人 6,300人 6,900人 
6,900人

（累計） 

2 
ソーシャルビジネ

ス補助交付件数 
－ ５件 ５件 ５件 ５件 20件 

３ 

せせせプロジェク

トイベントの開催

回数 

５回 

（令和５年度 

見込み） 

５回 ５回 ５回 ５回 20回 

４ 
農福連携体験会の

開催数 

12回 

（令和５年度 

見込み） 

12回 12回 12回 12回 48回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

112,060 117,760 117,760 117,760 465,340 

  

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ＳＥＴＡＧＡＹＡ

ＰＯＲＴを通して

実現した連携事業

数 

10事業 

（令和５年度 

見込み） 

15事業 20事業 20事業 25事業 80事業 

2 

ソーシャルビジネ

ス補助対象事業の

継続（累計） 

－ － ５事業 10事業 15事業 
15事業 

（累計） 

３ 

イベント参加事業

者のうち前年度比

で売上が向上した

事業者数（累計） 

― 15事業者 16事業者 17事業者 18事業者 
18事業者 

（累計） 

４ 

農福連携事業を通

じた区内就職者数

（累計） 

10人 

（令和５年度 

見込み） 

15人 15人 15人 15人 
15人 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

持続可能な地域経済の実現 

施策 15-4 地域経済の持続可能性を考慮した事業活動及びエシカル消費の推進 

関連政策等 重点政策：５ 分野別政策：15 

所管部 経済産業部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 まちなか観光の推進 

世田谷まちなか観光交流協会への理解と参画を促し、事業の実施につなげること

で、会員間の活発な交流と地域経済の活性化をもたらす好循環を生み出す、持続

可能なまちなか観光事業の展開を図ります。 

2 
区民に対する都市農

業への理解促進 

区民が農に親しむ機会を創出することで、都市農業への理解を促進するととも

に、結果的に区民が体験という形で農作業の一部を担うことになるという交流の

営農支援的な側面を踏まえて、農地保全につなげます。 

3 
持続可能な消費者行

動の推進 

各種広報媒体を活用した啓発や講座、東京都や市民活動団体などと連携した取組

みを行い、多くの区民へ向けた普及・啓発を進め、持続可能な消費者行動である

エシカル消費の推進を図ります。 

４ 

脱炭素など環境分野

における産業の育成

促進 

脱炭素など産業分野における環境に関する普及啓発を行い、事業者の環境意識の

向上を図るとともに、脱炭素に取り組む事業者の後押しや課題解決に資する事業

者の創出・育成のための環境整備等を行い、産業分野における環境行動の推進を

図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

世田谷区まちなか観

光交流協会会員数の

増加（累計） 

104事業者 

（令和５年度 

見込み） 

107事業者 110事業者 113事業者 116事業者 
116事業者 

（累計） 

2 
ふれあい農園開設件

数（累計） 

55件 

（令和５年度 

見込み） 

58件 59件 60件 60件 
60件 

（累計） 

3 
エシカル消費に関す

る講座の実施回数 

12回 

（令和５年度 

見込み） 

15回 15回 15回 15回 60回 

４ 

脱炭素など環境分野

に関する啓発活動回

数 

 

－ 

 

6回 6回 6回 6回 24回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
世田谷まちなか観光

交流協会の活動回数 

10回 

（令和５年度 

見込み） 

13回 15回 17回 19回 64回 

2 
ふれあい農園参加人

数 

31,350人 
（令和５年度 

見込み） 

33,500人 34,000人 34,500人 34,500人 136,500人 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

50,979 51,126 51,126 51,126 204,357 

 

  

3 

エシカル消費に関す

る講座の受講者のう

ち、その理解が深ま

った人数 

－ 160人 160人 160人 160人 640人 

４ 

事業活動において環

境配慮行動を重要な

位置づけとしている

事業者の割合 

24.9％ 

（令和５年度 

見込み） 

30％ 35％ 40％ 45％ 45％ 
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文化・スポーツ 

 

 

  

政策 施策 事業 

文
化
・
芸
術
の
振
興 

誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環
境の整備 

区の美術品等の活用による鑑賞機会の拡大 

美術館・文学館におけるライブラリーの運営 

区民利用・交流拠点全体を活用した音楽イベ

ント等による文化・芸術に触れる機会の提供 

地域活動団体の支援と交流の促進による文
化・芸術活動の活性化 

世田谷区民会館等における文化・芸術を通じ

た交流事業の実施 

身近なアーティストの活動に触れる機会の創出 

地域で活動する文化・芸術団体の活動支援 

 

スポーツを通じた生きがい・健康づくり 

ランニングやジョギング、ウォーキングを行

う人が達成感を得られるような環境整備 

公共施設等へのボッチャコートの設置 

まちなかでのスポーツイベントの実施 

気軽にできるスポーツの普及 

スポーツを通じた共生社会の実現 

ユニバーサルスポーツの推進 

スポーツを通じた交流の場の創出 

スポーツを通じた活力あるまちづくり 

スポーツチームと連携した情報発信やにぎわ

いの創出 

ランニングやジョギング、ウォーキングによ

る名所めぐりやまち歩きによる地域の活性化 

地域コミュニティ活動への派遣・協力 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

文化・芸術の振興 

施策 16-1 誰もが文化・芸術を身近に感じ楽しめる環境の整備 

関連政策等 重点政策：３ 分野別政策：16 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

区の美術品等の活用

による鑑賞機会の拡

大 

世田谷美術館及び世田谷文学館において、区が所蔵する美術品や文学資料につい

てテーマを設定した収蔵品展として公開するほか、ホームページにおいても、展

示内容を動画やコレクション検索システムなど様々な方法で紹介しながら、リア

ルとオンラインの両面から鑑賞機会を拡大します。また、区庁舎や区立施設にお

いて美術品等を展示し、より身近な場所での鑑賞機会を提供します。 

2 

美術館・文学館にお

けるライブラリーの

運営 

世田谷美術館アートライブラリーにて、美術専門書の閲覧やビデオ視聴、レファ

レンスサービス等、美術に関する情報提供を行います。また、世田谷文学館ライ

ブラリー「ほんとわ」において、子どものための本のエリアや、選書コーナーを

設けるなど、書物との新たな出会いと多様な楽しみ方を提案し、地域のための図

書空間を提供します。 

３ 

区民利用・交流拠点

全体を活用した音楽

イベント等による文

化・芸術に触れる機

会の提供 

世田谷区民会館ホールに隣接するラウンジにおいて、コンサート等を実施するほ

か、区民利用・交流拠点施設全体を活用して、区民が気軽に文化・芸術に触れる

機会を提供します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

区庁舎等における

美術品の展示点数 

（累計） 

380点 

（令和５年度 

見込み） 

430点 450点 470点 490点 
490点 

（累計） 

1-② 

収蔵品展及びホーム

ページで紹介する作

品点数（累計） 

2,947点 

（令和５年度 

見込み） 

3,300点 3,800点 4,300点 4,800点 
4,800点 

（累計） 

2 

美術館・文学館の

ライブラリーにお

ける企画コーナー

の実施回数 

14回 

（令和５年度 

見込み） 

14回 14回 14回 14回 56回 

３ 
音楽イベント等の

実施回数 
－ ３回 ６回 ８回 10回 27回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

区 ホ ー ム ペ ー ジ

「区庁舎等美術品

ページ」へのアク

セス数 

－ 600回 1,200回 1,320回 1,440回 4,560回 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

211,181 210,985 211,035 210,535 843,736 

  

1-② 

当年度開催の収蔵

品展 Web ページへ

のアクセス数 

76,665回 

（令和５年度 

見込み） 

77,200回 77,300回 77,400回 77,500回 309,400回 

2 
ライブラリー利用

者数 

31,707人 

（令和５年度 

見込み） 

33,200人 34,700人 36,200人 37,700人 141,800人 

３ 
音楽イベント等へ

の参加者数 
－ 60人 120人 160人 200人 540人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

文化・芸術の振興 

施策 16-2 地域活動団体の支援と交流の促進による文化・芸術活動の活性化 

関連政策等 分野別政策：16 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

世田谷区民会館等に

おける文化・芸術を

通じた交流事業の実

施 

世田谷区民会館のホールや集会室等を活用し、文化・芸術を通じた交流会や交流

イベントを実施し、様々な交流を促進することで、区内の文化・芸術活動の活性

化に取り組みます。 

２ 

身近なアーティスト

の活動に触れる機会

の創出 

区にゆかりのあるアーティストを公募・登録し、区立施設等での活動場所の提供や

区主催イベント等への派遣を行い、アーティストの活動の場や地域とのつながりの

創出と、区民が身近な場所で文化・芸術に触れる機会の提供に取り組みます。 

３ 

地域で活動する文

化・芸術団体の活動

支援 

まちのにぎわいや魅力づくりを目指す文化・芸術事業に対する補助を通じて、区民

の文化・芸術活動の支援や文化・芸術によるまちのにぎわい・魅力の創出支援の取

組みを進めます。また、区のホームページへのイベント情報掲載や区の窓口へのチ

ラシの配架を行うなど、文化・芸術活動団体の広報支援に取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

文化・芸術交流事業

の実施回数 

a）交流会 

b）交流イベント 

－ 
ａ）１回 

ｂ）実施に

向けた検討 

ａ）１回 

ｂ）１回 

ａ）１回 

ｂ）１回 

ａ）１回 

ｂ）１回 

ａ）４回 

ｂ）３回 

２ 

世田谷アーティスト

バンク登録アーティ

スト数 

－ 
令和７年度

からの実施に

向けた取組み 

20人 25人 30人 75人 

３ 
地域文化芸術振興事

業補助金補助事業数 

８件 

（令和 5年度 

見込み） 

10件 13件 13件 15件 51件 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

文化・芸術交流事業

の出演者数及び事業

への参加者数 

a）出演者数 

b）参加者数 

－ 

a）50人 

b）－ 

a）50人 

b）600人 

a）50人 

b）650人 

a）75人 

b）700人 

a）225人 

b）1,950人 

２ 

活動した登録アーテ

ィスト数及び活動へ

の参加者数 

a）アーティスト 

b）参加者(区民） 

－ － 
a）50人 

b）1,000人 

a）60人 

b）1,200人 

a）70人 

b）1,400人 

a）180人 

b）3,600人 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

57,397 11,519 11,519 11,919 92,354 

 

  

３ 

地域文化芸術振興事

業の実施者数及び事

業への参加者数 

a）実施者 

b）参加者 

a）39人 

b）954人 

（令和５年度 

見込み） 

a）50人 

b）1,200人 

a）65人 

b）1,560人 

a）65人 

b）1,560人 

a）75人 

b）1,800人 

a）255人 

b）6,120人 

220



        

191 

 

 

■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

生涯スポーツの推進 

施策 17-1 スポーツを通じた生きがい・健康づくり 

関連政策等 重点政策：３ 分野別政策：17 

所管部 スポーツ推進部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

ランニングやジョギ

ング、ウォーキング

を行う人が達成感を

得られるような環境

整備 

ランニングやジョギング、ウォーキングを行う人が、身近なところで、スポーツ

活動による達成感を得られるよう環境を整備します。 

２ 
公共施設等へのボッ

チャコートの設置 

各地域にある区の公共施設等にボッチャコートを設置し、誰でも気軽にボッチャ

を楽しめる環境を整備します。 

３ 
まちなかでのスポー

ツイベントの実施 

まちなかの空きスペース等で、気軽に参加できるスポーツイベントを実施し、普

段スポーツをしていない人や関心が低い層がスポーツに親しむきっかけづくりに

取り組みます。 

４ 
気軽にできるスポー

ツの普及 

身近な公園等を利用し、誰でも参加できるラジオ体操などを行うことにより、気

軽にスポーツに触れる機会を拡充します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ランニングやジョ

ギング、ウォーキ

ングコースの環境

整備を行った箇所

数（累計） 

－ 整備対象の検討 １箇所 １箇所 ２箇所 
２箇所 

（累計） 

２ 

公共施設等へのボ

ッチャコートの設

置数（累計） 

１箇所 ２箇所 ３箇所 ３箇所 ５箇所 
５箇所 

（累計） 

３ 

まちなかでのスポ

ーツイベント実施

回数 

－ 
イベント実施 

内容の検討 
１回 １回 ２回 ４回 

４ 
ラジオ体操の開催

箇所数 

６箇所 

（令和５年 

12月時点） 

６箇所 ７箇所 ８箇所 ９箇所 30箇所 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

整備されたランニングや

ジョギング、ウォーキング

コースを利用したことが

ある人数（平日１日

当たりの人数） 

－ － 200人 300人 400人 900人 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

22,108 22,949 22,949 22,949 90,955 

 

  

２ 

公共施設等に設置

されたボッチャコ

ートの利用回数 

48回 

（令和５年 

12月時点） 
60回 80回 90回 120回 350回 

３ 

まちなかでのスポ

ーツイベントの参

加者数 

－ － 50人 100人 150人 300人 

４ 
ラジオ体操への参

加者数 

11,000人 

（令和５年度 

見込み） 

11,500人 12,000人 12,500人 13,000人 49,000人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

22,108 22,949 22,949 22,949 90,955 

 

生涯スポーツの推進 

施策 17-2 スポーツを通じた共生社会の実現 

関連政策等 重点政策：３、４ 分野別政策：17 

所管部 スポーツ推進部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
ユニバーサルスポー

ツの推進 

誰もが一緒にスポーツやパラスポーツに親しみ、楽しめるイベントを開催し、参

加者同士の交流促進を図るとともに、ユニバーサルスポーツを推進します。ま

た、障害の有無や年齢にかかわらず参加してもらえるよう情報発信の充実に取り

組みます。 

２ 
スポーツを通じた交

流の場の創出 

スポーツ関係団体や学校等、様々な主体が連携、協働し、誰もが楽しめるスポー

ツの場を創出します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ユニバーサルスポ

ーツイベントの開

催回数 

２回 

（令和５年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 ８回 

２ 

関係団体等との連

携・協働によるス

ポーツイベント等

の実施回数 

１回 １回 １回 1回 １回 ４回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ユニバーサルスポ

ーツイベントに参

加した人のうち、

ユニバーサルスポ

ーツへの関心が高

まったと回答した

参加者の人数 

200人 

（令和 5年度 

見込み） 

200人 250人 300人 350人 1,100人 

２ 

関係団体等との連

携・協働によるス

ポーツイベント等

への参加者数 

10,098人 18,000人 18,000人 18,000人 18,000人 72,000人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

18,777 19,618 19,618 19,618 77,631 

生涯スポーツの推進 

施策 17-3 スポーツを通じた活力あるまちづくり 

関連政策等 分野別政策：17 

所管部 スポーツ推進部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

スポーツチームと連

携した情報発信やに

ぎわいの創出 

スポーツチームの試合会場等で、イベントの開催やブースの出店を行い、来訪者

に世田谷の魅力を PR します。また、商店街等と連携し、まちなかに立ち寄る機会

を創出しながら地域・産業の振興を図ります。 

２ 

ランニングやジョギ

ング、ウォーキング

による名所めぐりや

まち歩きによる地域

の活性化 

世田谷の名所や世田谷みやげを扱う場所等をめぐるランニングやジョギング、ウ

ォーキングによるまち歩きを開催し、スポーツによる地域の活性化を図ります。 

３ 
地域コミュニティ活

動への派遣・協力 

スポーツ推進委員協議会や区内競技団体等と連携し、地域のスポーツニーズに応

じた講師や指導者の派遣等を通じて地域でのスポーツ活動を推進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
試合会場等でのイ

ベント実施回数 

３回 

（令和５年度 

見込み） 

５回 ５回 ５回 ５回 20回 

２ 
名所めぐりやまち

歩きの実施回数 
－ 

名所めぐり

等の実施場

所の選定 

１回 １回 ２回 ４回 

３ 
講師等の派遣・協

力回数 

20回 

（令和５年度 

見込み） 

28回 30回 35回 40回 133回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
試合会場等でのイベ

ントへの来場者数 

600人 

（令和５年度 

見込み） 

1,000人 1,200人 1,500人 2,000人 5,700人 

２ 
名所めぐりやまち

歩きへの参加者数 
－ － 50人 80人 100人 230人 

３ 
地域コミュニティ

活動への参加者数 

200人 

（令和５年度 

見込み） 

330人 360人 420人 470人 1,580人 
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都市整備 

 

  

政策 施策 事業 

魅
力
あ
る
街
づ
く
り 

地区特性に応じた街づくりの推進 地区街づくりの推進 

魅力あるにぎわいの拠点づくり 

三軒茶屋駅周辺まちづくりの推進 

下北沢駅周辺まちづくりの推進 

二子玉川駅周辺まちづくりの推進 

京王線沿線まちづくりの推進 

歩いて楽しめる魅力づくり 

座れる場づくりの推進 

風景づくりの推進 

公園の魅力向上 

交
通
環
境
の
整

備 

地域公共交通の活性化 

地域公共交通の活性化 

公共交通不便地域対策の推進 

自転車利用環境の整備 自転車走行環境整備の推進 

都
市
基
盤
の
整

備
・
更
新 

道路ネットワークの計画的な整備 

都市計画道路・主要生活道路の新設・拡幅整備 

地先道路の新設・拡幅整備 

公園・緑地の計画的な整備 新たな都市計画公園・緑地の整備 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

79,338 ※ ※ ※ 79,338 

※事業の進捗にあわせて計上予定 

 

 

 

 

 

魅力ある街づくり 

施策 18-1 地区特性に応じた街づくりの推進 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：18 

所管部 都市整備政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 地区街づくりの推進 

地区の特性に応じたまちづくりを推進するため、丁寧な説明による合意形成を図

り、区民参加を軸としながら地区計画等の策定及び見直しに向けた取組みを進め

ていきます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

地区計画等の策定

及び変更（廃止含

む）検討地区数 

８地区 ６地区 ５地区 ５地区 ５地区 21地区 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

地区計画等の策定

及び変更（廃止含

む）地区数 

２地区 １地区 ４地区 
検討状況を 

踏まえて設定 

検討状況を 

踏まえて設定 
５地区 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

魅力ある街づくり 

施策 18-2 魅力あるにぎわいの拠点づくり 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：18 

所管部 都市整備政策部、世田谷総合支所、北沢総合支所、玉川総合支所、烏山総合支所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
三軒茶屋駅周辺まち

づくりの推進 

地域の気運醸成やまちづくり推進体制の構築及び都市機能の更新に向けた活動の

支援等を進めることにより、「三茶のミライ（三軒茶屋駅周辺まちづくり基本計

画）」で掲げる未来像の実現につなげ、魅力と活力のある都市の創出を目指しま

す。 

2 
下北沢駅周辺まちづ

くりの推進 

下北沢駅駅前広場の整備に合わせ、公共空間の管理活用を地域主体で運営するエ

リアマネジメントの導入を検討するため、未来ビジョンを作成し、地域組織の法

人化を目指します。 

3 
二子玉川駅周辺まち

づくりの推進 

地域主体のエリアマネジメントに対するアドバイザリー支援を通じ、多摩川や周

囲の自然環境及び公共空間の有効活用による活発な交流を創出し、回遊性が高

く、魅力あふれる都市空間の形成を目指します。 

4 
京王線沿線まちづく

りの推進 

京王線連続立体交差事業を契機とした沿線街づくりの気運を醸成するとともに、

人が主役で地域の個性を活かしコミュニティを育む街づくりの実現を目指しま

す。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 

気運醸成につなが

る社会実験等の実

施回数 

４回 

（令和５年度 

見込み） 

４回 ４回 ４回 ４回 16回 

1-② 
推進体制構築のた

めの会議開催数 

３回 

（令和５年度 

見込み） 

３回 ３回 ３回 ３回 12回 

1-③ 

区の支援により実

施する市街地再開

発事業に向けた地

権者勉強会等の回

数 

３回 

（令和５年度 

見込み） 

３回 ３回 ３回 ３回 12回 

2 

下北沢エリアマネ

ジメント準備協議

会の開催回数 

４回 

（令和５年度 

見込み） 

４回 ４回 ４回 ４回 16回 

3 

二子玉川エリアマ

ネジメンツ理事会

におけるアドバイ

ザリー支援回数 

13回 

（令和 5年度 

見込み） 

12回 12回 12回 12回 48回 

4 

気運醸成につなが

る街づくり懇談会

等の開催回数 

50回 

（令和５年度 

見込み） 

40回 50回 60回 50回 200回 
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■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

87,869 8,531 8,531 8,531 113,462 

  

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1-① 
社会実験等への協

力団体数（累計） 

６団体 

（令和５年度 

見込み） 

７団体 ７団体 10団体 10団体 
10団体 

（累計） 

1-② 

まちづくり推進体

制への参画団体数

（累計） 

８団体 

（令和５年度 

見込み） 

９団体 ９団体 10団体 10団体 
10団体 

（累計） 

1-③ 

区の支援により実

施する市街地再開

発事業に向けた地

権者勉強会等の参

加人数 

60人 

（令和５年度 

見込み） 

60人 60人 60人 60人 240人 

2 
エリアマネジメン

トの導入 
－ 

エリアマネ

ジメントの

未来ビジョ

ンの作成 

エリアマネ

ジメント導

入に向けた

取組み 

エリアマネ

ジメント導

入に向けた

取組み 

エリアマネ

ジメント導

入に向けた

取組み 

－ 

3 
河川占用施設の年

間利用者数 

2,400人 

（令和 5年度 

見込み） 

6,500人 6,500人 6,500人 6,500人 26,000人 

4 
区民・事業者等の

参加人数 

600人 

（令和５年度 

見込み） 

700人 800人 800人 700人 3,000人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

魅力ある街づくり 

施策 18-3 歩いて楽しめる魅力づくり 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：18 

所管部 都市整備政策部、みどり 33推進担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
座れる場づくりの推

進 

建物の外構や道路などにベンチを整備し、ひと休みできる場をつくることで、高

齢者や障害者、妊婦、子どもを抱えた方等、より多くの方が自由に様々な活動に

参画できる地域社会を目指します。 

2 風景づくりの推進 

区民が愛着と誇りを持てる世田谷の風景を守り、育て、つくるため、届出・協議

制度による風景づくりの誘導、区民主体の風景づくり活動の推進、風景づくりに

関する普及啓発に取り組みます。 

3 公園の魅力向上 

大規模公園の公園づくりと運営検討にあたり、住民参加のワークショップを開催

するなど、住民参画を取り入れるとともに、民間事業者との連携についても検討

を進め、魅力ある公園づくりに取り組みます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 新規ベンチ設置基数 

7基 

（令和 5年度 

見込み） 

5基 5基 5基 5基 20基 

２-① 
事前調整会議の開催

回数 

20回 

（令和 5年度 

見込み） 

20回 20回 20回 20回 80回 

２-② 
風景づくり交流会の

開催回数 

２回 

（令和 5年度 

見込み） 

3回 3回 3回 3回 12回 

２-③ 
普及啓発イベント開

催回数 
－ 1回 1回 1回 1回 4回 

3 

協働による公園づく

り等のイベント実施

回数 

４回 

（令和５年度 

見込み） 

８回 ８回 ４回 ４回 24回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
ベンチ設置基数（累

計） 

707基 

（令和 5年度 

見込み） 

712基 717基 722基 727基 
727基 

（累計） 

２-① 

事前調整会議におけ

る指摘事項に対する

協議成立割合 

75％ 

（令和５年度 

見込み） 

78％ 78％ 78％ 78％ 78％ 
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■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

850,732 1,245,151 637,414 859,414 3,592,711 

 

  

２-② 

風景づくり交流会参

加団体の交流会への

評価（満足度） 

－ 75％ 75％ 80％ 80％ 80％ 

２-③ 

イベント参加者の風

景づくりへの理解が

深まった割合 

－ 75％ 75％ 80％ 80％ 80％ 

3 

協働による公園づく

り等のイベント参加

人数 

1,180名 

（令和５年度 

見込み） 

1,600名 1,600名 800名 800名 4,800名 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

29,100 29,100 29,100 29,100 116,400 

  

交通環境の整備 

施策 19-1 地域公共交通の活性化 

関連政策等 重点政策：６ 分野別政策：19 

所管部 道路・交通計画部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
地域公共交通の活性

化 

今後見込まれる超高齢社会や単身高齢者の増加等を踏まえ、区民が住み慣れた地

域で自立して暮らし続けられるよう、地域公共交通の維持・確保・整備に向け

て、交通事業者等と協議しながら、交通まちづくりを推進していきます。 

2 
公共交通不便地域対

策の推進 

様々な交通手段を活用し、区民が快適かつ安全・安心に移動ができるよう、最寄

りの鉄道駅やバス停留所から一定以上の距離がある公共交通不便地域の対策を推

進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
地域公共交通の活

性化 

地域公共交

通計画の策

定に向けた

検討 

計画の策定 
計画に基づ

く取組み 

計画に基づ

く取組み 

計画に基づ

く取組み 

計画に基づ

く取組み 

2 

砧モデル地区での

デマンド型交通の

導入 

実証運行・

検証 

実証運行・

検証 

実証運行・

検証 
本格運行 本格運行 本格運行 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

１･2 

区 内 の 交 通 手 段

（移動手段）に満

足している区民の

割合 

67.5% 68％ 69％ 70％ 71％ 71％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

55,881 45,000 45,000 45,000 190,881 

  

交通環境の整備 

施策 19-2 自転車利用環境の整備 

関連政策等 分野別政策：19 

所管部 土木部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
自転車走行環境整備

の推進 

歩行者・自転車・自動車がともに安全で快適に通行できる環境を整備し、区民の

日常生活を支援する自転車ネットワークを形成するため、区内にある国道・都

道、隣接自治体の道路との連続性を確保しながら自転車通行空間の整備を進めま

す。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

区道の自転車通行

空間の新規整備延

長 

4.8km 

（令和５年度 

見込み） 

7.2km 5.0km 5.0km 5.0km 22.2km 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
区道の自転車通行

空間の整備率 

33.5％ 

（令和５年度 

見込み） 

37.8％ 40.8％ 43.8％ 46.8％ 46.8％ 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

616,147 404,089 540,619 309,555 1,870,410 

  

都市基盤の整備・更新 

施策 20-1 道路ネットワークの計画的な整備 

関連政策等 分野別政策：20 

所管部 道路・交通計画部、総合支所、土木部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 

都市計画道路・主要

生活道路の新設・拡

幅整備 

道路交通の円滑化のほか、防災・減災機能等の強化を図るため、都市の骨格とな

る都市計画道路及び主要生活道路の整備に取り組むとともに、連続立体交差事業

に合わせた都市計画道路・駅前交通広場の整備を着実に進めます。 

2 
地先道路の新設・拡

幅整備 

歩行者等の全ての利用者の安全性を確保するとともに、消防車の通行や消火活動

が困難な区域が生じないよう、区民生活に最も身近な地先道路の整備を進めま

す。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

都市計画道路・主

要生活道路の道路

整備面積（仮整備

含む） 

6,761㎡ 

（令和 5年度 

見込み） 

11,683㎡ 8,865㎡ 8,224㎡ 3,217㎡ 31,989㎡ 

2 

地先道路の道路整

備面積（仮整備含

む） 

1,907㎡ 

（令和 5年度 

見込み） 

2,781㎡ 2,389㎡ 2,494㎡ 4,092㎡ 11,756㎡ 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

都市計画道路・主

要生活道路の整備

率 

41.8% 

（令和 5年度 

見込み） 

41.8% 41.8% 42.1% 42.1% 42.1% 

2 
地先道路整備総延

長 

37ｍ 

（令和 5年度 

見込み） 

204 m 332m 460 m 552 m 1,548 m 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

832,581 1,227,000 620,000 842,000 3,521,581 

 

  

都市基盤の整備・更新 

施策 20-2 公園・緑地の計画的な整備 

関連政策等 分野別政策：20 

所管部 みどり 33推進担当部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
新たな都市計画公

園・緑地の整備 

防災機能や健康レクリエーション効果、生物多様性、景観形成などに配慮しつ

つ、区民参加の手法を取り入れながら、区立公園条例で目標とする区民１人あた

りの公園敷地面積６㎡以上の達成に向け、みどり豊かで魅力あふれる都市計画公

園・緑地の新設・拡張を進めます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

１ 

都市計画公園・緑

地 （ 優 先 整 備 区

域）の新規整備面

積 

1,720㎡ 

（令和 5年度 

見込み） 

7,250㎡ 29,800㎡ 2,340㎡ 3,460㎡ 42,850㎡ 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

１ 
区民１人あたりの

公園敷地面積 

2.96㎡ 

（令和５年度 

見込み） 

2.96㎡ 3.00㎡ 3.00㎡ 3.00㎡ 3.00㎡ 
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人権・コミュニティ 

 

 

 

  

政策 施策 事業 

多
様
性
の
尊
重 

人権への理解促進 

人権啓発イベントの開催 

性的マイノリティ等多様な性への理解促進と支援 

男女共同参画の推進 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

あらゆる分野における女性活躍の推進 

ＤＶ防止の取組み 

デートＤＶ防止出前講座の実施 

ＤＶ防止研修等の充実 

多文化共生の推進 

国際交流イベントの実施 

在住外国人の相談体制の強化 

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
促
進 

地域への参加促進と地域活動の活性化 

区民利用・交流拠点施設の設置・運営 

町会・自治会の参加促進、活性化支援 

ＮＰＯ等市民活動団体の活性化支援 

区民や活動団体の連携・協働促進 

地区情報連絡会の発展 

地区での情報共有と地域参加のためのプラッ

トフォームづくり 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

4,747 2,844 2,844 2,844 13,279 

  

多様性の尊重 

施策 21-1 人権への理解促進 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：21 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
人権啓発イベントの

開催 

区民等を対象とした人権研修や区民まつり・梅まつりなどの場を活用した人権普

及啓発活動を実施し、人権尊重意識を高めます。 

2 

性的マイノリティ等

多様な性への理解促

進と支援 

性の多様性に起因する日常生活の支障を取り除くための支援に取り組むととも

に、区民等を対象とした研修や講座、理解促進イベントを実施し、性的マイノリ

ティへの理解を深めます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
人権啓発イベント

の開催回数 

４回 

（令和５年度 

見込み） 

６回 ６回 ６回 ６回 24回 

2 

性的マイノリティ

理解促進研修の開

催回数 

14回 

（令和５年度 

見込み） 

14回 14回 14回 14回 56回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
人権啓発イベント

の参加者数 

1,100人 

（令和 5年度 

見込み） 

1,200人 1,200人 1,200人 1,200人 4,800人 

2 

性的マイノリティ

理解促進研修の参

加者数 

1,100人 

（令和 5年度 

見込み） 

1,200人 1,200人 1,200人 1,200人 4,800人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

149,162 149,662 141,792 141,792 582,408 

  

多様性の尊重 

施策 21-2 男女共同参画の推進 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：21 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
ワーク・ライフ・バ

ランスの推進 

区民、事業者等を対象としたイベントや講座等を実施するとともに、様々な啓発

物の活用などにより、男女共同参画の観点からワーク・ライフ・バランスの取組

みを推進します。 

2 
あらゆる分野におけ

る女性活躍の推進 

区民等を対象としたイベントや講座等を実施するとともに、様々な啓発物の活用

などにより、あらゆる分野における女性活躍に向けた取組みを推進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ワーク・ライフ・

バランスに関する

イベント等の開催

数 

８回 12回 13回 14回 14回 53回 

2 

あらゆる分野にお

ける女性活躍に向

けたイベント等の

開催数 

16回 20回 20回 20回 20回 80回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

ワーク・ライフ・

バランスに関する

イベント等への参

加者数 

391人 

（令和５年 

12月時点） 

620人 630人 630人 630人 2,510人 

2 

あらゆる分野にお

ける女性活躍に向

けたイベント等の

参加者数 

630人 

（令和５年 

12月時点） 

1,000人 1,100人 1,200人 1,200人 4,500人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

29,633 27,728 27,728 27,728 112,817 

  

多様性の尊重 

施策 21-3 DV 防止の取組み 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：21 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
デート DV 防止出前

講座の実施 

デートＤＶ防止等にかかる必要な知識の習得や互いを尊重しあうコミュニケーシ

ョンのあり方の啓発に向けた出前講座を実施するなど、ＤＶ防止の取組みを推進

します。 

2 DV防止研修等の充実 

ＤＶ防止に関する研修を行うなど、「ＤＶは犯罪行為を含む重大な人権侵害であ

る」というメッセージとあわせて、ＤＶ防止法の内容について継続的な啓発を行

うことで、ＤＶ防止の取組みを推進します。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
デートＤＶ防止出

前講座の開催数 

３回 

（令和５年 

12月時点） 

５回 ５回 ６回 ６回 22回 

2 

ＤＶ等暴力防止・

被害者支援関連講

座の開催数 

３回 

（令和５年 

12月時点） 

５回 ５回 ５回 ５回 20回 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
デートＤＶ防止出

前講座の参加者数 

316人 

（令和５年 

12月時点） 

370人 370人 400人 400人 1,540人 

2 
ＤＶ防止研修等の

参加者数 

123人 

（令和５年 

12月時点） 

250人 300人 350人 400人 1,300人 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

20,389 20,212 26,435 24,136 91,172 

 

  

多様性の尊重 

施策 21-4 多文化共生の推進 

関連政策等 重点政策：４ 分野別政策：21 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
国際交流イベントの

実施 

区民が多様な文化を知り、触れることのできる国際交流イベントを開催し、多文

化共生、国際交流、国際協力への意識啓発を図るとともに、参加・出展する区民

団体や国際協力団体等の活動充実や連携の創出、新たな交流の担い手の育成を目

指します。 

2 
在住外国人の相談体

制の強化 

タブレット端末等を利用した多言語通訳サービスにより、外国人来庁者等と円滑

なコミュニケーションを図り、窓口業務の効率化と窓口サービスの向上につなげ

ます。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
せたがや国際メッ

セの実施回数 

１回 

（令和 5年度 

見込み） 

１回 １回 １回 １回 ４回 

2 

多言語通訳サービス

導入タブレット等設

置台数（累計） 

７台 

（令和 5年度 

見込み） 

26台 26台 26台 26台 
26台 

（累計） 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
せたがや国際メッ

セの参加者数 

2,000人 

（令和 4年度） 
2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 8,000人 

2 
多言語通訳サービ

スの利用件数 

266件 

（令和５年 

11月時点） 

2,050件 2,100件 2,150件 2,200件 8,500件 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

44,564 46,547 152,732 107,732 351,575 

  

地域コミュニティの促進 

施策 22-1 地域への参加促進と地域活動の活性化 

関連政策等 重点政策：３，４ 分野別政策：22 

所管部 生活文化政策部 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
区民利用・交流拠点

施設の設置・運営 

「区民自治と協働・交流の拠点としての庁舎」の実現に向け、区民利用・交流拠

点施設が多様な人々の交流を生み出す場となるよう検討を進め、区民が事業等に

主体的に関わることができる運営を目指します。 

2 
町会・自治会の参加

促進、活性化支援 

町会・自治会活動への理解・参加を促進するため、活動紹介等の一層の周知に取

り組むとともに町会・自治会の実態把握に努め、持続可能な町会・自治会活動へ

の支援の充実に取り組みます。 

3 
ＮＰＯ等市民活動団

体の活性化支援 

区内で活動するＮＰＯ、市民活動団体及び個人に対し、情報提供、活動支援等を

行うことで、活動団体の活動意欲向上・活性化を図ります。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
区民利用・交流拠点

施設の設置・運営 

事業運営実施計

画の策定 

（令和5年度 

見込み） 

事業者選定準備 

（仮称）事業運

営委員会準備会

の組成 

事業者選定 

（仮称）事業運

営委員会の組成 

開設・運営 運営 － 

2 
町会・自治会活動

支援の取組み 
実態の把握 支援策の検討 実施 実施・検証 実施・検証 － 

3 

市民活動・ＮＰＯ

相 談 実 施 箇 所 数

（累計） 

５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所 
5箇所 

(累計) 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
区民利用・交流拠点

施設の設置・運営 
－ － － 

行動量を踏

まえて設定 

行動量を踏

まえて設定 
－ 

2 町会・自治会加入率 
50.3% 

（令和 5年度） 
50.3％ 50.3％ 50.3％ 50.3％ 50.3％ 

3 
区内 NPO法人数 

（累計） 

520団体 

（令和 5年度 

見込み） 

525団体 530団体 535団体 540団体 
540団体 

（累計） 
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■施策に連なる事業 

 

■実現に向けた行動量（アウトプット指標）の目標値  

 

■事業の成果指標（直接的アウトカム：事業の活動により生じる直接的効果） 

 

■事業費                                  （単位：千円） 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 合計 

― ― ― ― ― 

 

  

地域コミュニティの促進 

施策 22-2 区民や活動団体の連携・協働促進 

関連政策等 重点政策：３ 分野別政策：22 

所管部 地域行政部、総合支所 

番号 項目 事業の目的と内容 

1 
地区情報連絡会の発

展 

地区において区民や活動団体との交流や情報交換の機会として開催している地区

情報連絡会について、地区の実態を踏まえて、新たな交流が創出されるように内

容や手法の工夫を図ります。 

2 

地区での情報共有と

地域参加のためのプ

ラットフォームづく

り 

地区での情報共有と地域参加のためのプラットフォームづくりにより地区情報の

共有化を図ります。地区への関心の醸成により、幅広い世代や多くの団体が地域

の課題に主体的に向き合い、互いに協力して自治を進められるための基盤としま

す。 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 
地区情報連絡会の

開催数 

77回 

（令和 5年度 

見込み） 

79回 81回 83回 85回 328回 

2 

地区での情報共有

と地域参加のため

のプラットフォー

ム定着数（累計） 

－ ５地区 15地区 28地区 28地区 
28地区 

（累計） 

番号 項目 現況値 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 総量 

1 

地区情報連絡会の

参加団体数 

（累計） 

984団体 

（令和5年度 

見込み） 

1,012団体 1,040団体 1,068団体 1,096団体 
1,096団体 

（累計） 

2 

地区での情報共有

と地域参加のため

のプラットフォー

ムへの登録者数 

（累計） 

－ 250人  1,000人 2,400人 3,800人 
3,800人 

（累計） 

241



        

212 

 

教
育 

   

子
ど
も
・
若
者 

健
康
・
福
祉 

２. 事業費一覧 

各施策にかかる事業費を示しています。 

なお、施設整備費（既に設計または着工済）、既存施設の維持運営費、経常的な経

費は除外しています。 

 
分 

野 
政策名 

施策 

番号 
施策名 

令和 6 年度 

（千円） 

令和７年度 

（千円） 

令和８年度 

（千円） 

令和９年度 

（千円） 

計 

（千円） 

 

子ども一人ひとり

がのびやかに育つ

環境づくり 

1-1 
子どもの権利とその最善の利益を

保障する環境づくり 
10,760 9,797 9,797 9,797 40,151 

1-2 子どもの成長を支える環境の充実 1,245,554 1,617,315 2,109,677 2,505,137 7,477,683 

1-3 質の高い乳幼児教育・保育の充実 24,168 26,567 26,567 25,067 102,369 

安心して子育てで

きる環境の整備 

2-1 子育て家庭の支援の推進 2,098,053 1,827,683 1,857,731 1,864,652 7,648,119 

2-2 
支援が必要な子ども・子育て家

庭のサポート 
478,359 488,249 493,073 499,220 1,958,901 

若者が力を発揮で

きる環境づくり 

3-1 若者が力を発揮できる環境の充実  194,399 194,886 195,373 195,860 780,518 

3-2 生きづらさを抱える若者への支援  215,542 211,626 211,626 211,626 850,420 

 

新たな学校教育の

推進 

4-1 
キャリア・未来デザイン教育の

推進 
― ― ― ― ― 

4-2 教育ＤＸのさらなる推進 1,295,802 1,295,802 1,295,802 1,295,802 5,183,208 

4-3 多様な個性が生かされる教育の推進 433,694 433,694 433,694 433,694 1,734,776 

4-4 
多様性や個性を認め伸ばす学び

の場づくり 
124,493 128,355 143,410 163,080 559,338 

不登校支援の強化 

5-1 
相談・支援体制の充実と連携体

制の強化 
410,218 409,951 409,951 409,951 1,640,071 

5-2 多様な学びの場や居場所の充実 115,279 115,123 115,123 115,123 460,648 

生涯を通じた学習

の充実 

6-1 
知と学びと文化の情報拠点とし

ての新たな図書館の創造 
1,023,019 1,023,019 1,023,019 1,023,019 4,092,076 

6-2 
常に学ぶ区民意識の涵養と社会

参加の促進 
37,359 37,359 37,359 37,359 149,436 

6-3 文化財の保護・普及活動の推進 7,212 4,997 5,025 5,052 22,286 

 

健康づくりの推進 

7-1 
主体的に取り組める健康づくり

の推進 
1,570,362 1,915,626 2,268,787 2,613,647 8,368,422 

7-2 こころの健康づくり 85,881 85,881 85,881 85,881 343,524 

7-3 介護予防の総合的な推進 422,988 433,618 436,765 439,618 1,732,989 

福祉につながるネ

ットワークの強化 

8-1 身近な福祉相談の充実と地域づくり 2,628 2,628 2,628 2,628 10,512 

8-2 
地区でつながり続ける支援体制

の構築 
278,535 276,837 276,837 276,837 1,109,046 

地域福祉の推進と

基盤整備 

9-1 安心して暮らせる居住環境の整備 763,633 1,536,148 554,035 132,397 2,986,213 

9-2 地域生活課題の解決に向けた取組み 1,213,041 1,265,741 1,265,741 1,265,741 5,010,264 

9-3 在宅医療・介護連携の推進 70,554 72,267 72,267 72,267 287,355 

9-4 福祉人材の確保及び育成・定着支援 372,768 372,768 372,768 372,768 1,491,072 
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分 

野 
政策名 

施策 

番号 
施策名 

令和 6 年度 

（千円） 

令和７年度 

（千円） 

令和８年度 

（千円） 

令和９年度 

（千円） 

計 

（千円） 

災
害
・
危
機
管
理 

安全・安心のまち

づくり 

10-1 地域防災力の向上 33,749 32,513 32,813 32,513 131,588 

10-2 犯罪抑止の取組み 191,760 204,384 205,520 205,375 807,039 

10-3 健康危機管理体制の強化 52,235 52,235 52,235 52,235 208,940 

災害に強い街づくり 

11-1 震災に強い街づくり 1,742,656 979,274 377,000 731,000 3,829,930 

11-2 都市の事前復興 5,753 5,753 5,753 5,753 23,012 

11-3 水害を抑制する街づくり 18,659 21,200 20,381 21,200 81,440 

11-4 日常の安全・安心な街づくり 757,145 756,564 756,564 757,564 3,027,837 

環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
・
み
ど
り 

脱炭素化の推進 

12-1 区民・事業者の脱炭素行動の支援 201,176 255,620 323,841 356,022 1,136,659 

12-2 
公共施設や区事業活動における

脱炭素の実施 
97,159 ※ ※ ※ 97,159 

快適で暮らしやす

い生活環境の構築 

13-1 地域環境美化活動の推進 112,390 108,766 117,916 126,679 465,751 

13-2 たばこルールの推進 112,390 108,766 117,916 126,679 465,751 

13-3 ごみ減量と資源循環型社会の形成 173,626 176,848 181,048 175,146 706,668 

豊かな自然環境の

保全・創出 

14-1 世田谷らしいみどりの保全・創出 245,745 258,351 266,061 267,771 1,037,928 

14-2 生物多様性の保全 866,130 1,256,276 649,276 871,276 3,642,958 

14-3 
協働によるみどり豊かなまちづ

くりの推進 
84,380 104,962 104,962 109,962 404,266 

経
済
・
産
業 

持続可能な地域経

済の実現 

15-1 
多様な地域産業の持続可能性確保

に向けた基盤強化 
1,059,248 999,862 999,862 999,862 4,058,834 

15-2 起業の促進と多様な働き方の実現 124,833 153,354 153,354 153,354 584,895 

15-3 
地域や社会の課題の解決に向け

たソーシャルビジネスの推進 
112,060 117,760 117,760 117,760 465,340 

15-4 
地域経済の持続可能性を考慮した

事業活動及びエシカル消費の推進 
50,979 51,126 51,126 51,126 204,357 

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ 

文化・芸術の振興 

16-1 
誰もが文化・芸術を身近に感じ楽

しめる環境の整備 
211,181 210,985 211,035 210,535 843,736 

16-2 
地域活動団体の支援と交流の促進

による文化・芸術活動の活性化 
57,397 11,519 11,519 11,919 92,354 

生涯スポーツの推進 

17-1 
スポーツを通じた生きがい・健

康づくり 
22,108 22,949 22,949 22,949 90,955 

17-2 スポーツを通じた共生社会の実現 22,108 22,949 22,949 22,949 90,955 

17-3 
スポーツを通じた活力あるまち

づくり 
18,777 19,618 19,618 19,618 77,631 
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分 

野 
政策名 

施策 

番号 
施策名 

令和 6 年度 

（千円） 

令和７年度 

（千円） 

令和８年度 

（千円） 

令和９年度 

（千円） 

計 

（千円） 

都
市
整
備 

魅力ある街づくり 

18-1 地区特性に応じた街づくりの推進 79,338 ※ ※ ※ 79,338 

18-2 魅力あるにぎわいの拠点づくり 87,869 8,531 8,531 8,531 113,462 

18-3 歩いて楽しめる魅力づくり 850,732 1,245,151 637,414 859,414 3,592,711 

交通環境の整備 

19-1 地域公共交通の活性化 29,100 29,100 29,100 29,100 116,400 

19-2 自転車利用環境の整備 55,881 45,000 45,000 45,000 190,881 

都市基盤の整備・

更新 

20-1 道路ネットワークの計画的な整備 616,147 404,089 540,619 309,555 1,870,410 

20-2 公園・緑地の計画的な整備 832,581 1,227,000 620,000 842,000 3,521,581 

人
権
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

多様性の尊重 

21-1 人権への理解促進 4,747 2,844 2,844 2,844 13,279 

21-2 男女共同参画の推進 149,162 149,662 141,792 141,792 582,408 

21-3 ＤＶ防止の取組み 29,633 27,728 27,728 27,728 112,817 

21-4 多文化共生の推進 20,389 20,212 26,435 24,136 91,172 

地域コミュニティ

の促進 

22-1 
地域への参加促進と地域活動の

活性化 
44,564 46,547 152,732 107,732 351,575 

22-2 区民や活動団体の連携・協働促進 ― ― ― ― ― 

合計 19,318,589 19,878,863 18,914,693 19,605,643 77,717,788 

 

重複する予算事業があるため、施策ごとの事業費の総額と合計額は一致しません。 

※：事業の進捗にあわせて計上予定 
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第６章 計画実行の指針 

 

計画に掲げる施策の推進にあたっては、「新たな行政経営への移行実現プラン」

「DX 推進方針」「公共施設等総合管理計画」「地域行政推進計画」等の分野横断的

な各計画・方針と整合を図るとともに、次に掲げる指針についても必ず考慮し、取組

みを進めていきます。 

 

１. ＳＤＧｓの推進 

⚫ ＳＤＧｓの目標年次である令和12年（2030年）に向け、基本計画の施策とＳＤ

Ｇｓとの関連性を明らかにし、関連性を意識しながら分野横断的な施策展開を図

り、一体的に推進していきます。 

⚫ 事業の意思決定にあたり、事業がＳＤＧｓに対して与える影響を考慮して複眼的

な視点で可否を決定するなど、最大の効果を発揮できるよう努めます。 

 

２. ＤＸの推進 

⚫ 時代に即したデジタル技術の活用によりＤＸの取組みを推進し、区民主体のサー

ビスデザインを徹底して利便性を高めるため、デジタルファーストで行政サービ

スを再構築します。 

⚫ デジタルツールを効果的に活用した多様な世代の意見表明や区政参加の促進の取

組み、様々な情報の共有が可能となる仕組みの検討を進めます。ＤＸの推進にあ

たっては、デジタル機器の扱いに不慣れな区民に情報格差が生じないよう、フォ

ロー体制も合わせて構築します。 

⚫ オープンデータや庁内でのデータの分野横断的な利活用、新たなクラウドサービ

スの活用について、仕組みの構築や運用ルールの整備を図るほか、デジタル化に

おける他自治体との連携や既存ツールの活用も考慮しながら、より快適で効率的

な環境づくりを進めていきます。 

⚫ 生成ＡＩ等をはじめとして、劇的に進歩しかつ重要視されているデジタル技術に

ついては、区の業務改善等にも大きなチャンスをもたらす可能性を秘めています。

特性や限界、進化や変化、リスク等も正しく理解しながら安全かつ適正に利用し、

さらなる業務効率の改善を進めていきます。 

 

３. 緊急時・非常時の体制整備 

⚫ 天変地異に起因する災害や新たな感染症の感染拡大など、緊急事態・非常事態が

生じた際は、人命の救助と被害の軽減を最優先に取り組みます。 
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⚫ 緊急時・非常時の職員配置等の体制整備や必要な対策への予算措置を最優先し、

状況に応じて補正予算などで迅速に対応します。 

⚫ 緊急事態・非常事態に迅速かつ柔軟に対応するため、明確な指揮命令系統のもと、

組織の垣根を越えた全庁的な体制を構築し、対応にあたります。 

⚫ 職員一人ひとりが緊急時・非常時の対応や業務継続計画の内容を十分に理解し、

的確に行動できるよう平時から意識を高めていきます。 

 

４. 組織運営の変革 

（１）柔軟な組織体制 

⚫ 社会状況の変化が目まぐるしい中、突発的な課題に即座に対応していくため、課

題に応じた機動的な対応が可能なアジャイル型組織*21への転換を目指すととも

に、民間を含む多様な社会資源とも連携を図りながら、柔軟な組織体制を構築し

ていきます。 

 

（２）職員の政策立案・政策実現能力等の向上 

⚫ 基本計画の策定、推進に際して、ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）の推進をは

じめ、職員の政策立案能力や政策遂行能力の向上に取り組みます。 

⚫ 飛躍的に進展しているデジタル技術など時代に即した知識や職務遂行の土台とな

る法令知識の習得など、基本計画を支える職員のスキル向上に取り組みます。 

⚫ 民間企業への職員派遣や外部人材の登用などを積極的に進め、民間企業の経営感

覚やコスト意識、時代の変化に対応するスピード感など公務では得られない専門

知識やノウハウの取得によるスキル向上などを図り、専門性の高い課題の解決や

新たな施策展開につなげていきます。 

⚫ 基本計画の実効性を高めるため、職員が日ごろから自らの業務を振り返り、より

精度を高めていけるよう、調査研究を日常業務の一環として捉えてしっかりと行

えるための体制づくりを進めます。 

 

（３）行政サービスの提供体制の整備 

⚫ 社会情勢の急激な変化や区民ニーズの高度化・多様化に的確に対応していくため、

デジタル技術の活用、業務手法の見直しなどを通じて、適切な行政サービスの提

供体制を整備します。 

 

 
21機動的でスピード感に優れた組織。ソフトウエア開発で用いられていたアジャイル開発（開発工程を機能単位の小さなサイ

クルで繰り返し、状況の変化に応じながら開発を進めていく手法）の概念を、組織全体に適応させた考え方。 
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⚫ 生産年齢人口が減少する中で、多様な働き方の推進や業務生産性の向上、職員の

意識改革などを通じて、持続可能な形で行政サービスを提供する組織・人員体制

を整備します。 

 

５. 公共施設の適切な整備・維持管理 

（１）建物 

⚫ 築 65年を迎える施設を計画的に更新するとともに、令和 18年（20年）度まで

に更新対象となる施設の総量を抑制していきます。また、施設整備や維持管理手

法の工夫により、トータルコストの削減を図っていきます。 

⚫ 施設や土地の民間活用を本格的に図っていくとともに、現在ある施設の有効活用

をさらに促進し、区民に、より利用される公共施設にしていきます。 

⚫ 人口動態や社会状況など、公共施設を取り巻く将来の変化に対応できる施設整備

を進めるとともに、気候変動への対応など、安全で利用しやすい施設としていき

ます。 

 

（２）都市基盤施設 

⚫ バランスよく新設及び維持管理・更新を進めるとともに、予防保全や長寿命化等

に係る経費の抑制や民間活力、新技術の活用により、計画的に各都市基盤施設の

維持管理・更新等を進めていきます。 

 

６. 情報発信・情報公開 

⚫ 世田谷区の取組みを区民や事業者をはじめ、他自治体などにも広く正確に理解し

てもらえるよう、プッシュ型、プル型の情報発信に一層力を入れるとともに、戦

略的かつ効果的な情報発信により、世田谷のブランド力の向上を図っていきます。 

⚫ 情報公開を通じて、公正で開かれた区政を実現するため、区政に関する情報や文

書の適切な管理、保存などを徹底するとともに、利用者の立場に立ち、情報開

示・情報公開の利便性の向上に取り組みます。 

 

７. 行政評価 

⚫ 基本計画を着実に進めるため、基本計画が目指す目標や姿について指標を設定し

て進捗状況の把握や評価を行うとともに、各政策や事業についても、指標に基づ

き定期的に成果管理を行う行政評価を徹底し、課題と改善方法を明らかにします。 

⚫ 計画全体の進捗状況を確認するための適切なチェック体制や各政策や施策の相互

の関連性によってもたらされる効果や影響についても評価を行える仕組みの検討

を進めます。 
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８. 他自治体や国際社会との協力連携 

⚫ 世田谷区政は他自治体や世界各国の共通の課題意識とも触発し合い、支え合いな

がら進めてきたことを再認識し、政策や施策の立案・推進にあたっては、常に他

自治体やグローバルな国際社会への影響などを意識して協力連携を図りながら、

取組みを進めます。 

⚫ 区では、心豊かな暮らしを実現するための地方・都市との連携・交流を目指し、

せたがやふるさと区民まつりでのふるさと物産展の開催をはじめ、自治体間連携

フォーラムの開催や災害時の協力協定の締結、自然エネルギーの活用を基軸とし

た自治体間の電力連携など、これまで具体的な取組みを進めてきており、今後も

地方・都市との連携・交流について、政策面での連携を含め一層の推進を図って

いきます。また、国際交流についても、儀礼的なものから政策形成に結実するも

のまで、多様なかたちで連携を進めていきます。 
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第７章 持続可能な自治体経営 

 

計画に掲げる「目指すべき未来の世田谷の姿」の実現に向け、以下の視点からの取

組みを進め、持続可能な自治体経営の確立を目指します。 

 

１. 区民目線による行政サービスの推進 

区民目線からサービスデザインの考え方を取り入れた事業推進や進化するテクノロ

ジーをフルに活用した利便性の大幅な改善などにより、現在の縦割りの組織のあり方

や仕事の進め方を改め、各組織ごとの情報の共通資源化や可視化、蓄積、また、柔軟

なワークスタイルの実現など、従来の枠組みを超える行政経営のスタイルの構築に取

り組み、問題発見・解決型組織に生まれ変わることで、区民の利便性、区民サービス

の向上を図っていきます。 

 

２. 多様な主体との連携強化による経営力の向上 

区民ニーズや区政課題に行政単独で対応するには限界があるなか、区民や地域団体、

民間事業者など、多様な主体で形成されるネットワークと積極的に協力し、区民サー

ビスを構築することが重要です。最適な担い手とともに地域課題の解決に向け、多様

な主体からのアイデアやスキル、資源を適切に組み合わせ、連携していく新たな、 

仕組みを構築し、柔軟かつ的確な行政経営を行います。 

 

３. 経営資源の最適化 

自律的な行財政運営に向け、時代にあった事業の刷新や財源確保の取組み、公共施

設の有効活用をさらに推進できるよう情報の共有化などを進め、柔軟な発想や工夫を

生み出すことができる職員一人ひとりの能力の向上を図るなど、増加する行政需要に

対し、「ヒト・モノ・カネ・情報」と言われる経営資源を適切に管理、投入すること

で効果の最大化を図っていきます。 
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別紙３ 

1 

 

 世田谷区基本計画（素案）に対する区民意見及び区の考え方について 

 

 

１．パブリックコメント 

（１）募集期間 

   令和５年９月１５日（金）～１０月６日（金） 

 

（２）提出人数及び件数 

７７人（２１０件） 

 

（３）項目別件数 

項目 件数 

第１章 計画の策定について １件 

第２章 計画策定の背景について ４件 

第３章 基本方針について ５件 

第４章 政策 

子ども・若者について ２０件 

教育について ３３件 

健康・福祉について １９件 

災害・危機管理について ９件 

環境・リサイクル・みどりについて ２８件 

経済・産業について ９件 

文化・スポーツについて ４件 

都市整備について ３１件 

人権・コミュニティについて １２件 

第５章 計画実行の指針について ４件 

第６章 持続可能な自治体経営について ３件 

その他、計画全体に関するご意見について ２８件 

合計  ２１０件 

   その他、各分野個別意見については、関係所管にご意見をお伝えしました。 

 

（４）意見概要及び区の考え方 

① 計画の策定について 

意見概要 区の考え方 

計画期間は８年間ですが、10年としてもよいのでは

ないでしょうか。これからの世界情勢の変化にアン

テナを張り、情報、データの収集、分析、洞察して

策定すべきであり、良い期間だと思います。 

現行の基本計画の計画期間は 10年間として

いますが、次期基本計画においては、より機

動的・実践的かつ、社会状況の変化などを一

層反映できる計画とするため、計画期間を８

年間としました。 
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② 計画策定の背景について 

意見概要 区の考え方 

ふるさと納税による住民税流失への対応が世田谷

区の急務であると思いますが、ボイジー市の政策

の進め方を参考にされてはどうかと思います。 

ふるさと納税制度による区税への影響額は

看過できない段階となっており、社会貢献

型の取組みや返礼品の拡充による区内外か

らの寄附獲得に向け、対応に係る連携体制

を強化するなどして今後も全庁を挙げて取

り組んでまいります。 

（５）自治体経営について「職員の意識改革や業

務改善を進め」とありますが、是非トヨタカイゼ

ン方式を導入し、表準を行った上であるべき姿を

目指してほしいです。 

現状の実態を明らかにするトヨタ生産方式

における表準の考え方は、事務マニュアル

や事務フローの整理・見直し、再構築の際

に前提となる重要なプロセスの一つである

と区としても認識しています。トヨタ生産

方式の考え方も参考に持続可能な自治体経

営の実現に向け、取り組んでまいります。 

人口については、大規模な団地の建て替えなど、

区内における各地域の状況について踏み込んだ分

析が必要ではないでしょうか。 

令和５年７月に実施した世田谷区将来人口

推計では、これまでの人口動向をもとに地

域ごとに推計しております。身近な地域の

人口の分析につきましては今後の調査研究

の視点とさせていただきます。 

財政については、財政健全化を目指すために支出

先の優先順位を付けることは理解しますが、行政

としての立場や役割の認識を欠いて欲しくないと

思います。 

行政が果たすべき役割を念頭に置いたうえ

で、多様化する区民ニーズの把握に努める

とともに、将来の財政需要や景気の変動に

対応していくため、不断の行財政改善を進

め、経営資源配分の最適化を進めてまいり

ます。 
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③ 基本方針について 

意見概要 区の考え方 

「ジェンダーアイデンティティ」は、「性自認」

としてください。条例や他計画では「性自認」と

していて、基本計画のみ「ジェンダーアイデンテ

ィティ」とするのは違和感があります。 

区は、「世田谷区多様性を認め合い男女共

同参画と多文化共生を推進する条例」の基

本的施策において、「性的マイノリティの

性等の多様な性に対する理解の促進及び性

の多様性に起因する日常生活の支障を取り

除くための支援」を明記し、普及啓発のほ

かパートナーシップ宣誓制度や行政サービ

スの適用拡大等に取り組んでまいりまし

た。また、「世田谷区第二次男女共同参画

プラン後期計画」において、男女だけでな

く、多様な性を含めたすべての区民が尊重

され、自らの意思に基づき個性と能力を発

揮することができる男女共同参画社会の実

現を目指すこととしています。 

こうしたことを踏まえ、性の多様性に配慮

し、権利を尊重した事業の運営を目指し、

今後は各領域個別計画や条例等に関しても

「多様性の尊重」に関する考え方の表記と

して、「ＬＧＢＴＱなどの性的指向、ジェ

ンダーアイデンティティ」を記載する方向

で調整してまいります。 

子ども・若者を中心に据え、ＤＸの推進は絶対的

に不可欠なモノだと思いますので、今後とも推進

してほしいです。 

計画の土台となる考え方である「計画の理

念」の一つに、「子ども・若者を中心に据

える」ことを掲げており、計画に掲げる施

策の推進にあたり必ず考慮すべき指針であ

る「計画実行の指針」の一つに、「ＤＸの

推進」を位置づけています。これらに基づ

く取組みを着実に進め、持続可能な未来を

確保し、あらゆる世代が安心して住み続け

られるまちの実現に努めてまいります。 

基本方針にある「乳幼児から高齢者までの」の部

分はいらないと思います。少子高齢化という言い

方が、まるで子どもやお年寄りという存在そのも

のが問題ですと言っているみたいなイメージが定

着しているからです。少子化、高齢化ではなく、

人口が減っていくことの方に重きを置いた言い方

にしてほしいです。 

「あらゆる世代」の内容をより具体化し、

わかりやすくするため、このような文章と

させていただいています。いただいたご意

見について、計画策定の参考にさせていた

だきます。 

行政サービスにおけるＤＸについては、目的に合

ったツールの選択やリテラシーが必要です。混雑

解消のために何をしようとしているのか、もう少

し具体的な説明が必要ではないでしょうか。 

区では、デジタル技術を活用して区民に満

足いただけるサービスの実現を図るため、

直近２年間で重点的に取り組むプロジェク

トやＤＸ推進を加速するための考え方を示

した「世田谷区ＤＸ推進方針 Ver.2」を策

定しており、その中で具体的な内容をお示

ししております。 
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参加と協働を基盤とする区政運営を一層進めるた

め、シチズンシップ教育の強化、若者世代の選挙

投票率を 50％アップさせる政策目標の設定、知る

権利のための情報公開制度の拡充、生涯学習事業

の継続・拡充等を検討いただきたいです。 

計画の土台となる考え方である「計画の理

念」の一つに、「参加と協働を基盤とす

る」ことを掲げており、持続可能な社会の

構築に向け、参加と協働による政策、施策

の展開を区政運営の基盤とすることとして

おります。いただいたご意見も踏まえ、参

加と協働のさらなる推進につながる効果的

な取組みの検討を進めてまいります。 

 

④ 政策について 

意見概要 区の考え方 

＜子ども・若者について＞ 

学校の給食のない日に、学童にお弁当を出して欲

しいです。 

一部の新ＢＯＰ学童クラブでは、学校の長

期休暇期間中に民間のデリバリー弁当の利

用を行っております。お弁当代は保護者の

負担となります。利用を希望される場合

は、お子様が通っている新ＢＯＰ学童クラ

ブへご相談ください。（弁当事業者の配送

体制や新ＢＯＰの運営体制等により、ただ

ちに導入が難しい場合もありますので、ご

了承ください。） 

ほっとステイについて、一時保育の利用枠の拡

大、予約システムのＷｅｂ化、クレジット決済を

ご検討いただきたいです。 

既存のほっとステイの利用枠の拡大は、面

積要件等により困難であるため、保育施設

等の一時預かり拡充により、一時預かりニ

ーズに対応してまいります。 

また、Ｗｅｂ上での予約システムは、導入

しているほっとステイもありますので、導

入方法の共有などを行い、引き続き実施事

業者に導入を促してまいります。 

決済の電子化についても、利用者の利便性

向上に向けて、実施事業者へ導入を働きか

けてまいります。 

子供が産まれるようになる政策、例えば、結婚資

金の補助、20代 30代世帯への住居費補助等の援助

が必要かと思います。また YouTube広告を利用す

るなど、周知方法も大事だと思います。 

少子化対策は、経済的な安定、子育てしや

すい環境、配偶者のほか、周囲のサポート

など様々な条件が影響します。本計画で

は、政策２で「安心して子育てできる環境

の整備」を掲げており、地域の中で様々な

支援や人とつながりながら子育てができる

ように取り組むこととしております。より

効果的な政策を様々な声を聴きながら検討

してまいります。 
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ベビーシッター費用補助、ファミリー・サポー

ト・センター事業の柔軟化、サポートスタッフの

専門性の向上など、実家に頼らなくても安心して

出産、子育てができるような政策をお願いしたい

です。 

区では、集団保育による保育の質を確保す

る方針に基づき、待機児童の解消を目指し

てきた経緯があり、保育の質の確保には不

断の努力が必要と認識しております。 

ベビーシッター事業は、その密室性の弊害

や第三者による保育の質の確認ができない

ことなど、保育の質と安全性の観点から、

大きな課題があり、ベビーシッターの利用

を促進する利用料補助の実施は難しいもの

と考えております。 

ファミリー・サポート・センター事業は、

地域の相互扶助が原則であるため、事業の

趣旨に反しない範囲で、ニーズに応じた子

育て支援ができるように、受託元の世田谷

区社会福祉協議会とも連携していきます。 

今後も、お住いの身近なところで、地域の

人々や支援につながりながら、安心して暮

らせるようサポートの充実を検討してまい

ります。 

世田谷区は東京都のベビーシッター利用支援対象

となっていません。ベビーシッター利用支援に参

画されていない理由は何でしょうか。来年度に向

けてご検討いただきたいです。 

区では、集団保育による保育の質を確保す

る方針に基づき、待機児童の解消を目指し

てきた経緯があり、保育の質の確保には不

断の努力が必要と認識しております。 

ベビーシッター事業は、その密室性の弊害

や第三者による保育の質の確認ができない

ことなど、保育の質と安全性の観点から、

大きな課題があるものと考えております。 

また、東京都のベビーシッター利用支援事

業の認定ベビーシッター事業者は、現在区

外の事業者のみで構成されていることか

ら、区の指導検査権限が及ばない制度とな

っており、利用者宅にて直接保育の質を確

認し難い状況等となっているため、現行の

都事業への参画は難しいものと考えており

ます。 

世田谷区内に公園以外で子供を連れて遊べるお店

や場所が少ないと感じます。区のシンボルとなる

ような綺麗な支援センターの増設をお願いしま

す。 

本計画では、政策２の中で、「安心して子育

てできる環境の整備」を掲げており、日常的

に身近な地域で、見守りや相談・支援につな

がり、交流できる場や事業の充実に取り組む

こととしております。今後、子育てをしてい

る保護者が身近な場所で子育て等に関する相

談ができるように子どもやベビーカーを押し

た保護者が歩いて 15分で行ける距離におで

かけひろばを整備するとともに、支援が必要

な母子に対し、心身の状態に応じた保健指

導、育児に関する助言等を行う産後ケア事業

に確実につなげていけるよう、事業の拡充を

進め、適切な支援を提供してまいります。 
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大人の目がある児童館で子どもを思い切り遊ばせ

たいのですが、世田谷区には児童館が少ないと感

じます。民間委託の児童館を検討いただきたいで

す。質の高い運営ができるのではないかと考えま

す。 

児童館の新規整備につきましては、令和４

年７月に区立児童館の整備等計画を取りま

とめ、まちづくりセンターごとの 28地区す

べてに児童館を整備することとしておりま

す。 

この中で、未整備地区の代沢、二子玉川の

２地区においては、民間事業者が運営する

区立青少年交流センターに児童館機能を付

加することとしており、こうした民間事業

者の運営を含め、児童の健全育成の向上に

努めてまいります。 

対人関係が苦手な若者が人生で孤立しないよう、

子どもの頃からサポートする例としてイギリスの

ＰＡ相談員がありますが、このようなプログラム

を世田谷区から立ち上げていく意味はあるのでは

ないかと思います。 

本計画では、政策３の中で「生きづらさを

抱える若者への支援」を掲げております。

若者が人生で孤立しないようサポートをす

ることは重要であると認識しており、例え

ば、青少年交流センターでは、ユースワー

カーと呼ばれるスタッフが、利用者である

若者の声に耳を傾け、必要に応じて支援機

関につなぐなどの役割を果たしています。

今後も様々な悩みを持つ若者をサポートで

きるよう気づきの感度を上げて若者を支え

てまいります。 

オムツのごみ袋など子供の消耗品を無料で配布し

ている自治体もあります。検討して欲しいです。 

ごみ袋の配布をしている自治体について

は、ごみ袋の購入が必要なところが多く、

世田谷区では、現在、可燃ごみなどは無料

での収集となっております。 

なお、妊娠や出産、１歳の誕生日等のタイ

ミングで、カタログギフトやデジタルギフ

ト等から育児に必要な消耗品等をお選びい

ただける事業を実施しております。 

ひとり親（特にシングルマザー）の貧困に対して

救済措置を講じる必要があると思います。実態調

査を行っていただき、生活に苦心なきようなサポ

ートを検討していただきたいです。 

令和５年 11月に世田谷区ひとり親家庭アン

ケート調査を行いました。今後は調査結果

を分析し、ひとり親家庭へ必要な支援につ

いて検討してまいります。 

子どもの貧困、虐待、孤立などの問題を考えます

と、子どもの避難場所のような施設が必要だと考

えます。世田谷区ならではの子ども避難シェルタ

ー的な施設の提案をして頂けたらと思います。 

子どもの貧困対策計画の「生活の安定に資

するための支援」の一環として、令和３年

８月より、子どもと家庭を支える学習・生

活支援の拠点事業「まいぷれいす」を実施

しております。経済的な理由等で支援を必

要とする家庭の中学生を対象に、平日や土

日の 16時から 21時に、居場所提供、学

習・生活支援、相談支援を実施する事業

で、セーフティネットの役割も担っており

ます。 

子ども・若者を育てる対象としてだけでなく、

「自ら育つ存在として尊重すること」が彼らの自

覚、自信につながると思いますので、そのあたり

をもう少し具体的に記載していただきたいです。 

本計画では、重点政策１の中で、子ども・

若者が自らの力を育むことができる環境

を、区民の参加・協働のもと、ともに創り

上げていくことを目指しております。子ど

255



 

7 

 

も・若者の自己肯定感や有用感を高めてい

けるよう、子ども・若者が積極的に参加で

きる場や力を発揮できる機会の充実に取り

組んでまいります。 

子供がいてもキャリアを諦めなくていい環境を整

えるべきです。小学校に入るまでに重きが置かれ

ていますが、子供の中高大の受験をどうサポート

できるかが 1番葛藤のある所です。 

政策 21の施策に「男女共同参画の推進」を

挙げております。男女共同参画センターら

ぷらすでのライフステージに応じた女性の

就労支援講座等を通じ、あらゆる世代の意

欲のある方々が活躍できるよう、今まで以

上に女性が力を発揮できる環境づくり、支

援に取り組んでまいります。 

全ての子育て家庭に対してのサービスや支援を政

策に加えていただきたいです。具体的には「児童

手当対象外、減額世帯への手当給付」「３号認定

の保育園の無償化もしくは減額」「共働き、介護

中などの条件なしで使えるベビーシッターなど育

児サービスの利用補助」「子育て家庭への家事代

行などの家庭サービス補助」「保育園入園審査に

おける、誕生月による差の是正」「病児保育の保

育園増園」を考えています。支援を厚くすること

で、子供の数の上昇に一定の貢献があるのではな

いかと思います。 

本計画では、政策２の中で、「安心して子

育てできる環境の整備」を掲げており、子

どもや子育て家庭の状況、国や都の動向も

十分に把握しながら、子ども・子育て支援

の充実に取り組んでまいります。ご提案に

つきましては、今後の具体的な取組みの参

考にさせていただきます。 

保育士の配置基準を変えるべきだと思います。人

手不足で現場がきつい、悩みを抱え込むという悪

循環になりつつあるように見えます。区立保育園

の現場の声を聞いていただきたいです。 

区立保育園では、国の配置基準以上の保育

士を配置しています。また、私立保育園に

対し、職員を加配するため、区による独自

の加算を行っています。なお、国の配置基

準の見直し案では、１歳児および４、５歳

児の配置改善を実施する方針が示されてお

ります。引き続き国の基準改正の動向を注

視してまいります。 

待機児童問題は保護者支援の観点が強い施策でし

たが、今後は働き方改革の観点から保護者支援を

進める必要があり、保育園施策は子どもの立場に

立って見直していく必要があると思います。 

ご指摘のとおり、保護者支援の視点とあわ

せ、園を利用する子どもを最も尊重すべき

だと考えます。区では、子どもを保育の中

心に据えた保育の質ガイドラインを定め、

区内の全保育施設が、子どもの最善の利益

を尊重した保育を実践しています。この考

え方は、待機児童が最多であった時期でも

変えることはありませんでした。待機児童

解消後も、引き続き子どもの最善の利益を

尊重した保育園運営を行ってまいります。 

子供や若者の意識を成果指標としていますが、大

人がどのように見ているかについても評価尺度と

して検討すべきではないでしょうか。 

これまでの計画ではいただいたような大人

の視点が中心だったため、本計画では、重

点政策１の目指す姿において、子ども・若

者が多様な人々と関わりをもちながら、成

長していく中で、自己肯定感や自己有用

感、社会の真ん中にいるという主体性を実

感できることを掲げたところです。その成

果を測る指標は、子ども・若者の主観的な
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評価を行うものである必要があると考えて

おります。 

起業を支援することが若者を真ん中に据えた政策

というのが分かりかねるため、もう少し踏み込ん

だ説明をしてください。 

本計画では、政策３で「若者が力を発揮で

きる環境づくり」を掲げており、多様な働

き方がある中で、地域課題に主体的に取り

組みたいと考える若者の起業などを支援す

ることで、地域社会の中で若者を真ん中に

据えた政策を推進してまいります。 

数年で到来する少子高齢化に、対応していかねば

ならない中高・大学生の士気が高まるような補助

など、優位性を感じられる何かを提供してあげる

と良いと考えます。 

本計画では、計画の理念の一つに「子ど

も・若者を中心に据える」を掲げており、

重要な視点と認識しております。重点政策

１に「子ども・若者が笑顔で過ごせる環境

の整備」を掲げており、子ども・若者の自

己有用感が高まり、社会の一員と思え、世

田谷で生き生きと成長できるための有効な

取組みを、子ども・若者の声を聴き、より

実情を把握しながら、検討してまいりま

す。 

保育園で虫の飼育に協力しています。虫を育てて

いると、色々なことを考え、感じられます。樹木

と虫カゴ・飼育箱のセットを園に配布するのはど

うでしょうか。 

保育園の園児のためにご協力をいただき、

ありがとうございます。生き物の飼育は園

児の成長にとって命の大切さを考える機会

となり、保育園の運営の基本となる国の指

針にも記載があります。すでに地域の方か

らカブト虫等の生き物をいただいている園

もありますが、区内には、区立園が 45園、

私立園が 203園あり、一斉にすべての園に

配布することは難しい状況です。また、私

立園は園独自の考え方もあることから、い

ただいたご意見は今後の保育施策の参考と

させていただきます。 

＜教育について＞ 

誰しも行きたくなるような、区外の人が引っ越し

て来たくなるような素敵な図書館が世田谷区にあ

るといいです。 

令和６年３月に策定予定の第３次世田谷区

立図書館ビジョンの中に、「居心地の良い

知的刺激あふれる施設づくり」を掲げてお

り、落ち着いて快適に読書などができる施

設づくりを目標としております。 

例えば、現在改築工事中の梅丘図書館は、

令和７年度の開館を予定しております。改

築後は羽根木公園とつながるブリッジを設

け、テラス等で公園の自然を感じながら読

書が楽しめるほか、創作活動などを通じて

交流を図ることができるワークショップエ

リアや、飲食しながら読書や会話を楽しめ
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るカフェエリアを設けるとともに、Ｗｉ―

Ｆｉ環境等が整った閲覧席の充実を図るな

ど、多世代が滞在・交流できる図書館を目

指してまいります。 

小学校低学年の先生の数が少ないです。大人の目

があれば防げるトラブルも多く、支援員をもっと

低学年に配置できるよう工夫できないでしょう

か。検討をお願いします。 

区では、誰一人取り残さずに、全ての子ど

もたちが共に学び共に育つことができるイ

ンクルーシブ教育と、児童・生徒の確かな

学力の定着を図るための少人数教育を推進

することとしています。個に応じた、きめ

細かい指導を充実できるよう小・中学校へ

の講師配置、小学 1年生の生活支援をする

サポーターの配置、複数の教員によるティ

ーム・ティーチングや少人数による学習の

充実等、個別最適な学びの実現に向け取り

組んでまいります。 

駒繋小学校など、小学校が古くなっています。積

極的に新しくして欲しいです。 

小・中学校施設については、昭和 40年代か

ら 50年代に建設されたものが多く、内外装

設備等老朽化の進んでいる施設も見受けら

れます。区では、老朽化の著しい施設から

順次、改築や長寿命化のための大規模改修

等を進めており、また、並行して小規模な

改修工事を行い、実施可能な内外装や設備

機器等の更新を行っております。 

引き続き児童・生徒の教育環境の整備に取

り組んでまいります。 

奥沢図書館が、今は小さな仮の施設になってしま

いました。新しい奥沢図書館の開館を強く希望し

ます。 

奥沢図書館につきましては、奥沢センター

ビルの耐震工事のため、工事が完了するま

での間は仮事務所として運営しておりま

す。仮事務所では、予約受付や貸出し、新

聞、雑誌閲覧スペースを設けるなど、休館

中の図書館サービスをできるだけ維持でき

るよう取組みを行っておりますが、仮事務

所の位置が奥沢駅から距離があるなど、利

用者の方々には御不便をおかけしておりま

す。 

令和５年 12月１日より、移転前の場所に返

却用のブックポストを設置しております。

引き続き、利用者の利便性の向上に努める

とともに、耐震工事が早期に完了するよう

関係所管と連携してまいります。 
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政策４ 新たな学校教育の推進について、ギフテッ

ド児への重点的な支援に期待したいです。 

区では、新たな学びの場の教育施設とし

て、多様な個性のある子どもたちがいきい

き過ごせる環境整備を行い、誰もが通いた

くなる学校環境の実現を目指しておりま

す。これまでの学習環境にとらわれない施

設として、個々の児童・生徒が個性を発揮

する多彩な活動場所となるよう、居心地の

よい居場所づくりに取り組んでまいりま

す。  

インクルーシブ教育について、「インクルーシブ

教育が全てを解決するのではなく、特別支援教育

への誘導も行う」などの施策も必要で、障害者と

別のクラスで学べる環境の確保もしていただきた

いです。 

共に学び、共に育つインクルーシブ教育の

推進にあたっては、子どもたちが、互いに

理解を深め、互いに支えあい、多様性を尊

重する意識を育むことが重要であると考え

ております。 

それぞれの子どもたちが安心して学べる環

境を整え、個別の教育ニーズに応じて必要

な合理的な配慮をしてまいります。 

公立小学校について、一定以上の割合の児童が私

立中学校に進学するという実態を踏まえた教育体

制にしてほしいです。 

令和４年度は、区立小学校児童の 61.0％が

公立中学校へ進学しています。また、区立

中学校生徒の 88.5％が全日制の高等学校へ

進学しています。  

区でも私立中学校へ進学希望が一定数ある

ことは認識しておりますが、キャリア教育

や探究的な学びの充実、学び舎ごとの特色

ある取組み等、各学校の主体的な取組みを

支える、特色ある学校づくり推進事業の充

実を図ることで、区立学校を選んでいただ

けるよう魅力アップに取り組んでまいりた

いと考えております。  

教育ＤＸのさらなる推進について、タブレットを

配布すれば教育ＤＸが推進されるわけではなく、

何を実現しなければいけないのかをゴールにし

て、施策を導き出した方がいいと思います。教育

ＤＸを推進する以上、今後求められる学習領域を

世田谷区側から文科省に意見提出するぐらいのパ

ワーを持った方がいいと思います。 

教育委員会では、今後、令和６年３月に策

定予定の「世田谷区教育の情報化推進計

画」において、より具体的な教育ＤＸに関

する取組み内容をお示しする予定です。同

計画に基づき、子ども一人ひとりが自ら考

え、主体的に学び、創造力を養う環境を整

備するとともに、ＩＣＴを活用した教育の

推進を図ってまいります。 

教育ＤＸの政策について、具体的なカリキュラ

ム、リソース（デバイス、講師など）の確保プラ

ンを提示すべきだと思います。 

教育委員会では、今後、令和６年３月に策

定予定の「世田谷区教育の情報化推進計

画」において、より具体的な教育ＤＸに関

する取組み内容をお示しする予定です。 

具体的なカリキュラムの検討やリソース

（デバイス、講師など）の確保等について

は、同計画に基づき実施してまいります。 
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図書館など区の施設を活用したり、大学と連携し

て世代の近い学生と接点を持てる場を提供するこ

とで、不登校の子もそうでない子についても、興

味関心を引き出すことができると思います。 

教育委員会では、今年度より教育総合セン

ターを拠点とした連携のあり方を研究して

おります。例としては、図書館での職場体

験を実施したり、大学の学園祭に出店した

りしております。今後は、外部機関と連携

し、認知特性に応じた学習プログラムを構

築することで、不登校の子も含めた個に応

じた学習活動を支援してまいります。 

駒沢給水塔の魅力を発信することで、子ども達が

世田谷区に誇りを持ち自己肯定感を育むことにつ

ながると思います。将来的に、駒沢給水塔が登録

有形文化財、ひいては重要文化財に登録されるこ

とを願っております。 

駒沢給水塔は、世田谷の歴史・文化を継承

するためにも重要な歴史的建造物です。将

来的な文化財への登録又は指定について

は、所有者である東京都水道局や文化財保

護担当部局と情報交換しながら、その可能

性について検討してまいります。 

中央図書館の充実を希望します。照明の改良や英

語を含む案内板の見直し、レファレンスの設置階

の見直し、ビデオやＤＶＤなど映像資料の拡大な

ど希望します。またプラネタリウムが非常に良い

設備なので存続を希望します。 

中央図書館が入っている世田谷区教育会館

は、昭和 63年４月に開業して以来、すでに

35年が経過し、施設のつくりが現在の利用

者の皆様の生活様式や快適さの基準に合わ

ない面が生じてきており、また設備の老朽

化も目立ってきているため、現在、区は大

規模改修の検討を進めております。この度

いただきました照明やカウンターの位置

等、施設へのご意見は、今後の検討の参考

にさせていただきます。 

図書館入口左側の案内掲示は、昨年度に貼

り換えたものですが、こちらにつきまして

も次の更新の際、今回いただきましたご指

摘を参考にさせていただきます。 

プラネタリウム事業につきましては高い評

価をいただき、誠にありがとうございま

す。今後とも投影番組やイベント等の充実

に努めてまいりますので、引き続き事業へ

のご理解ご協力をよろしくお願いいたしま

す。 

小学校の少人数クラス制の施策のスピードを上げ

ることと、教師の負担軽減に区でも取り組んでい

ただきたいです。 

区では、児童・生徒の確かな学力の定着を

図るため、少人数教育を推進するととも

に、個に応じた、きめ細かい指導の充実に

取り組んでおります。また、教員がその専

門性を十分に発揮できるよう心身の健康を

維持し、子どもと向き合う時間や授業準備

等の時間を確保できる環境が必要です。こ

のため、令和 6年度中に「(仮称)学校にお

ける働き方改革アクションプラン」を策定

し、働き方改革を推進してまいります。  
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現在、ひだまり友遊会館で活動しておりますが、

大きな会議室が不足しいるため、例えば本庁舎完

成後、現在、仮庁舎として使用している施設の活

用などを検討してもらいたいです。 

ひだまり友遊会館は様々な機能を有するこ

とから、小中規模の会議室等が中心となっ

ております。今後 Wi-Fi環境の充実を図っ

てまいりますので、リモート講座等の実施

の際にはぜひご利用ください。 

様々な個性やバックグラウンドを持つ方々と学生

が、学校で何らかのトピックについて話し合うよ

うな機会がこれからの世代の教育に活かされるの

ではないかと思います。 

学校においては福祉、多文化理解、環境、

健康等様々な教育に取り組んでおり、各分

野に見識のある方をゲストティーチャーと

してお招きしております。児童・生徒が直

接話し合うことで多くの学びを得ており、

引き続き、様々な機会をとらえ、外部有識

者から学ぶ機会を設定してまいります。  

整備が行き届いていない緑道等のプロデュース企

画を学生に任せれば、将来に活かせるスキルを身

につけながら、地元への理解、愛を深める機会に

もなります。 

区内には 17大学（学部）があり、それぞれ

が持つ強みや専門性を活かし、様々な分野

で連携事業を実施しており、学生が地域と

交流し、その特性や課題を学び、まちをよ

くする提案をもらう事業も実施しておりま

す。ご意見を踏まえ、関係機関とともによ

り多くの大学・学生と連携できるよう、引

き続き取り組んでまいります。 

クラス編成について、色々な年代との関わりが生

まれるように、朝・夕方の会や給食の際は縦割り

クラスで行ってもよいと思います。 

異学年での関わりで得られる経験は貴重で

あり、多くの小学校で縦割りのグループを

編制した活動を取り入れております。社会

の多様化が進む中で、文化や言語、国籍、

年齢、性別、ＬＧＢＴＱなどの性的指向及

びジェンダーアイデンティティ、障害の有

無等に関わらず、あらゆる他者との違いを

受け入れ、認め合いながらコミュニケーシ

ョンを図ることは大変重要であると考えま

す。ご意見は、学校運営にあたっての参考

とさせていただきます。 

デジタル教育について、重いタブレットを持ち歩

かなくて済むように、「情報科」という科目を取

り入れてその授業で集中して使用する形でもよい

と思います。 

学習用タブレット型端末につきましては、

学校内での様々な学習活動で使用するほ

か、家庭学習にも利用していただく観点か

ら、基本的に毎日、持ち帰りいただくとと

もに、翌日学校に持参いただいておりま

す。 

一方で、タブレットを日々の登下校で持ち

運ぶことによる深刻な影響が懸念される場

合等、状況によってはタブレット端末を学

校で保管することもできますので、ご希望

の場合は学校へご相談願います。 
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限りある資源を知り、便利な生活の背景を知る機

会が、もっとあるとよいなと思います。 

区では、環境・エネルギー教育として日々

の学習活動や学校生活の中で「地球環境に

配慮した行動」を自主的・主体的に実践で

きるよう、自律心、判断力、責任感などの

人間性を育む教育に取り組んでおります。

引き続き、他人や社会との関係性、自然環

境との関係性を認識し、「関わり」「つな

がり」を尊重できる個人を育む教育を進め

てまいります。  

世田谷発の仕事や食べ物を知るための給食や社会

科見学などあると良いと思います。 

区では、地域や学校、教育機関、社会資源

が連携・協働し、「地域と学びを結びつけ

る」といった視点から、人材や場所、ニー

ズ等をマッチングしながら多様な学びの場

や機会を提供していくことで、探究的な学

びの推進や子どもが生涯学び続ける力の育

成につなげております。引き続き、学び舎

や地域運営学校の取組みを通じて、教育機

関や社会資源への働きかけを行い、職場体

験等の取組みを進めてまいります。 

ディベート形式のように、自分の意見・他人の意

見を交わしながら、自分たちなりの回答をみつけ

る授業があってもいいなと思います。 

教育課程においては、「探究のプロセス」

「共感・協働」をキーワードにした「せた

がや探究的な学び」を推進し、学びの質的

転換を図ることとしております。急激に変

化する社会の中で、次代を担う児童・生徒

が、豊かな表現力をもって、多様な他者と

共感・協働しながら、主体的かつ創造的に

問題解決に取り組む力を育む教育を着実に

推進してまいります。  

「合理的配慮＝特別支援教育」とするのはインク

ルーシブ教育の理念とは異なるため、「普通学級

において合理的配慮が必要なこどもに個別に合理

的配慮を提供することによって、インクルーシブ

教育を推進する」ことを明記してください。 

インクルーシブ教育では、障害に限らず、

様々な背景の多様性のある全ての子どもを

対象に、共に学び、共に育つことを理念と

しております。 

通常の学級においても、配慮や支援が必要

な児童・生徒の学びを支えるための合理的

配慮を行ってまいります。 

個別最適とインクルーシブという用語の関係がわ

かりにくいと思います。 

個別最適とインクルーシブという用語の関

係について、「個別最適な学び」は、「指

導の個別化」と「学習の個性化」に整理さ

れており、児童・生徒が自己調整しながら

学習を進めていくことができるよう指導す

ることが重要とされています。インクルー

シブ教育では、障害に限らず、様々な背景

の多様性のある全ての子どもを対象に、共

に学び、共に育つことを理念としておりま

す。 
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産業と学びを結びつける視点についても必要性も

含めて具体的に説明をしてください。 

地域経済の活性化及び産業活性化に向けて

は、起業・創業の促進を図るのみならず、

将来に向けて、若者を中心とするアントレ

プレナー教育やリテラシー教育の機会を充

実することに加え、起業家と若年世代の交

流など学びの機会を通じて、若者のアント

レプレナーシップ（起業家精神）の醸成を

促し、意欲的な活動を後押ししながら地域

経済活性化につなげていくことが重要と考

えております。 

不登校支援の強化については、地域の学校での対

応ができるように教員の確保に力を入れてくださ

い。 

公立学校の教員不足につきましては、近年

全国的に生じており、結果として教員一人

当たりの負担も大きくなっております。教

育委員会としては、任命権者である東京都

教育委員会に対し、児童・生徒へのきめ細

やかな対応ができるよう必要な人員配置を

要望してまいります。 

また、不登校を未然に防ぐため、各学校の

中にほっとルーム（別室登校）設置校を拡

充していくといった取組みを推進し、支援

体制の充実に努めてまいります。さらに、

不登校児童・生徒への個々に応じた支援だ

けでなく、不登校を生み出さないという学

校づくりの視点が不可欠となっており、不

登校の未然防止、早期発見・早期対応、長

期化した場合の支援など、各段階における

対応の基本的な考え方を示す教職員のため

のガイドラインが必要と考えております。

日々子どもたちと接している教職員が、多

様化する社会の中で、世田谷区に住む子ど

もたちの最適な学びを実現するために活用

できるようガイドラインの策定に取り組ん

でまいります。 

保育園や幼稚園、義務教育などにおいて、多様性

を感じ、包括的な社会に対する意識が育まれるよ

うな区の関わりや支援があるとよいのではないで

しょうか。 

区では、子どもたちが、豊かな経験を得な

がら、非認知的能力などこれからの社会を

生き抜く力を身に付けていくことができる

よう、多様な個性を尊重したインクルーシ

ブな教育・保育の推進を図ってまいりまし

た。 

また、各小・中学校、幼稚園、保育園での

取組みに加え、教育総合センターでは、子

どもたちが様々な体験を通して成長しなが

ら、多様な人々や文化を理解し、共存する

ことができるよう、「英語オンリー」での

コミュニケーションを体験するプログラム

や乳幼児を対象とした英語教室、STEAM教

育講座、家庭教育・子育て支援講座など多

様な事業を実施しております。 

263



 

15 

 

「区独自のキャリア・未来デザイン教育」につい

て、現状の分析と合わせて具体的な説明が必要だ

と思います。 

「キャリア・未来デザイン教育」につきま

しては、子ども一人ひとりが社会の担い手

として、自らが課題に向き合い判断して行

動し、それぞれが思い描く未来を実現する

ための資質・能力の育成に取り組むことを

目指しております。今後は、令和６年３月

に策定予定の「世田谷区教育振興基本計

画」に則り、評価・改善を進めてまいりま

す。 

教育ＤＸの推進と教員の働き方改革については、

現場の人手不足である実態を把握しながら、無理

のない範囲で効果的な教育を展開して欲しいと思

います。 

教育委員会では、今後、令和６年３月に策

定予定の「世田谷区教育の情報化推進計

画」において、より具体的な教育ＤＸに関

する取組み内容をお示しする予定です。 

同計画を通して、教員の業務負担軽減を実

現するとともに、子どもたちと向き合う時

間の拡充などを目指し、ＩＣＴを活用した

教員の働き方改革を推進してまいります。 

インクルーシブ教育と特別支援教育という概念の

整理がよくわかりません。インクルーシブなら、

特別な教育は必要ないのではないでしょうか。 

インクルーシブ教育では、障害に限らず、

様々な背景の多様性のある全ての子どもを

対象に、共に学び、共に育つことを理念と

しております。 

一方で、特別支援教育とは、障害や発達上

の特性は多様であることから、一人ひとり

の教育的ニーズを把握した上で、適切な指

導や支援を行うものであり、インクルーシ

ブ教育と共に、必要であると考えておりま

す。 

不登校の出現率は都や国の平均より高いと指摘し

ていますが、小学校については誤差の範囲に見え

ます。統計の読み取りには注意すべきです。 

いただいたご意見は参考にさせていただき

ます。 

図書館利用については、利用目的は読書習慣にと

どまらず、学習や研究も含まれることも明示すべ

きではないでしょうか。 

令和６年３月に策定予定の「第３次世田谷

区立図書館ビジョン」では、「知と学びと

文化の情報拠点」という基本理念を掲げ図

書館が持つ役割を記載しております。この

基本理念に基づいて、さらに図書館サービ

スの充実等に取り組んでまいります。 

子供達が将来なりたい職業を決めるためにまずは

どんな職業があるかを知る機会を創出することを

目的とした小中学生へ向けた職業説明会を開催

し、多様な業界から仕事の魅力を伝え、子供達の

キャリア形成を推進していただきたいです。 

子どもたちに様々な職業を知る機会を創出

できるよう、各学校においてキャリア教育

を推進するとともに、「ハローキャリアワ

ーク」等の教育課程外の職業意識を高める

機会を提供できるよう取り組んでまいりま

す。 
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歌手、ダンサー、シェフなど、勉強にとらわれな

い領域の才能がある子供を貸与型奨学金でサポー

トする仕組みをつくり、公立中学に進学する児童

たちに提供してはどうかと思います。 

区では、「キャリア・パスポート」をもと

に、子どもたちが自らの学習状況や学校行

事、地域での活動等によりキャリアの形成

を見通したり振り返ったりしながら、自身

の変容や成長を自己評価できる取組みを推

進しています。ご意見にあるような個人を

対象に奨学金を提供するような制度はあり

ませんが、キャリア・未来デザイン教育と

して、急激に変化する社会の中で、次代を

担う児童・生徒自身が主体的かつ創造的に

問題解決に取り組み、自らの才能を伸ばす

力を育んでいけるよう支援してまいりま

す。 

＜健康・福祉について＞ 

近くに温泉施設がなく、65歳以上の入浴券を利用

することができません。子供から老人まで誰でも

喜ぶ温泉施設を作っていただけたらと思います。 

千歳温水プールには浴室が設置されてお

り、健康運動室をご利用の 60歳以上の方に

ご使用いただいております。また、令和５

年 11月に基本計画を策定した上用賀公園拡

張整備事業では、施設内に浴室を設置する

ことを想定しており、今後、設計や運用方

法を検討していく予定です。いただいたご

意見も参考に、引き続き、公共施設の適切

な整備、更新に取り組んでまいります。 

健康診断の情報が定期的にきますが、会社に所属

している場合、必要ありません。健康診断を受け

ない人に、その分ポイントを付与するのもよいと

思います。社会保険証を「せたペイ」に紐づけ、

健康診断が不要な人にはその分「せたペイ」にポ

イントを付与してもらえると、薬の購入等に充て

られるので嬉しいです。 

保険者や事業主が実施するがん検診は福利

厚生の一環として任意で実施しており、勤

務先によって受診できるがん検診が異なり

ます。そのため、区が実施しているがん検

診のご案内は、お勤めされている方も含

め、対象となる区民の方へ送付させていた

だいております。不要な場合は、案内の発

送をお止めすることもできますので、お手

数ですがご連絡いただければと思います。

なお、ご提案いただきました「せたペイ」

の活用につきましては、今後の施策の参考

とさせていただきます。 

広く区民の方に対して効果的な受診勧奨に

なるように、様々な手法の活用について検

討してまいります。 
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近隣自治体の麻生区が長寿日本一に輝きました。

緑に恵まれ、区民の健康意識が高いことがその要

因と言われています。世田谷区でも長寿日本一を

目指して取組みを進めていただきたいと思いま

す。 

世田谷区民の健康づくりに関する意識調査

結果（令和２年度）では、区民の多くは、

自分は健康だと思い毎日を健やかに充実し

て暮らせていると感じている一方で、生活

習慣の改善に意欲はあるものの実践に結び

つかない人や健康への関心が薄い人が多い

こともわかっています。健康無関心層も巻

き込みながら、自主的かつ合理的に、また

は自然に健康につながる選択ができるよう

な仕掛けや工夫を取り入れ、健康長寿の推

進をはじめ、区民の望ましい健康づくりに

向けた取組みを進めてまいります。 

介護現場では人員不足が深刻化し、「孤独死、孤

立死」が増加傾向にあります。一人でも多くの方

を救っていただきたく、全ての総合支所保健福祉

課に、複数の介護指導職員を配置していただきた

いです。 

  

各総合支所保健福祉課では、医療関係者や

あんしんすこやかセンター、事業者など、

地域の様々な機関との連携体制を構築し、

困難ケース等への対応を進めております。

現在配置されている介護指導職員もチーム

の一員として対応しているところですが、

対象によっては緊急時バックアップセンタ

ーの活用も図りながら、必要な支援を行っ

てまいります。介護指導職の配置のない支

所で介護指導職員の派遣が必要な場合は、

支所間で調整し対応しております。 

また、区民の困りごとが複雑化・複合化し

ており対応が困難なケースの場合には、多

機関が協働して取り組めるよう、コーディ

ネーター的役割を担う事業の検討も進めて

おります。 

今後も引き続き区民の安心安全の地域生活

のため、個々のケースの状況等にあわせ、

福祉緊急対応要綱の活用を図りながら、必

要な支援を進めてまいります。 

福祉の「困難なケース」に対応する「福祉緊急対

応」制度について明記し、この制度を活用するこ

とを前提に「福祉の相談窓口」などが窓口として

開かれている姿を明示してください。 

 

各地域の保健福祉センターに介護指導職を適切に

配置して、福祉緊急対応要綱上のケア会議を地区

の四者連携会議と共有しながら「困難なケース」

に対応する旨を明記してください。 

 

福祉緊急対応要綱の基本理念のように姿勢を明確

にしてください。 

基本計画には、世田谷区が果たす福祉の公的責任

とそれを担う専門職（介護指導職）の配置につい

て、明記してください。 

区は、福祉人材の確保・育成・定着支援も

含め、重点政策４「誰もが取り残されるこ

となく生き生きと暮らせるための支援の強

化」に取り組み、誰もが安心して暮らすこ

とができる地域共生社会の実現を目指しま

す。 

介護指導職員もチームの一員として地域の

様々な機関と連携し、困難ケース等への対

応を進めております。今後、民間事業者等

との連携をさらに深め、地域をあげて対応

を行う体制を築いてまいります。 
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障がい者が自立して一人暮らしを始めるにあた

り、賃貸アパートを探すことは困難を極めます。

区営住宅の確保、借り上げ住宅の拡充など、居住

支援を強化していただきたいです。 

障害者や高齢者などのお部屋探しにお困り

の方を対象に、区と協定を結んだ不動産団

体の協力で民間賃貸住宅の空き室を提供す

る「お部屋探しサポート」を実施していま

す。 

「世田谷区第四次住宅整備方針」に基づ

き、区営住宅等のバリアフリー改修を順次

行うとともに、都営住宅等公的住宅の建

設・建替えの際には、障害者が安心して生

活できるよう、ユニバーサルデザインに基

づく整備を要請するなど、障害者の安定的

な住宅供給に努めてまいります。 

政策７ 健康づくりの推進について、企業健保と連

携し、高齢者が介護の世話にならずに寿命を全う

できるような健康づくりを 20代の頃から取り組め

る体制をつくっていただきたいです。 

健康寿命の延伸のためには、若い世代から

の望ましい生活習慣づくりが重要となりま

す。望ましい生活習慣づくりのための知識

の普及啓発のために、企業健保をはじめと

する職域等関係機関や地域との一層の連携

に取り組んでまいります。 

政策９ 地域福祉の推進と基盤整備について、地価

の安い自治体との連携による、区民（住宅確保要

配慮者）の移住も考慮すべきではないかと思いま

す。 

区では、誰もが住み慣れた地域で自分らし

い暮らしを続けることができるまちを目指

しております。いただいたご意見は今後の

参考にさせていただきます。 

今後の地域包括ケアシステムの中に、性的マイノ

リティ、特に高齢期の性的マイノリティが孤立孤

独に陥る問題を抱えているということを念頭に地

域包括ケアシステムを考えていただきたいです。 

区では、誰もが住み慣れた地域で安心して

暮らし続けることができるよう、高齢者の

みならず、あらゆる方を対象とした世田谷

版地域包括ケアシステムの推進に取り組ん

でおります。基本計画の理念「多様性を尊

重し活かす」の中に「性別、ＬＧＢＴＱな

どの性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティ」を明記し、世田谷版地域包括ケアシ

ステムについても、性の多様性に配慮し権

利を尊重して推進してまいります。 

民間の高齢者施設へ入居せざるを得ない親の介護

をするシニア世代への手当てなど、シニア世代を

対象とした具体的な支援策がほとんどみられませ

ん。「シニア世代（高齢者）が安心して暮らせる

支援の強化」を政策の項目として追加していただ

きたいです。 

本計画では、区政が目指すべき方向性とし

て「持続可能な未来を確保し、あらゆる世

代が安心して住み続けられる世田谷をとも

につくる」こととしております。シニア世

代の方も含め、誰もが安心して住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを続けられるよ

う、政策９「地域福祉の推進と基盤整備」

に基づく取組みを進めてまいります。 
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あらゆる政策や施策に関し、食育の推進の視点を

盛り込んでいただきたい。また、食育の具体的な

施策案として、「食品の安全性と品質の確保」

「食品供給の促進」「食育の普及と推進」を盛り

込んでいただきたいです。 

「食育の推進」については、区民の皆様の

健康の保持・増進のために重要な視点だと

考えており、本計画において、健康づくり

の推進のための主な事業の一つとして位置

づけているところです。事業を推進するに

あたっては、庁内の関連部署が幅広く連

携・協力を図りながら、より効果的な事業

展開を目指してまいります。 

一人暮らしのお年寄りが増えていることへの対策

として、お年寄りも集まれるようなイベント開催

や、外で他者と活き活き過ごせるようなサポート

を行うのはどうでしょうか。 

高齢者がイベントへ参加することや、他者

と会話を交わしいきいきと暮らすことは、

自身の健康につながるものと考えます。ま

た、一人暮らし高齢者は孤立化のリスクが

あることから、地域とのつながりをサポー

トすることが重要です。こうした点を踏ま

え、今後とも高齢者の活動と参加の促進に

取り組んでまいります。 

「共助」による見守りネットワークの中で見出さ

れた「公助」の必要な方を確実に「公助」につな

いでいく姿を明記してください。 

区では、区民が福祉に関する困りごとを抱

えた際に、早期に支援につながれるよう、

28地区すべてのまちづくりセンター内に

「福祉の相談窓口」を設けております。

「福祉の相談窓口」では、分野や属性に関

わらず、福祉に関するあらゆる困りごとの

相談を受け付けており、本人からの相談の

ほか、地域住民等からの情報提供も多くい

ただいております。また、支援を受け入れ

にくい方や支援の必要性を感じていない方

などにも、課題が深刻化する前に早期に把

握したうえで、必要な支援を届けてまいり

ます。 

医療的ケアが必要な方でも、24時間の他人介助を

利用しながら一人暮らし等の自立生活をおくって

いる方が何人もいるということを明記した上でグ

ループホーム等を選択肢の一つとしてあげてくだ

さい。 

実施計画に掲げる具体的な事業において、

「医療的ケア児（者）の支援」を掲げてお

り、この中には在宅支援も含まれておりま

す。医療的ケア児（者）とその家族がおか

れている状況を把握しながら、在宅生活へ

の支援および施設整備を着実に進めてまい

ります。 

重点政策４に、区内施設での虐待ゼロを目指すこ

と、高齢女性、単身女性ニーズなどへの支援対応

を行うこと、介護の担い手不足対策の取組みとし

て、報酬アップの経営モデル構築や再公営化の検

討を加えていただきたいです。 

重点政策４では、目指す姿を「すべての区

民の人権が尊重され、年齢、性別、ＬＧＢ

ＴＱなどの性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティ、国籍、障害の有無などに関わ

らず自らの意思に基づき個性と能力を十分

発揮することができ、生き生きと尊厳をも

って地域で暮らすことができる」としてい

ます。 

いただいたご意見も参考に、誰もが生き生

きと尊厳をもって地域で暮らすことができ
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る基盤の強化に取り組んでまいります。 

また、今後も高齢化が進展することが見込

まれる中で、介護人材の確保は重要な課題

だと考えています。ご意見については、重

要な視点であるため、今後の施策検討の参

考とさせていただきます。 

今後、生活保護者も増える中で、適切な生活保護

適用の判断ができるだけのワーカーの数と技能の

養成が必要になるのではないでしょうか。 

社会福祉法に定められている標準数を目途

とした人員配置に努めるとともに、社会福

祉主事の資格取得支援、各種研修への積極

的な参加や日々のＯＪＴを通じた技能の養

成に引き続き取り組んでまいります。 

＜災害・危機管理について＞ 

世田谷区は自然災害に非常に脆弱な都市基盤とな

っています。災害時に消防車や救急車、インフラ

復旧車両が通行できるようになる無電柱化は、即

効性のある都市基盤整備で、幹線道路は当然とし

て、世田谷区の場合は駅周辺商店街の区道や学校

通学路の無電柱化も重要だと考えます。本計画に

おける無電柱化整備を上位へ掲げていただきたい

です。  

都市防災機能の強化や安全で快適な歩行空

間の確保、良好な都市景観の創出を図るた

め、無電柱化整備は重要だと考えておりま

す。なお、本計画においては、災害に強い

街づくりを進めるための主な事業の１つと

して無電柱化整備事業を実施計画に位置づ

け、緊急輸送路を中心に計画的に取組みを

進めてまいります。 

ハワイの山火事は送電線が原因ではないかと言わ

れています。是非、防災として電線の地中化を進

めていただきたいです。 

 

暗い道に防犯カメラを増やして欲しいです。閑静

な住宅街の夜道は怖く、防犯対策として、抑止力

になるものをつくっていただければと思います。 

区では、防犯カメラを設置する町会等に対

して、設置費用の補助を実施しておりま

す。防犯カメラの整備が進むよう町会等へ

は、費用補助についてきめ細かく周知する

とともに、カメラ付き自動販売機の設置を

働きかけてまいります。防犯カメラは区民

の安全・安心を見守る上で重要なツールで

あるとの認識のもと、引き続き、カメラの

整備促進に取り組んでまいります。 

また、犯罪の抑止と区民の安全安心を確保

するため、青色回転灯を装備したパトロー

ルカーにより 24時間 365日体制で、地域の

パトロールを実施しています。引き続き、

区内警察署との連携・情報共有を密にし、

犯罪情勢に応じた弾力的・重点的なパトロ

ール活動を展開してまいります。 

政策 10 安全・安心のまちづくりについて、住宅街

への防犯カメラ設置を推進して欲しいです。 

269



 

21 

 

老朽空き家の積極的な除却と、子育て世帯の定住

推進と絡めて、区による子育て世帯への不動産斡

旋で、災害に強い住宅に建て替えていくよう取り

組むべきだと思います。 

改正された「空家等対策の推進に関する特

別措置法」に基づき、空家等の発生抑制及

び適切な管理の確保並びに活用・除却の促

進等により、空家等の対策を進めてまいり

ます。また、災害に強い住宅に建て替えて

いくことについては、建替え手法の一つと

して参考とさせていただきます。 

災害危機管理の具体的施策について、災害後の復

旧について記載するべきだと思います。さらに良

い街にすべきで、その点を施策として明記すると

未来のあるストーリー展開ができると考えます。 

地震等による災害発生後における都市復興

においては、「世田谷区都市復興プログラ

ム」において都市の復興、住宅の復興に関

する行動手順を定めており、①被害調査の

結果や都市整備方針（都市計画マスタープ

ラン）等を踏まえ、被災後概ね２週間を目

途に都市復興の理念や目標、取組みの基本

的な考えを示した「復興まちづくり方針」

を策定し、②その後、方針に基づき道路、

公園等主要インフラの整備や、土地区画整

理事業、市街地再開発事業等復興まちづく

り事業について、東京都や地域の皆さまと

協議しながら、被災後概ね６ヶ月を目途に

「復興まちづくり計画」を策定し、事業等

を実施することで、従前よりも災害に強

く、住みやすい街に向け、取組みを進める

こととしています。 

防災上狭い道路については、セットバックを促す

ような施策が必要ではないでしょうか。 

区では、平成９年に「狭あい道路拡幅整備

条例」を施行し、緊急車両等の通行に支障

のある幅員が４ｍに満たない道路を解消す

るため、狭あい道路の拡幅整備を行ってお

ります。これからも、各種助成制度を活用

し、土地所有者等のご協力のもと、狭あい

道路の解消に努めてまいります。 

世田谷区は、デジタル技術や科学技術を活用し、

各分野において、デジタル化やＡＩ活用を進め、

科学的な分析や事務改善等に取り組みながら課題

解決にあたるべきだと思います。 

計画実行の指針でお示ししているとおり、

各施策の推進にあたり、必ず考慮すべき指

針の一つとして、「ＤＸの推進」を掲げて

おります。区民主体のサービスデザインを

徹底して利便性を高めるため、デジタルフ

ァーストで行政サービスの再構築を図って

いくとともに、デジタルツールを効果的に

活用した多様な世代の意見表明や区政参加

の促進の取組み、様々な情報の共有が可能

となる仕組みの検討を進めてまいります。

また、生成ＡＩ等をはじめとした、劇的に

進歩しかつ重要視されているデジタル技術

について、その特性等を正しく理解して安

全かつ適正に利用し、さらなる業務効率の

改善を進めてまいります。さらに、職員の

スキル向上を図り、必要に応じて外部人材
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の登用を行いながら、専門性の高い課題の

解決や施策展開につなげてまいります。 

災害時に必要なものを一式備えるだけでもかなり

大変です。最低限必要なものだけでも希望者に配

布することや、区で安く売り出してはいかがでし

ょうか。 

区では災害時に必要となる防災用品のあっ

せんを行っており、こうした取組みのさら

なる周知等を図ることにより、自助の推進

に努めてまいります。 

  

271



 

23 

 

＜環境・リサイクル・みどりについて＞ 

道路及び他人の敷地に煙草の吸い殻やペットボト

ルを捨てた者に罰金を科してはどうでしょうか。 

道路上(私道は除く)等の公有地のうち区内

５か所にある環境美化推進地区において

は、世田谷区環境美化に関する条例にて、

２万円以下の罰金に処することとなってお

ります。この適用範囲を広げていくかにつ

いては、今後の施策の参考とさせていただ

きます。 

政策 13 歩きたばこを止めさせるには、「たばこ

ルールの推進」だけでは具体性がありません。町

会が喫煙町民を指導するなど、実効性のある対策

を明記してほしいです。  

区では、屋外の公共の場所等での環境美化

及び迷惑防止を促進するため、区内全域の

道路、公園は喫煙禁止としております。ま

た、たばこルールの実施にあたり、区のお

しらせなどによる情報発信、地域の町会・

自治会と協力したキャンペーンの実施等に

よる周知啓発を行うとともに、環境美化指

導員による巡回指導等を行いながら喫煙者

のマナー向上に努めてまいります。いただ

きましたご意見は今後の施策の参考とさせ

ていただきます。 

道端での歩きタバコの全面禁止をお願いしたいで

す。 

 

世田谷区は喫煙所以外禁止なのに路上たばこやコ

インパーキングなどで吸っている人が多いです。

たばこルールの推進をするならもっと厳しくすべ

きで、禁止にして欲しいです。 

 

タバコのルールについては、もっと周知し、歩き

タバコは条例などで規制すべきではないでしょう

か。 

罰則規定については、たばこルールの策定

にあたり、学識経験者等の外部委員を含む

検討委員会にて検討いたしました。その結

果、喫煙する人としない人が相互に理解を

深め、区民協働により地域のたばこマナー

が向上するまちづくりの実現を目指すべき

との意見で一致したことから、現状では罰

則規定を設けておりません。たばこルール

の周知啓発とともに環境美化指導員による

巡回指導等を行いながら、喫煙者のマナー

向上に努めてまいります。 

歩き喫煙、公共の場での喫煙で、子供、老人が被

害を受けています。罰則をもうけるべきではない

でしょうか。 

 

植え込み等の増設もいいですが、既存の植え込み

の剪定等に積極的に取り組んでいただきたいで

す。 

世田谷区みどりの基本計画及び行動計画に

おいて、公園緑地や街路樹・植栽帯につい

て適切な補植や更新、剪定等を行っていく

こととしており、引き続き、健全な育成・

維持管理に取り組んでまいります。 

政策 14 達成の難しいみどり率を目標にするより

も、みどりの保全に協力している住民の固定資産

税を割り引くなど、実効性のある対策を明記して

ほしいです。 

世田谷区の自然を特徴づける住宅地のみど

りについて、保存樹木や市民緑地による管

理支援など身近なみどりを守り育てるため

の制度をより一層活用してまいります。ま

た、建築時における緑化の指導や緑化助成

など様々な方策によりみどりの保全・創出

に取り組んでまいります。 
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ペットボトルの収集を 2週に 1度から毎週に増や

してほしいです。 

ペットボトルにつきましては、集積所での

回収のほか、32か所の公共施設での拠点回

収、販売事業者による自主回収も行われて

いることなどから、排出量も踏まえて月２

回の集積所回収としておりますが、いただ

いたご意見につきましては今後の施策の参

考とさせていただきます。 

コンポスト購入費用助成制度を導入できないでし

ょうか。生ごみは水分を多く含むため、焼却時の

燃料消費量が増加すると考えられます。カーボン

ニュートラルを達成するには、検討すべき課題だ

と考えます。  

区では以前、生ごみ処理機の助成を実施し

ておりましたが、申請者数の減少や堆肥の

活用がないことなどから、平成 24年度で終

了しました。代わりに、生ごみ削減に関す

る情報提供や、生ごみの堆肥化講習会等を

定期的に実施し、生ごみ減量の重要性につ

いて啓発を行っているところです。生ごみ

処理機購入費用の助成につきましては、生

ごみの水切りや堆肥化に関する区民アンケ

ート調査を行うとともに、他自治体の助成

制度や削減効果なども踏まえて検証してま

いります。 

他区にない良い取組みを考える、コンポストの補

助など他区の取組みを世田谷区でも採用するとい

った視点を持って欲しいです。 

 

コンポストで作った堆肥を「せたがやそだち」の

農園に寄付し、寄付した農家から少しのお裾分

け、あるいは購入割引を受けられるような、循環

の仕組みを作れないでしょうか。 

個人で堆肥化したものは、水分量や塩分濃

度などの問題があり、農家への受入れに課

題があります。生ごみの減量は、区民のみ

なさまの協力が必要ですので、生ごみ堆肥

の地域循環については、他自治体の取組み

を参考に、関係団体等と相談しながら検討

してまいります。 

ごみのポイ捨てについて、路上やコインパーキン

グでポイ捨てが多いです。しっかり取り締まりし

て欲しいです。もしくは監視カメラを多くするな

どしていただければと思います。 

路上へのポイ捨てにつきましては、区のお

しらせ等による情報発信、電柱巻看板や路

面標示シート等の設置によるポイ捨て禁止

の注意啓発および地域の町会・自治会、商

店街等との協働によるキャンペーンを実施

し、区民のマナー向上に努めてまいりま

す。 

コインパーキングにつきましては、設置事

業者への啓発活動が中心となります。こち

らのご意見は今後の施策の参考とさせてい

ただきます。 
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政策 12について、以下の趣旨で補強することを提

案します。 

①脱炭素化の推進において、再エネの地産地消に

伴う地域裨益を重視する。 

②既築建物を活用した太陽光発電を再エネ拡大の

重点の一つとして位置づけ、既築建物を太陽光発

電の広大なフロンティアとしてとらえ直す。 

③「施策の概要（１）（２）」のいずれも、「区

または区民出資によるオンサイトＰＰＡ事業者」

がサービス提供すれば利用者、出資者ともにメリ

ットが生まれるのではないでしょうか。  

区では既存及び新築住宅への太陽光発電シ

ステムの設置に対し、経費の一部を補助す

る「世田谷区エコ住宅補助金」事業を実施

しており、太陽光発電システムの普及促進

に向け、制度の拡充を行ってきました。ま

た、学校等の公共施設を新築・改築する際

に、「世田谷区環境配慮公共施設整備指

針」に基づき、太陽光発電設備の設置を進

めています。いただいたご意見を参考に、

再生可能エネルギーのさらなる利用拡大に

向け引き続き検討を進めてまいります。 

オンサイトＰＰＡについては、災害時に避

難所となる区立中学校の中から太陽光パネ

ルが設置可能な学校を対象にＰＰＡによる

太陽光パネル及び蓄電池を設置してまいり

ました。（令和４年度６施設、令和５年度

４施設(予定)） 

太陽光パネルや蓄電池の設置にかかる費用

を、メンテナンス費用とあわせて月々の電

気代に含めて支払うことで、初期費用をか

けずに開始できるＰＰＡモデルの利用者側

としてのメリットと導入における課題など

を確認してきたところです。いただいたご

意見も参考に、今後、関係する事業者とも

情報交換を図ってまいります。 

公共施設における太陽光発電設備等の設置事業者

を選定する際は、事業に伴う収益が長期にわたり

継続的に区または区民に還元されるかどうかも考

慮すべきだと考えます。  

重点政策５ 自然との共生と脱炭素社会の構築につ

いて、原発再稼働・小型モジュール炉導入推進、

水素・アンモニアの活用を重点的に取り組んでほ

しいです。 

国、都、他自治体、民間事業者や区民な

ど、様々な活動主体の動向を注視し、各主

体との連携・協力を行う等、脱炭素社会に

役立つエネルギーの利用拡大に向けて、新

たな技術や見識の活用について検討を進め

てまいります。 

現在はほとんどのプラスチックが燃えるごみとし

て捨てられていますが、プラスチックの特定日の

回収を進めるべきです。 

 

  

地球温暖化や海洋プラスチック問題が深刻

化するなか、プラスチックの資源化は二酸

化炭素排出量の削減や天然資源使用量の抑

制につながることから、区として引き続き

プラスチックの発生抑制と資源化に向けた

検討を進めてまいります。 
プラスチックごみをすべて可燃ごみとすることに

驚きました。新品衣類包装のプラスチックなど汚

れのないプラスチックを可燃ごみとして捨てる

際、非常にためらいと疑問を感じています。有毒

ガスを発生しないなど、性能の良い焼却炉を使用

しているとしても、焼却による高熱の発生や温暖

化につながる懸念があります。個人の努力では限

度があります。「プラスチック政策」を考えてい

ただきたく思います。 
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リサイクルについて、区はごみやリサイクルの現

状を共有し、今、個人や企業がなにができるかを

具体的に発信していくべきだと思います。 

また、企業は作ったものに対して責任を持つ必要

があると思います。 

さらに、個人においては分別をしっかりして、本

当に必要なものかどうか吟味し、ものを大事に使

うと良いと思います。まだ使用できる製品はリサ

イクル用賀やフリーマーケット等を活用して譲

渡・販売を行い、回していくことが必要かと思い

ます。  

区民や事業者との協働により、さらなる発

生抑制（リデュース）と再利用（リユー

ス）が進み、ごみの減量と循環型社会が実

現されるよう、区のおしらせや資源・ごみ

分別アプリによる情報発信、区民向けイベ

ントでの周知など、あらゆる機会をとらえ

て普及啓発に取り組んでまいります。 

ごみの処理については、ごみ出しにおける分類の

促進や生ごみなどの処理方法などについて、理解

促進に努めるなどして、ごみの削減などを進める

べきではないでしょうか。 

 

環境については、自然を保護しながら、緑化も促

進して欲しいと思います。 

国分寺崖線のまとまった樹林地や樹木など

をはじめとした区内の豊かな自然環境の確

保に取り組むとともに、生物多様性に配慮

したみどりの保全・創出に、引き続き取り

組んでまいります。 

ごみのポイ捨て防止として、一定の基準の下で区

内にごみ箱を配置したほうがよいのではないでし

ょうか。 

ごみ箱の設置については、場所の選定及び

確保や収集運搬の費用、回数を含めた総合

的な検討が必要となります。ご意見は今後

の施策の参考とさせていただきます。 

地球温暖化対策には、自動運転のＥＶ自動車を普

及させる等の施策や新しい政策検討が必要です。 

ＥＶを含むＺＥＶ（ゼロエミッションビー

クル）の普及は、運輸部門の脱炭素化に寄

与するものであると認識しており、さらな

る普及に向けて、引き続き取組みを推進し

てまいります。また、自動運転などの新た

な技術・知見についても引き続き注視して

まいります。 

路上タバコや吸い殻のポイ捨てをする人を見かけ

るたびに注意しています。世田谷区内でのたばこ

販売は中止した方がよいのではないでしょうか。 

路上喫煙や吸い殻のポイ捨てについて、日

頃より注意喚起をしていただき誠にありが

とうございます。 

たばこの販売を中止することにつきまして

は、国等の政策に関わる事項であり、今後

の参考とさせていただきます。 

気候温暖化対策について、世田谷区はプロジェク

トチームを立ち上げてより熱心に取り組むよう望

みます。 

区民や事業者など、様々な主体を巻き込ん

で地球温暖化対策を進めていくことは重要

と認識しております。今後は、区民が気候

変動について話し合う場を設けるなど、引

き続き、区民や事業者などの様々な主体と

連携・協力して地球温暖化対策を進めてま

いります。 
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重点政策５に、命を支える水の安全を加えていた

だきたいです。 

水の循環によってすべての生命が支えられ

ていることを踏まえ、水環境の保全は重要

と認識しております。動植物の生存基盤と

なる土壌の形成、都市型水害を防止する健

全な水循環を維持するために、地下水位や

水質調査等を継続するとともに、地下水の

涵養を推進してまいります。 

リユースができやすい社会としてほしいです。最

近は、近くに時計を修繕してくれるところや線香

立てを扱っているところがなくなって困っていま

す。捨ててしまうなら再利用できないでしょう

か。 

区では循環型社会を目指し、普及啓発施設

においてリユース事業を展開するととも

に、区ホームページでもリユースショップ

の情報を紹介するなど、様々な取組みを行

っているところです。引き続き、不用なも

のを出さない暮らしへの転換を促進し、ご

みの減量と循環型社会が実現されるよう取

り組んでまいります。 

世田谷区ふるさと納税の使い道の一つに「世田谷

区と世界の緑化」を設定し、世界の緑化にも眼を

向けてはいかがでしょうか。 

区では、区制 100周年を迎える令和 14年に

区の面積の約３分の１がみどりで覆われる

ように「世田谷みどり 33」として、みどり

の豊かさを測る指標のみどり率を 33％とす

る長期目標を掲げて取り組んでおります。 

区では、ふるさと納税制度を活用してみど

りに関することを目的に寄附いただいた場

合は、世田谷区トラスト基金に積み立て、

公園緑地の整備や特別保護区の保護管理、

羽根木公園の梅林管理の一部に活用してお

ります。 

引き続き、みどりへの関心と理解が促進さ

れるように、世田谷区のみどりの保全・創

出に取り組んでまいります。いただいたご

意見については今後の区政の参考にさせて

いただきます。 

＜経済・産業について＞ 

世田谷区は今後生産年齢人口が減り、税収が減る

ことが予想されるため、ＩＴ産業就業者をターゲ

ットにテレワークスペースを格安に提供する仕組

みを作るのはどうかと考えます。 

職住近接や職住一体の流れが強まる中で、

働きやすい環境の整備や多様な働き方の実

現は、地域経済活性化の観点からも重要な

課題であると認識しております。いただい

たご提案・ご意見については、今後の施策

の参考とさせていただきます。 

区の産業構造については、政策立案者の理解を前

提とした説明になっていると思います。区内の産

業が何なのか、もう少し説明があるとよいと思い

ました。 

産業構造等に関する詳細な説明等について

は、令和６年３月に策定予定の「世田谷地

域経済発展ビジョン」の中で、言及させて

いただきます。 

区内の企業が少ないことを気にしているようです

が、地域的な特性もあるので、他の区と比較して

考える必要はないと思います。 

ご意見は今後の施策の参考とさせていただ

きます。 
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地域経済の持続可能性やエシカル消費について

は、区が積極的に関わるべきなのか政策において

明確に指摘されていないように思います。 

「世田谷区地域経済の持続可能な発展条

例」において、基本的方針の一つとして、

「地域経済の持続可能性を考慮した事業活

動及びエシカル消費（人、社会及び環境に

配慮した消費行動をいう。）の推進を図る

こと。」を掲げております。条例で掲げる

理念実現に向け、様々な施策の検討を進め

てまいります。 

起業家、士業家、クリエイター、アーティスト

等、多様な業界業種が集まり情報交換できる場、

若者の起業促進、働き方の多様性を学べる場の創

出を目的とした知の交流の場をつくっていただき

たいです。 

区では、例えば 20～40代を中心に、地域経

済のステークホルダーである区内企業、ス

タートアップ、フリーランス、プロボノ

（会社員など）、大学、金融機関などの多

様な人材の交流等により産業活性化や地域

課題解決に取り組む「SETAGAYA PORT」の取

組みを行っているところですが、いただい

たご意見は今後の施策の参考とさせていた

だきます。 

子ども食堂のような「善意のリボン」の取組みを

商店街や、せた Payを使っているお店に協力を求

めることで世田谷区でも取り組めないでしょう

か。 

経済的発展のみならず、寄附を始めとする

非経済的価値も包摂したデジタル地域通貨

として、せたがやＰａｙをより多くの利用

者や事業者に、多様なシーンでご活用いた

だけるよう取組みを進めてまいります。い

ただいたご意見・ご提案については、今後

の施策の参考とさせていただきます。 

個人商店がどんどんなくなり、チェーン店が増

え、どこの町も同じようになり、町に美しさがな

くなっていると感じます。個人商店を守る取組み

を進めてほしいです。 

地域経済はこれまで以上に多様な要素や価

値観、多岐にわたる主体によって構成され

るようになり、その多様性によって新たな

価値が創造され、地域経済の持続可能な発

展につながるものと認識しております。そ

のため、特に地元の個人商店の集積であ

り、かつコミュニティの核として公共的な

役割も担う商店街等に対しては、その維持

や活動を下支えできるよう引き続き補助金

等による支援を継続していまいります。 

いただいたご意見・ご提案については、今

後の施策の参考とさせていただきます。 

自然栽培・有機栽培の農作物の生産と消費の関わ

りに世田谷区が関わることを提案します。生産者

と消費者とのつながりが深まり、地域生産の食品

供給の促進につながると思います。 

区では、有機農業に関しましては東京都エ

コ農産物認証制度のエコ 50、エコ 100を取

得している農業者に対して、たい肥や有機

質肥料補助など、区独自の支援を行ってお

ります。 

今後、エコ農産物として栽培されている区

内産農産物の区民向けＰＲ促進に向けて、

のぼり旗など販売促進資材の作成・配付を

予定しており、引き続き環境に配慮した有

機栽培への支援と地域生産農産物の供給促

進に向けて取り組んでまいります。 
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自然栽培・有機栽培の学校給食への普及や、生産

農家の見学・実習を世田谷区が推し進め、自然栽

培・有機栽培の農産物の割合を増やしていく取組

みに目標値を定めて、実践していただきたいで

す。 

区では、区立小・中学校の給食において安

全・安心であることを第一に考えており、

環境に配慮した農作物や食品を選択するこ

とで、持続可能な食を支える取組みに貢献

することや、児童・生徒への食育の観点か

らも原則農薬不使用の有機農産物を学校給

食に取り入れることは重要なことと認識し

ております。 

各学校には、限られた給食費予算の中で、

可能な限り有機農産物を使用するようお願

いをしており、また、今年度は別途予算を

措置し、10月から有機米を活用した給食を

各学校６回提供しています。 

有機農産物の活用にあたっては、通常の食

材よりも高価であること、取り扱っている

事業者が限られているため必要量の確保が

困難であることなどの課題もございます

が、今回の有機米の活用をきっかけとし

て、今後、有機米だけでなく有機野菜など

の使用も可能な限り広げてまいりたいと考

えております。 

また、生産農家の見学・実習については、

産地との協力体制の構築などの課題がある

ことから、今後の有機農産物の使用拡大に

あわせて検討してまいります。 

＜文化・スポーツについて＞ 

世田谷区の端にある奥沢地区でも、図書館やスポ

ーツができる場所など、皆が楽しめる環境の整備

をお願いしたいです。 

奥沢図書館及び奥沢区民センターについて

は、現在暫定的な移転先において運営して

おりますが、以前のような運営を行えるよ

う、対応について検討を進めているところ

です。また、子どもが安心して過ごせる居

場所として、奥沢中学校の改築にあわせて

児童館の整備を行うことも予定しておりま

す。今後も、奥沢地域の特性を踏まえ、区

民ニーズに即した公共施設のあり方につい

て検討してまいります。 
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世田谷区に、ホールの地下に地元の音楽愛好家が

自由に練習出来る部屋を備えた音楽ホールを是非

作っていただきたいです。 

世田谷区民会館は、現在、区役所本庁舎改

築とともに改修工事を進めており、令和６

年９月に世田谷区の新たな文化・芸術の拠

点としてリニューアルオープンする予定で

す。この改修工事により、ホールについて

は、音響反射板の大型化等による音響性能

の向上や大編成の演奏にも対応可能な可動

式前舞台の設置をはじめとした、諸機能の

向上を図ります。また、地下１階には、多

様な音楽活動で使用可能な防音性能を備え

た練習室を新たに２室設置いたします。今

後も、区民が質の高い文化・芸術の鑑賞や

気軽に文化・芸術活動を楽しめる場となる

よう運営してまいります。 

区内のなでしこリーグ１部チーム、スフィーダ世

田谷に対する開催場所などの支援を行うことを提

案します。 

区立スポーツ施設において、なでしこリー

グの公式戦を行える競技場は現状ありませ

ん。世田谷区をホームとして活動している

競技団体の支援については、スポーツ振興

の観点から引き続き検討してまいります。 

世田谷区内にアーチェリーの 70m射場を希望しま

す。老若男女、健常者と障がい者はもとより、趣

味で楽しむ人からトップアスリートまでが集う交

流の場になると考えます。 

区ではスポーツ推進計画を策定し、誰もが

スポーツに親しみ、楽しむことに取り組ん

でおります。ご意見にあるアーチェリーの

70m射場を含め区内にある様々なスポーツ

施設については、交流の観点からもどのよ

うな環境整備が必要か、関係所管が連携し

検討してまいります。 
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＜都市整備について＞ 

環状八号線の上空または地下の交通を便利に、ま

た荻窪方面への縦線の交通不便の解消を考えてい

ただきたいです。 

 

  

区内の南北を結ぶ新たな公共交通として

は、環状八号線への導入を基軸とした「エ

イトライナー構想」があります。 

東京都区部周辺の鉄道網については、民間

事業者により、都心部から郊外部へ放射方

向に整備が進められてきた歴史があるた

め、山手線から武蔵野線までの間に環状方

向の鉄道が整備されておらず、世田谷区内

において南北方向を結ぶ公共交通機関は、

路線バスや東急世田谷線などに限られてい

ます。 

このため、環状八号線への新たな公共交通

システムの導入に向けて、平成６年以降、

沿線６区（大田区、世田谷区、杉並区、練

馬区、板橋区、北区）は「エイトライナー

促進協議会」を発足させ、これまでに早期

実現に向けた促進大会や、運輸大臣への要

請活動などを行ってきました。 

平成 28年には、国の交通政策審議会の答申

198号において、「地域の成長に応じた鉄

道ネットワークの充実に資するプロジェク

ト」に位置づけられ、同様に環状七号線へ

の新たな公共交通の導入を目指している

「環七高速鉄道（メトロセブン）促進協議

会」や東京都とともに、「区部周辺部環状

公共交通」としての導入に向けて調査・検

討を行っているところです。 

今後も公共交通ネットワークの向上に向け

て、東京都および関係区とともに、エイト

ライナー構想、区部周辺部環状公共交通の

早期実現に向けて取り組んでまいります。 

世田谷区は南北の移動がバスばかりで不便なた

め、南北を走る鉄道や地下鉄の建設ができない

か、関係機関と検討することを提案します。 

バスやトラックの運転者不足も見込まれることか

ら、ＪＲと下高井戸をつなぐルートや、小田急

（山下、豪徳寺）南武線ルートなどの路面電車の

計画を立てていただくのはどうでしょうか。 

私の住居は東玉川ですが、コミュニティバスでも

良いですが、もっと一日のバスの本数を増やして

いただきたいです。  

現在、区内の路線バスはすべてバス事業者

による自主運行となっており、路線バスの

新規開設や増便を行うには、事業採算性の

観点はもちろんのこと、交通の担い手であ

る乗務員の確保や、安全に運行できる道路

の整備が不可欠です。 

特に、慢性的な乗務員不足等の課題は、地

方部に限らず都市部でも顕在化してきてお

り、バス事業者の努力により、辛うじて現

状の路線網や運行本数を維持してきている

状況です。 

地域の交通を取り巻く環境は、利用者の減

少をはじめ、コロナ禍以前から年々厳しさ

を増してきていますが、区といたしまして

は、いただいたご意見も参考にさせていた

だきながら、バス事業者等と連携し、公共

ミニバス路線を増やしていただきたいです。例え

ば、区役所や中央図書館など、区内や区の近くの

私鉄への路線があると便利です。 
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交通網の維持、効率化のための再編、強化

など、持続可能で誰もが移動しやすい地域

社会の実現に向けて検討してまいります。 

政策 19「自転車利用環境の整備」について、自転

車は歩道を高い速度で走り抜けていき、大変心配

です。現状を把握し、適切な施策を採用、周知を

お願いします。  

区では、自転車の車道左側通行を促すた

め、限られた道路状況に応じた自転車通行

空間の整備を計画的に進め、歩行者・自転

車・自動車がともに安全で快適に通行でき

る道路環境を目指しております。 

また、警察と連携して、歩行者・自転車利

用者・自動車ドライバーの交通安全啓発に

取り組んでおります。 

いただいたご意見は、今後の施策の参考に

させていただきます。 

歩道をかなりのスピードで走行する自転車が大変

危険です。新しいまちづくりでは自転車と歩行

者、自転車と自動車、それぞれが安心して通行で

きる環境を整えていただきたいです。 

  
車道を自転車で走るのは、道幅が狭く危険を感じ

ます。自転車道をつくっていただきたいです。 

 

自転車乗車時のマナーを強化し、違反者には厳罰

強化し再教育するのはどうでしょうか。マナーが

良ければヘルメット着用にこだわる必要性が低い

のではと考えます。 

政策 19交通環境の整備について、世田谷区都市計

画道路の未整備区間の整備を早急に実施し、新し

く出来た道路にバスを通し、住民の区内往来をし

やすくしていただきたいです。 

区では、都市計画道路の開通にあわせて、

等々力操車所から梅ヶ丘駅を結ぶ路線バス

の運行を開始するなど、南北交通の強化に

取り組んできました。 

今後も新たな都市計画道路の整備の機会等

をとらえ、バス事業者と連携しながら公共

交通ネットワークの強化に努めてまいりま

す。 

政策 20都市基盤の整備・更新について、①災害時

の避難通路の確保 ②交通渋滞の解消のため、世

田谷区都市計画道路の未整備区間の整備を早急に

実施していただきたいです。  

安全で災害に強いまちづくりの実現のた

め、「世田谷道づくりプラン」のもと都市

計画道路をはじめとした道路整備を着実に

進め、１日も早い完成を目指してまいりま

す。 
補助 54号線、128号線、恵泉裏通りといった都市

計画道路を着実に整備して欲しいです。 

自宅近くに歩行者が安全に待てるスペースがな

い、危険な歩行者横断歩道があり、設置場所の見

直しをご検討いただければと思います。 

交通管理者と連携し、現地に即した適切な

交通安全対策に努めてまいります。 

幹線道路は横断歩道が少なくて、信号まで回わら

なくてはならず、移動の自由が損なわれていま

す。歩行者優先、地域の生活者の視点で道路の在

り方を考えていただきたいです。 

交通管理者と連携し、誰もが安全で快適に

移動できる道路環境整備に努めてまいりま

す。 
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羽根木公園内に利用者が気軽に休めるカフェの開

設をしていただきたいです。カフェの運営に都営

光明学園が参加できれば地域の福祉にも貢献でき

ると期待します。 

既存の区立公園におけるカフェなどの施設

誘致については、現在進める玉川野毛町公

園拡張事業でのケースを検証し、民間事業

者へのサウンディング調査などにより、導

入の検討を進めていく考えです。なお、令

和７年度に改築工事が竣工予定の梅丘図書

館は、１階にはカフェエリアやテラス、3

階には公園と行き来ができる橋を設け、公

園利用者も気軽に利用できる図書館となる

予定です。 

住民にとって親しみやすかった馬事公苑の姿を取

り戻すため、区民まつりを馬事公苑で開催してい

ただきたいです。 

次回の第 45回せたがやふるさと区民まつり

は、馬事公苑での開催を予定しておりま

す。開催に向け、実行委員会や関係機関と

ともに、新しくなった馬事公苑での８年ぶ

りの区民まつりについて、区民の皆様が安

全に、安心して楽しんでいただけるよう、

引き続き取り組んでまいります。また、い

ただきましたご意見はリニューアルした馬

事公苑の運営の参考となるよう伝えてまい

ります。 

町内会の脱会理由の一つに隣家の新築、改築があ

ると思います。屋根がはみ出しているなどで隣同

士がいがみ合い、地域のコミュニケーションがと

れません。建築中の家が申請通りか視察して欲し

いです。 

区では、定期的なパトロールや通報により

建築確認申請のとおりに工事が行われてい

るか現場の調査をしております。今後も引

き続き関係部署が連携し対応してまいりま

す。 

街の景観をもっとよくするために、電線の地中化

を進めてください。 

都市防災機能の強化や安全で快適な歩行空

間の確保、良好な都市景観の創出を図るた

め、無電柱化整備は重要だと考えておりま

す。なお、本計画においては、無電柱化整

備事業を実施計画に位置づけ、計画的に取

組みを進めてまいります。 

街の景観をもっとよくするために、今後建築する

建物の色や景観を損ねる建て方などを規制するこ

とを提案します。 

街の風景は常に変化し続けています。一定

規模以上の建設行為等は風景が大きく変わ

り、街にインパクトを与えます。このた

め、区では景観法に基づき風景づくりの基

準を定め、一定規模以上の建設行為等に対

して、事前届出制度により、新しい風景が

より良いものになるよう、建物の計画や色

彩、外構や植栽の設え等について誘導を行

っております。 
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都市整備について、安全な道路整備がなされた世

田谷の景色を活かしたまちづくりを目指すこと

で、自然と「行ってみたい！住んでみたい街」と

なり、経済も活性化するように思います。 

区では、道路の新設・拡幅整備に関する総

合的な方針として「せたがや道づくりプラ

ン」を策定し、将来道路網の実現を目指し

ており、道づくりの方向性として「すべて

の人にやさしい道づくり」「環境の向上に

資する道づくり」「人が集い街のにぎわい

を高める道づくり」等を示しているところ

です。また、景観法に基づく景観計画であ

る「風景づくり計画」を策定し、地域の個

性を活かした風景を守り、育て、つくる

「風景づくり」を区民、事業者、区の協働

により取り組んでいます。 

今後も、将来道路網の実現および街の風景

の魅力の向上に向けて、計画的かつ効率的

なまちづくりを継続して行ってまいりま

す。 

自転車移動がメイン！電気自動車 80%の街！など、

どこよりも早く環境に配慮した世田谷発のものを

作ると良いと思います。 

脱炭素化をさらに加速させていくために

は、区が先進的な取組みを実践していくこ

とが重要と考えております。貴重なご意見

として、今後の施策の立案、実施、啓発手

法等の参考にさせていただきます。 

まちづくりについては、商店街に日陰を作るよう

なネットをかけたり、散水をするような取組みな

ど夏の暑さ対策を検討して欲しいです。 

区ではヒートアイランド対策として、路面

温度の上昇を抑える効果のある遮熱性舗装

に取り組んでおり、また、熱中症対策とし

て、街路樹の整備による木陰の創出なども

進めております。 

道路交通網を改善し、自動走行車やドローン等の

新しい交通手段で新しい都市形成を行うことを望

みます。 

近年、社会全体のデジタル技術開発が急速

に進展し、交通分野においても、先進的な

デジタル技術を活用した取組みが急速に進

んでおります。自動走行車やドローンなど

の技術開発は、次世代の移動手段として期

待がありますので、区としても、今後の技

術開発などの社会動向を注視しつつ、誰も

が快適に安全・安心な移動ができる交通環

境の確保に努めてまいります。 

ウェルビーイングを指針とした魅力ある世田谷区

の街づくりを実現するためにも、世田谷区基本計

画の柱にぜひウェルビーイングの観点を組み入れ

ていただきたいです。 

ウェルビーイングの向上の視点は重要だと

認識しており、「重点政策５ 自然との共

生と脱炭素社会の構築」においては、「区

民が暮らしの中で自然の豊かな恵みを実

感、享受でき、心の豊かさや幸福感を感じ

られ、居心地がよく住みやすいまちづく

り」を取組みの方向性として掲げていると

ころです。こうした視点に基づく取組みを

着実に進め、ウェルビーイングの向上に向

けた街づくりを進めてまいります。 
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世田谷区の中心に位置する「世田谷の区役所」エ

リアに「へそ」を置き、そこから各地区を結ぶ交

通網を構築し、アクセスの向上を図ることで、人

が集まる「へそ」、そして地区内での「暮らし」

との円滑な相互の交流によるコミュニケーション

の活性化を図り、世田谷区の魅力をさらに高めて

いくといった、魅力ある街づくりに取り組んでい

ただきたいです。 

区の長期的な視点に立った都市づくり・街

づくりの総合的な基本方針である「都市整

備方針」では、都市づくりの骨格プランと

して、三軒茶屋、下北沢、二子玉川といっ

た、より広域的な生活文化拠点や、成城学

園前、千歳烏山、区役所周辺など、地域の

生活拠点など、区内各地に生活や文化の拠

点を配置し、これら拠点を相互に連絡し

て、都市としての活力を育み交流を促す、

骨格をなす軸を定めております。 

この「都市活力と交流の軸」のあるべき姿

について、相互交流によるコミュニケーシ

ョン活性化の視点も含め、世田谷の魅力向

上を目指し検討してまいります。 

当区では公園の偏在が課題ではないかと考えてお

り、中規模な緑地化公園として電源開発株式会社

社宅跡地の供出あるいは区との共同活用の検討を

お願いしたいです。 

区では、核となる魅力あるみどりを創出

し、地域特性やニーズに応じた区民に親し

まれる魅力と特徴を備えた、質の高い公園

緑地の整備に取り組んでおります。 

公園緑地の配置につきましては、「世田谷

区みどりの基本計画」における「公園緑地

配置方針図」に基づき検討を行っており、

「特に公園が少なく公園緑地を配置する地

域」や、日常的な屋外レクリエーションや

災害時の避難地としての機能を果たすこと

ができる「中規模公園を配置する地域」に

ついては、機会をとらえて土地を取得し、

公園緑地としての整備を進めているところ

です。 

ご提案の土地につきましては、周辺の公園

緑地の配置の状況から、方針図において、

「特に公園緑地が少なく公園緑地を配置す

る地域」及び「中規模公園を配置する地

域」に位置づけておらず、公園整備の緊急

性が低いと考えているため、現段階で取得

することは難しい状況です。 

世田谷区の公園緑地は全体的に不足してい

ることから、引き続き、公園不足地域等に

おける土地の取得の機会をとらえつつ、区

全体として一層の公園緑地の整備を推進し

てまいりたいと考えています。 

重点政策 6に、大規模公営住宅団地の建て替えに

当たっては、事業者との協働を図り、防災、子ど

も環境、気候変動対策、コミュニティ、緑化、歩

行者優先の街、等の課題に取り組むという内容を

加えていただきたいです。 

公営住宅の建替えの際は、東京都等の公営

住宅事業者は法令・要項に基づき、区と建

替えに関する意見・要望を協議することと

なっており、ご意見としていただいた各課

題への取組みに関しましても、関係所管か

らの意見・要望を踏まえ、引き続き事業者

へ要請してまいります。 
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今後、年金生活者でも安心して生活のできる住宅

を提供できるよう、空き地などの利用も工夫でき

ないでしょうか。 

住宅セーフティネットの中核となる区営住

宅等を供給するなど、低額所得者や高齢者

等の住宅確保要配慮者の居住支援を進めて

おります。 

いただいたご意見も踏まえ、公的住宅の建

替えの際は、高齢者等の多様な住まいに対

応できる良質な住宅供給を事業者へ要望し

てまいります。 

公園にある背もたれがついた長椅子を増設してい

ただけないでしょうか。丸くなったねこ背や背

中、腰が伸びてすっきりし健康にいいです。若者

もスマホ等でねこ背気味ですので、皆で楽しめた

らと思っています。 

公園に設置してある健康器具は、日常生活

での健康づくりを目的とした施設で、背伸

ばしベンチやぶら下がり器具など、現在

136箇所の公園に設置してあります。 

区では、公園内に設置できるスペースの有

無などを考慮し、毎年 10基程度の健康器具

設置や交換を行っています。今後も、公園

改修などの機会をとらえて、背伸しベンチ

も含めた健康器具の設置に努めてまいりま

す。 

美しいまちの景観を守るため、まちから幟や旗等

をなくしてはいかがでしょうか。 

東京都では、幟や旗を含む屋外広告物の設

置について、東京都屋外広告物条例を定め

て都市計画における用途地域等に応じた一

定の規制を行っております。 

屋外広告物は、情報の伝達手段であるとと

もに、風景に大きな影響を与える要素の一

つであるため、区では、世田谷区風景づく

り条例に基づく「風景づくりのガイドライ

ン（屋外広告物編）」を策定し、屋外広告

物の設置にあたり、より良い風景づくりに

つながるよう、事業者等への普及啓発及び

誘導に取り組んでおります。 

世田谷区でも課題になっている空き家問題につい

て、店舗を持ちたい人に安く提供したり、地域の

開放の場として活用してはいかがでしょうか。 

空家等は私有財産であるため、所有者等が

自ら適切に管理し、自己利用や売却、賃貸

等により活用していくことが基本となりま

すが、区では各行政課題の解決に空家等の

活用促進を図るため、空家等の所有者等

に、より積極的な意識啓発や各種情報の提

供を行い、活用できる空家等の掘り起こし

に取り組んでいるところです。 

いただいたご意見も参考に、引き続き取組

みを推進してまいります。 

＜人権・コミュニティについて＞ 

政策 22 町会をもっと活性化して、区民とどのよ

うに連携するのか具体策を提示すべきです。 

本計画では、計画の理念の一つに「参加と

協働を基盤とする」を掲げ、持続可能な社

会の構築に向け、参加と協働による政策、

施策の展開を区政運営の基盤としておりま

す。  

町会・自治会は、同じ地区に住む区民の誰

もが参加可能な地縁に基づく団体であり、
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まちづくりの中心的な役割を担っていただ

いており、区政の大切なパートナーと認識

しております。区といたしましては、今後

も町会・自治会の活性化支援に取り組み、

さらなる参加と協働の促進に結びつけたい

と考えております。 

区では現在、コロナ禍を経た町会・自治会

の現状を把握するため、町会・自治会に対

するアンケート調査を実施しており、調査

結果を踏まえ、町会・自治会の活性化に向

けた具体的な支援策の検討を進めてまいり

ます。 

政策 21 多様性の尊重について、男性差別(特に弱

者男性問題）や不法滞在外国人、日本社会と共生

するつもりのない外国人への対策を盛り込んでい

ただきたいです。 

区は、「世田谷区多様性を認め合い男女共

同参画と多文化共生を推進する条例」に基

づき、個人の尊厳を尊重し、年齢、性別、

ＬＧＢＴＱ等の性的指向及びジェンダーア

イデンティティ、国籍、障害の有無などに

関わらず、多様性を認め合い、自分らしく

暮らせる地域社会を目指して、各施策に取

り組んでおります。外国人等を含む全ての

方がともに社会を構築できるよう、区民の

理解促進や多文化共生の意識啓発に、今後

も粘り強く取り組んでまいります。また、

不法滞在者等につきましては、引き続き法

に基づく対応を行ってまいります。 

元気な高齢者の自宅に地域の子どもが訪れ、おじ

いちゃん・おばあちゃんと過ごす体験をする、

「地域留学」を提案します。地域に顔見知りを作

れば、互いに助け合う関係を築けると思います。 

本計画では、重点政策１の中で、地域の中

で、多様な人々と出会い、見守られながら

育つことを大切な視点としております。子

ども・若者が、様々なことにチャレンジ

し、失敗したり、成し遂げたりする経験を

繰り返しながら、自らの力を育むことがで

きる環境を、区民の参加と協働のもと、と

もに創り上げることに取り組んでまいりま

す。ご提案につきましては、今後の具体的

な取組みの参考にさせていただきます。 

「基本方針」の「多様性を尊重し活かす」の内容

においては、様々な属性の中に「性的指向」や

「ジェンダーアイデンティティ」という言葉が具

体的に入っていますが、「重点政策４ 誰もが取

り残されることなく生き生きと暮らせるための支

援の強化」の目指すべき姿の中に書かれている属

性に、性的マイノリティが抜けているのは何故で

しょうか。に性的マイノリティを抜かすことな

く、記述していただくことが必要だと考えます。 

計画全体を通して記載が徹底されておら

ず、配慮が足りない内容となってしまい大

変申し訳ございません。改めて計画全体の

内容を確認し、記載を徹底しました。 

政策 21 多様性の尊重について、性的マイノリティ

を加えていただき、また、性的マイノリティが置

かれている現状と課題についても項目に挙げ、区

区は、基本的人権が侵されることなく、一

人ひとりが自分らしく生き、すべての人が

尊重される社会の実現を目指しています。

政策 21「多様性の尊重」の現状と課題にご
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としての問題意識を持っていただきたいと思いま

す。 

ざいます、17の主な人権課題（性的マイノ

リティが置かれている現状と課題）等、

様々な人権に係る問題に対して、多様性を

認め合うとともに、人権課題への理解を深

め、あらゆる人権侵害の根絶に向けた人権

意識の啓発・理解促進を進めてまいりま

す。 

人種、ジェンダー、ＬＧＢＴＱ、障害、年齢等、

少数者にかかるあらゆるハンディキャップをどの

ようになくすことができるかを、政策を考える段

階から判断していただきたいと思います。 

計画の土台となる考え方である「計画の理

念」の一つとして「多様性を尊重し活か

す」ことを定めており、年齢、性別、ＬＧ

ＢＴＱなどの性的指向及びジェンダーアイ

デンティティ、国籍、文化の違いや障害の

有無から、価値観や単独世帯、夫婦のみ世

帯、ひとり親世帯などの家族のあり方、ラ

イフスタイルの多様性まで、広く多様性を

尊重し活かすこととしております。政策の

検討段階から、こうした理念をしっかりと

踏まえ、政策づくりを進めてまいります。 

現状、寄り添われる側として扱われる外国人の方

等が発信側になれるようなサポートをすること

で、本当の意味での共存姿勢が目指せると思いま

す。 

外国人等が発信者として参加できる取組み

として、「せたがや国際メッセ」、せたが

や国際交流センター主催の「多文化理解講

座」等を実施しております。イベントや講

座を通して、日本人のみならず、外国人等

への多文化共生に対する意識の醸成を進め

るとともに、いただいたご意見の趣旨を踏

まえ、せたがや国際交流センターと連携

し、引き続き取組みを検討してまいりま

す。 

少子化対策として、移民との共存はとても重要で

す。お互いを理解し合う上で、姉妹都市の設定、

またその都市との交換留学などがあると良いと思

います。 

区は３つの都市（カナダ・ウィニペグ市、

オーストリア・ウィーン市ドゥブリング

区、オーストラリア・バンバリー市）と姉

妹都市を提携しています。姉妹都市とは、

文化、教育、スポーツ等の交流を通して相

互の関係性を深めてまいります。 

基本計画には、世田谷区が独自で制定した「世田

谷区多様性を認め合い男女共同参画と多文化共生

を推進する条例」に基づき、区民の人権を守る決

意を明記してください。 

政策 21「多様性の尊重」の目指す姿に「個

人の尊厳を尊重し、年齢、性別、ＬＧＢＴ

Ｑなどの性的指向及びジェンダーアイデン

ティティ、国籍、障害の有無等にかかわら

ず、多様性を認め合い、自分らしく暮らせ

ることができ、人と人との繋がりを大切に

し、誰一人取り残されない社会を実現して

いる」ことを掲げており、これは「世田谷

区多様性を認め合い男女共同参画と多文化

共生を推進する条例」の基本理念であり、

区民の人権を守る決意となります。 
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ＤＶ防止の取組みについては、個別の政策であま

り見かけなかったため、基本計画と個別の政策と

の関係で説明があるとよいのではないでしょう

か。 

区と関係機関、民間支援団体との連携強化

や、相談員の専門性の向上により、相談支

援体制の充実を図るとともに、デートＤＶ

の出前講座や男女共同参画センターでの相

談事業も実施しながらＤＶ防止に向けた取

組みを進めてまいります。 

自治会を地域コミュニティの基盤とする考えは転

換すべきだと思います。自治会費についても、必

ずしも適正な利用がされていないような気がしま

す。 

自治会は伝統的な地域割りが残っており、地域コ

ミュニティとしての役割を果たしているのか疑問

に感じることがあります。 

本計画では、計画の理念の一つに「参加と

協働を基盤とする」ことを掲げ、持続可能

な社会の構築に向け、参加と協働による政

策、施策の展開を区政運営の基盤としてお

ります。  

町会・自治会は、同じ地区に住む区民の誰

もが参加可能な地縁に基づく団体であり、

まちづくりの中心的な役割を担う地域コミ

ュニティの基盤であり、区政の大切なパー

トナーと認識しております。 

一方、役員の高齢化や担い手不足等の課題

があるとともに、区民意識調査では、「町

会・自治会」に加入していない理由として

「どのような活動をしているかわからな

い。」との回答が最も多いことから、活動

内容の周知等が求められております。 

町会・自治会活動への理解・参加を促進

し、幅広い世代の区民の参加と協働による

地域課題の解決を促進するため、引き続

き、活動紹介等の一層の周知に取り組むと

ともに、町会・自治会の実態把握に努め、

世田谷区町会総連合会とも相談しながら持

続可能な町会・自治会活動への支援の充実

に取り組んでまいります。 

なお、いただいたご意見につきましては、

世田谷区町会総連合会にお伝えしてまいり

ます。 

様々なテーマや多様な世代に向けた講師を招き学

びの機会を創出することを目的としたオープンカ

フェをひらき、地域コミュニティの活性化をめざ

した場をつくると同時に地域の店舗との連携によ

り商店街の経済活性化を図っていただきたいで

す。 

区は、地域をつくり支える存在である区民

や団体が自ら意見を述べ、情報を発信・共

有するための仕組みづくりなど、幅広い世

代や多くの団体が地域の課題に主体的に向

き合い、互いに協力して自治を進められる

ように支援をしてまいります。あわせて、

地域住民等が継続して交流できる機会や場

所を確保し、すべての人に「居場所や役

割」があるまちづくりを目指し、住民同士

の関係性を深めることで、お互いに支え合

い、助け合える関係性の構築と地域コミュ

ニティの醸成を図ります。いただきました

ご意見も参考にし、地域経済の活性化の視

点も持ちながら取組みを進めてまいりま

す。 
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⑤ 計画実行の指針について 

意見概要 区の考え方 

オンラインの多用は困ります。パソコンやスマホ

に不慣れな者もいますので、文書での通信や電話

も残していただきたいです。 

「第６章 計画実行の指針」に掲げる「ＤＸ

の推進」の内容を踏まえ、ＤＸの推進にあ

たっては、デジタル機器の扱いに不慣れな

区民に情報格差が生じないよう、フォロー

体制も合わせて構築してまいります。 

デジタルマーケティングに改善余地があると思い

ます。インターネットやＳＮＳをもっと活用し

て、若い人にまで区の取組みが知り渡ることを期

待します。 

区の取組みをあらゆる世代の区民や事業者

等に広く正確に理解してもらえるよう、プ

ッシュ型、プル型の情報発信に一層力を入

れるとともに、戦略的かつ効果的な情報発

信に努めてまいります。 

計画実行の指針に「２．ＤＸの推進」とあります

が、その内容、企画が見えづらいと思います。 

区では、デジタル技術を活用して区民に満

足いただけるサービスの実現を図るため、

「世田谷区ＤＸ推進方針 Ver.２」を策定

し、直近２年間で重点的に取り組むプロジ

ェクトやＤＸ推進を加速するための考え方

をお示しております。 

デジタル化一色になることに懸念を感じていま

す。デジタル化は難しく時間もかかる場合もある

ので、不便を感じています。 

「ＤＸ推進方針 Ver.２」に基づき、デジタ

ルファーストで行政サービスのリデザイン

を進めておりますが、デジタルデバイド対

策を含め、多様な手段で誰一人取り残さな

いサービスの実現を目指してまいります。 

 

⑥ 持続可能な自治体経営について 

意見概要 区の考え方 

十分な財源の確保のため、ふるさと納税から脱退

するのはいかがでしょうか。世田谷区民の税金は

世田谷区に投入すべきだと考えますし、長期的な

区の発展には重要なことですのでご検討宜しくお

願いします。 

区では、児童養護施設退所者等奨学・自立

支援基金等の社会貢献型のプロジェクト等

を通じて寄附文化の醸成に取り組んでおり

ます。一方、本制度には本来、国で負担す

べき部分を地方自治体が負担しているワン

ストップ特例制度等、制度の抜本的な見直

しが必要であると考えており、引き続き、

23区一体となって国に対し制度是正を求め

てまいります。 

区の支出を減らすために、区の不要な所有不動産

の売却、区職員の削減を検討して欲しいです。区

民目線での行政サービスをお願いします。 

土地等の売却も選択肢に含めた公共施設の

利活用や既存事業の見直しに合わせた真に

必要な人員の見極めなど定員適正管理につ

いても、区として、持続可能な自治体経営

の確立を目指していくうえでの重要な改善

の視点としてとらえており、今後取組み内

容をまとめ、区民目線による行政サービス

の推進を着実に進めてまいります。 

民間的ではなく、行政の役割を認識した経営資源

配分を考えて欲しいです。 

経営資源の最適化を示している「持続可能

な自治体経営」につきましては、第２章で
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掲げている各分野における「目指すべき未

来の世田谷の姿」の実現に向けた方策とし

て位置づけており、区民生活や地域経済を

はじめとした行政が取り組む課題の解決や

目標の達成のために重要な視点であると考

えております。 

 

⑦ その他、計画全体に関するご意見について 

意見概要 区の考え方 

目標に「世田谷区民としての誇りをもって」と入

れていただきたいです。世田谷区民であることに

誇りをもって生きれば、自然と社会に自らの資源

を還元し、より成熟した、多様性を尊重する社会

に成長すると思います。 

「計画の理念」の一つに、「多様性を尊重

し活かす」ことを掲げており、計画の土台

となる根本的な考え方としています。区民

の皆様に区民としての誇りや区への愛着を

持ってもらえるよう、「計画の理念」に基

づく行政としての取組みを着実に進め、よ

り成熟した、多様性を尊重する社会の実現

を目指してまいります。 

世田谷区のホームページが見づらくて使いにくい

です。ページを開いてアクセスできるリンクが並

んでいないと探さなければならず、利用する側を

考えていないと思います。 

トップページからお求めのページに辿り着

くことができるページ表示場所の検討や、

検索にかかりやすいページ作成の徹底な

ど、より誰もが分かりやすいホームページ

を目指して、利用者に寄り添ったホームペ

ージ運営に努めてまいります。 

総論反対はありませんが、世田谷区らしさが感じ

られません。どんな将来を描きどう変えていきた

いのか見直して欲しいです。近隣区と連携してワ

クワクするような地域とするべくプランを考えて

いただきたいです。 

今般の社会動向や区を取り巻く課題等を踏

まえ、本計画において、区民生活、地域経

済、都市基盤、自然環境、自治体経営の視

点から、「目指すべき未来の世田谷の姿」

を設定しました。その実現に向け、他自治

体や国際社会との協力連携も図りながら計

画に基づく取組みを進め、区内外の人々を

惹きつけ、新たな魅力と活力が感じられる

まちの実現を目指してまいります。 

マイナンバーカードの住所変更後の記載に関し

て、認識されず、不備で返されることが多いで

す。新住所の印字を大きくするなど、仕様を変更

していただきたいです。 

新住所の記載について、印字を大きくする

ことは可能です。しかし、追記欄が狭く、2

行以上の印字となる場合もある住所などを

大きな文字で印字すると、欄がすぐに埋ま

ってしまいます。埋まってしまいますと、

顔写真を持参のうえカードの再交付を行う

必要があり、最低でも 1か月ほどは新住所

が記載されていないマイナンバーカードを

お持ちいただくこととなります。また、新

しいマイナンバーカードは予約の上お受け

取りにご来庁いただく必要があるなど、カ

ードを利用したお手続きが長期間できなく

なってしまう可能性があるため、なるべく

長くお持ちいただけるよう、区では印字を

小さくしております。いただいた貴重なご
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意見については、今後の検討の際に参考と

させていただきます。 

全体的に、取り組みますとか、促進、推進等の文

言が見られるため、具体的な施策を提示してほし

いです。 

次期基本計画（案）の作成に際し、計画に

掲げる政策や施策を実現するための主な事

業をまとめた「実施計画」を盛り込み、具

体的な行動量や成果指標を設定しました。 「推進」とあるものは、どこまでを目指すのか、

ベンチマークを明確にすべきだと思います。 

各まちづくりセンターが総合支所と同じような証

明書の発行窓口になるのでしょうか。 

現在、総合支所くみん窓口・出張所併設の

8か所（太子堂、経堂、北沢、等々力、用

賀、二子玉川、成城、烏山）を除く 20か所

のまちづくりセンターでは、総合支所で交

付する証明書の一部（住民票の写し、印鑑

登録証明書、特別区民税・都民税課税証明

書）を交付しております。また、証明書は

上記 20か所のまちづくりセンター設置のマ

イナンバーカード専用証明書自動交付機や

コンビニエンスストアのマルチコピー機で

も取得できます。 

なお、世田谷区地域行政推進条例では、ま

ちづくりセンターを「区民生活を包括的に

支援する地区の行政拠点」と位置づけてお

り、上記のような証明書の交付だけでな

く、多様な相談及び手続きに対応する窓口

として、地区の実態に即した取組みを実施

してまいります。 

少子化と環境問題は深刻な問題だと認識していま

す。将来的に人材が不足し、医療・介護・福祉保

育・警察自衛刑務官・電気水道ガス・自動車・学

校教員などライフラインをサポートしているエッ

センシャルワーカーの志望者の不足なども見込ま

れ、自分のつく職業などを管理される管理監視社

会になってしまうことも懸念されます。そのよう

な社会にならないためには、誰もがいつでもどこ

でも様々な学問を学べる環境を整備するなど、抜

本的改革を世田谷区から展開することが最優先課

題だと思います。 

少子化と環境問題については、区としても

重要な課題と受け止めており、本計画にお

いても重点政策に「子ども・若者が笑顔で

過ごせる環境の整備」や「自然との共生と

脱炭素社会の構築」などを掲げたところで

す。また、誰もがいつでも何度でも学ぶこ

とができる環境の整備も重要な課題だと認

識しており、同じく重点政策に「新たな学

校教育と生涯を通じた学びの充実」を掲げ

ています。こうした重点政策に基づく取組

みを着実に進め、持続可能な未来の確保に

努めてまいります。 
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一度、世田谷区受動喫煙相談センターに電話しま

したが、他の意見がないと動けないと言われまし

た。小意見を聞いてこその相談センターではない

でしょうか。 

世田谷区受動喫煙相談コールセンターにお

ける対応については、ご不快な思いをさせ

てしまい申し訳ございませんでした。相談

窓口としての適切な対応を心掛けてまいり

ます。 

東玉川に在住していると、区の催し物等は遠くて

参加出来ない事がほとんどです。子育て中は子供

の預け先も無く、本当に苦労しました。今は改善

されている事を望みます。 

区では、居住する地域によって公共サービ

スの低下が起こらないよう努めているとこ

ろですが、ご不便をおかけしたことをお詫

びします。東玉川地区には、私立認可保育

園を２園整備したほか、周辺地区にも保育

園を整備しました。今後は、在宅で子育て

を行っている家庭を支援する施策も推進し

てまいります。 

これから想定される情勢について、ロシアによる

ウクライナ侵攻などのような軍事侵攻の可能性、

チリ沖大地震による高波の襲来のような自然災

害、少子化による働き手の減少と労働改革、ロボ

ットなどの自動機器やＡＩの進化等による行政の

自動処理と手続きの短時間化、労働人口の減少に

伴う外国人の移住促進、電子通信機器を使ったサ

イバー犯罪などが想定され、よりよい自然環境づ

くり、防災・気象変動への備え、医療体制の充

実、共助意識の醸成などといった視点が重要とな

ります。こうした視点を踏まえ、最良区を目指

し、計画の進行管理、評価等を行う必要がありま

す。 

今般の社会情勢などを踏まえ、基本方針を

「持続可能な未来を確保し、あらゆる世代

が安心して住み続けられる世田谷をともに

つくる」と定めました。世田谷の恵まれた

住環境や文化・地域性を子どもや若者の世

代に確実に引き継いでさらなる充実と発展

を遂げていくためには、持続可能性の視点

を中心に据えた区政運営が不可欠であり、

時代に即したデジタル技術の活用も図りな

がら計画に基づく取組みを着実に進め、区

民生活をはじめ、地域経済、都市基盤、自

然環境、自治体経営などにおいて、持続可

能な未来に向けた環境整備を図ってまいり

ます。 

政策づくりにあたっては、きっちりとプロセスに

沿って進めつつ、常に見直すことが重要だと思い

ます。また、国家政策としての少子化、防衛、防

災、防犯は、区としても積極的に進める必要があ

ります。さらに、分野別政策については、リーダ

ーシップを発揮できるリーダーが必要であり、政

策を実行する職員も、政策をよく勉強する必要が

あると思います。 

次期基本計画の検討にあたっては、ＥＢＰ

Ｍ（証拠に基づく政策立案）を推進し、よ

り効果的かつ実効性の高い政策の立案を目

指し、検討を進めてきました。計画の進行

管理については、行政評価を通じて評価・

検証を実施しながら、ＰＤＣＡサイクルに

よる計画の進行管理を行ってまいります。

また、重点政策において「子ども・若者が

笑顔で過ごせる環境の整備」を、分野別政

策において「安全・安心のまちづくり」や

「災害に強い街づくり」などを掲げてお

り、子ども・若者が住みたくなるまちづく

りや安全安心に向けた取組みを着実に進め

てまいります。さらに、計画の推進に際

し、職員の政策立案能力や政策遂行能力の

向上に取り組んでまいります。 

事業のあり方について、事業内容を定期的かつ客

観的に審査・監査する専門組織を区に常設、また

は、筆頭となる部署に審査・監査の権限を付与す

ることが重要だと思います。 

区では、各事業実績の評価とともに、業務

改善や行政経営改革の視点から、行政評価

を実施し、これまでも、各事業の目標達成

度合いを図る成果指標の導入や、新公会計

制度を活用したコスト分析など、事業評価
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を反映し、取り組んできているところで

す。 

今後も行政評価の主管である政策経営部及

び各個別計画の事業所管部が一体となっ

て、これまで積み重ねてきた知見をもとに

評価を行い、経営力の向上、経営資源の最

適化に取り組み、持続可能な自治体経営の

確立に向け取り組んでまいります。 

行政において、コンプライアンスの徹底は必須で

す。職員の行動指針の作成、コンプライアンス違

反が懲戒処分の対象になることの職員への通達、

コンプライアンスに関する問題を気軽に相談でき

る窓口の設置を提案します。 

区では、「世田谷区コンプライアンス基本

方針」に掲げた行動指針において、法令遵

守等、コンプライアンスの確保に向けて職

員が取り組むべき行動を具体的に列挙し、

示しています。引き続き、研修、通知等

様々な機会をとらえ、職員のコンプライア

ンス意識の向上に努めてまいります。 

また、懲戒処分の指針において、懲戒処分

の対象となる職員の非違行為の事例や標準

的な処分量定を明記し、適宜庁内に周知す

ることで、非違行為を未然に防止するとと

もに、服務規律の徹底を図っております。 

さらに、区民の皆様から、区の事業におい

て、コンプライアンスに係る問題が生じて

いるとのご意見をいただいた際には、その

事業を所管する部署が対応することとなり

ます。 

なお、区では、区の職員を含む労働者等が

役務提供先の一定の法令違反行為等を通報

できる公益通報窓口を設置し、運用を図っ

ています。 

いただいたご意見につきましては、今後の

取組みの参考とさせていただきます。 

区長へのメールについて、問合せの内容によって

は回答がいただけなかったり、不十分なことがあ

ります。「区民目線による行政サービスの向上」

を達成するためにも、この仕組みの徹底をお願い

します。 

「区長へのメール（区政へのご意見）」

は、区民の皆さんから寄せられたご意見や

ご要望（区民の声）を区政運営の参考にさ

せていただくことを目的とし、いただいた

ご意見のうち回答が必要となっているもの

に対しては、原則回答をしております。区

民目線の行政サービスの向上が達成される

よう、計画の理念に基づき、着実に取組み

を進めてまいります。 

市民大学の存在意義、および運営形態のあり方に

ついて、検討することが必要かと思います。 

世田谷市民大学事業については、今年度か

ら受講生からのカリキュラム提案方法など

について検討を進めているところです。ま

た、10月には受講生を対象に事業全般につ

いてのアンケートを実施しました。その結

果から事業効果や区民ニーズ等を踏まえた

課題を抽出し、今後の見直し検討の参考に

させていただきます。 
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持続可能な社会の前提は平和であることだと思い

ます。いかに戦争の発生を防ぐか、平和教育を推

進するかを施策として盛り込んでください。 

世田谷区は、核兵器廃絶と世界に戦争のな

い平和の輪を広げていくと誓い、40回目の

終戦の日にあたる昭和 60年（1985年）８

月 15日に、国の内外に向けて「平和都市宣

言」を行いました。平和な世界は、人々の

平和を願う思いの醸成と、対立的な関係を

対話により解決する努力により創り出され

るものであり、未来の平和を確かなものに

するため、区立平和資料館を活用しながら

宣言の精神を区民と共有しています。 

計画の概要版の中では高齢者についてほとんど触

れられていません。地域をイキイキさせることに

貢献できる高齢者の方々は多いと思います。高齢

者は多様性のなかに含まれているのだと思います

が、多様性には障害者や外国籍の方なども含まれ

ていると思うので、もう少し丁寧に語りかけるよ

うな素案であって欲しいです。 

計画における重点政策の一つに、「誰もが

取り残されることなく生き生きと暮らせる

ための支援の強化」を位置づけ、年齢、性

別、ＬＧＢＴＱなどの性的指向及びジェン

ダーアイデンティティ、国籍、文化の違い

や障害の有無などに関わらず、個性と能力

を十分発揮することができる社会の構築を

目指す姿として掲げており、高齢者への支

援の視点も盛り込んでいるところです。ま

た、分野別政策において、「福祉につなが

るネットワークの強化」や「地域福祉の推

進と基盤整備」などを掲げ、取組みの強化

を図ることとしています。これらの取組み

を丁寧に進め、高齢者をはじめとした誰も

が安心して住み続けられるまちの実現を目

指してまいります。 

暮らしが困窮しつつある方々がとても多くなって

いると感じます。暮らしを担保する政治、行政と

いうことを明言していただけたら、世田谷区民と

して誇らしいと思います。 

「計画の理念」の一つに、「区民の生命と

健康を守る」ことを位置づけており、子ど

もや若者から高齢者まで誰もが生命や健康

を守られ、元気に自分らしく生きていける

社会の実現に向け、医療、保育、教育など

におけるベーシックサービスを堅持すると

ともに、身体的な健康のみならず、心の健

康につながる心の豊かさなどの視点にも配

慮することとしています。こうした理念に

基づき、区民の暮らしを守るために必要な

取組みを適宜判断し、進めてまいります。 

予算をどう配分するか、どの世代からどう負担し

てもらうのかが重要ですので、基本計画内にその

点を概算あるいは課題として明記するべきだと思

います。 

ご指摘のとおり、限られた予算をどう配分

していくかが重要であると認識しておりま

す。 

予算配分につきましては、「財政状況」の

中で今後の財政見通しをお示しするととも

に、実施計画において、今後の事業費見込

みをお示ししております。 
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「家事労働」の有償対価をせたがやＰａｙなどを

使い、地域経済の中で実現できないかという実証

実験をやってみるのはどうでしょうか。協賛企業

を探してやると社会の役に立つのではないかと感

じます。 

せたがやＰａｙについては、加盟店舗のさ

らなる増加や様々な取組みにより、地域経

済の活性化及び地域経済循環の推進を図っ

てまいります。 

また、事業者間の共創や連携を促すととも

に、官民共創を促進していくことも重要と

考えています。交流や共創・連携を促進す

る環境の構築など、いただいたご意見・ご

提案は今後の施策の参考とさせていただき

ます。 

成果指標について、「〇〇と思う」「〇〇と感じ

る」「満足していると思う」という主観が採用さ

れていますが、もっと客観的に評価できるものを

設定すべきだと思います。 

政策に設定している成果指標について、政

策を総合的に評価するため、主観的指標と

客観的指標の組み合わせやバランス等を考

慮し、成果指標を追加しました。 

年収が高いシングルマザーに対する手当やサポー

トが全くないのですが、支払っている税金に応じ

たサポートを受けられるべきだと思います。 

ひとり親家庭への支援につきましては、子

どもの最善の利益の観点より各制度の所得

要件等を含め、支援のあり方の検討を行っ

てまいります。 

世田谷区役所や郷土資料館など前川國男の建築作

品をはじめ、丹下健三、坂茂、伊東豊雄の作品

や、1964年のオリンピック時代の建物も残ってお

り、建築文化都市世田谷を宣言してもよい条件が

揃っています。 

本計画の重点政策６「安全で魅力的な街づ

くりと産業連関による新たな価値の創出」

において、「地区・地域の特性を踏まえ、

地域資源を有効に活用する」ことを視点に

掲げております。区には、歴史的建造物を

含め、農地、屋敷林・社寺林、緑道、古道

など自然や歴史に培われた地域資源が多く

存在しており、風景を構成する上で重要な

建造物や樹木、公共施設を活かすなど地

区・地域の特性も踏まえながら、区民参加

のもと魅力あるまちづくりを進めてまいり

ます。 

各政策への理解が必要なため、パブリックコメン

トの提出期限について配慮があってもよかったの

ではないでしょうか。 

いただいたご意見を踏まえ、特に分量が多

い基本計画等のパブリックコメントの期間

について、検討してまいります。 

政策の評価尺度については、どのような理論によ

って設定されているのかを明示して、理解を求め

るべきだと思います。 

いただいたご意見を踏まえ、区が掲げる政

策や施策、事業と成果指標の理論的なつな

がりについて、よりわかりやすく理解して

いただけるよう、工夫してまいります。 

若干カタカナ言葉が多い箇所が見られ、その意味

についての説明が足りないように思うため、分か

りやすい記述方法についても検討してください。 

説明が必要な用語等について、用語解説の

ページを作成する予定です。 

区は、区政の機能だけでなく、行政と区民との情

報の双方向送受信を行い、サービス機能、金銭の

やり取りを含め、効率的で持続可能なシステムを

実現するための新しいデジタルネットワークシス

テムを構築する必要があり、基本計画を練り直す

べきだと思います。 

計画実行の指針でお示ししているとおり、

各施策の推進にあたり、必ず考慮すべき指

針の一つとして、「ＤＸの推進」を掲げて

おります。区民主体のサービスデザインを

徹底して利便性を高めるため、デジタルフ

ァーストで行政サービスの再構築を図って

いくとともに、デジタルツールを効果的に

活用した多様な世代の意見表明や区政参加
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の促進の取組み、様々な情報の共有が可能

となる仕組みの検討を進めてまいります。

また、生成ＡＩ等をはじめとした、劇的に

進歩しかつ重要視されているデジタル技術

について、その特性等を正しく理解して安

全かつ適正に利用し、さらなる業務効率の

改善を進めてまいります。さらに、職員の

スキル向上を図り、必要に応じて外部人材

の登用を行いながら、専門性の高い課題の

解決や施策展開につなげてまいります。 
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２．デジタルプラットフォーム Decidimを活用した意見交換 

（１）募集期間 

令和５年９月１５日（金）～１０月６日（金） 

 

（２）提出人数及び件数 

５人（６件） 

 

（３）項目別件数 

項目 件数 

子ども・若者分野について １件 

教育分野について ２件 

健康・福祉分野ついて １件 

環境・リサイクル・みどり分野について １件 

都市整備分野について １件 

合計 ６件 

 

（４）意見概要及び区の考え方 

① 子ども・若者分野について 

意見概要 区の考え方 

子どもたちが伸びやかに育つよう、世田谷区な

らではの教育があっても良いのではないしょう

か。子どもたちが大人に見守られて安心して過

ごし、笑顔で自発的に多くのことを経験した

り、学べる環境をつくるため、学校運営に地域

やボランティアの人たちにもっと参加してもら

ってもよいのではないでしょうか。 

世田谷区では、「学校で地域を支えるしくみ」と

して、地域と学校が連携していく体制づくりを

行うために、地域住民や保護者、卒業生等で構

成された、学校運営に参画する「学校運営委員

会」と、学校の依頼に応じて教育活動を支援す

るためのボランティアや団体などとの調整を行

う「学校支援地域本部」を全小・中学校で導入

しています。 

今後も引き続き、地域と学校が協力し合い、子

どもたちの教育を、より効果的に、継続的に支

えられるよう、取組みを進めてまいります。 
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② 教育分野について 

意見概要 区の考え方 

子どもの権利への理解について、子どもだけで

なく、教員に対する理解促進も明記していただ

きたいです。 

教育委員会においても、子どもの意見を尊重し

た施策を推進するためには、子ども権利条約や

こども基本法における「子どもを個人として尊

重する」「子どもの意見を尊重する」などの基本

理念を踏まえておく必要があります。  

今後、施策を推進する際には、子どもの意見表

明の場を確保し、反映に努めるよう職員の意識

醸成を図っていくことを、教育振興基本計画に

おいてお示ししており、主権者教育の推進とと

もに教員の理解促進にも取り組んでまいりま

す。 

学校は、民主主義の土台を形成する場であるこ

とを明記していただきたいです。 

区では、令和５年４月に施行されたこども基本

法の理念を踏まえて、新たな有権者となる児

童・生徒が国家や社会の形成者として主体的に

参画しようとする資質や能力を育成する取組み

を推進することとしています。 

学校生活においても自治的活動をより推進し、

学校生活を自ら改善する経験を積み重ねるとと

もに、学んだことを生かす体験的な学習とも関

連付け、児童・生徒が社会の仕組みに変化をも

たらすことを実感できるような取組みを進めて

まいります。 

 

 

③ 健康・福祉分野ついて 

意見概要 区の考え方 

日本は先進国の中でひとり親世帯の貧困率が最

も高いという現状を踏まえ、区は喫緊に支援に

取り組むべきです。潜在的な要支援者の把握も

進め、支援を行っていく必要があると思いま

す。 

平成 30 年度に世田谷区の子どもの生活実態を把

握するために、子どもの生活実態調査を実施し

ました。この調査結果等をふまえ、令和２年３

月に、「子ども計画（第 2 期）後期計画」に内

包するかたちで、子どもの貧困対策の推進に関

する法律に基づく子どもの貧困対策計画を策定

しました。現在、この計画に基づき、子どもの

現在及び将来がその生まれ育った環境に左右さ

れることのないよう、また、保護者の子ども期

からの貧困の連鎖を断ち切ると同時に、新たな

貧困の連鎖を生まないよう、すべての子どもが

健やかに育成される環境を整備していくととも

に、ひとり親世帯のみならず、ふたり親世帯も

含む生活困難を抱える子どもや保護者に対する

支援を地域と連携しながら全庁的に推進してい

ます。 
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④ 環境・リサイクル・みどり分野について 

意見概要 区の考え方 

区民農園をたくさん増やし、区民の憩いや緑の

創設に役立ててほしいです。 

区民農園は、区内の農地所有者のご協力により

農地を借り受けて、区民の皆様の農業への関心

と理解を深め、農地の保全と緑地空間の確保を

図ることを目的に開設しています。今後も引き

続き、区民農園の整備を進めてまいります。 

 

⑤ 都市整備分野について 

意見概要 区の考え方 

電線の地中化を進め、景観に優れた街並みづく

りを実現して欲しいです。 

都市防災機能の強化や安全で快適な歩行空間の

確保、良好な都市景観の創出を図るため、無電

柱化整備は重要だと考えております。なお、本

計画においては、無電柱化整備事業を実施計画

に位置づけ、計画的に取組みを進めてまいりま

す。 
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３．子ども向けリーフレット（啓発用）に対する子どもからの意見 

（１）募集期間 

令和５年９月１５日（金）～１０月６日（金） 

 

（２）提出人数及び件数 

４人（４件） 

 

（３）項目別件数 

項目 件数 

環境・リサイクル・みどり分野について １件 

都市整備分野について １件 

人権・コミュニティ分野ついて １件 

その他、計画全体に関するご意見について １件 

合計 ４件 

 

（４）意見概要及び区の考え方 

① 環境・リサイクル・みどり分野について 

意見概要 区の考え方 

カラスの増加を抑えるための対策として、路上

のごみ拾いや正しいごみ捨ての徹底、雑草の除

去などに取り組み、カラスの餌となるごみや雑

草を減らすことを提案します。区には、網目の

細かいごみ捨て場のネットの配布や、清掃活動

に協力してくれる地域ボランティアの募集に取

り組んでほしいです。 

ポイ捨ての禁止については、公共サイン等によ

る注意啓発と地域の町会・自治会、商店街等と

の協働によるキャンペーンを実施し、区民のマ

ナー向上に努めてまいります。また、地域清掃

を行うボランティア団体には、清掃用具の支給

などの支援を行っております。 

また、区では、カラスのくちばしが通らない網

目の大きさのネットを助成しています。カラス

による資源・ごみ集積所の被害を防⽌するため

には、ごみの下に巻き込むようにネットを使用

していただくことで効果が発揮されますので、

ネット配付時にご利用方法を同時に配付してお

ります。引き続き区民の皆様にご協力いただき

ながら、さらなる資源・ごみ集積所の環境改善

に向けて取り組んでまいります。 
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② 都市整備分野について 

意見概要 区の考え方 

世田谷にＪＲを通して欲しいです。 世田谷区内を走る鉄道は、京王電鉄の京王線・

井の頭線、小田急電鉄の小田原線、東急電鉄の

田園都市線・大井町線・目黒線・世田谷線・東

横線の８つの路線があります。現在、区では、

関係区とともに、環状８号線の大田区田園調布

から北区の赤羽間を結ぶエイトライナーの構想

を検討しております。運行する実施主体など

は、これからの検討過程を経てのことになりま

すが、引き続き、環状８号線をルートとする新

しい公共交通の取組みを進めてまいります。 

 

③ 人権・コミュニティ分野について 

意見概要 区の考え方 

「人と人がつながる世田谷」と「自然と環境を

大切にする世田谷」の考えが良いと思いまし

た。地域住民がつながり、様々なジャンルの活

動をともに行うことで、災害時においてもスム

ーズな連携が可能となり、また、ごみ拾いや、

１日農家体験などの SDGs に関係する活動を多

くの人で行うことで、大きな成果が得られると

考えます。世田谷の歴史や自然環境、歴史ある

建築物なども生かして、取組みを進めてほしい

です。 

人と人のつがなりが強くなることで、地域の中

で交流が生まれ、地域の活動が活性化するとと

もに、災害時にも助け合える関係性の構築につ

ながると考えています。また、一人でも多くの

方に、自然と環境を大切に思ってもらい、自然

や環境に配慮した取組みや行動、ＳＤＧｓに関

係する活動を行ってもらうことで、大きな成果

が得られると考えています。いただいたご意見

を踏まえ、積極的に取組みを進めてまいりま

す。 

 

④ その他、計画全体に関するご意見について 

意見概要 区の考え方 

子ども向けリーフレットが対象としている子ど

もの年齢がわかりませんが、子ども向けなので

あれば、ふりがなを振るべきだと思います。ま

た、政策名やイラストだけでは、具体的な取組

みの内容がわかりません。 

計画の内容をよりわかりやすくご理解いただけ

るよう、文字を少なくし、イラストを多く使用

したリーフレットを作成したのですが、具体的

な取組み内容がわかりづらくなってしまい申し

訳ありませんでした。今後はふりがなを振ると

ともに、いただいたご意見を参考に、内容を工

夫してまいります。 
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